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本報告書において特段の理由がない場合には、独立行政法人環境再生保全機構を ERCA と表 

記しております 



 
 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１－１ 熱中症警戒情報及び熱中症特別警戒情報の前提となる情報の整理・分析・提供 

業務に関連する政策・施

策 

－ 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第 1項第 11 号～12 号 

当該項目の重要度、困難

度 

＜重要度：高＞熱中症による死亡者数が増加傾向にある中、熱中症

警戒情報の的確性の向上や、過去に国内例のない顕

著な高温に備えた熱中症特別警戒情報のためのプッ

シュ型の情報提供スキームの構築・改善は、人の命と

健康を守る上で不可欠であるため。 

＜困難度：高＞地球温暖化の進行により過去に例のない暑さが見ら

れる中、熱中症警戒情報の的確性の向上や、過去に国

内例のない顕著な高温に備えた熱中症特別警戒情報

のためのプッシュ型の情報提供スキームの構築・改

善は、創造性の高いチャレンジングな目標であり、そ

の達成のためには、相当の努力を必要とするため。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

１．地球温暖化対策の推進 

 １－３． 気候変動の影響への適応策の推進 

 

（予算事業 ID：021300） 

注 1）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

 

２．主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期

間 最 終 年 度 値

等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

＜評価指標＞ 予算額（千円） 244,922 248,591    

熱中症警戒情報に

ついては、過去にない

高温が生じているこ

とを踏まえた運用期

間の妥当性や健康と

の関係の検証等に着

目した PDCA サイクル

を機能させることに

より、地域特性に応じ

た予防行動が効果的

に促されることを目

指した、的確性の向上

のための情報の整理・

分析・提供の毎年度１

回以上の実施状況。 

●情報の整

理・分析・提

供の毎年度

１回以上 

 熱中症警戒

情報等運用

期間外の暑

さ指数の提

供： 

２回 

熱中症警戒

情報等運用

期間外の暑

さ指数の提

供： 

２回 

   決算額（千円） 228,246 242,412    

経常費用（千円） 241,884 255,555    

経常利益（千円） 34,527 21,617    

行政コスト（千円） 241,884 255,555    

従事人員数 ８ ８    

熱中症特別警戒情

報については、人の健

康に係る重大な被害

の未然防止のための

予防行動が効果的に

促されることを目指

した、プッシュ型で環

  スキームの

構築： 

１回 

特別警戒情報

の発表基準に

次ぐ WBGT34

に達した地域

に関する情報
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境省に対して情報提

供するスキームの試

行版の令和６年度目

途の構築、及び、PDCA

サイクルにより、国内

外の顕著な高温が見

られた地域における

最新の経験・教訓を反

映させるスキームの

不断の改善の実施状

況。 

提供： 

１回 

＜モニタリング指標＞ 

熱中症警戒情報の

的確性の向上のため

の環境省への情報提

供回数（新規指標のた

め実績なし） 

  

停電・断水

情報の提

供： 

２回 

諸外国の警

戒制度に関

する情報： 

５回 

  

 

熱中症特別警戒情

報の発表の前提とな

る情報について、国内

外の顕著な高温が見

られた地域の経験・教

訓に関する最新の情

報の整理・分析・提供、

及び、それを踏まえた

プッシュ型の情報提

供スキームの構築・改

善件数（新規指標のた

め実績なし） 

  
最新の情報

提供： 

４回 

最新の情報 

提供： 

６回 

  

 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                  注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ① 熱中症警戒情報及び

熱中症特別警戒情報の

前提となる情報の整理・

分析・提供 

 

【評価指標1-1-1】 

・熱中症警戒情報につ

いては、過去にない高

温が生じていること

を踏まえた運用期間

の妥当性や健康との

関係の検証等に着目

したPDCAサイクルを

機能させることによ

り、地域特性に応じた

予防行動が効果的に

促されることを目指

した、的確性の向上の

ための情報の整理・分

析・提供 毎年度１回

以上 

 

 

 

 

 

 

 

【モニタリング指標】 

・熱中症警戒情報の的

確性の向上のための

環境省への情報提供

回数（新規指標のため

実績なし） 

 

 

 

 

 

① 熱中症警戒情報及び

熱中症特別警戒情報の

前提となる情報の整理・

分析・提供 

 

 

ア 熱中症警戒情報に

ついては、過去にない

高温が生じているこ

とを踏まえた運用期

間の妥当性や健康と

の関係の検証等に着

目したPDCAサイクル

を機能させることに

より、地域特性に応じ

た予防行動が効果的

に促されることを目

指した、的確性の向上

のための情報の整理・

分析・提供を毎年度１

回以上行うために、以

下の取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）環境省が毎年発表

している熱中症警戒

情報の運用期間とそ

れ以外の期間を含め

た通年の暑さ指数の

整理・分析を行い、運

用期間の妥当性を検

証し、環境省に提供す

る。 

 

① 熱中症警戒情報及び

熱中症特別警戒情報の

前提となる情報の整理・

分析・提供 

 

 

ア 熱中症は、適切な予

防や対処が実施され

れば、死亡や重症化を

防ぐことができる病

態であるため、熱中症

警戒情報及び熱中症

特別警戒情報（以下

「熱中症警戒情報等」

という。）を適切に活

用し、地域の状況に応

じた予防行動が効果

的に促されることを

目指して、過去にない

高温状況を踏まえた

熱中症警戒情報等の

運用期間の妥当性や

暑さ指数等と健康と

の関係性の検証等に

着目したPDCAサイク

ルが機能するよう、以

下の取組を行う。 

 

 

（ア）環境省が毎年発表

している熱中症警戒

情報の運用期間の妥

当性を検証するため、

運用期間以外の一部

の期間の暑さ指数の

収集・整理・分析を行

い、環境省に年１回以

上提供する。 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

・熱中症警戒情報につ

いては、過去にない高

温が生じていること

を踏まえた運用期間

の妥当性や健康との

関係の検証等に着目

した PDCA サイクルを

機能させることによ

り、地域特性に応じた

予防行動が効果的に

促されることを目指

した、的確性の向上の

ための情報の整理・分

析・提供の毎年度１回

以上の実施状況。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・熱中症警戒情報の的

確性の向上のための

環境省への情報提供

回数（新規指標のため

実績なし） 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

① 熱中症警戒情報及び熱中症特別警戒情報の前提となる情

報の整理・分析・提供 

 

 

 令和６年４月の改正気候変動適応法の全面施行から１年が

経過し、令和６年における熱中症死亡者数の確定値は 2,160

人（令和７年９月 16 日、厚生労働省公表数値より）と過去最

多となった。なお、令和７年（５月～９月の期間）における

全国の熱中症死亡者数の概数は 1,521 人（令和８年２月３日、

厚生労働省公表数値より）であった。 

 令和７年（５月～９月）の熱中症による救急搬送人員の累

計は 100,510 人（令和７年 10 月 29 日、総務省消防庁公表数

値より）であり、総務省消防庁による調査開始（平成 20 年）

以降で最も多い搬送人員となった。 

 一方、令和７年度（４月 23 日～10 月 22 日）における熱中

症警戒情報の延べ発表回数は、全国で 1,749 回（令和６年度

は 1,722 回）であった。全国的により暑さが増しており、暑

さに伴い搬送者及び死亡者数も増加している状況である。 

 ERCA では、熱中症警戒情報及び熱中症特別警戒情報（以下

「熱中症警戒情報等」という。）の前提となる情報の整理・分

析と環境省への提供を目的として全国の暑さ指数データを収

集し、モニタリングを行っており、令和７年８月３日に神奈

川県内すべての暑さ指数情報提供地点が 34 に達した際は、環

境省に対しプッシュ型の情報提供を行った。 

 

 

 

ア 熱中症警戒情報の前提となる情報の収集・整理・分析 

（ア）運用期間の妥当性の検証 

  熱中症警戒情報等の運用期間の妥当性の検証のため、環

境省が熱中症警戒情報等の運用期間（令和７年度は４月 23

日～10 月 22 日まで）（以下「運用期間」という。）に公表し

ている 841 箇所の暑さ指数提供地点において、令和６年度

に構築した熱中症警戒情報等関連システムにより、運用期

間外（令和７年度は４月１日～同月 22 日まで及び 10 月 23

日から同月 31 日までの期間）における暑さ指数を収集し、

運用期間外暑さ指数の速報値について環境省へ情報提供を

行った。 

＜評定と根拠＞ 

評定： Ａ 

① 評価指標及びモニタリング指標にそれぞれ掲げている

環境省への情報提供回数は、諸外国の警戒制度に関する

情報として５回、最新の情報提供として６回、それぞれ計

画以上に実施できた。 

 

② 熱中症警戒情報等関連システムの機能改修業務を行っ

た。具体的には、WBGT の数値が事前に設定した基準値に

到達した場合には、環境省に対し、自動でメール通知が発

信されるよう設定を施した結果、「特別警戒情報の発表基

準に次ぐWBGT34に達した地域に関する情報提供」として、

対象県内の指数情報提供地点が 34（熱中症特別警戒アラ

ートが発表される一歩手前）となり、構築初年度から発動

し、情報提供として有用な情報提供となった。さらに、同

システムにクーリングシェルターのマッピング情報機能

を搭載しているが、従来は PC からのみ閲覧可能な状態で

あったが、ERCA 独自の創意工夫としてクーリングシェル

ターのマップ情報という国民の命と安全につながる情報

であることを鑑み、スマートフォンでも閲覧可能な状態

にし、Google マップと連携することにより経路検索が可

能となるようシステムを改修した。その結果、令和７年８

月６日にGoogleマップと連携したスマートフォン対応版

を公開し、ユーザの更なる利便性向上を図ることができ

た。 

 

③ 海外の高温対策先進地域（スペイン・カタルーニャ州）

や、日本と気象条件が類似するアジア地域の施策動向を

はじめ、専門家、関係学会、地方公共団体等から幅広く情

報・知見を収集・整理した。これらを基に、期間外の暑さ

指数や諸外国の熱中症警戒アラート基準など、環境省に

おける施策検討の参考となる内容について、計 11 回にわ

たり情報提供を行った。その結果、単なる情報提供にとど

まらず、環境省が熱中症対策を検討・推進する上での判断

材料として活用可能な情報提供を行うことができた。 

 

④ 令和７年 10 月から、専門家によるコラムを ERCA メー

ルマガジンで定期配信し、研修受講後も継続的に知見を

提供するフォローアップ体制を構築した。これにより、知

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及

び改善方策＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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・熱中症特別警戒情報

については、人の健康

に係る重大な被害の

未然防止のための予

防行動が効果的に促

されることを目指し

た、プッシュ型で環境

省に対して情報提供

するスキームの試行

版の令和６年度目途

の構築、及び、PDCAサ

イクルにより、国内外

の顕著な高温が見ら

れた地域における最

新の経験・教訓を反映

させるスキームの不

断の改善の実施状況。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）熱中症による死亡

者数や救急搬送者数

等の健康に関するデ

ータと暑さ指数等の

関係について、地域や

時期等に応じた整理・

分析を必要に応じて

行い、環境省に提供す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）健康に関する統計

データ等を収集し、暑

さ指数との関係性に

ついて外部有識者と

整理・検討し、取りま

とめるとともに、各地

域における熱中症リ

スクについて地域性

や時期等に応じた整

理・分析を必要に応じ

て行い、環境省の担当

部署へ提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・熱中症特別警戒情報

については、人の健康

に係る重大な被害の

未然防止のための予

防行動が効果的に促

されることを目指し

た、プッシュ型で環境

省に対して情報提供

するスキームの試行

版の令和６年度目途

の構築、及び、PDCA サ

イクルにより、国内外

の顕著な高温が見ら

れた地域における最

新の経験・教訓を反映

させるスキームの不

断の改善の実施状況。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）健康に関する統計データ等の収集 

 １．令和７年度上半期について 

   暑さ指数と人の健康との関係の分析に向け、熱中症死

亡者数についての詳細な分析を行うため、ERCA の自主的

な創意工夫として、昨年入手した市町村ごとの令和５年

（2023 年）における死亡者数に係る情報について、各地

域における熱中症リスクについて地域性や時期等に応じ

た分析を行い、暑さ指数、熱中症救急搬送者数、熱中症

死亡者数を都道府県ごとに分析した。 

   令和６年 10 月に総務省消防庁から入手していた消防

本部ごとの熱中症による救急搬送者数のデータも活用

し、令和７年度に実施した熱中症対策研修（12 の都道府

県で開催）においては、外部有識者である熱中症対策ア

ドバイザー（救急救命医、救急救命士、技術士）の協力

を得て、暑さ指数提供地点ごとの暑さ指数の分析や消防

本部ごとの救急搬送者数と死亡者数の分析を行った。そ

の結果、地域によっては自宅で死亡することが多い都道

府県と農場で亡くなることが多い都道府県があるほか、

暑さ指数が相対的に高い地域のなかでも人口当たりの熱

中症死亡者数が全国最少レベルである都道府県があるな

ど地域ごとに傾向の違いがあることが確認できた。 

   これらの地域ごとの違いについては、研修等を通じて

地方公共団体に提供し地域の特性に応じた対策の検討を

促すとともに熱中症警戒情報等の検討の前提となる情報

の提供として国立環境研究所の研究者や救命救急医等に

説明を行い、機構での分析の確かさや有効性に対する評

価を得た上で環境省へ情報提供を行った。さらに、熱中

症による死亡者数の地域間差異をもたらす要因を把握す

るため、令和７年度末～令和８年度上半期にかけて、死

亡者数が特に多い自治体と少ない自治体を比較する分析

調査を実施した。 

 ２．令和７年度下半期について 

   令和７年９月 16 日に厚生労働省から公表された令和

６年の人口動態統計（確定数）について死亡票データの

利用申請を行い、同年 12 月 12 日に死亡票データを受領

した。統計データの取得と死亡傾向の分析を行うととも

に、環境省から ERCA に対し、当該データの使用目的につ

いて、環境省の熱中症対策推進検討会資料等への分析結

果の掲載及び環境省ホームページでの公開に関する項目

を追加するよう指示があったため、申出書の記載事項変

更申出を行い、令和７年 10 月２日に承諾された。今後は、

環境省と連携して地域特性等の原因、傾向分析について、

識の定着・更新を図るとともに、職員の意識向上や次年度

研修参加者の掘り起こしにつながる成果を上げた。 

 

以上から評価指標に対する実績が顕著であり、かつ、中期

目標において困難度が「高」とされており、中期計画におけ

る所期の目標を上回る成果が得られたと認められることか

ら、自己評価をＡとした。 

詳細については以下のとおり。 

 

・ 熱中症警戒情報等の前提となる情報の整理・分析・提供

については、評価指標に「情報の整理・分析・提供の毎

年度１回以上」としており、熱中症警戒情報等関連シス

テムを用いて収集・蓄積した暑さ指数の運用期間外デ

ータを環境省へ２回情報提供を行った。また、ERCA が

独自にシステム構築した「WBGT 基準値到達自動通知設

定」を組込んだが、令和７年度に初めて「特別警戒情報

の発表基準に次ぐWBGT34に達した地域に関する情報提

供」として、令和７年８月３日に神奈川県内すべての暑

さ指数情報提供地点において 34（熱中症特別警戒アラ

ートが発表される一歩手前）に達したため、環境省に対

し、ERCA からプッシュ型で情報提供を行い、熱中症警

戒情報等の運用期間の的確性に係る環境省の検討材料

に供した。 

 

・ モニタリング指標として設定している「諸外国の警戒

制度に関する情報」や「最新の情報提供」については、

ERCA が実施した諸外国における熱中症対策関連の現状

に関する調査結果及び ERCA で収集・蓄積したデータの

分析結果（熱中症による死亡者数や救急搬送者数・WBGT

等との検証結果等）について、環境省に対し、ERCA か

らの情報提供を行い、熱中症警戒情報等の運用期間の

的確性に係る環境省の検討材料に供した。 

 

・ 令和７年末に、熱中症特別警戒情報に係る判定基準の

整理を踏まえ、ERCA 熱中症警戒情報等関連システムの

見直しを行い、次年度のアラート運用開始に先立ち、年

度内に必要な改修を完了させた。あわせて、令和６年度

にコストをかけることなくクーリングシェルターマッ

プ化を構築したが、令和７年度に、さらに国民の命と安

全に直結する情報であることを踏まえ、スマートフォ

ン対応およびGoogleマップと連携した経路検索機能を

実装し、令和７年８月６日に公開した。これらの取組に
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【モニタリング指標】 

・熱中症特別警戒情報

の発表の前提となる

情報について、国内外

の顕著な高温が見ら

れた地域の経験・教訓

に関する最新の情報

の整理・分析・提供、

及び、それを踏まえた

プッシュ型の情報提

供スキームの構築・改

善件数（新規指標のた

め実績なし） 

 

＜目標水準の考え方＞ 

・地球温暖化の進行に

より、熱中症警戒情報

の発表の回数・多発地

域・期間は増加傾向に

あることから、その的

確性を毎年度向上さ

せるために必要な情

報を、期間・地域・健

康との関係等に着目

して整理・分析・提供

を毎年度１回以上定

期的に行う設定とす

る。 

・熱中症特別警戒情報

については、空振りを

おそれることなく的

確に総合判断できる

よう、国内外の顕著な

高温が見られた地域

の経験・教訓に関する

最新の情報を反映さ

 

 

 

 

 

 

 

イ 熱中症特別警戒情

報については、人の健

康に係る重大な被害

の未然防止のための

予防行動が効果的に

促されることを目指

した、プッシュ型で環

境省に対して情報提

供するスキームの早

期の構築、及び、PDCA

サイクルにより、国内

外の顕著な高温が見

られた地域における

最新の経験・教訓を反

映させるスキームの

不断の改善を図るた

めに、以下の取組を行

う。 

 

（ア）熱中症特別警戒情

報の発表の前提とな

る情報について、取得

先の特定及び連絡調

整を行い、環境省に対

してプッシュ型で提

供するためのスキー

ムを第５期中期計画

期間中の出来るだけ

早期（試行版は令和６

年度を目途）に構築す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 熱中症特別警戒情

報について、人の健康

に係る重大な被害の

未然防止のための予

防行動が効果的に促

されることを目指し

て、発表の前提となる

情報について、プッシ

ュ型で環境省へ提供

するために必要な体

制及び情報システム

（次の（ア）、（イ）に

おいて「スキーム」と

いう。）を運用・改善

するために、以下の取

組を行う。 

 

 

 

（ア）令和６年度に構築

した情報システムを

用いて、熱中症警戒情

報等の運用期間外の

一部の期間の暑さ指

数の収集と解析を行

い、環境省に情報提供

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・熱中症特別警戒情報

の発表の前提となる

情報について、国内外

の顕著な高温が見ら

れた地域の経験・教訓

に関する最新の情報

の整理・分析・提供、

及び、それを踏まえた

プッシュ型の情報提

供スキームの構築・改

善件数（新規指標のた

め実績なし） 

引き続き取り組んでいく。また、自治体に対する情報提

供の一環として、福島県からの「県内の WBGT の測定デー

タ」に関する相談と、川崎市からの「市で用意する WBGT

測定機器の検証」に関する相談が ERCA にあったため、(一

財)気象業務支援センターに情報共有を行い、課題解決に

向けて調整を図った。 

 

イ 熱中症警戒情報等の前提となる情報の整理・分析・提供 

（ア）「ERCA 熱中症警戒情報等関連システム」の運用 

 １．システムの機能等について 

   令和６年度に構築した暑さ指数をリアルタイムで日本

地図上に表示し、プッシュ型で環境省に対して情報提供

する「ERCA 熱中症警戒情報等関連システム」は、暑さ指

数が熱中症特別警戒情報発表の基準に達した場合及び都

道府県内全暑さ指数情報提供地点において暑さ指数 34

に達した場合に自動で ERCA にメールが通知される仕様

としている。 

   令和７年８月３日に神奈川県内すべての暑さ指数情報

提供地点において 34 に達したため、環境省に対しプッシ

ュ型の情報提供を行った。また、１時間おきに暑さ指数

の算定を行っている気象業務支援センターのサーバ（運

用期間中は環境省熱中症予防サイトから取得）にアクセ

スし、自動で値を収集しデータベースに蓄積、本システ

ム上でリアルタイムモニタリングが可能であり、ERCA か

ら環境省への有事の報告とは別に、環境省が当該システ

ムで観測地点の最新データを常時確認できる体制として

いる。 

   収集した暑さ指数について、地点別、日別及び時間別

に容易に分析できる履歴検索機能を拡張し、①任意の期

間において都道府県内日最高暑さ指数を検索できる「デ

ータ検索機能」や②リアルタイムで収集した暑さ指数に

加えて過年度の暑さ指数データを収集し搭載する「過去

履歴検索機能」を追加している。このことにより都道府

県ごとの暑さ指数の推移が容易に出力可能となるため、

地域ごとの暑さと熱中症による健康被害の相関の推移を

確認することができる。今後は、地方公共団体に対し対

策検討の基礎情報として活用できるよう適切な情報提供

のあり方について検討を進めていく。 

   下半期は、情報分析の効率性、継続性を高めることを

目的として、職員自らが当該システムを用いた簡易的な

統計処理ができるようスキルアップのための研修を令和

８年３月に実施した。 

より、クーリングシェルター情報の全国的な可視化を

実現するとともに、地方公共団体の負担軽減と利用者

の利便性向上に大きく寄与した。 

 

・ 令和７年 10 月から、ERCA メールマガジンにおいて、熱

中症対策に関わる専門家（救急救命医、救急救命士、技

術士等）によるコラムを月１回程度、約 2,100 件を対

象に定期配信した。本取組により、これまで ERCA の研

修を受講した地方公共団体職員に対し、研修後も実践

的な知見や最新情報を継続的に提供する体制を構築

し、単なる一過性の知識インプットにとどまらない知

識の定着・更新を実現した。あわせて、メール配信を通

じた継続的な接点を確保することで、職員の熱中症対

策に対する意識向上を図るとともに、次年度以降の研

修参加者の掘り起こしにもつながるフォローアップ施

策としての成果を上げた。 

 

＜課題と対応＞ 

熱中症死亡者数の半減に向けた適切なデータ収集及び詳

細な分析が今後の課題である。令和８年度は、環境省におい

て、令和５年に閣議決定された熱中症対策実行計画の見直

しが予定されているため、環境省における見直しにあたり

必要となるERCA分析データの提供等について対応できるよ

うにする必要があると考えられる。 
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せながら、プッシュ型

の情報提供スキーム

を早期に構築し改善

を図る設定とする。 

 

＜想定される外部要因

＞ 

・地球温暖化の進行に

よる気象変化に伴う

熱中症による被害に

は、地域性の高い環

境、経済、社会的要因

が複合的に影響する

ことから、著しい異常

気象や、熱中症弱者の

リスクが高い感染症

の蔓延等、熱中症警戒

情報の的確性の評価

に著しい影響を与え

る外部要因が生じた

場合には、評価におい

て適切に考慮するこ

とが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）毎年度実施する現

地調査等により、国内

外の顕著な高温が見

られた地域における

経験・教訓に関する最

新の情報を整理・分析

し、プッシュ型の情報

提供スキームの実効

性が高まるよう必要

な改善を不断に図り

ながら、空振りをおそ

れることなく的確に

総合判断するために

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）現地調査等を実施

し、国内外の顕著な高

温が見られた地域に

おける経験・教訓に関

する最新の情報を整

理・分析し、プッシュ

型の情報提供スキー

ムの検討等における

参考事例を抽出する。

また、空振りをおそれ

ることなく的確に総

合判断するために必

要な情報を日々収集

 ２．機能の改修等について 

   令和７年 12 月 17 日開催された熱中症警戒情報等ワー

キンググループにおいて、熱中症特別警戒情報の発表に

関し、判定から除外される地点が決定されたため、本シ

ステムについても熱中症特別警戒情報に関する通知ロジ

ックを変更するなどの改修を来年度のアラート運用期間

に間に合うよう年度内に完了させた。 

   熱中症特別警戒情報発表時に地方公共団体によるクー

リングシェルターの円滑な開設・運用に役立てるため、

ERCA熱中症警戒情報等関連システムのサーバを二次活用

することにより新たなコストをかけることなく構築した

クーリングシェルターマップには、令和８年３月末日時

点において全国 10,934 の施設（前年度末時点：6,961 施

設）をマップ化した。また、ERCA 独自の創意工夫として

クーリングシェルターのマップ情報という国民の命と安

全につながる情報であることを鑑みスマートフォンでの

閲覧や Google マップと連携することにより経路検索が

可能となるようシステム改修し、令和７年８月６日に

Googleマップと連携したスマートフォン対応版を公開し

た。 

   ERCAにおいて全国の施設情報をマップ化することによ

り国民の生活を守る公的機関の社会的責任の一端を全う

するとともに地方公共団体においても個別マップを構築

する負担を軽減している。クーリングシェルターマップ

へのアクセス数は、約 75,000 件（令和８年３月末時点）

となっている。引き続き全国の施設情報が可視化される

ことなどから、未指定の地方公共団体に対する指定の検

討を促す効果を期待している。 

 

（イ）熱中症特別警戒情報に関する国内外の情報の整理・分

析・提供 

  国内における未だ取組事例が少ない熱中症特別警戒情報

への備えを行っている対策例として、①東京都大田区にお

いて「大田区熱中症特別警戒アラート周知タイムライン」

を作成した事例、②川崎市が海外や他都市で発生した高気

温時の状況を参考に、川崎市において熱中症特別警戒情報

が発表された時に市民が受ける影響のイメージを可視化す

ることで共通認識とし、熱中症予防行動の重要性を確認す

ることを目的とした市民向け冊子の作成・配布などの事例

を収集し、都道府県、市町村での説明会や気候変動適応協

議会等の場で環境省及び地方公共団体に情報提供した。 

  顕著な高温が見られた地域の状況や対策等について、昨
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必要な情報を日々収

集し、整理・分析を行

い、タイムリーに環境

省に提供する。 

し、整理・分析を行い、

タイムリーに環境省

に提供する。 

年度現地調査（ドイツ、スペイン）を行ったスペイン国カ

タルーニャ州政府へ引き続き情報提供を依頼した。また、

気候変動等の専門家、医師、情報工学、救命救急、社会学

分野の研究者、関係学会（日本ヒートアイランド学会、日

本生気象学会、日本救急救命学会、日本救急医学会）、地方

公共団体等へヒアリングを行い、また諸外国における熱波

への対策や熱中症警戒アラート制度等に関する情報を収集

し、環境省からの情報提供要請依頼に即時対応できるよう

取り組んでいる。上半期は、環境省に対し期間外の暑さ指

数の報告のほか、海外のアラート基準事例など計 11 回の情

報提供を行った。 

  下半期においては、これまで公式の調査報告が得られな

かったアジア地域の施策に関する調査を実施した。また、

環境省において令和５年に閣議決定された熱中症対策実行

計画の見直しが令和８年度に予定されており、ERCA に対す

る情報提供依頼が見込まれるため、幅広いステークホルダ

ーとのネットワークから得られる情報や知見をもとに先を

見越して対応していく予定である。 

  新たな情報提供の取組として、令和７年 10 月から ERCA

メールマガジンにおいて熱中症対策に関わる専門家（救急

救命医、救急救命士、技術士等）によるコラムを月１回程

度（約 2,100 件/回）、定期的に配信している。本コラムで

は、これまで ERCA の研修を受講した地方公共団体職員に対

し、熱中症に関する実践的な知見や最新情報を提供してい

る。これにより、過年度の研修受講者に対する知識の定着・

アップデートを図るとともに、メール配信による継続的な

接点を確保することで、地方公共団体職員の意識向上や、

次年度の研修参加者の掘り起こしにつなげていくことを目

的としている。 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１－２ 地域における熱中症対策の支援 

業務に関連する政策・施

策 

－ 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第 1項第 11 号～12 号 

 

当該項目の重要度、困難

度 

＜重要度：高＞2030 年度までに熱中症による死亡者数を半減する政

策目標を達成するためには、地域における熱中症対

策の推進が不可欠であるため。 

＜困難度：高＞熱中症対策については、令和５年５月の気候変動適

応法の改正により、地域における熱中症対策が強化

されたところであり、新たな対策を普及させるため

には、住民、地方公共団体及び熱中症対策普及団体等

による取組を強力に進めることが必要なため。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

１．地球温暖化対策の推進 

 １－３． 気候変動の影響への適応策の推進 

 

（予算事業 ID：021300） 

注 1）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期

間 最 終 年 度 値

等） 
 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

＜評価指標＞ 予算額（千円） 244,922 248,591    

ERCA が毎年

度実施するアン

ケートにおい

て、熱中症対策

の体制を設けた

と回答する地方

公共団体の割合 

当中期目標期間

の最終年度まで

に都道府県では

100％、市区町村

では 80％以上 

 

- ERCA が毎

年度実施す

るアンケー

ト に お い

て、熱中症

対策の体制

を設けたと

回答する地

方公共団体

の割合が、

当中期目標

期間の最終

年度までに

都道府県で

は 100％、市

区町村では

80％以上 

- 

［参考］全体

平均：24.9％

(171/687) 

 

5月10日ウェ

ビナー研修：

18.2％ 

（39/214） 

 

7月25日ウェ

ビナー研修：

20.7％ 

（46/222） 

 

5 月～7 月地

域対面研修：

31.4％  

（39/124） 

 

1月23日成果

報告会： 

37.0％ 

（47/127） 

全 体 平 均：

46.6％ 

(510/1095) 

 

4月16日ウェ

ビナー研修：

31.5％ 

（149/473） 

 

7月25日ウェ

ビナー研修：

72.4％ 

（207/286） 

 

5 月～7 月地

域対面研修： 

31.2％ 

（64/205） 

 

2 月～3 月高

齢者の熱中症

予 防 の 研修

（全 2 回）: 

54.9％ 

（28/51） 

 

１月 21 日～

   決算額（千円） 228,246 242,412    

経常費用（千円） 241,884 255,555    

経常利益（千円） 34,527 21,617    

行政コスト（千円） 241,884 255,555    

従事人員数 ８ ８    
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22 日成果報

告会：77.5％ 

（62/80） 

人事異動を考

慮して２年間を

通じて全国の地

方公共団体の熱

中症関連部署に

所属する１名以

上の職員が、

ERCA が開催す

る熱中症対策の

研修を受講する

とともに、ERCA

が実施する毎年

度のアンケート

において、「理解

した」と回答す

る研修受講者の

割合を、当中期

目標期間中を通

じ て 毎 年 度

80％以上、最終

年度までには

90％以上 

- ERCA が実

施する毎年

度のアンケ

ートにおい

て、「理解し

た」と回答

する研修受

講者の割合

を、当中期

目標期間中

を通じて毎

年度 80％以

上、最終年

度までには

90％以上 

- 

全体平均： 

96.7％ 

 

（5月10日ウ

ェ ビ ナ ー：

92％ 

7月25日ウェ

ビナー：96％、 

地 域 対 面研

修：99％） 

全体平均： 

95.3％ 

 

（4月16日ウ

ェ ビ ナ ー：

92.7％ 

7月25日ウェ

ビ ナ ー ：

96.3％、 

地 域 対 面研

修：95.5％、大

阪での研修：

93.7％、東京

で の 研 修：

98.4％ 

   

＜モニタリング指標＞ 

熱中症に関す

る情報共有及び

何らかの検討の

場（会議体や協

議体等）の設置

地方公共団体の

割合（新規指標

のため実績な

し） 

  

28.7％ 
(令和６年度地方

公共団体におけ

る地球温暖化対

策の推進に関す

る法律施行状況

調査による。) 

39.3％ 
※環境省が実施

する施行状況

調査結果を記

載予定 

  
 

   

ERCA が地方

公共団体に対

し、ERCA 職員が

相対して支援を

行った地方公共

団体数（新規指

標のため実績な

し） 

  15 団体 17 団体    

ERCA が実施

する熱中症に関

する研修を受講

した地方公共団

体の割合（新規

指標のため実績

なし） 
  

36.1％ 

（647/1,788） 

35.9％ 

（642/1,788） 
［参考］ 

 642 団体の内、

R7 年度に新規

で受講した地

方公共団体の

数は 241 団体 

 R6～R7 年度計

の割合：49.7%

(888/1,788) 

   

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                     注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ②地域における熱中症

対策の支援 

 

【評価指標1-1-2】 

・ERCAが毎年度実施す

るアンケートにおい

て、熱中症対策の体制

を設けたと回答する

地方公共団体の割合 

当中期目標期間の最

終年度までに都道府

県では100％、市区町

村では80％以上 

 

【モニタリング指標】 

・熱中症に関する情報

共有及び何らかの検

討の場（会議体や協議

体等）の設置地方公共

団体の割合（新規指標

のため実績なし） 

 

・ERCAが地方公共団体

に対し、ERCA職員が相

対して支援を行った

地方公共団体数（新規

指標のため実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域における熱中症

対策の支援 

 

 

ア 地方公共団体内の

関係部局が連携・協力

して熱中症対策に取

り組む体制の構築の

促進、熱中症対策普及

団体や指定暑熱避難

施設等の優良事例の

創出、取組が遅れてい

る市町村の支援等を

行うとともに、ERCAが

毎年度実施するアン

ケートにおいて、熱中

症対策の体制（会議体

や協議体等）を設けた

と回答する地方公共

団体の割合が、当中期

目標期間の最終年度

までに都道府県では

100％、市区町村では

80％以上となるよう

支援するために、以下

の取組を行う。 

（ア）中期目標期間の前

半は熱中症対策普及

団体や指定暑熱避難

施設の市町村による

指定拡大を促す優良

事例、後半は熱中症対

策普及団体や指定暑

熱避難施設のスキル

アップにつながる優

良事例の創出及び普

及を図ることを通じ

て、地方公共団体にお

ける会議体や協議体

等の体制整備と、地域

②地域における熱中症

対策の支援 

 

 

ア 地方公共団体内の

関係部局が連携・協力

して熱中症対策に取

り組む体制の構築の

促進、熱中症対策普及

団体や指定暑熱避難

施設等の優良事例の

創出、取組が遅れてい

る市町村の支援等を

行うとともに、ERCAが

実施するアンケート

において、地方公共団

体における関係部局

間の熱中症に関する

情報共有及び何らか

の検討の場（会議体や

協議体等）を設ける等

を行う地方公共団体

の割合を40％以上と

するために、以下の取

組を行う。 

 

（ア）地方公共団体内の

関係部局が連携・協力

して熱中症対策に取

り組む体制の構築の

促進及び熱中症対策

普及団体や指定暑熱

避難施設の市町村に

よる指定拡大を促す

優良事例の創出及び

普及を図ることを通

じて、地方公共団体に

おける会議体や協議

体等の体制整備と、地

域における熱中症に

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

・令和５年度の環境省

アンケートにおいて、

体制（会議体や協議体

等）を設けたという回

答は、全国約1800の地

方公共団体のうち、

19％に留まっている。

過去５年間（2017～

2021年）において、熱

中症に起因して１人

以上が死亡した市区

町村の割合が約80％

あることを勘案し、

ERCAが毎年度実施す

るアンケートにおい

て、熱中症対策の体制

を設けたと回答する

地方公共団体の割合

が、当中期目標期間の

最終年度までに都道

府県では100％、市区

町村では80％以上と

なるよう支援する。 

・熱中症に関する情報

共有及び何らかの検

討の場（会議体や協議

体等）の設置地方公共

団体の割合（新規指標

のため実績なし） 

・ERCAが地方公共団体

に対し、ERCA職員が相

対して支援を行った

地方公共団体数（新規

指標のため実績なし） 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

②地域における熱中症対策の支援 

 

 

ア．地方公共団体内の関係部局が連携・協力して熱中症対策

に取り組む体制の構築 

 地方公共団体内の関係部局が連携・協力して熱中症対策に

取り組む体制の構築の促進について、ERCA が実施したアンケ

ートの結果、地方公共団体における関係部局間の熱中症に関

する情報共有及び何らかの検討の場（会議体や協議体等）を

設ける等を行った地方公共団体の割合は、年度当初（令和７

年４月 16 日）に行ったウェビナー研修においては 31.5％

（149/473）であり、１年間の地域対面研修等を通じて地方公

共団体の各種支援を行った結果、令和８年度１月末に開催し

た成果報告会におけるアンケートでは 77.5％まで割合を高め

た。なお、年間をとおして実施した研修等は以下のとおり。 

・４月 16 日ウェビナー研修 31.5％（149/473） 

・７月 25 日ウェビナー研修 72.4％（207/286） 

・５月～７月地域対面研修 31.2％（64/205） 

・高齢者の熱中症予防の研修（全 2 回）:54.9％（28/51） 

・成果報告会 77.5％（62/80） 

※全体平均 46.6％（510/1,095） 

 

 

 

 

（ア）地方公共団体における効果的な熱中症対策の推進に係

るモデル事業による優良事例の創出 

「地方公共団体における効果的な熱中症対策の推進に係る

モデル事業」（以下「モデル事業」という。）は、先進的な熱中

症対策に取り組む 12 の地方公共団体（モデル自治体）に対し、

令和７年４月初旬～中旬にかけて事業の立ち上げの支援を、

６月～８月頃にかけて進捗状況の確認や実施支援を行った。

また、随時地方公共団体からの相談への対応を行った。さら

に、ERCA から地方公共団体への情報提供の一環として、モデ

ル事業を含む各地方公共団体の先進的な熱中症対策の取組事

例の収集を実施し、適宜 ERCA ホームページに公開した。 

下半期では、10 月～11 月頃にかけてモデル事業の精算手続

き関係の支援を実施、またモデル事業の取組を発表する場と

して、成果報告会（令和８年１月 21 日、22 日）を２日間にわ

＜評定と根拠＞ 

評定： Ｓ 

 令和５年の気候変動適応法の改正（令和６年４月１日全

面施行）（以下「改正法」という。）により強化された新たな

熱中症対策を普及させ、2030 年度までに熱中症による死亡

者数を半減する政策目標を達成するためには、住民、地方公

共団体及び熱中症対策普及団体等による取組を強力に進め

る必要があることから、中期目標において「地域における熱

中症対策支援」は、重要度及び困難度の高い業務とされてい

る。 

 

① 評価指標にある「熱中症対策の体制を設けたと回答す

る地方公共団体の割合」については、中期目標期間の最

終年度（令和 10 年度）までに都道府県では 100％、市町

村では 80％以上が熱中症対策の体制を設けることを目指

している。環境省が令和５年度に実施したアンケートで

は、その割合は 19％に留まったところ、令和 10 年度に

80％以上に至る経路として年度計画で設定した令和７年

度目標は 40％であるが、ERCA が実施したアンケートで

は、質問項目は異なるものの同趣旨の回答は計画を上回

る 46.6％であり、庁内連携の推進に寄与することができ

た。 

 

② また、評価指標にある「ERCA の熱中症対策研修受講者

のうち「理解した」と回答する割合」については、達成目

標に定める 80％以上を大きく上回る 95.3％（「理解度」

５段階評価で上位２段階の評価）であった。評価指標「２

年間を通じて全国の地方公共団体の１人以上の職員が

ERCA の研修を受講」することについても、約 36％の地方

公共団体（令和７年度末 1,788 地方公共団体に対し 888

地方公共団体）の職員が ERCA の研修を受講した。その他、

研修プログラムにおいては、令和６年度受講者からの意

見や多くの要望を踏まえ、熱中症患者に対する初期対応

を迅速に実施する手法を学ぶ「ハンズオン研修」を取り

入れたほか、自治体職員の方が参加しやすいよう、対面

研修開催県に事前説明の実施や研修開催を共催や後援に

したこと、管下市区町村職員が参加しやすい開催地域の

相談などの工夫をした。 

  このように、中期目標において困難度が「高」とされて

いる本業務において、中期計画における所期の目標を充

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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における熱中症に関

する情報共有や対策

の促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）気候変動適応広域

協議会への参加や、地

方公共団体の熱中症

対策への取組状況を

調査するアンケート

などを行いつつ、取組

が遅れている市町村

に対して、現地を訪問

するなどしながら、優

先度の高い課題に対

して効果的な対策の

ノウハウの提供等の

支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関する情報共有や対

策の促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）気候変動適応広域

協議会への参加や、地

方公共団体への熱中

症対策に関するアン

ケート調査等を通じ

て、取組が遅れている

市町村の課題を洗い

出し、把握するととも

に優先度の高い課題

に対して効果的な対

策のノウハウの提供

等の支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たって開催した。 

さらに、令和８年度から開始となるモデル事業の公募を行

い、有識者による審議を経て５件を採択した。 

地方公共団体の職員が地域の実情に応じた施策を検討し、

実施する際の参考事例として活用してもらうために ERCA が

作成した優良事例を WEB 上で公開しているところである。優

良事例を会議等で紹介する際に冊子タイプが説明に利用しや

すいという地方公共団体の職員から要望があったことから、

「熱中症対策の先進的な取組事例集」として冊子を作成し、

現場ニーズに応えた。 

＜参考＞直近３年間における応募・採択件数状況 

募集件数 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

予定採択件数 10 件 ９件 ９件 

当初応募 ６件 ９件 15 件 

追加募集 ― ― ― 

最終採択件数 ６件 ９件 12 件 

 

（イ）気候変動適応広域協議会等への連携状況 

 ①気候変動広域協議会との連携状況 

  上半期には、関東・中部・近畿の各地方環境事務所が主催

する気候変動適応広域協議会にオブザーバーとして参加し

た。特に中部地方環境事務所からの依頼により、富山県と

愛知県一宮市の２か所で ERCA が講演を実施し、事業内容や

地方公共団体による先進事例を紹介した。また、労働安全

衛生の専門家や熱中症に詳しい救急救命医を招くなど、幅

広いニーズに応える取組を行った。 

 

 ②都道府県との連携状況 

  地域対面研修開催地（12 か所）を除き、上半期は三重県

で１回、愛知県で２回、ERCA 職員に対する講師派遣依頼を

受けたため現地訪問し、参加者に対し、地域レベルに落と

し込んだ分析データ、クーリングシェルター等の取組事例

について講演を行った。また、山形県からは、県の教育局が

主催する熱中症関連研修において専門家の紹介依頼を受け

たため、救急救命士を ERCA から紹介するといった対応を行

った。 

  下半期には、福岡県、岡山県瀬戸内市及び中国銀行から

の依頼を受け、改正適応法等に関する講師対応を実施した。 

 

 ③川崎市との連携状況 

  ERCA が立地する川崎市は、暑さ指数情報提供地点が存在

しないが非常に特徴的な地形として南北に長く、工業地帯

である臨海部から住宅地である丘陵部までさまざまな土地

足する成果が認められることから自己評価を「Ｓ」とし

た。詳細は、次のとおり。 

 

■所期の目標を量的に充足する成果  

① 地方公共団体の関係部局の連携体制の構築を含む地域

の取組促進のため、改正法施行初年度の５～７月に、人

口 10 万人当たり熱中症死亡者数が上位の 12 県における

地域対面研修、２度のウェビナー研修、ｅラーニングを

実施した。また、令和７年度下半期には、熱中症の死亡者

数が特に多い、かつ、高齢者に特化した「高齢者の熱中症

予防のための研修(大阪会場)」、「春から始める!高齢者の

熱中症対策セミナー」～暑さに負けない夏の準備～(東京

会場) を当初計画以外の２地域で開催した。このほか、

追加講師派遣などにより、47 都道府県を含む 715 地方公

共団体（令和７年度末 1,788 地方公共団体の約 49.7％）

の 2,310 人の職員に対して取組を促した。その際、連携

協定を締結した大塚製薬（株）が地方公共団体と開催し

た 10 回の熱中症対策健康会議等や、５ブロックにおける

気候変動適応広域協議会において優良事例の横展開を図

るなどの成果を上げた。 

 

② また、地域対面研修（251 人）及び、ウェビナー研修（延

べ 1,160 人）に参加した延べ 942 地方公共団体の職員

1,416 人のうち、95.3％を占める 1,349 人の職員から「理

解した」（「理解度」が５段階評価で上位２段階の評価を

占めた）という、量的に顕著な成果を上げた。  

 

■所期の目標を質的に充足する成果  

① 地方公共団体の関係部局の連携体制の構築の中核とな

ることが期待される福祉・環境部局の職員の研修に止ま

らず、ERCA の自主的な取組として、県と市町村、県の研

究所と市町村、モデル事業実施地方公共団体間を積極的

に“つなぐ”ことにより、市町村の庁内連携体制の枠を

超えて連携する地域対策のネットワーク化の優良事例を

各地で創出するという、質的に顕著な成果を上げた。 

② ERCA の自主的な取組として、令和６年度には、ERCA が

川崎市本庁の熱中症対策に関係する部署をつなぐ役割と

し、市内７区（川崎・幸・中原・高津・宮前・麻生・多摩）

の保健師等が参加した２回のワークショップ形式の勉強

会を ERCA 会議室で開催し、講師を務めるなどのつなぐ役

割を果たした。これらの取組を皮切りに、令和７年度に

は、ERCA 職員が川崎市内の各区の現場を直接訪問し、ヒ
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【評価指標1-1-2】 

・人事異動を考慮して

２年間を通じて全国

の地方公共団体の熱

中症関連部署に所属

する１名以上の職員

が、ERCAが開催する熱

中症対策の研修を受

講するとともに、ERCA

が実施する毎年度の

アンケートにおいて、

「理解した」と回答す

る研修受講者の割合

を、当中期目標期間中

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 人事異動を考慮し

て２年間を通じて全

国の地方公共団体の

熱中症関連部署に所

属する１名以上の職

員が、ERCAが開催する

熱中症対策の研修を

受講するとともに、

ERCAが実施する毎年

度のアンケートにお

いて、「理解した」と

回答する研修受講者

の割合を、当中期目標

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地域における熱中

症対策を推進するた

めには、全国の地方公

共団体の職員が令和

５年４月の気候変動

適応法の改正により

地方公共団体に課さ

れた役割や対策を実

施するための知識を

取得することが必要

である。このため、よ

り多くの地方公共団

体職員にERCAの開催

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人事異動を考慮して

２年間を通じて全国

の地方公共団体の熱

中症関連部署に所属

する１名以上の職員

が、ERCAが開催する熱

中症対策の研修を受

講するとともに、ERCA

が実施する毎年度の

アンケートにおいて、

「理解した」と回答す

る研修受講者の割合

を、当中期目標期間中

利用がなされていること、人口が 150 万人を超える政令指

定都市であるなど、地域性の特徴を集約したモデルになり

えると考えたことから、ERCA が所有する簡易 WBGT 測定器

を川崎市に貸与し、市内７区にて測定を実施し、その傾向

を分析した。並行して、各区役所職員との意見交換会を開

催し、川崎市各区現地の実情や今後の課題抽出を行うとと

もに、高齢者やこどもなどの熱中症要配慮者に対するアウ

トリーチの最前線の情報収集を行った。 

 

 ④民間企業との連携状況 

  目標設定時に想定した以上の政策実現に寄与するよう環

境省及び ERCA と連携協定を締結した大塚製薬（株）が地方

公共団体とともに開催する「熱中症対策健康会議」に 10 か

所（高知県高知市、徳島県美馬市、大分県大分市、徳島県、

香川県高松市、高知県土佐市、高知県香美市、栃木県栃木

市、愛媛県新居浜市、静岡県静岡市）それぞれ参加し、参加

者に対して優良事例の横展開を進めた。さらに、地方公共

団体からの個別具体的な相談に対しては現地訪問やオンラ

イン相談を通じて随時対応を行った。その他、ニュース番

組（news every.）への取材協力（クーリングシェルターに

取り組む自治体の事例紹介）や（一社）日本ショッピングセ

ンター協会からの熱中症対策関係の記事寄稿依頼に対応し

た。 

 

 ⑤学会等との連携状況 

  ERCA 環境研究総合推進費による研究機関（①国立社会保

障・人口問題研究所【課題番号：2RB-2401】／②国立環境研

究所 気候変動適応センター【課題番号：S-24】）との情報連

携を行った。 

 

イ 令和７年度ERCA熱中症対策研修 

 2030年の熱中症死亡者数半減目標の達成に向け、地域の優

良事例を全国の地方公共団体へ横展開するため、地方公共団

体職員を対象に研修を実施した。 

 ５月下旬から７月初旬にかけて、研修優先度の高い12都道

府県（①人口10万人当たりの熱中症死亡者数が多い、②令和

６年度にWBGT値34以上を記録した等）において、演習を組み

込んだ地域対面研修を行った。 

 地域対面研修の実施にあたり、ERCAの自主的取組として、

厚生労働省に申請し非公表情報（人口動態統計の市町村別熱

中症死亡者）を収集・分析し、可視化したオリジナルデータを

作成。これを地方公共団体の政策立案に必要なエビデンスと

して提供した。 

アリング等に参加することで、これまで現場経験の少な

かった ERCA 職員が、高齢者やこどもなどの熱中症要配慮

者に対するアウトリーチの最前線の実態を把握する機会

を得た。その結果、机上の想定にとどまらず、より現場の

実情に即した具体的な課題や工夫について理解を深める

ことができ、他の地方公共団体への横展開も可能な優良

事例の創出に向けて、質的な成果を上げることができた

と考える。 

③ 地域対面研修等の実施に当たっては、ERCA の自主的な

取組として、非公表の情報（人口動態統計の市町村別熱中

症死亡者、消費動向調査の都道府県ごとのエアコン普及

率）を申請・収集し、都道府県や市町村が単独で行うのは

困難な整理・分析・課題抽出を行うことにより、地域の実

情の異なる地方公共団体内の説得材料となる政策立案に

必要なエビデンスを提供するという質的な成果を上げ

た。 

ニュース番組への取材協力や民間事業者からの記事寄

稿依頼に対応するなど自治体以外からの関心も獲得して

おり、地域対面研修等を通してシンクタンク機能も向上

していると考える。 

 

④ 令和７年度モデル事業の成果として、熱中症に関する

普及啓発チラシに温度計を付すことで、住民が自ら気温

変化を把握しやすくなり、熱中症リスクの低減により一

層寄与する工夫を施したチラシが大きな注目を集めた。 

 また、熱中症の事前予防の観点から、夏季期間におけ

る自身の過ごし方を記録・可視化できる「マイタイムラ

イン」を作成し、配布することで、住民の予防行動の促進

につなげることができた。これらの成果物については、

可能な範囲で各地方公共団体が地域の実情に応じて活

用・カスタマイズできる形で、ERCA ホームページを通じ

て提供した。 

 

⑤ ERCA においては、地域対面研修や講師派遣等の機会を

活用し、地方環境事務所との連携強化を図るとともに、周

辺の地方公共団体に対する働きかけを重ねてきた。その

結果、令和８年度のモデル事業においては、実施難易度の

高いレベル５のプロジェクトを採択するに至った。 

 これにより、地方公共団体内における関係部局間の連

携体制の構築・強化が進むなど、取組の広がりと深化につ

ながっていると考える。 
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を通じて毎年度80％

以上、最終年度までに

は90％以上 

 

【モニタリング指標】 

・ERCAが実施する熱中

症に関する研修を受

講した地方公共団体

の割合（新規指標のた

め実績なし） 

 

＜目標水準の考え方＞ 

・各都道府県が実施す

る熱中症対策におい

ては、庁内横断的な関

係部局間の相互理解、

協力体制構築が大変

重要である。そのた

め、当中期目標期間の

最終年度までにERCA

が実施するアンケー

トにおいて、体制（会

議体や協議体等）を設

けたという回答が、都

道府県では100％、市

区町村では80％以上

にする設定とする。 

・2030年度までに熱中

症による死亡者数を

半減する政府目標を

達成するためには、地

域の熱中症対策を推

進する地方公共団体

において、効果的な熱

中症対策が実施され

ることが重要である

ため、ERCAの実施する

研修を受講した地方

公共団体等職員の受

講後アンケート調査

項目「理解度」を問う

設問における「理解し

た」との回答割合を当

期間中を通じて毎年

度80％以上、最終年度

までには90％以上と

するために、以下の取

組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）地域対面研修のほ

か、オンライン研修及

びeラーニングを行う

など、全国の地方公共

団体で熱中症を担当

する職員等が参加し

やすいよう利便性の

高い効果的な研修体

制の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

（イ）研修受講者を対象

にアンケートを行い、

地域ごとのニーズや

課題を把握・分析する

ことにより、研修メニ

ューの改善を重ね、全

国の地方公共団体に

おける熱中症対策に

実効性の高い研修を

実施する。 

する熱中症の研修を

受講いただくととも

に、ERCAの実施する研

修を受講した地方公

共団体等職員の受講

後アンケート調査項

目「理解度」を問う設

問での回答について

有効回答者の80％以

上から５段階評価で

上位２段階までの評

価とするために、以下

の取組を行う。 

（ア）全国12か所程度で

地域対面研修を開催

するほか、オンライン

研修及びeラーニング

研修の実施など、全国

の地方公共団体にお

いて熱中症対策を担

当する職員等が参加

しやすいよう利便性

の高い研修を実施す

る。 

 

 

 

 

（イ）研修受講者を対象

にアンケート等を行

い、地域ごとのニーズ

や課題を把握・分析

し、研修メニューの改

善を図り、効果的な研

修の実施に繋げる。 

を通じて毎年度80％

以上、最終年度までに

は90％以上とする。 

・ERCAが実施する熱中

症に関する研修を受

講した地方公共団体

の割合（新規指標のた

め実績なし） 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

― 

 

 さらに、４月には「基礎的知識」、７月には「データ分析・

医学的観点・救急搬送の実態」をテーマとするオンライン研

修を実施。加えて、受講者の利便性向上を目的に、時間を問わ

ず受講可能なeラーニング研修コンテンツ４種（①熱中症に関

する制度、②優良事例、③基礎情報、④全国の死亡者・救急搬

送状況）を整備し、令和７年４月よりLMS（Learning 

Management System）で提供している。LMSの活用により、受講

者の進捗管理や理解度確認テストが可能となり、その結果を

踏まえた改善を想定している。 

 これらの研修や、自治体等からの依頼に基づく講演、説明

等を実施した結果、47都道府県を含む715団体（延べ1,332団

体）、延べ2,310名の地方公共団体職員に対して取組を促した。 

 

（ア）理解度評価 

 令和６年４月の気候変動適応法の改正・施行により地方公

共団体に課された役割や対策を実施するための知識の取得等

を目的として、令和７年度ERCA熱中症対策研修を実施したと

ころ、延べ1,530名（地域対面研修：251名、ウェビナー研修：

延べ1,165名、eラーニング：114名）の参加があった。 

 受講後アンケート調査の「理解度」を問う設問への回答に

おいて５段階評価で上位２段階までの評価が占める割合は、

全体平均95.3％（4月16日ウェビナー：92.7％、7月25日ウェビ

ナー：96.3％、地域対面研修：95.5％）であった。 

 これとは別に実施した高齢者の熱中症予防のための研修

(大阪会場)では、同じく93.7％、春から始める! 高齢者の熱

中症対策セミナー ～暑さに負けない夏の準備～(東京会場)

では98.4%であった。 

 

（イ）地方公共団体の参加状況 

 令和６年度の研修参加者からは、「都道府県が研修の主催者

等になっている方が参加しやすい」との意見が多く寄せられ

た。この要望を踏まえ、令和７年度からは、研修を開催する全

12都道府県庁に共催・後援を依頼し、了承を得た上で開催案

内を通知した。また、ERCAが保有するメーリングリストを活

用し、該当地域の地方公共団体へ周知を行った。 

 その結果、本研修に参加した地方公共団体は642団体（うち

新規受講団体239団体、延べ715団体）であり、全国の都道府

県・市町村1,788団体に占める割合は35.9％となった。 

 

（ウ）研修の実施体制等 

 研修事業において提供する情報やその方法について、専門

医等（救急救命医、救急救命士、技術士〈環境部門〉）の知見

を反映したERCAオリジナル資料とするため、３名を熱中症対

⑥ 令和６～８年度の研修については、当初、主として福

祉・環境部門の職員を対象に想定していたが、クーリング

シェルターの指定が想定以上に進展したことにより、施

設の管理・運営部門の職員を対象とした研修ニーズが新

たに高まった。 

 このため、令和６年度に日本救急医学会との共催セミ

ナーとして実施した「ハンズオン研修」において、現場ニ

ーズの高い救急対応に関する実習型研修を新たな研修メ

ニューとして導入・実現した。この共催セミナーでの経験

等を踏まえ、令和７年度に実施した地域対面研修におけ

るオプション研修として、「ハンズオン研修」（熱中症患者

の発見から救急車到着までにおける効果的な冷却方法）

のプログラムを追加・実施した。 

 「ハンズオン研修」に参加した地方公共団体から ERCA

研修を参考に自治体主催の独自研修をしたいと相談があ

ったため支援を行った。これは、ERCA から地方公共団体

に対して効果的な情報共有ができ、なおかつ熱中症対策

に係る施策の自走につながったと考える。結果として、地

方公共団体の熱中症予防に係る予算獲得や研修実施のハ

ードルを下げることができた意義の持つプログラムとな

った。 

 

＜課題と対応＞ 

 熱中症対策に関する地方公共団体への持続的な支援に

ついては、自治体ごとに対策推進の熱量に大きな差が

生じている状況が、近年、より明確になってきている。

具体的には、熱中症による死亡者数や救急搬送者数が

多い自治体では、危機意識の高まりを背景に対策の推

進が活発化し、非常に強い推進力を有している。一方

で、比較的冷涼な地域に所在し、救急搬送者数や熱中

症死亡者数が少ない自治体においては、課題認識や関

心が相対的に低くなる傾向が見られる。このため、自

治体間に生じているこうした対策意識・取組状況の温

度差をどのように埋めていくかが、大きな課題である

と考える。 

 また、令和７年度の熱中症死亡者数は、令和６年度と

比較して 20％以上の削減となっており（令和６年度：

2,160 人、令和７年度速報値：1,521 人）、一定の成果

が確認されている。この背景には、地方公共団体にお

ける庁内連携の促進が着実に進んだことに加え、熱中

症対策における事前予防の重要性が浸透し、自治体職

員の知識・理解が向上したことが挙げられる。今後も
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中期目標期間の最終

年度までに90％以上

に設定する。 

策アドバイザーとして委嘱した。 

 また、令和６年度に共催した「第52回日本救急医学会総会・

学術集会」で実施した“熱中症患者の発見から救急車到着ま

での冷却方法”に関する内容をブラッシュアップし、令和７

年度の地域対面研修において、希望のあった都道府県で実施

できる体制を整えた（12か所中９か所で開催）。この結果、地

方公共団体が必要とする実践的情報を提供することができ

た。 

 さらに、熱中症対策業務に還元すべき情報を収集するため、

大阪府監察医事務所へヒアリングを実施したり、「第20回日

本ヒートアイランド学会」にERCA職員が積極的に参加した。 

 下半期にはさらに「第11回日本救急救命学会 学術集会」

及び気象と健康に関する研究を行う「第64回日本生気象学会

大会」にもそれぞれ職員が参加することで、最新の知見の獲

得に努めている。 

 

（エ）利便性の高い研修の実施 

 令和７年度は、12県で地域対面研修を開催するとともに、

全国から視聴可能な専門性を深めたウェビナー研修を２回実

施した。 

 開催に際して、参加しやすさを確保するために、地方公共

団体の熱中症対策担当職員が参加しやすいよう、研修の開催

日時・曜日・時間帯を工夫し、主要ターミナル駅からアクセス

可能な会場を選定した。 

 また、開催都道府県からオンライン受講の希望があった場

合には、会場とオンラインのハイブリッド形式で開催するな

ど、利便性の高い研修プログラムを体系的に設計・実施した。 

 また、次年度に向けて、地域対面研修へより多くの参加者

を得るために、研修開催候補地となる県の熱中症対策部署を

対象とした事前説明会を令和８年２月～３月にかけて開催し

た。 

 

（オ）地域ごとのニーズや課題の評価と改善 

 地域ごとのニーズや課題を評価・分析し、研修メニューの

改善と効果的な研修の実施につなげることを目的に、研修参

加者を対象としたアンケート調査を実施している。集計結果

によると、今後希望する研修テーマでは「当該地域のアラー

ト発表回数と搬送者数の推移」が最も多く、次いで「庁内連

携・自治体間連携のための意見交換会」、「熱中症の発症機

序、ハイリスク層、予防方法等」が挙げられた。 

 研修内容の理解度については、５段階評価で約９割が上位

２段階を選択しており、参加者にとって非常に有益な研修で

あったと考えている。一方、自由記述では「研修時間が長い」

目標達成を確実なものとするためには、各地方公共団

体における庁内のさらなる連携強化と、継続的な情報

共有の促進が不可欠であると考える。 
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との意見もあったことから、希望する研修テーマや意見を踏

まえ、引き続き研修内容をブラッシュアップする予定である。 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－２ 自然環境の保全・再生 

業務に関連する政策・施

策 

－ 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第 1項第 13 号 

当該項目の重要度、困難

度 

＜重要度：高＞2030 年ネイチャーポジティブの実現に向けた社会変

革のためには、国だけでなく、地域のあらゆる主体が

関わり、生物多様性の増進に取り組むことが重要で

ある。 

ERCA が担う業務は、身近な自然環境も含めた国

土全体において、地方公共団体・民間等の様々な主

体がボトムアップで自ら生物多様性の増進活動に取

り組むことを促進するものであり、社会変革に向け

て極めて重要であるため。 

＜困難度：高＞本業務の認定対象とする地域生物多様性増進活動

は、地域の自然環境の状況、森林、農地、河川、沿

岸域などの様々な生態系タイプ及び生育・生息する

動植物の生態等に応じて、適切な活動手法、モニタ

リング手法が異なり、多種多様な活動計画の認定申

請がなされることが想定される。 

ERCA には、それらの多様な活動計画に関する年

間数百件の認定事務、地域や生態系タイプに応じた

様々な技術研修等の実施、地方公共団体・民間等の

状況に応じた伴走支援やフォローアップによる活動

継続などを、着実に実施するために幅広い分野の専

門的な知識と高度な事務処理能力が必要であるた

め。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

５．生物多様性の保全 

 ５－２．自然環境の保全・再生 

（予算事業 ID：022243） 

注 1）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期

間 最 終 年 度 値

等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

＜評価指標＞ 予算額（千円） － 247,740    

増進活動実施計画等

の新規申請件数 当中

期目標期間の最終年

度までに1,300件以上

（新規指標のため実

績なし） 

増進活動実

施計画等の

新規申請件

数 当中期目

標期間の最

終年度まで

に1,300件以

上 

最終年度までに

1,300 件以上 

－ 468 件 

 

   決算額（千円） － 204,393    

経常費用（千円） － 225,121    

経常利益（千円） － 42,532    

行政コスト（千円） － 225,121    

従事人員数 － 20    

ERCA が開催する技術

向上のための研修後

に実施する受講者ア

ンケートにおいて、提

供した情報等を「活用

した」と回答する研修

受講者の割合当中期

目標期間中を通じて

毎年度 80％以上（新規

指標のため実績なし） 

ERCA が開催

する技術向

上のための

研修後に実

施する受講

者アンケー

トにおいて、

提供した情

報等を「活用

した」と回答

する研修受

講者の割合

当中期目標

期間中を通

じて毎年度

80％以上 

80％以上 － 100％ 

 

   

＜モニタリング指標＞ 

申請に係る利便性向

上のための取組状況

（新規指標のため実

績なし） 

 － － 

相談回答件数 

363 件 

チャットボッ

ト回答件数 

427 件 

パンフレット 

13,000 部 

  

 

標準処理期間内に処

理した新規申請の割

合（新規指標のため実

績なし） 

 － － 100％   

 

ERCA が開催する普及

啓発のためのセミナ

ー及び技術向上のた

めの研修等の実施回

数及び参加者数（新規

指標のため実績なし） 

 － － 

14 回、 

641 名 

 

  

 

有識者マッチング制

度に基づく活動実施

者に対する有識者紹

介件数（新規指標のた

め実績なし） 

 － － 

マッチング 

５件 

（相談 18

件） 
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優良事例の収集や地

方公共団体が選定す

る生物多様性保全上

重要な場等の情報収

集、情報提供その他の

普及啓発に係る取組

状況（新規指標のため

実績なし） 

 － － 

生物多様性保

全上重要な場

等の GIS 収集 

11 自治体 

343 件 

 

認定サイトの

サイトビジッ

ト 

29 か所 

 

優良事例集 

掲載５件 

 

  

 

増進活動実施計画等

の認定を受けてから、

１年に１度以上活動

状況等を情報共有し

ている者の割合（認定

を受けてからの期間

が１年に満たない者

を除く。）（新規指標の

ため実績なし） 

   －   

 

増進活動実施計画等

の認定を受けた活動

実施者に対して、ERCA 

が助言を行った件数

（新規指標のため実

績なし） 

   

フォローアッ

プ案件 

27 件 

  

 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                  注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

【評価指標1-2-1】 

・増進活動実施計画等

の新規申請件数 当中期

目標期間の最終年度ま

でに1,300件以上（新規

指標のため実績なし） 

 

【モニタリング指標】 

・申請に係る利便性向

上のための取組状況（新

規指標のため実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 増進活動実施計画等

の新規申請件数を、当中

期目標期間最終年度ま

でに1,300件以上とする

ために、以下の取組を行

う。 

 

（ア）増進活動実施計画

等の申請に当たって、本

制度の総合窓口として

申請者からの事前相談

に丁寧かつ的確に対応

するとともに、申請マニ

ュアルやeラーニング等

を整備し、申請者による

申請に係る利便性を向

上する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 増進活動実施計画等

の新規申請件数を、当中

期目標期間最終年度ま

でに1,300件以上とする

ために、以下の取組を行

う。 

 

（ア）申請に係る利便性

の向上 

・本制度の総合窓口と

して、増進活動実施計画

の策定に当たっての事

前相談、地域生物多様性

増進活動に対する各種

助言や関係機関等への

紹介等を実施 

・申請書の不備が生じ

やすいポイント等につ

いて取りまとめた申請

マニュアルやチャット

ボット等の整備 

・申請者用の手引きに

関する解説動画の制作 

・申請者の理解促進及

び理解度等を調査し、そ

の改善に活用するため

のe ラーニングの整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

・増進活動実施計画等

の新規申請件数 当中期

目標期間の最終年度ま

でに1,300件以上（新規

指標のため実績なし） 

 

 

・申請に係る利便性向

上のための取組状況（新

規指標のため実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

ア 増進活動実施計画等の新規申請受付と認定審査 

増進活動実施計画等の新規申請件数を当中期目標期間最終

年度までに 1,300 件以上とするとともに、申請者に寄り添っ

た質の高い認定審査を進めるため、以下の取組を行った。 

 

 

 

（ア）申請に係る利便性の向上 

 法定化に伴い、旧制度では期間限定の申請受付だったもの

から、通年での申請受付へと運用を改めたことにより、申請

希望者の都合に応じた柔軟な申請が可能となり、申請に係る

利便性が大きく向上した。これに対応するため、増進活動実

施計画の策定に係る制度や申請手続等に関する事前相談を年

間通じて受け付け、計 363 件の相談に対して、申請者の実情

に応じた丁寧な助言や関係機関の紹介等を行った。 

こうした申請環境の改善により、中期計画において最終年

度までに 1,300 件以上の申請を受け付ける目標に対し、制度

発足初年度において 468 件の増進活動実施計画等の申請を受

け付けた。 

申請受付を開始するにあたり、ERCA が本認定制度の総合窓

口であることの周知を図るため、ウェブサイトでの情報発信

に加え、４月に制度紹介パンフレットを作成（3,500 部）した

が、その後も希望が多く７月及び 11 月に 9,500 部増刷し、計

13,000 部を地方環境事務所やイベント、研修等で配布し、法

制化された制度の周知に努めた。 

また、４月には申請者の申請の不備が生じやすいポイント

等についてまとめた Q&A（110 件）をウェブサイトに掲載する

とともに、６月には 167 件の Q&A を掲載した AI チャットボッ

トを整備し、年間 427 件の質問に対応した。 

さらに、申請者の理解促進のため、予防事業部・熱中症対

策部が開発した E ラーニングマネジメントシステムに自然共

生部に関するコンテンツを掲載するシステム改修を行い、10

月から稼働を開始した。動画コンテンツには、制度概要及び

申請者用の手引きについての解説動画、研修講義の録画を掲

載した（下記の（ウ）b 参照）。 

このほか、12 月に環境省とともに申請様式及び手引きの見

直しを開始し、２月に公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定： Ｓ  

 評定理由については以下のとおり。 

 自然共生サイト認定制度の法定化を受け、ERCA が事務局

として運用全体を担うこととなった。これにより、ERCA に

よる活動促進の取組が加わり、単に認定を行う制度から、申

請前から認定後まで一貫した支援を行い、継続的な生物多

様性の増進活動につながる実効性を備えた制度運用へと高

度化を果たした。本業務においては、単に件数を確保するだ

けでなく、①申請内容の科学的妥当性および実効性の向上、

②審査判断の公平性・一貫性の確保、③認定後の活動継続に

つながる支援体制の構築という観点から、業務の質的向上

を重視して取り組んだ。 

申請件数については、最終年度までに 1,300 件以上とす

る目標に対し、制度発足初年度において、増進活動実施計画

等の新規申請を 468 件受け付けた。これは、1,300 件を 4 年

間で達成するために必要となる年平均 325 件と比較して

144％に相当し、初年度としては目標水準を大きく上回る実

績である。 

この成果は、法定前に環境省の委託事業として他機関で

実施されていた時期における制度上の制約を解消したこと

による効果が大きい。具体的には、年間２回の受付に限ら

れ、かつ審査件数にも上限があったことから、申請希望があ

っても受け付けられないケースが生じていた。これに対し、

法定化後 ERCA では通年での申請受付を可能とし、年３回の

認定を実施する運用へと移行したことで、申請機会の大幅

な拡充と滞留案件の解消に貢献し、実績の飛躍的な向上に

つながった。 

また、旧制度では、受付期間や審査件数に制約がある中

で、十分な伴走支援が困難であったが、法定化を契機に通年

受付・複数回認定としたことで、量の拡大と同時に、制度の

安定化と１件ごとの審査精度を高める運用との両立を実現

した。 

 ERCA が開催する技術向上のための研修後に実施する受講

者アンケートにおいて、提供した情報等を「活用した」と回

答する研修受講者の割合を、当中期目標期間中を通じて毎

年 80％以上とする目標に対して、目標比 125％に相当する

100％の回答を得た。これにより、認定後の管理計画の改善

や順応的管理の導入など、自然共生サイトにおける増進活

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及

び改善方策＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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（イ）申請件数の維持及

び増加に向けて、年間を

通じて増進活動実施計

画等の申請を受け付け、

安定的かつ効率的に申

請を処理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）安定的かつ効率的

な申請処理・年間を通じ

て申請・相談を受け付

け、安定的かつ効率的に

予備的な審査等を実施

する体制の整備 

・全申請を電子媒体で

受け付けるためのウェ

ブサイト申請フォーム

の整備 

・申請者との書類不備

等の照会、主務省庁や審

査委員との情報共有を

行うオンラインストレ

ージの整備 

・Microsoft 365を活用

した審査状況の進捗管

理リストの整備・審査内

容の取りまとめ、主務省

庁が設置する審査委員

会の事務局運営を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）安定的かつ効率的な認定審査 

a  体制の整備・IT を活用した申請処理  

年間を通じて申請・相談を受け付け、安定的かつ効率的に

予備審査を実施するとともに、申請の促進と認定された自然

共生サイトにおける増進活動の促進を図るため、４月に２課

13 名体制の自然共生部を設置した。部には法定認定前に審査

事務局に派遣した職員を配置するとともに、民間企業で実務

経験のある人材を人事交流で配置し、安定的かつ効率的に審

査を実施する体制を整えた。 

全ての申請資料を電子媒体で受け付けるため、ウェブサイ

ト上に申請フォームを整備し、４月１日から通年での申請受

付を開始した。 

また、申請者との書類不備の照会・修正、審査委員との情

報共有を行うため、オンラインストレージを整備し、申請者

及び審査委員にオンラインストレージのアドレスを発行する

ことにより、申請書類の電子媒体を比較的円滑に収受できる

ようにした。 

さらに、主務省庁および地方環境事務所との間では、Teams

（Microsoft 365）を活用して省庁審査に必要な申請案件デー

タの収受および情報共有を行う体制を構築した。あわせて、

ERCA 内における申請案件管理には SharePoint（Microsoft 

365）を活用し、業務の効率化と情報の一元管理を図った。 

 

ｂ 予備審査、事前書面審査、審査委員会の流れと申請者へ

の伴走支援 

審査は、主務省が定めた認定等事務取扱要領（９つの生物

多様性の価値（認定基準）を含む。）および増進活動の手引き

に基づき、①ERCA による予備審査、②審査委員会委員による

事前書面審査、③ERCA が事務局を務める審査委員会での審議

を経て、④主務大臣による認定という流れで実施した。              

予備審査においては、申請書が委員による書面審査に十分

耐えうる内容となるよう、職員が書類不備の是正、法令順守

状況の確認、土地管理関係の整理に加え、申請書に記載され

た活動計画の内容とあわせて、提出された GIS データや動植

物種リスト等を確認し、当該申請が 23 項目から成る認定基準

に適合しているかを１件ごと多面的に審査した。また、提出

資料の内容充実に関する助言等を行い、申請１案件当たり概

ね 10～30 往復に及ぶやり取りを通じて、審査調書を作成し

た。  

事前書面審査では、案件の特性に応じた複数の専門分野の

委員による審査を行い、委員からの指摘や追加確認事項につ

動の質的向上に直接的な効果をもたらした。 

 また、ERCA では、申請前において優良事例を参照した計

画策定への助言、専門家の紹介等により、申請後において活

動者の能力構築研修の開催、地方環境事務所と連携した活

動改善の促進により、生物多様性増進活動そのものの質を

向上させ、生物多様性保全上、国際貢献できる自然共生サイ

トの確保・維持に大きく貢献した。 

上記の実績は、以下の取組と成果により達成されたもの

である。 

第一に、申請から認定までの一連の審査プロセスについ

て、ウェブ申請フォーム、オンラインストレージ、Teams・

SharePoint 等の IT ツールを活用した体制を構築し、制度創

設初年度から安定的かつ効率的な認定審査を実現した。ま

た、多数回の調整を通じて、初期段階では基準への適合が不

十分であった申請についても、計画や生物多様性価値の整

理が進み、最終的な申請内容の完成度が向上した。その結

果、令和７年度は 367 件の認定を行い、全ての案件を標準

処理期間内（100％）に処理を達成した。さらに、地理情報

システム（GIS）を活用し、申請区域と保護地域等との関係

を客観的に確認することで、審査判断の公平性・一貫性およ

び科学的妥当性の向上を図った。なお、GIS により増進活動

の自然状況や生物情報等が蓄積されつつあり、それらを分

析し、参照することで、戦略的対策方針の策定等に効率的に

活用できることが十分に期待でき、今後の自然共生サイト

等の自然環境保全の取組に対する重要なリソースとなると

考える。 

第二に、申請主体の掘り起こし及び申請内容の質の向上

を目的として、対面研修・セミナー計 14 回を開催し、延べ

641 名が参加した。研修後の事後アンケートでは満足度平均

4.6 点（５点満点）を得るとともに、追跡調査により「自然

共生サイトの申請準備の開始・申請済」を確認するなど、申

請促進に貢献した。また、技術向上を目的とした能力構築研

修において得た知識・技術を「実際に活用した」と回答した

受講者の割合が追跡調査は 100％（目標比 125％）に達し、

制度理解や申請に必要な観点の事前共有に加え、能力構築

研修で得た知識・技術が現場で活用されることで、申請内容

の質の底上げおよび認定後の活動の質向上に貢献した。 

第三に、主務省、地方環境事務所、地方公共団体等との連

携を通じて、地域における申請の掘り起こしと周知の連携

を図った。加えて、有識者マッチング制度の運営や認定後の

フォローアップを実施することで、申請前から認定後まで

一貫した支援を行った。 
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・標準処理期間内に処

理した新規申請の割合

（新規指標のため実績

なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・標準処理期間内に処

理した新規申請の割合

（新規指標のため実績

なし） 

 

 

 

 

 

 

 

いては、ERCA が申請者と調整しながら反映させた。また、審

査委員会において条件や修正事項が付された案件について

は、主務大臣による認定に至るまでの間、申請内容の修正・

補足について申請者と継続的な調整を行った。 

これら①～③の過程を通じ、ERCA は申請１案件当たり、申

請者との間で約 15～45 往復、主務省および審査委員との調整

も含めると、延べ約 40～70 往復に及ぶやり取りを重ねなが

ら、申請内容の精度向上と審査の円滑な実施を図り、認定に

至るまでの一連の審査事務を遂行した。 

これにより、初期段階では基準への適合が不十分であった

申請についても、生物多様性価値の整理やモニタリング計画

の具体化が進み、審査委員の指摘事項が限定的となるなど、

最終的な申請内容の質的向上が図られた。 

 

ｃ 認定事務及び審査委員会の運営 

令和７年度は、通年受付および年３回認定の運用の下、合

計 367 件の認定を行った（参考：令和６年度認定件数 144 件）。 

各回の認定に当たっては、ERCA による予備審査を実施した

上で、有識者による事前書面審査および審査委員会での審議

を経て、主務大臣へ審査結果を報告する一連のプロセスに基

づき認定を行った。審査委員会は年度内に３回開催し、延べ

15 日間にわたり審議を実施した（参考：令和６年度審査委員

会開催数は２回、延べ８日間）。 

具体的には、第１回認定では、有識者６チーム 22 名による

書面審査および７月の審査委員会での審議を経て、９月 16 日

付で 201 件の認定がなされた。第２回認定では、有識者３チ

ーム 13 名による書面審査および 10 月末から 11 月初旬にか

けての審査委員会での審議を経て、12 月 16 日付で 58 件の認

定がなされた。第３回認定では、有識者６チーム 20 名による

書面審査および１月末から２月上旬にかけての審査委員会で

の審議を経て、３月 17 日付で 108 件の認定がなされた。 

これらすべての申請案件について、標準処理期間内での処

理を達成（100％）した。認定に当たっては、認定者に対して

総評を付した認定通知書を交付するとともに、認定された活

動実施区域の所在する地方公共団体の長宛てに認定した旨を

通知した。 

 

（令和７年度認定件数（令和８年３月末現在）） 

 維持 回復 創出 計 

増進活動実施

計画 
333 ９ ９ 351 

連携増進活動 14 ２ ０ 16 

以上のとおり、制度運用上の制約を抜本的に改善したう

えで、申請促進、審査の効率化・質の向上、能力構築支援、

を総合的に進めた結果、制度発足初年度としては極めて高

水準となる申請件数および活動実績を達成し、量・質の両面

で目標水準を大きく上回ったことから、当該年度の業務実

績は自己評価をＳとする。 
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・ERCAが開催する普及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）裾野の拡大に向け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・審査における保護地

域等の確認及びOECM国

際データベース登録デ

ータを調整するための

地図情報システム（GIS）

データセットの整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）活動の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ERCAが開催する普及

実施計画 

合計 347 11 ９ 367 

 

なお、令和５・６年度に認定された自然共生サイトの認定

者からの相談に対応するとともに、旧制度から５年以内の増

進活動実施計画等への移行※を促進し、第３回認定までに126

件が認定された。 

※令和５・６年度に環境省が実施していた自然共生サイト

認定制度で認定された者が法定の自然共生サイトとして

認定されるには新規申請し認定される必要がある。 

（資料編 Ｐ27_自然共生１－① 自然共生サイト認定実績） 

 

ｄ 認定証の授与 

令和７年９月 30 日、東京都千代田区において主務省の主催

により、環境大臣等の臨席のもと、第１回認定式が開催され

た。式では、ERCA が手配した認定証の授与が主務省庁から行

われ、理事長から記念楯の贈呈を行った。 

第２回及び第３回の認定式は、地方環境事務所の主催によ

り各地域ブロックにおいて開催された。 

 

e 審査の質の向上と国際データベースへの登録に向けて 

保護地域や公物管理区域との重複を確認するため、地理情

報システム（GIS）を導入し、審査に活用した。これにより、

申請者から提出された申請区域の GIS データと保護地域・公

物管理区域等との重複関係を客観的に確認し、審査判断の科

学的妥当性および公平性の確保を図った。 

また、維持タイプとして認定された案件を１年分まとめて、

令和８年８月頃に OECM 国際データベースに登録するため、

GIS データから保護地域を除くデータ加工や属性データの整

理を行い、必要な GIS データを取りまとめるなど、国内制度

の運用にとどまらず、国際的な枠組みとの整合性を確保する

観点からも、審査の質的高度化を図った。 

加えて、極めて専門性の高い生物に係る審査については、

（一財）自然環境研究センターの専門的見地からの助言を得

る体制を構築することで、学術的観点からの検証を補完し、

審査判断の信頼性の確保を図った。 

このほか、生物多様性の価値を審査する際に、人為的管理

が強い土地利用における評価が課題となっていることから

「人工草地等の健全な生態系に係る調査検討」を実施し、審

査の参考となる情報を収集・とりまとめた。 

 

（ウ）活動の促進 
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啓発のためのセミナー

及び技術向上のための

研修等の実施回数及び

参加者数（新規指標のた

め実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て、企業等に対し、地域

生物多様性増進活動に

取り組む意義やメリッ

ト等について、ウェブサ

イトやセミナー等で普

及啓発し、活動の促進を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・制度紹介、申請に係る

情報提供、申請書の受付

を行うウェブサイトの

整備 

・申請を促進するため

に、地域生物多様性増進

活動に取り組む意義や

メリット等の解説を含

むセミナーの開催、情報

提供の実施 

・認定サイトの社会的

な評価や認知度を高め

るための取組の実施 

・パンフレットの作成

やイベントへの出展に

よる普及啓発の実施 

・令和５年度又は令和

６年度に認定された自

然共生サイトの申請者

からの相談に対応し、５

年以内の増進活動実施

計画等の移行申請を促

進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

啓発のためのセミナー

及び技術向上のための

研修等の実施回数及び

参加者数（新規指標のた

め実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 研修・セミナーの開催 

  旧制度においては、環境省の委託先が認定審査を担うこと

が中心であり、申請の掘り起こしや計画策定段階での能力構

築、専門家による技術的助言等は制度上の機能として位置づ

けられていなかった。ERCA が制度運用の中核を担うことによ

り、認定審査に加え、申請前段階から計画内容の具体化・高

度化を図るとともに、認定後の活動実施・継続を見据えた支

援を行う取組を実施した。 

自然共生サイトの申請をサポートすることを目的として、

企業や地方公共団体等の申請予定者等を対象に、①生物多様

性増進活動に取り組む意義・メリットや行政の取組など、増

進活動実施計画等の策定を促す研修を６回実施した。あわせ

て、②自然を活用した地域資源の活用や他者との連携促進に

ついて学ぶ研修を２回開催した。 

また、これから申請する主体や、既に認定されたサイト管

理者の管理能力構築を目的として、③順応的管理手法や④昆

虫モニタリング手法を学ぶ対面研修を、それぞれ２回ずつ開

催した。 

研修では、具体的事例を挙げながらの座学に加え、各地の

様々な生態系タイプのサイトビジットや、現地での参加者同

士の交流・意見交換を行うことにより、各地域における産学

官民のネットワーキングを促す形式で実施した。 

さらに、⑤より多くの主体に生物多様性や自然共生サイト

への理解と関心を高め、将来の申請につなげることを目的と

して、制度説明を中心としたセミナーを２回開催した。 

このうち１回は、過去に地球環境基金の支援を受けて活動

を継続している NPO が企業と連携して申請した増進活動実施

計画の認定事例を題材に、NPO を対象としたオンラインセミ

ナーを２月に地球環境基金部と共同で実施した。 

もう１回は幅広い主体を対象として自然共生サイトについ

て認知を高めるため、生物多様性の自分事化をテーマに現地

開催とオンラインを組み合わせたハイブリッド方式により３

月に実施した。 

８月以降、毎月１～２回のペースで実施したこれらの研修

及びセミナーは、北は北海道東川から南は熊本県阿蘇まで延

べ 14 回開催し（内訳は下表のとおり）、合計 641 名が参加し

た。 

申請サ

ポート 

活動計画策定研修 ８回 131 名 

自然を活用した地域課題の解決研修 ２回 30 名 

能力構

築 

増進活動技術研修 ２回 26 名 

昆虫モニタリング手法研修 ２回 15 名 

セミナー・講演会 ２回 439 名 
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・有識者マッチング制

度に基づく活動実施者

に対する有識者紹介件

数（新規指標のため実績

なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）有識者マッチング

制度を運用し、増進活動

実施計画等の申請に当

たって課題を抱える者

に対し、課題に応じた有

識者を紹介するなど、活

動計画の策定に向けた

各主体との連携を促進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）各主体との連携促

進 

・申請者等からの活動

計画の策定や特例申請、

技術的な照会について

の主務省庁・地方環境事

務所との連携 

・審査に必要な現地確

認等、主務省庁、地方環

境事務所との協力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・有識者マッチング制

度に基づく活動実施者

に対する有識者紹介件

数（新規指標のため実績

なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計 14 回 641 名 

研修・セミナー実施後には事後アンケートを回収し、研修

成果の把握に努めた。その結果、研修の満足度は５点満点中

平均 4.6 点と高評価を得ており、申請や増進活動の具体化に

資する内容であったことが確認された。 

具体的には、「多様な立場による議論が有益」「基礎から実

践まで理解が深まった」「実習やサイトビジットなど、体験的

な学びが実務に役立つ」といった、今後の申請や増進活動の

向上につながる評価が得られた。また、追跡アンケートにお

いても、「自然共生サイトの申請準備の開始・申請済」、「組織

内での情報共有や課題の洗い出し」など研修後に実際の取組

として具現化していることが確認された。 

 加えて、12月からは個別の説明会を希望する企業を募集し、

申込のあった３社に訪問して出前説明会を実施し、本社のサ

ステナビリティ担当者だけでなく、全国の事業所担当者に直

接リーチすることができた結果、「従業員一人ひとりが申請の

流れや重要な観点を共有できた」との評価が得られた（３社

81 名）。 

（資料編 Ｐ29_自然共生１－② 令和７年度研修実績） 

 

ｂ E ラーニングの提供 

・制度紹介動画や開催した研修の講義内容の録画動画、生物

多様性全般について説明する新規講義動画１本の制作を行

い、E ラーニング教材として提供するなど、受講者が時間や地

域に制約されずに継続的に学習できる環境を整備した（コン

テンツ８本、受講者 99 名）。 

これにより、対面研修に参加できない主体への情報提供と、

将来的な申請候補層の裾野拡大を図った。 

 

（エ）申請の促進に向けた各主体との連携 

a 主務省、地方公共団体、経済団体との連携 

 制度の円滑な実施を図るため、環境省地域ネイチャーポジ

ティブ推進室との定期会議を実施し、申請案件および業務進

捗に関する情報共有を行った。また、農林水産省および国土

交通省との意見交換・勉強会等を実施するとともに、手続き

の早い段階から両省へ申請案件の情報を共有し、公物管理区

域の確認等を行った。 

 申請の掘り起こしを地域で担う地方環境事務所と、申請者

への寄り添い支援および審査を担う ERCA 職員との連携強化

を図るため、地方環境事務所等を訪問して意見交換を実施し

た（10 か所）。あわせて、研修開催地等の地方公共団体を訪問

し、制度説明および申請促進に向けた協力依頼を行った（23
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【評価指標1-2-1】 

・ERCAが開催する技術

向上のための研修後に

実施する受講者アンケ

ートにおいて、提供した

情報等を「活用した」と

回答する研修受講者の

割合 当中期目標期間中

を通じて毎年度80％以

上（新規指標のため実績

なし） 

 

 

 

 

 

 

【モニタリング指標】 

・優良事例の収集や地

方公共団体が選定する

生物多様性保全上重要

な場等の情報収集、情報

提供その他の普及啓発

に係る取組状況（新規指

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ERCAが開催する技術

向上のための研修後に

実施する受講者アンケ

ートにおいて、提供した

情報等を「活用した」と

回答する研修受講者の

割合を、当中期目標期間

中を通じて毎年度80％

以上とするとともに、活

動の質の向上及び継続

性の担保のため、以下の

取組を行う。 

 

 

 

 

 

（ア）地域生物多様性増

進活動の技術向上のた

め、優良事例の収集及び

分かりやすい情報提供、

研修等の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・申請検討者等を対象

に課題に応じた有識者

を紹介する有識者マッ

チング制度の運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ERCAが開催する技術

向上のための研修にお

いて提供した情報等の

研修受講者による活用

状況について、研修受講

後に実施する受講者ア

ンケートにおいて、提供

した情報等を「活用し

た」との回答割合を、当

中期目標期間中を通じ

て毎年度80％以上とす

るとともに、活動の質の

向上及び継続性を担保

するために、以下の取組

を行う。 

 

 

（ア）情報提供、研修・

セミナー等の充実 

・地域生物多様性増進

活動や地域との連携に

関する優良事例の収集・

地域の生物多様性保全

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ERCAが開催する技術

向上のための研修後に

実施する受講者アンケ

ートにおいて、提供した

情報等を「活用した」と

回答する研修受講者の

割合 当中期目標期間中

を通じて毎年度80％以

上（新規指標のため実績

なし） 

 

 

 

 

 

 

 

・優良事例の収集や地

方公共団体が選定する

生物多様性保全上重要

な場等の情報収集、情報

提供その他の普及啓発

に係る取組状況（新規指

か所）。 

 さらに、地域における対面研修・セミナーの開催に当たっ

ては、ERCA ホームページや SNS、WEB 広告による周知に加え、

30by30 アライアンスのメールマガジンを通じた発信、開催地

の道府県庁からの情報発信、経団連自然保護協議会等からの

周知協力を得た。 

 

b 有識者マッチング制度の運営 

これから申請を行おうとする主体や、既に認定を受けた自

然共生サイトの管理者が、生物調査や管理方法に専門的なア

ドバイスを求める場合、ERCA から大学教授等生物の専門家を

紹介する「有識者マッチング制度」の運営を令和７年４月か

ら開始した。令和７年度は 18 件の相談を受け付け、このうち

５件について有識者とのマッチングが成立した。 

相談内容については丁寧な聞き取りを行い、18 件の相談の

うち ERCA で回答できる内容や有識者マッチング制度の対象

外となる案件については、助言や他制度の紹介を行うなど、

申請促進に向けたきめ細かな支援に努めた。 

 

イ ERCAが開催する技術向上のための研修において提供し

た情報等の研修受講者による活用状況について、研修受講後

に実施する受講者アンケートにおいて、提供した情報等を「活

用した」との回答割合を、当中期目標期間中を通じて毎年度

80％以上とするとともに、活動の質の向上及び継続性を担保

するため、以下の取組を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）情報提供、研修・セミナー等の充実 

ａ 優良事例の収集・情報発信 

 増進活動の質の向上を促すモデル事例を創出・横展開する

ことを目的として、旧制度の認定サイトを含め、29 か所の自

然共生サイトについてサイトビジットを実施し、事例収集お

よび現地確認を行った。その上で、認定サイトの中から地域
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標のため実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上重要な場等に関する

情報収集の実施 

・地域の自然環境や生

態系タイプに応じた活

動手法やモニタリング

方法等に関する技術向

上研修や情報提供の実

施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標のため実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性や生態系タイプを考慮して５件の事例を選定し、自然共生

サイトの活動現場を支える取組の背景や工夫を紹介する認定

事例動画および事例集を作成し公開した。 

 

ｂ 見える化システムの充実に向けた情報提供 

 令和７年６月には、地方公共団体に対し環境省から文書を

発出し、見える化サイト上で生物多様性保全上重要な場や生

態系ネットワーク構築上重要な場等の GIS 検索を可能とする

ことで、申請者が自然共生サイトの候補地における保護区域

の重複状況を分析できるようにすることを目的として、地方

公共団体が保有する関連 GIS データの提供を呼びかけた。 

ERCA においては、11 自治体から提供を受けた、フォーマッ

トの異なる 343 件の GIS データを読み込み、見える化システ

ムに登録可能な形式に整理するとともに、利用者に有用な情

報（例：当該保護地域を掲載している県のウェブページ URL）

を属性情報として付加した上で、環境省に提供した。 

 

ｃ 関係団体への講演その他の情報提供 

（一社）自然環境共生技術協会や（株）宣伝会議主催のシ

ンポジウム、電機・電子４団体生物多様性ワーキンググルー

プの勉強会、地方公共団体主催の講演会等、計８件に登壇し、

自然共生サイト認定制度に関する情報提供および説明を行っ

た。 

また、地方公共団体職員を主な読者とする雑誌『ガバナン

ス』に自然共生サイト制度に関する記事広告を掲載した（３

月、５万部）。 

さらに、こども霞が関デー及び「きょうと☆生きものフェ

ス！」に出展し、生き物シール・台紙うちわ（計 1,000 部）

を配布するなど、幅広い層に向けた周知活動を実施した。 

 

d 研修・セミナーの充実 

地域生物多様性増進活動の技術向上を目的として、能力構

築研修（増進活動技術研修および昆虫モニタリング手法研修）

を実施した。増進活動技術研修では、順応的管理の考え方や

管理計画作成方法の講義、外来種防除の視察を実施、昆虫モ

ニタリング手法研修では、ベイトトラップ、スウィーピング

による昆虫採集、同定、標本作成の実践を行った。 

一定期間経過後に、能力構築研修受講者 41 名を対象に受講

により得た知識やスキルの活用状況に関する追跡アンケート

を行った結果、25 名から回答があり、提供した知識・スキル

を実際に「活用した」と回答した受講者の割合は 100％に達し

た。研修参加者からは、自身のサイトにおいて、視察した外
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・増進活動実施計画等

の認定を受けてから、１

年に１度以上活動状況

等を情報共有している

者の割合（認定を受けて

からの期間が１年に満

たない者を除く。）（新規

指標のため実績なし） 

・増進活動実施計画等

の認定を受けた活動実

施者に対して、ERCAが助

言を行った件数（新規指

標のため実績なし） 

 

＜目標水準の考え方＞ 

我が国全体において地

域生物多様性増進活動

を促進しネイチャーポ

ジティブを実現するた

めには、増進活動実施計

画等の認定件数の維持・

増加及び活動の質の向

上が必要である。 

このため、評価指標に関

する目標水準について、

以下の設定とする。 

・増進活動実施計画等

の新規申請件数を、当中

期目標期間の最終年度

までに1,300件以上 

・ERCAが開催する技術

向上のための研修後に

実施する受講者アンケ

ートにおいて、提供した

情報等を「活用した」と

回答する研修受講者の

割合を、当中期目標期間

 

 

 

 

 

（イ）環境省が整備する

「生物多様性見える化

システム」を活用し、増

進活動実施計画等に基

づく活動の実施状況を

把握し、継続に課題を抱

えている活動実施者に

対して課題解決に資す

る助言を行う等のフォ

ローアップを行う。 

 

 

 

 

 

（イ）認定後のフォロー

アップ 

・環境省が整備する生

物多様性見える化シス

テムにおける活動実施

者による活動報告の促

進 

・認定後の活動実施者

に対する活動継続に関

する助言等の実施 

・現場アンケートによ

る活動実施計画等に基

づく活動の実施状況の

把握 

 

 

 

 

 

・増進活動実施計画等

の認定を受けてから、１

年に１度以上活動状況

等を情報共有している

者の割合（認定を受けて

からの期間が１年に満

たない者を除く。）（新規

指標のため実績なし） 

 

・増進活動実施計画等

の認定を受けた活動実

施者に対して、ERCAが助

言を行った件数（新規指

標のため実績なし） 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

― 

来種の防除方法を取り入れたといった「活動計画・管理の改

善・順応的管理に活用した」といった声が聞かれ「研修内容

を他者に共有した」など、研修内容が実務に有効に活用され

ていることが確認された。 

 

（イ）認定後のフォローアップ 

認定後の活動状況を、環境省が整備する生物多様性見える

化システムを通じて継続的に把握・共有するため、登録者情

報の提出があった認定者に対してログイン ID を発行した

（228 件）。 

また、見える化システム上に認定サイトの情報を掲載する

ため、計画概要、写真、希少種の取扱い等の掲載内容に関す

るアンケートを実施するとともに、認定サイトの GIS データ

を整理し、環境省へ情報提供を行った（367 件）。 

さらに、旧制度からの移行として認定した案件のうち、活

動状況の確認や支援が必要と判断されたサイトについて、助

言等のフォローアップを行った（27 件）。 
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中を通じて毎年度80％

以上 

 

＜想定される外部要因

＞ 

自然災害の発生等に

より活動の継続に著し

い影響を与える事象が

発生した場合や、自然関

連財務情報開示タスク

フォース(TNFD)等の自

然関連の情報開示の動

向、生物多様性に関する

社会的関心の変化等に

より申請件数が著しく

変動した場合、評価にお

いて適切に考慮するこ

とが必要である。 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－３－１ サーキュラーエコノミー（戦略的イノベーション創造プログラム等）に関する研究推進 

業務に関連する政策・施

策 

－ 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第 1項第 8号～10 号 

当該項目の重要度、困難

度 

＜重要度：高＞SIP は、我が国の未来像である Society5.0 の実現を

目指した科学技術イノベーションに係る国家プロジ

ェクトであり、サーキュラーエコノミーシステムの

構築は我が国の持続可能性を巡る社会課題の解決と

経済成長の同時実現を目指す上で極めて重要である

ため。 

＜困難度：高＞プラスチックのサーキュラーエコノミーの実現に向

けては、デジタル情報を用いて多様なステークホル

ダーが関与するバリューチェーンの構築が必要であ

るとともに、これを社会に定着させるため、再生材の

利用に向けた事業者、消費者等の行動変容が不可欠

であるため。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

９．環境・経済・社会の統合的向上及び環境政策の基盤整備 

 ９－６．環境問題に関する調査・研究・技術開発 

 

（予算事業 ID：000140） 

注 1）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

 

２．主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期

間 最 終 年 度 値

等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

＜評価指標＞ 予算額（千円） 6,855,020 7,288,752    

プラスチックのサ

ーキュラーエコノミ

ーシステムの構築に

向けて、戦略及び開発

計画に示す社会実装

に向けたSIP期間中の

達成目標の進展状況

（見通しを含む） 

XRL による進

捗評価及び

ガバニング

ボードによ

るプログラ

ム評価 

 

ガバニングボー

ドによる評価：

Ｓ評価 

ガバニングボード

による評価：Ａ＋ 

 

   

決算額（千円） 7,072,118 7,378,739    

＜モニタリング指標＞ 経常費用（千円） 7,047,924 7,288,757    

戦略及び開発計画

に示すアウトカムに

貢献する MVP（実用最

小限の試作製品）の開

発、社会実装に向けた

研究成果の創出数（新

規指標のため実績な

し） 

 
＜令和５年度＞ 

研究成果数：実

績なし 

４テーマ 

（情報流通プラッ

トフォーム開発、

ガイドライン０次

版、自動車部品開

発、再生材データ

バンク） 

４テーマ 

（自動車部品（外

装）、情報流通プラ

ットフォーム実証

試験、再生材デー

タバンク実験・解

析ガイドライン及

び自動車コンソー

シアムでの活用、

自動車部品適用マ

ッピング） 

   

経常利益（千円） 61,712 188,018    
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全体進捗会議、PD・

PM 面談の実施回数（新

規指標のため実績な

し） 

 

＜令和５年度＞ 

コアメンバー会

議：25 回 

全体会議：１回 

サブ課題ミーテ

ィング：0 回 

コアメンバー会

議：24 回 

全体会議：２回

（４月、10 月） 

サブ課題ミーテ

ィング：３課題

×２回 

コアメンバー会

議：21 回 

全体会議：２回

（４月、10 月） 

サブ課題ミーティ

ング：３課題×１

回 

社会実装計画

TF：３回 

   

行政コスト（千円） 7,047,936 7,288,757    

知的財産支援・特許

活用に向けた活動の

成果 

 
＜令和５年度＞ 

知的財産出願件

数：４件 

＜令和６年度＞ 

知的財産出願件

数：17 件 

＜令和７年度＞ 

知的財産出願件

数：８件 
   

従事人員数 20 20    

イベント、HP 等にお

ける研究成果の周知

回数（新規指標のため

実績なし） 

 
＜令和５年度＞ 

イベント：2 回 

情報発信：50 件 

イベント：４回 

情報発信：68 件 

イベント：４回 

情報発信：58 件 
   

       

関係府省の研究開

発、政策への橋渡しに

向けた活動の成果 

 
BRIDGE 件数： 

２件 

BRIDGE 件数： 

３件 

BRIDGE 件数： 

３件 

環境省受託事業 

：１件 

   

       

研究費の適正執行

及び研究不正の防止

に向けた取組状況 
 

説明会の開催：1

回／年 

 

実 地 検 査 の 実

施：初年度のた

め 0 件 

説明会の開催：

１回 

 

実地検査の実

施：21 件 

説明会の開催： 

1 回 

 

実地検査の実施：

件：36 件 

   

       

               

               

 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                  注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ① サーキュラーエコノ

ミー（戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム等）

に関する研究推進 

 

【評価指標1-3-1】 

・プラスチックのサー

キュラーエコノミーシ

ステムの構築に向けて、

戦略及び開発計画に示

す社会実装に向けたSIP

期間中の達成目標の進

展状況（見通しを含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① サーキュラーエコノ

ミー（戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム等）

に関する研究推進 

 

 

ア プラスチックのサー

キュラーエコノミーシ

ステムの構築に向けて、

戦略及び開発計画に示

す社会実装に向けたSIP

期間中の達成目標を進

展させるために、以下の

取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① サーキュラーエコノ

ミー（戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム等）

に関する研究推進 

 

 

ア プラスチックのサー

キュラーエコノミーシ

ステムの構築に向けて、

戦略及び開発計画に示

す社会実装に向けたSIP

期間中の達成目標を進

展させるために、PDとの

連携のもと以下の取組

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

プラスチックのサーキ

ュラーエコノミーシス

テムの構築に向けて、戦

略及び開発計画に示す

社会実装に向けたSIP期

間中の達成目標の進展

状況（見通しを含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定： Ｓ 

 令和５年度から開始した SIP-CE は、内閣府が進めるプロ

グラムで、Society5.0 の実現に向けてバックキャストによ

り、社会的課題の解決や日本経済・産業競争力にとって重要

な課題を設定し、府省連携、産学官連携により、基礎研究か

ら社会実装までを見据えて一気通貫で研究開発を推進する

ものである。その評価は、毎年度、内閣府に設置される「ガ

バニングボード」において行われており、令和６年度には

「プラスチック情報流通プラットフォーム構築に関するガ

イドラインを作成・公表することによる欧州 ELV 規則案へ

の対応や、自動車メーカー（OEM）の巻き込み、プラスチッ

ク再生材が自動車部品として使える可能性を示したこと」

が前倒しで具体的な評価をあげていると評価され、S 評価を

獲得した（予算は前年ほぼ同額）。SIP は、内閣府において、

「ミッション志向型のアジャイルな開発モデル」として、技

術開発や事業環境の変化に応じて目標を機動的に変化させ

て進めていくこととされており、令和７年度は、中期目標に

おける所期の目標を踏まえつつ、内閣府ガバニングボード

により評価された ELV 規則案への対応の加速、プラスチッ

ク情報流通プラットフォームの社会実装に向けた検証を中

心に研究計画を推進した。令和７年度の成果としては、以下

の量・質からの観点によりＳ評価と判断する。 

【量的】 

令和７年度ガバニングボード評価で、160 点満点中 128 点

と高く評価され、全 14 課題中上位 5 課題に入るＡ＋評価

（Ａ＋評価は 128 点以上）を獲得。 

【質的】 

・全 27 社が参加し PLA-NETJ の実証試験、再生材を用いた

内外装の自動車部品開発及び再生材の由来と自動車部品の

使用用途のマッピング、WBCSD 等を通じた SIP-CE の成果の

海外への展開等、2 年目に出た成果を加速化し、社会実装に

向けた成果を提示した。またこのことが昨年度に引き続き

ガバニングボード評価で高く評価され予算増も認められ

た。 

・令和 7 年度は SIP 第 3 期の中間年度にあたり、例年実施

する年度評価（ピアレビュー評価）のみでなく、ユーザーレ

ビュー評価及びステージゲート評価と複数の評価を実施す

る必要がある中、研究推進法人のマネジメント能力を発揮

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及

び改善方策＞ 

 

 

＜その他事項＞ 
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【モニタリング指標】 

・戦略及び開発計画に

示すアウトカムに貢献

するMVP（実用最小限の

試作製品）の開発、社会

実装に向けた研究成果

の創出数（新規指標のた

め実績なし） 

 

・全体進捗会議、PD・PM

面談の実施回数（新規指

標のため実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）戦略及び開発計画

に示すミッションを達

成するため、PDの指導の

もと、研究開発テーマの

進捗管理、研究開発テー

マの実施支援などマネ

ジメント業務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）SIPに参画する全

研究開発テーマについ

て、月報の提出及びそれ

に対するコメント、年４

回程度のPD面談、PD等の

関係者も同行したサイ

トビジットを通じて進

捗管理、研究開発テーマ

の実施支援を行う。 

また、年２回の全体会合

によりSIP参画機関全体

の認識を合わせ、連携を

促進する。さらに、個別

の研究開発テーマ（16課

題）について、内閣府の

提示する５つの視点（技

術、事業、制度、社会的

受容性、人材(育成)）等

を基準とし、ピアレビュ

ー委員会等を通じた進

捗評価を行う。特に、中

間年度にあたる令和７

年度においては、毎年度

開催するピアレビュー

委員会に加え、ユーザー

レビュー委員会及びス

テージゲート委員会の

２つの委員会を追加で

開催し、社会実装に向け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦略及び開発計画に示

すアウトカムに貢献す

るMVP（実用最小限の試

作製品）の開発、社会実

装に向けた研究成果の

創出数（新規指標のため

実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和７年度は、内閣府の指示及びPDの判断に基づき、再生

材を用いた社会実装モデル（MVP）を加速するため、昨年度の

再生材を用いた自動車内装部品開発に加え、外装部品の開発

に着手する。また、自動車分野のみでなく、家電分野での再

生材の活用にも着手し社会実装モデルを生み出す。それに向

け、４月より公募を開始し、新たに自動車部品のTier１企業

（ホンダ系、日産系、マツダ系）が８月より４社（ダイキョ

ーニシカワ（株）、森六（株）、サカエ理研工業（株）、ユニプ

レス（株））自動車部品開発に、１社（パナソニック（株））が

家電製品分野での研究開発に参画することとなった。今年度

は、再生材の由来（容器包装由来、衣装ケース由来等）と自

動車部品への使用用途のマッピング（もしくは自動車用途以

外向け等）を行い、収集すべき使用済みプラスチックの候補

を探索し、ELV規則案に対応した供給プランの検討を行った。 

・令和７年度はSIP第３期の中間年度にあたることから、ステ

ージゲートを設置し、研究開発の取捨選択を実施することが

内閣府より求められている。そのため、６月より参画機関を

社会実装の出口単位に分けてチームを編成し社会実装計画の

とりまとめを行い、ステージゲートに向けた準備を進めた。

また、ステージゲートにおいて研究の見直し・中止となる研

究課題のことも考慮し、例年より評価スケジュールを前倒し

し、８月にピアレビュー（技術面）とユーザーレビュー（社

会実装計画の妥当性）、10月にそれら２つのレビューを照らし

合わせたステージゲート委員会を開催した。 

・11月～12月にかけて令和７年度のPD自己点検やステージゲ

ート評価結果のとりまとめ実施し、令和７年度評価及び令和

８年度予算要求に向けた資料作成を実施した。１月26日のSIP

総括チームによるヒアリング及び２月19日のガバニングボー

ドヒアリングを経て、令和７年度評価結果が示されるととも

し、個別の研究テーマを社会課題毎にグルーピングし、それ

ぞれで社会実装に向けた計画をとりまとめるなどの創意工

夫を加えた運用を行い、PD によるマネジメントに大きく貢

献し、内閣府ガバニングボードから「対応も適切」との評価

を得た。 

・環境省の自動車コンソーシアムや経済産業省の CPｓとの

連携など、SIP の研究推進法人としての経験を活かした取組

や情報提供を自主的に行うことにより、サーキュラーエコ

ノミーに係る各省の施策・制度設計に対して貢献した。 

 

詳細は以下のとおり。 

 

 

（１）社会実装につながる研究成果の提示 

 令和７年度は、昨年度に引き続 ELV 規則案への対応のた

めの再生材自動車部品（内装・外装）の試作と再生材原料毎

の利用可否を整理した自動車部品マッピングを作成し、幅

広い原料の利用可能性を示し、再生材から自動車向け再生

プラスチックを生み出すモデル（X to Car モデル）の検証

を加速させた。 

また、再生材自動車部品開発と連動してリサイクラー、コ

ンパウンダー、自動車部品メーカーが実際のデータを入力

し、PLA-NETJ の検証を行った。SIP 参画機関及び外部協力

機関含め、全 27 社、データ項目数約 8,000 件の検証を行っ

た。 

さらに、再生材の物性情報を集めた再生材データバンク

においては、10,000 件を超えるデータを蓄積するとともに

実験・解析ガイドラインの初版を 11 月に公表するなど、再

生材のグレーディング手法の体系化を行っている。 

社会的受容性の向上に向けた具体的な取り組みとして

は、参画企業によるプラスチック資源回収を実施し、自治体

と連携して資源回収ステーションの数を大幅に増やした

（現在 72 か所）。また、メニコンが主導するコンタクトレ

ンズケースの回収プロジェクト（１Case プロジェクト）を

中心に、消費者に認知される再生材原料回収の取組も推進

している（協力店舗数全国 973 拠点）。 

 内閣府のガバニングボード評価においては、中間年度評

価を適切に実施し社会実装に向けた研究開発の進展がある

ことが認められ、昨年度に引き続き全 14 課題中上位５位以

内に入るＡ＋評価を得ることができ、令和８年度内示額に

おいても前年度比約 1.3 億円増の 17.59 億円と３年連続で

増額評価をされるなど高評価を得られている。 
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た計画や研究テーマの

継続の可否を審査する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体進捗会議、PD・PM面

談の実施回数（新規指標

のため実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に令和８年度予算が内示された。その結果、全14課題中上位

５課題に入るＡ＋評価を獲得し、令和８年度予算内示額は前

年度約1.3億円増の17.59億円となった。また、予算内示の際

に「外部の情勢、各課題の進捗状況を踏まえたテーマ変更や

スピンアウトの判断など、適宜、適切な判断をしており、PD

のマネジメント、ステージゲートへの対応も適切であり、「X 

to Car」や「X to 家電」の社会実装も期待できる。」とのコ

メントをいただいた。 

・12月にPD、内閣府、SIP参画機関等と共に欧州の関係機関

（WBCSD、欧州委員会環境総局等）を訪問し、SIP成果の発信

と意見交換を実施。引き続き、WBCSDが開発したGCP（グロー

バル循環プロトコル）とSIP成果の連携に向けた協議を継続す

ることとなった。 

・１月以降、SIP内外の機関の協力のもと、プラスチック情報

流通プラットフォーム（PLA-NETJ）へ実際のデータを入力す

る実証試験を実施。動静脈企業全27社、データ項目数約8,000

件の検証を行った。 

・２月から３月にかけては、ステージゲート通過後の研究体

制の見直しに伴い契約変更が発生するため、契約変更手続き

並びに研究を終了する課題については、資産の取り扱いを含

め適切に対応した。 

（資料編 Ｐ30_SIP１ 令和７年度戦略的イノベーション

創造プログラム（SIP）の実施方針） 

（資料編 Ｐ33_SIP２ 令和８年度戦略的イノベーション

創造プログラム（SIP）の実施方針） 

（資料編 Ｐ36_SIP３ SIP第３期課題中間評価／令和８

年度予算配分（案）について） 

 

・PD、サブPD、内閣府の参加するコアメンバー会議を隔週で

開催（21回）し、マネジメントに関する相談や研究開発の方

針決定を行った。 

・４、５月にかけてサブ課題ミーティング（全３回）及び全

体会議（１回）を開催し、各研究テーマの進捗状況及び令和

７年度のSIPサーキュラーエコノミーシステムの構築（以下

「SIP-CE」という。）の方針を共有した。10月に今年度２回目

の全体会議を開催し、進捗状況の共有を図った。 

・11月には内閣府向けのサイトビジット（（株）富山環境整備）

を開催。プラスチックリサイクルに関する現場及び研究成果

を共有し内閣府のSIP-CEへの理解度を高めた。 

・中間年度の社会実装計画のとりまとめに向けては、６月～

７月にかけてデータ基盤、回収・選別、自動車部品開発の３

チームに分けた社会実装計画タスクフォースを計３回開催。 

 ガバニングボード評価という量的側面、社会実装の形を

一早く提示したという質的な面からも顕著な成果が得られ

たものと考えている。 

 

（２）PD マネジメントに対する貢献 

本 SIP における研究推進法人として、３つのサブ課題、

21 のプロジェクトに関わる府省庁、企業、大学、団体等の

機関と調整を行い、昨年度と同程度あるいはそれを上回る

回数の、コアメンバー会議（21 回）、全体会議（２回）、サ

ブ課題ミーティング（サブ課題毎に１回）、社会実装計画策

定に向けた検討 TF（３回）、PD 面談、ピアレビュー、ユーザ

ーレビュー、ステージゲート評価等の中間年度評価を運営

し、PD、サブ PD、関係省庁、昨年度より数が増加した参画

機関等が連携するにあたっての橋渡しを行い、PD がリーダ

シップを発揮して全体を統率することに大きく貢献した。 

加えて、PD 自己点検や中間年度評価においても、内閣府

の評価基準を踏まえた効果的な説明の検討、PD の意向を反

映させた資料作成を実施するなど、創意工夫を加えた運営

を行うことにより、ガバニングボードの高評価につながる

など、質的な面で顕著な貢献を果たしたと考える。 

 

（３）研究成果等の周知 

 SIP-CE で得られた成果の普及及び社会実装を目的として

ERCA の Web サイトや X を通じた情報発信を積極的に行うと

ともに著名なアナウンサーとサブ PD との対談動画（2 本）

を YouTube 配信した。また、ERCA 主催の公開シンポジウム

の開催やサーキュラー・エコノミーEXPO への出展を通じて

普及啓発を行った。９月には高分子学会との共催によるサ

ーキュラーエコノミーの国際シンポジウムを開催、12 月に

はSIP-CEに関する情報発信及び海外との連携構築を目的に

WBCSD、欧州委員会環境総局等に PD 及び内閣府と共に訪問

し、2026 年４月に開催される WBCSD の年次総会において

SIP-CE の取組を紹介する機会を得るなど国際展開も進めて

いる。 

研究推進法人として、内容に工夫を凝らし、各種イベント

での SIP 成果の展示、海外への情報発信を行ったことは質

的な面で高い成果を得られたと考える。 

 

（４）SIP と環境施策との連携 

 SIP の研究成果と環境施策の橋渡しのため、ERCA が研究

推進法人の役割を担い、令和７年度 BRIDGE「金融/投資機関

による自然関連情報開示促進と国際標準化を前提としたネ
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・イベント、HP等におけ

る研究成果の周知回数

（新規指標のため実績

なし） 

 

・関係府省の研究開発、

政策への橋渡しに向け

た活動の成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）研究開発で得られ

た成果を広く周知する

とともに、関係府省の研

究開発や政策に橋渡し

するなど、研究成果の最

大化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）年１回、ERCA主催

で一般参加者向けのシ

ンポジウムを開催し、

SIP成果の情報発信を行

うとともに、内閣府が主

催するSIPイベントにお

いて研究成果を発信す

る。また、サーキュラー

エコノミーに関する対

談動画やSIPに関する研

究 成 果 等 の Ｘ （ 旧

Twitter）による情報発

信を行う。 

また、SIP成果を関係省

庁の政策に反映するた

め、関係省庁と連携し、

社会的なニーズに基づ

く提案を実施するとと

もに、SIP成果の国際標

準化等に向けて、環境省

施策やBRIDGE等と連携

し成果の最大化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イベント、HP等における

研究成果の周知回数（新

規指標のため実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係府省の研究開発、政

策への橋渡しに向けた

活動の成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・SIP-CE及びサーキュラーエコノミーに関する情報発信を目

的に、Xによる定期的な情報発信を開始した（54件）。 

・読売新聞に伊藤PDが取材を受け、SIP-CEの取組が掲載（５

月17日）されるなど、研究成果の発信が進んでいる。 

・SIP参画機関へはSIPの取組の積極的な発信も依頼してい

る。結果として、58件の情報発信があった。 

・６月に八木亜希子アナウンサーとサブPDとの対談動画の撮

影を実施、７月より機構YouTubeにて公開した。また、９月に

高分子学会と共催で、サーキュラーエコノミーに関する国際

シンポジウムを開催、１月にERCA主催の公開シンポジウムの

開催、３月にサーキュラー・エコノミーEXPOへ出展する等、

サーキュラーエコノミーが普及するようなイベント開催やコ

ンテンツ制作を行った。 

 

 

・SIP-CEの成果の１つである再生材データバンクを用いたグ

レーディング手法を社会実装する取組の一環として、環境省

の主導する自動車向け再生プラスチック市場構築のための産

官学コンソーシアム（以下「自動車コンソーシアム」という。）

の令和６年度補正予算事業「国内における自動車向け再生プ

ラスチックの品質評価業務」を東北大と連携して受託。再生

材ペレットを約100サンプル収集し、SIPで研究開発する再生

材データバンクの手法を用いた品質評価業務を実施。12月末

時点でサンプル収集を完了し、東北大と連携したサンプル収

集と分析に係る報告書のとりまとめを実施した。 

・昨年度に引き続き、経済産業省のサーキュラーエコノミー

に関する産官学のパートナーシップ（以下「CPs」という。）

の静脈サブWGに参加。PLA-NETJの活用について、関係省庁の

施策との連携に向けた検討を進めている。 

・令和６年度から開始したBRIDGE「金融/投資機関による自然

関連情報開示促進と国際標準化を前提としたネイチャーフッ

トプリントの開発と実証事業」、「ネイチャーポジティブ経済

移行戦略を踏まえた、各セクターにおけるルールメイキング

と市場創造のための戦略検討促進事業」、「バリューチェーン

循環性指標及び企業情報開示スキーム等の国際標準化」の３

施策（合計3.8億円）については令和７年度も継続実施。研究

開発型BRIDGE（「金融/投資機関による自然関連情報開示促進

と国際標準化を前提としたネイチャーフットプリントの開発

と実証事業（施策１）」）においては、令和７年度は事業の最

終年度であったが、ネイチャーフットプリントの開発及びネ

イチャーフットプリントのケーススタディ分析をまとめた金

イチャーフットプリントの開発と実証事業」、「ネイチャー

ポジティブ経済移行戦略を踏まえた、各セクターにおける

ルールメイキングと市場創造のための戦略検討促進事業」、

「バリューチェーン循環性指標及び企業情報開示スキーム

等の国際標準化」の３施策（合計 3.8 億円）を環境省と連携

の上、新たに実施した。結果として、研究開発型の BRIDGE

プログラム「金融/投資機関による自然関連情報開示促進と

国際標準化を前提としたネイチャーフットプリントの開発

と実証事業」においては、令和７年度で約 1.5 年間の事業

が終了となり年度末評価資料をとりまとめ内閣府に提出し

た。最終的な内閣府による評価は令和８年度の７月予定で

実施される。ネイチャーフットプリントの開発においては、

ネイチャーフットプリント ver.1 を完成し、LCA ソフトウェ

アへの実装を予定している。更に 20 社以上の製造業者等に

対して、ネイチャーフットプリントの実証試験を実施し、そ

のケーススタディを分析・整理を行い、金融機関向けのガイ

ダンスペーパーとして公表を達成した。また、システム改革

型の BRIDGE プログラム２施策のうち、「バリューチェーン

循環性指標及び企業情報開示スキーム等の国際標準化」の

予算査定において満額査定の高い評価を得ることができた

（２施策合計 3.1 億円）。残る「ネイチャーポジティブ経済

移行戦略を踏まえた、各セクターにおけるルールメイキン

グと市場創造のための戦略検討促進事業」を含め、ERCA が

関与するBRIDGEプログラムについては全て令和８年度も継

続することとなり、SIP の経験や競争的研究費のノウハウを

活用した研究マネジメントで貢献することができた。 

 また、経済産業省の主導する CPs の静脈サブ WG において

も、SIP-CE として出席し、PLA-NETJ がユースケースとして

取り上げられ、製品含有化学物質・資源循環情報プラットフ

ォーム（CMP）やリサイクルマネジメント情報プラットフォ

ーム（RMP）との連携に向けた検討が進んでいる。 

加えて、SIP-CE の成果の１つである再生材データバンク

を用いたグレーディング手法を社会実装する取組の一環と

して、環境省の自動車コンソーシアムの WG２において実施

する「自動車向け再生プラスチックの品質評価業務」を東北

大と連携して受託し、100 種の再生材サンプルを収集・分析

しグレーディングを行った。当該業務においては、ERCA は

SIP 研究推進法人としての経験を活かし、容器包装リサイク

ル、家電リサイクル、建設リサイクル、一般廃棄物、産業廃

棄物由来のサンプルを広く収集を行い、東北大学による分

析結果を基に、自動車部品に適用可能な再生材の供給可能

性を検証した。再生材の自動車部品への利用可能性をリサ
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・知的財産支援・特許活

用に向けた活動の成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究費の適正執行及

び研究不正の防止に向

けた取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

＜目標水準の考え方＞ 

SIPの戦略及び開発計画

に示す社会実装に向け

たSIP期間中の達成目標

で設定したサブ課題ご

とのKPIを参考にする設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）知財委員会を設置

し、研究機関から提出さ

れる知的財産等を適切

に管理するとともに、そ

の活用に向けた取組を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）研究費使用ルール

の周知徹底及び研究公

正の確保・不正使用の防

止を図るため、研究者及

び会計事務担当者向け

の説明会を実施する。 

 

 

 

 

（オ）研究機関における

適正な研究費執行の確

認と適正執行に向けた

指導のため、継続中の研

究課題について実地で

の検査（実地検査）を行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）SIP参画機関から

の要請に応じて、適宜知

財委員会を開催すると

ともに、SIP参画機関全

体でデータ連携や研究

開発テーマ間の連携を

促進するため、知財に関

する全体の合意書を結

ぶ。 

 

 

 

 

 

（エ）研究課題の研究者

及び会計事務担当者に

対し、研究費の使用ルー

ルの周知徹底及び研究

公正の確保・不正使用の

防止を図るための説明

会を、外部講師も招いて

実施する。 

 

 

（オ）研究機関における

研究費の適正な執行確

認と適正執行に向けた

指導のため、継続中の研

究課題について実地で

の検査（以下「実地検査」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知的財産支援・特許活用

に向けた活動の成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究費の適正執行及び

研究不正の防止に向け

た取組状況 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

― 

融機関向けのガイダンスの公表を達成した。また、１月26日

には、内閣府による年度末評価が行われ、システム改革型

BRIDGEの２施策（「ネイチャーポジティブ経済移行戦略を踏ま

えた、各セクターにおけるルールメイキングと市場創造のた

めの戦略検討促進事業（施策２）」及び「バリューチェーン循

環性指標及び企業情報開示スキーム等の国際標準化（施策

３）」）においては、両施策とも令和８年度の事業継続が承認

された。次年度予算要求の結果、継続２施策で3.1億円が配分

された。なお、施策３については、予算要求満額の評価を得

た。 

 

 

・SIP参画企業間の連携を加速するため、下半期において公募

により８月から追加された参画機関を新たに追加し知財合意

書を締結した（令和７年度末時点：52機関）。 

・令和７年度知財出願実績は８件で、プラスチックの選別処

理システム及び選別方法に関する内容等となっている。高品

質な再生プラスチック原材料が高精度かつ効率的に選別可能

となり、SIP-CEの協調技術とすることにより、SIP-CEへの貢

献が期待できる。また、技術が使用されていることが明確に

分かり、特許取得による権利侵害の特定が容易。そのため、

海外における模倣や権利侵害のリスクを抑制し、日本独自の

高品質選別技術として国際的な競争力を確保することが期待

できる。 

 

 

・研究費使用ルールの周知徹底及び研究公正の確保・不正使

用の防止を図るため、研究公正の第一人者である講師を招き、

不正行為、不正使用の事例を紹介しながら研究者及び研究機

関の会計事務担当者を対象としたオンラインによる説明会

を、令和８年３月23日に環境研究総合推進費と同時開催した。 

 

 

 

 

 

・研究機関における適正な研究費執行の確認と、適正執行に

向けた指導のための実地検査について、全ての研究課題につ

いて、研究期間中に最低１回は行う（研究が単年度の場合は

翌年度に実施）という年度計画のもと、令和７年度の実地検

査計画を策定した。大学等の研究機関については、他の競争

的研究費で一定の事務処理経験があるため、令和７年度にお

イクラーの業界団体や日本自動車部品工業会等と意見交換

をしつつ取りまとめ、再生材利活用に関する報告書をとり

まとめた。 

 BRIDGE の実施に加え、自動車向け再生プラスチックの品

質評価業務を実施するなど、SIP-CE の研究成果を社会実装

につなげるための自主的な取組を行っており、ERCA の業績

向上努力により、中期計画における所期の目標を質的に上

回る顕著な成果が得られたものと考えている。 

 

以上、全体として、ERCA の業績向上努力により、中期計

画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果

であると考えているため「Ｓ」評価と判断する。 

 

＜課題と対応＞ 

〇 SIP 第３期も残り２年となることから、制度設計や政策

提言につながるよう、社会実装を見据えた形で SIP 成果を

取りまとめる。 

 

〇 ELV 規則案対応として自動車産業においては PCR 由来

の再生材需要が切迫していることから、容器包装リサイク

ル由来の再生材に着目した使いこなし技術を開発する。ま

た、自動車部品に利用できない再生材であっても利用可能

性を広げるため、家電分野での再生材活用の検討を加速す

る。 
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定とする。 

 

＜想定される外部要因

＞ 

戦略及び開発計画に示

すミッション、ロードマ

ップ、テーマの各段階で

の進捗状況や経済社会

情勢の変化等を踏まえ、

計画・テーマ設定がアジ

ャイルに見直しが行わ

れることから、評価にお

いて適切に考慮するこ

とが必要である。 

う。 という。）を行う。実地

検査は、全ての研究課題

について、計画的に研究

期間中に最低１回は行

う。 

 

いても民間企業を中心に36件（39課題）を実施し、計画した

すべての実地検査を計画通り終了した。経費として認められ

ない支出のあった一部の機関については、返還手続きを行い

返還させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－３－２ 環境研究総合推進費による研究推進 

業務に関連する政策・施

策 

－ 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第１項第８号～10 号 

当該項目の重要度、困難

度 

＜重要度：高＞推進費においては、毎年度の環境政策のニーズに応

じた研究を実施することとしており、その研究成果

の社会実装は、環境政策の推進において極めて重要

であるため。 

＜困難度：高＞ERCA の限られた体制の中で、若手研究者や人文社会

科学分野を含む幅広い分野の研究者に対する、応募

件数の増加のための周知の拡大や、研究成果の質の

向上のための伴走支援の強化を図るとともに、研究

成果の政策への反映・事業化のために多様な関係者

に対する働きかけの強化を図らなければ、目標の達

成が困難であるため。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

９．環境・経済・社会の統合的向上及び環境政策の基盤整備 

 ９－６．環境問題に関する調査・研究・技術開発 

 

（予算事業 ID： 018757） 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最

終年度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

＜評価指標＞ 予算額（千円） 6,855,020 7,228,752    

高い研究レベ

ルを確保するた

め、応募件数に

ついて前中期目

標期間の水準以

上を確保 319

件／年（前中期

目標期間の実績

平均値：319 件／

年） 

 

前中期目標期間の実

績平均値：319 件／

年 

450 件 546 件    

決算額（千円） 7,072,118 7,378,739    

人文社会科学

分野を含む多様

な分野の若手研

究者の確保の状

況 

 ― ― ―    

経常費用（千円） 7,047,924 7,288,757    

研究成果に対

する外部有識者

委員会による肯

定的な事後評価

（５段階中上位

２段階の評価の

割合）を獲得す

る課題数の割合

について前中期

目標期間実績平

均値と同程度を

 
前中期目標期間実

績：平均 93％ 
96％ 91％    

経常利益（千円） 61,712 188,018    
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確保 平均 93％

（前中期目標期

間 実 績 ： 平 均

93％） 

研究期間終了

３年後の追跡評

価における推進

費研究成果（革

新 型 研 究 開 発

（若手枠）を除

く。）の社会実装

率（法令、行政計

画、報告書等に

反映された研究

課題の割合）に

ついて前中期目

標期間の水準以

上を確保 68％

（前中期目標期

間平均：68％） 

 
前中期目標期間平

均：68％ 
70％ 73％    

行政コスト（千円） 7,047,936 7,288,757    

＜モニタリング指標＞ 従事人員数 20 20    

公募に関する

説明会等の回数

（前中期目標期

間実績平均※：

全体説明会２回

／年、個別相談

会 39 回／年） 

 

前中期目標期間実績

平均：全体説明会２

回／年、個別相談会

39 回／年 

全体説明会２回、 

個別相談会 66 回 

全体説明会２回、 

個別相談会 84 回 

 

   

環境省への行

政ニーズ策定の

ための情報提供

の状況 

 ― ― ―    

革新型研究開

発（若手枠）の採

択件数（前中期

目標期間実績平

均：15 件／年） 

 
前中期目標期間実績

平均：15 件／年 
32 件 32 件    

研究機関から

の知的財産出願

通知書提出件数

（前中期目標期

間実績平均：11

件／年） 

― 
令和５年度実績：20

件 
28 件 28 件    

社会実装支援

の実施状況 
 ― ― ―    

イベント、HP 

等における研究

成果の周知回数

（前中期目標期

間実績平均：イ

ベント開催数３

回／年、HP 周知

回数 30 回／年） 

 

前中期目標期間実績

平均：イベント開催

数３回／年、HP 周知

回数 30 回／年 

イベント開催数５

回、HP 周知回数 43

回 

イベント開催数４回、

HP 周知回数 42 回 

 

   

研究費の適正

執行及び研究不

正の防止に向け

た取組状況 

― 

事務処理説明会の開

催：1 回／年 

 

令和５年度実地検査

課題数：59 課題 

１回 

 

 

73 課題 

１回 

 

 

93 課題 

   

※公募に関する説明会は、新型コロナウイルスの感染拡大により開催方法を変更したため、直近２年間の実績平均とした。 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                               注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ② 環境研究総合推進費

による研究推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 環境研究総合推進費

による研究推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 環境研究総合推進費

による研究推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

以下の量的及び質的観点から、本項目の業務実績は、中期

計画における目標を量的・質的に大きく上回る水準に達し

ており、評定をＳとする。 

 

【量的】 

・令和８年度新規課題公募においては、効果的な広報の継続

実施、公募説明会・個別相談会の充実、研究者及び大学 URA

等との連携強化、申請手続に係る運用面での改善などを一

体的に実施した結果、546 件の応募を獲得し、前中期目標期

間の実績平均値（319 件）に対して 171％（＋71％）という

水準を達成した。これは、高い研究レベルを確保するために

必要な競争環境の形成という観点からも、想定を大きく上

回る成果となっている。 

・革新型研究開発（若手枠）についても、人文社会科学分野

を含む多様な分野の若手研究者に対する重点的な周知や、

申請・審査に係る負担軽減策を継続的に実施した結果、149

件の応募を獲得した。これは、前中期計画期間最終年度（52

件）と比較して約３倍に相当し、若手研究者の新規参入が想

定を大きく上回る水準で進展した。 

・研究成果の社会実装については、研究終了３年後の追跡調

査において、環境政策に関する法令、行政計画、報告書等に

反映への反映率が 73%となり、前中期目標期間実績平均値

（68％）を上回る水準を確保している。 

 

【質的】 

・本項目は、＜重要度：高＞かつ＜困難度：高＞と設定され

ている中、前中期目標期間を大きく上回る応募件数に対応

しながら、公募、審査、研究管理及び社会実装支援に係る各

業務を滞りなく実施するとともに、若手研究者支援や政策

反映支援など重点的な取組も並行して進めた。 

・環境問題対応型研究（技術実証型）及び次世代事業におい

て「社会実装ロードマップ」を導入し、申請段階から研究成

果の社会実装を意識した研究計画の具体化を促進したこと

に加え、政策決定者向けサマリーの活用や、PO 及び社会実

装支援コーディネーターによる研究成果の橋渡しを通じ

て、政策反映及び社会実装に向けた取組を着実に進めた。 

・国際フォーラム（ISAP2025）でのテーマセッション開催、

若手研究者による成果発表会の継続開催などにより、国内

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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【評価指標1-3-2】 

・高い研究レベルを確

保するため、応募件数に

ついて前中期目標期間

の水準以上を確保 319 

件／年（前中期目標期間

の実績平均値：319件／

年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 高い研究レベルが確

保できるよう、前中期目

標期間中の水準319件／

年以上の応募件数を確

保するために、以下の取

組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 高い研究レベルを確

保するため、前中期目標

期間中の水準以上の応

募件数を確保するため

に、以下の取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高い研究レベルを確保

するため、応募件数につ

いて前中期目標期間の

水準以上を確保（前中期

目標期間の実績平均値：

319件／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 前中期目標期間の水準以上の応募件数を確保（実績平均

値：319 件） 

令和７年９月８日から 10 月 10 日まで、令和８年度新規課

題の公募をした結果、546 件（戦略研究プロジェクトを除く）

の申請があり、前中期目標期間の実績平均値（319 件）から

71％増加となった。 

令和８年度新規課題の公募は、「環境研究・環境技術開発の

推進戦略」（令和６年８月環境大臣決定）で示された５つの研

究領域とそれらに対応する重点課題を提示し、公募を行った。

複雑化した社会問題を解決するに当たっては、自然科学のみ

ならず人文・社会科学を含めたさまざまな分野の専門家を巻

き込んだ取組が重要であるため、令和８年度新規課題公募で

は、特に提案を求める研究課題として、「人文・社会科学分野

の研究課題」、「自然科学分野から人文・社会科学分野までの

多様な分野の知見を総合的に活用した研究課題」、「従来、環

境分野として捉えられてきたテーマを超えた政策課題の解決

にも貢献するような研究課題」を設定した。 

審査の結果、環境問題対応型研究・次世代事業 41 件、革新

型研究開発（若手枠） 32 件、戦略的研究開発（Ⅰ）１プロジ

ェクト（９サブテーマ）、戦略的研究開発（Ⅱ）１プロジェク

ト（８サブテーマ）を採択した。 

（図）新規課題公募申請件数の推移 

 

外への研究成果の発信を強化した。併せて、Web、SNS、メー

ルマガジンを活用した情報発信により、研究成果の認知度

向上を図った。 

・事後評価においては、全課題が S～B 評価を獲得しており、

研究成果の質は引き続き高い水準で安定している。 

・研究終了３年後の追跡調査対象課題については、種の保存

法に基づく国内希少野生動植物種の指定、地球温暖化対策

計画の見直し、水質環境基準（生活環境項目）の見直し、災

害・事故時の環境リスク管理に関する情報基盤（D.Chem-

Core）への活用など、複数の環境政策・制度に研究成果が反

映されている事例が確認されている。 

 

 詳細は以下のとおり。 

 

（１）公募の応募件数 

公募に関する広報について、環境省と連携したオンライ

ン公募説明会を年２回開催するとともに、PO 及び ERCA 職員

によるオンライン個別相談会を年間を通じて 84 回実施し

た。加えて、大学 URA や研究機関の研究推進部門との連携を

強化するため、（一社）リサーチ・アドミニストレーション

協議会と連携した URA 向け説明会を開催したほか、過去の

応募・採択状況を分析した上で大学・研究機関を訪問し、研

究者・事務担当者との意見交換を行った。 

さらに、研究経費の積算内訳書について、自動計算機能等

を備えた Excel 様式を導入するなど、申請時の記載誤り防

止と研究者の事務負担軽減を図った。応募件数の増加を見

据え、評価委員体制の強化を行い、専門分野の偏りを補いつ

つ、適正かつ公平な審査体制を整備した。 

 これらの取組の結果、令和８年度新規課題公募における

応募件数は 546件となり、前中期目標期間の実績平均値（319

件）を 71％上回る成果を達成し、高い研究レベルを確保す

るための競争環境を創出した。 

 複雑化した社会問題を解決するに当たっては、自然科学

のみならず人文・社会科学を含めたさまざまな分野の専門

家を巻き込んだ研究開発が重要であるため、令和８年度新

規課題の公募において、「自然科学分野から人文・社会科学

分野までの多様な分野の知見を総合的に活用した研究課

題」、「従来の環境分野の枠を超えた政策課題の解決に貢献

する研究課題」を特に提案を求める研究課題として設定し

た。 

 また、技術開発課題の社会実装を一層促進するため、環境

問題対応型研究（技術実証型）及び次世代事業において、新
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（資料編Ｐ47_推進１ 環境研究総合推進費 令和８年度 

新規課題公募要領（抜粋版）） 

（資料編Ｐ53_推進２ 環境研究総合推進費 令和８年度 

新規採択研究課題） 

 

令和８年度新規課題公募においては、技術開発課題の社会

実装を一層促進することを目的に、環境問題対応型研究（技

術実証型）及び次世代事業において「社会実装ロードマップ」

を新たに導入した。申請段階から研究・開発、実証、普及に至

るまでの道筋や必要な資源、克服すべき課題等の提示を求め

ることで、社会実装に向けた計画性と実現可能性の向上を図

った。 

また、申請時の記載誤りを軽減し、研究者の事務負担を軽

減するため、研究経費の積算内訳書については、数式を活用

し自動計算機能やアラート機能を備えた Excel ファイルで作

成し、そのファイルを申請書（Word ファイル）に貼り付けて

提出する方式へと見直した。入力ミス・計算ミスの防止に繋

がっただけでなく、審査業務においてチェック項目の簡素化、

研究者への追加の確認事項が削減され、事務処理全体の効率

化に大きく寄与した。 

応募件数の増加を見込んだ対応として、専門分野の偏りや

不足を補うため、評価委員の体制強化を図り、適正かつ公平

な評価が行える体制を整備した。 

研究インテグリティの確保に係る対応については、「研究活

動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究イ

ンテグリティの確保に係る対応方針について」（令和３年４月

27 日統合イノベーション戦略推進会議決定）に基づき、申請

する課題の研究代表者・研究分担者等に対して、国内の競争

的研究費のみならず、国外も含め、補助金や助成金、共同研究

費、受託研究費等、全ての現在の研究資金の応募・受入状況に

関する情報、全ての現在の所属機関・役職に関する情報の提

出を求めるなど、研究資金配分機関に求められる取組を実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たに「社会実装ロードマップ」を導入し、申請段階から研究・

開発、実証、普及に至るまでの道筋を明確化することを求め

た。 

 

（２）若手研究者の確保、育成等 

 若手研究者の育成支援と活躍促進を図るため、革新型研

究開発（若手枠）において、若手枠Ａ（600 万円以内／年）

及び若手枠Ｂ（300 万円以内／年）を継続して実施し、前中

期目標期間の採択枠を上回る規模で公募を行った。 

加えて、若手研究者にとって応募しやすい環境を整備す

るため、令和６年度に引き続き、申請様式及び成果報告書様

式の見直しを継続するとともに、革新型研究開発（若手枠）

におけるヒアリング審査省略措置を円滑に運用した。さら

に、若手枠（600 万円/年）から環境問題対応型（ミディア

ムファンディング枠（2,000 万円/年）へとステップアップ

した研究事例を取りまとめ、推進費における継続的な研究

支援の枠組みについて公募説明会、研究機関との面談等で

積極的に周知した。 

これらの結果、人文社会科学分野を含む多様な分野の若

手研究者から、革新型研究開発（若手枠）に 149 件の応募が

あり、前中期計画期間最終年度（52 件）と比較して約３倍

に増加した。審査の結果、32 件を採択（前中期目標期間実

績平均：15 件／年に対し 113％増）し、多くの若手研究者に

研究実施の機会を提供した。 

 育成支援としては、公募説明会において PO による研究計

画書作成のポイントに関するガイダンスを実施したほか、

採択課題を対象として、PO による研究マネジメントや研究

評価などに関する講習会を実施した。また、若手研究者によ

る国民向けの研究成果発表会を開催し（参加者 177 名）、若

手研究者の活躍の場を継続的に提供した。 

 

 

（３）研究成果の最大化 

 PO による研究者への支援を継続的に行うなど、研究成果

の最大化を図る取組を継続的に実施した結果、令和６年度

に終了した 70 課題の事後評価は、全ての課題がＳ～Ｂとな

り、上位２段階（Ｓ、Ａ評価）の比率は 91%（64/70 課題）

で、前中期目標期間実績平均値（93％）と同程度を確保した。 

 また、革新型研究開発（若手枠）については、年１回に研

究の進捗等に関する自己点検シートを提出してもらい、PO

が進捗状況に応じた助言を行うなどフォローアップを行う

等きめ細かな支援を行った結果、革新型研究開発（若手枠）
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【モニタリング指標】 

・公募に関する説明会

等の回数（前中期目標期

間実績平均※：全体説明

会２回／年、個別相談会

39回／年） 

※公募に関する説明会

は、新型コロナウイルス

の感染拡大により開催

方法を変更したため、直

近２年間の実績平均と

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア） 研究者に行政ニ

ーズを的確に周知する

ため、毎年度、公募説明

会、個別相談会を実施す

るなど効果的な広報を

展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 公募情報の早期

発信を行い、研究者が申

請しやすいよう、十分な

準備期間を確保する。 

 

 

 

 

 

 

（ア）研究者に行政ニー

ズを的確に周知するた

め、環境省と連携の上、

年２回、公募説明会を開

催する。また、公募の実

施時期以外の期間も研

究者の相談に対応する

ため、プログラムオフィ

サー（PO）及びERCA職員

によるオンライン相談

会を年間通じて開催す

る。SNS による発信、広

報ツールの製作、学会等

の研究者コミュニティ

サイトや大学のウェブ

サイトへの掲載を働き

かけるなど効果的な広

報を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）公募要領確定前の

早い時期に推進費制度

を理解していただくた

めの説明会を開催する

など、公募情報の早期発

信を行い、研究者が申請

しやすいよう、十分な準

備期間を確保する。 

 

 

公募に関する説明会等

の回数（前中期目標期間

実績平均※：全体説明会

２回／年、個別相談会39 

回／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア） 効果的な広報展開 

令和８年度新規課題の公募に当たり、オンラインによる説

明会を２回開催した（８月及び９月）。第２回オンライン公募

説明会では、行政ニーズへの対応の強化を図るため、環境省

担当課室の担当官が行政ニーズ（約 50 の行政要請研究テー

マ）を説明する機会を設けた。２回のオンライン公募説明会

には 800 を超える多くの研究者、URA（ユニバーシティ・リサ

ーチ・アドミニストレーター）の参加が得られた。公募説明資

料を動画で掲載し、公募説明会に参加できない方にも幅広く

周知した。また、公募実施期間以外の期間も研究者の相談に

対応するため、PO 及び ERCA 職員によるオンライン個別相談

会を、年間を通じて 84 回開催し、推進費制度の説明や研究提

案上の留意点に関するコーチングを実施した（昨年度実績 66

回）。 

昨年度から引き続き、大学の URA や研究機関の研究推進部

門との連携を一層強化するため、（一社）リサーチ・アドミニ

ストレーション協議会（RA 協議会）との連携の上、URA 等を

対象としたオンライン説明会を開催した。また、推進費の周

知強化および応募に関する阻害要因等を調査するため、５月

から７月にかけて全国の大学および研究機関を訪問し、URA・

研究者・事務職員等と意見交換を行った。訪問先は、昨年度の

訪問実績と実際の応募・採択状況を分析した上で選定した。 

（一社）京都知恵産業創造の森、（一社）うめきた未来イノ

ベーション機構より講演の依頼を受けて、推進費の公募につ

いて説明を行う。 

さらに、７～８月に推進費の概要や研究成果の一部を取り

まとめたパンフレット、公募に関するポスター・リーフレッ

トを制作し、各研究機関、大学、学会等に配布又はメール配信

を行ったとともに、幅広い研究者を対象に周知を行うことを

目的として、８～９月に Web 広告を実施するなど、効果的な

広報を展開した。 

 

（イ） 広報の早期化 

 第１回環境研究推進委員会（７月８日開催）において、公募

の基本方針が決定した直後の７月末から公募の概要について

広報を開始し、研究者が申請しやすくなるよう、十分な準備

期間を設けた。 

 

 

 

 

（16 課題）の事後評価では、上位２段階（Ｓ、Ａ評価）の比

率は 81％（13/16 課題）という評価を得た。 

また、次年度以降の制度運用の改善に資することを目的

として、中間評価段階（研究期間２年目）におけるリスクの

早期把握と改善対応を強化するための方策について、令和

７年度中に検討を実施した。具体的には、中間評価結果への

対応方針の作成を求める課題の範囲を拡充し、PO による助

言等を通じて研究の軌道修正を効果的に行うなど、研究者

への伴走支援を強化する。 

 

 

（４）研究成果の環境政策への反映や社会実装 

研究終了後の３年後に追跡調査を行った調査対象 33課題

のうち、環境政策に関する法令、行政計画、報告書等に反映

された件数は 24 件（73%）であり、前中期目標期間実績平均

値（68％）の水準以上を確保した。具体的な環境政策・制度

への反映内容としては、種の保存法に基づく国内希少野生

動植物種の指定、地球温暖化対策計画の見直し、水質環境基

準（生活環境項目）の見直し、災害・事故時の環境リスク管

理に関する情報基盤（D.Chem-Core）への活用などが確認さ

れている。 

また、令和７年度に研究機関から出願された知的財産出

願件数は 28 件であった。 

研究成果を環境政策へ的確に反映させるため、研究者が

作成した政策決定者向けサマリーを ERCA から環境省へ提出

した。加えて、PO 及び社会実装支援コーディネーターのコ

ーディネート機能を活用しながら、環境省との関与が少な

い研究課題に対しては、PO が研究成果の行政における活用

の方向性等を取りまとめ、環境省担当課室に橋渡しを行っ

た。 

また、技術開発成果（知財）や研究成果を大学等研究機関

と民間企業等による共同研究開発等に繋げるため、「新技術

説明会」（令和８年１月）（JST 共催）で紹介したほか、「サ

ーキュラー・エコノミーEXPO」（令和８年３月）に引き続き

出展した。これらイベントにおいて、研究者と企業等とのマ

ッチングの機会（１対１の個別相談の場）を提供し、20 件

の面談を実施した（全８課題を紹介）。 

過去の新技術説明会、イベント等で発表した研究（延べ 30

課題）の毎年実施している追跡評価結果によると、企業等と

の共同研究開発件数は 44 件（令和６年度の 23 件から 21 件

増）となり、共同研究開発の進展が見られた。さらに、製品

化まで至った件数は 10 件となった。 
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【モニタリング指標】 

・環境省への行政ニー

ズ策定のための情報提

供の状況 

 

 

 

 

 

 

 

【評価指標1-3-2】 

・人文社会科学分野を

含む多様な分野の若手

研究者の確保の状況 

【モニタリング指標】 

革新型研究開発（若手

枠）の採択件数（前中期

目標期間実績平均：15件

／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） 行政ニーズ策定

のために、最新の研究動

向などの必要な情報を

収集・整理し、環境省政

策担当者に提供する。 

 

 

 

 

 

 

イ 人文社会科学分野を

含む多様な分野の若手

研究者を確保するため

に、以下の取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア） 前中期目標期間

を上回る若手研究者の

採択枠を設定し、若手研

究者の新規性、独創性の

高い研究を一層促進す

る。また、人文社会科学

分野を含む多様な分野

の若手研究者を対象と

した公募に関する広報

を充実させる。 

 

 

 

（ウ）推進戦略に掲げる

重点課題、環境省の行政

ニーズに対応した研究

を効果的に推進するた

め、研究の実施状況、最

新の研究動向などの必

要な情報を収集・整理

し、環境省政策担当者に

情報提供する。 

 

 

イ 人文社会科学分野を

含む多様な分野の若手

研究者を確保するため

に、以下の取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）前中期目標期間を

上回る若手研究者の採

択枠を設定し、若手研究

者の新規性、独創性の高

い研究を一層促進する。

また、人文社会科学分野

を含む多様な分野の若

手研究者に研究実施の

機会を提供するため、大

学、研究機関、関連学会

等への広報を充実させ

る。 

 

環境省への行政ニーズ

策定のための情報提供

の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

人文社会科学分野を含

む多様な分野の若手研

究者の確保の状況 

 

革新型研究開発（若手

枠）の採択件数（前中期

目標期間実績平均：15 

件／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）環境省への情報提供・連携 

推進費の制度評価（５年ごとを目安に定期的に実施）にお

いて、環境省の行政ニーズに対応した研究の効果的な推進を

図るため、環境省と連携のうえ、制度運営上の課題等を整理

し、必要な情報を環境省に提供した。 

 

 

 

 

 

 

イ 多様な分野の若手研究者を確保 

 若手研究者の育成の支援と活躍促進を図るため、革新型研

究開発（若手枠）の中に若手枠Ａ（600 万円以内／年）及び若

手枠Ｂ（300 万円以内／年）を実装し、前中期目標期間の採択

枠を上回る規模に拡大し公募を行った。 

人文社会科学分野を含む多様な分野の若手研究者から、革

新型研究開発（若手枠）に 149 件の応募があり、応募数は前

中期計画期間最終年度（52 件）から約３倍に増加した。審査

の結果、32 件採択（前中期目標期間実績平均：15 件／年に対

し 113％増）し、多くの若手研究者に研究実施の機会を提供す

る。 

（表）革新型研究開発（若手枠）応募件数・採択件数の推移 

区分 
前中期目標期間 

R6 R7 
R1 R2 R3 R4 R5 

応募件数（件） 53 54 51 60 52 105 149 

採択件数（件） 15 14 15 19 20 32 32 

 

 

 

（ア） 若手枠の改善・広報の充実 

 革新型研究開発（若手枠）の申請様式や成果報告書様式等

の見直しを、令和６年度に引き続き継続的に実施した。また、

令和７年度新規課題公募から導入した、革新型研究開発（若

手枠）の審査におけるヒアリング審査の省略など、若手研究

者の負担軽減策についても、今年度はその運用を継続した。 

さらに、若手枠（600 万円／年）から環境問題対応型（ミデ

ィアムファンディング枠：2,000 万円／年）へのステップアッ

プの事例を取りまとめ、推進費においては継続的な研究支援

の枠組みが用意されていることを、公募説明会や研究機関と

の面談等を通じて積極的に周知した。 

 

 

（独）工業所有権情報・研修館（INPIT）の知財戦略アドバ

イザーに支援をいただきながら、特許調査に基づくパート

ナー企業候補の提案や他の競争的研究費への参入提案を行

った。加えて、新たに職員主体の「産学連携支援手法検討会」

を設置し、産業動向分析や関連特許調査等を体系的に実施

するなど、産学連携支援の高度化に取り組んだ。 

研究成果の普及・発信については、ISAP2025 におけるテー

マセッションの開催、若手研究者による成果発表会の開催、

新技術説明会や環境イベントへの出展等を通じて、国内外

への発信を強化した。 

 

 

＜課題と対応＞ 

○ 研究成果を環境政策や社会実装に繋げる取組を推進す

るため、PO 及び社会実装支援コーディネーターのコーディ

ネート機能を活用しながら、環境省各局に研究成果の橋渡

しを行うとともに、国内外に対し研究で得られた新技術を

積極的に紹介するなど、研究者への支援を強化していく。 

 

○ 環境政策貢献型の競争的研究費として、公募に際して

提示する行政要請研究テーマ（行政ニーズ）に適合する研究

課題が確保されるよう、公募要領や公募に関する広報等に

おいて環境省の他の研究開発資金等との棲み分けを明確に

しつつ、研究者が行政ニーズに関する認識を一層深めるこ

とができるよう公募前から個別相談会等を通じて周知して

いくほか、公募期間、事前審査の段階において研究者に確認

を求めていく。 

 

43



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価指標1-3-2】 

・研究成果に対する外

部有識者委員会による

肯定的な事後評価（５段

階中上位２段階の評価

の割合）を獲得する課題

数の割合について前中

期目標期間実績平均値

と同程度を確保 平均

93％（前中期目標期間実

績：平均93％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 若手研究者に対

して、研究マネジメント

等に関する講習会の実

施、研究成果発表の機会

を提供するなど、若手研

究者の育成と活躍を促

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 研究成果に対する外

部有識者委員会による

肯定的評価（５段階中上

位２段階の評価の割合）

を獲得する課題数の割

合について前中期目標

期間実績平均値93％と

同程度を確保するため

に、以下の取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）若手研究者に対し

て、POによる研究マネジ

メント等に関する講習

会の実施するほか、若手

研究者による研究成果

発表会等を開催するな

ど、若手研究者の育成と

活躍を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 研究成果に対する外

部有識者委員会による

肯定的評価（５段階中上

位２段階の評価の割合）

を獲得する課題数の割

合を前中期目標期間実

績平均値と同程度を確

保するために、以下の取

組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究成果に対する外部

有識者委員会による肯

定的な事後評価（５段階

中上位２段階の評価の

割合）を獲得する課題数

の割合について前中期

目標期間実績平均値と

同程度を確保（前中期目

標期間実績：平均 93％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 若手研究者の育成支援 

 公募説明会では、若手枠Ａ及び若手枠Ｂの実装や、推進費

により雇用された若手研究者（40 歳未満）が研究に従事する

エフォートの 20％を上限として自発的な研究活動を行うこと

を可能とする制度等について、積極的にアピールするととも

に、若手研究者の参考となるよう、PO による研究計画書の作

成ポイントに関するガイダンスを実施した。 

また、採択課題を対象として、PO による研究マネジメント

や研究評価等に関する講習会を実施するとともに、革新型研

究開発（若手枠）の研究者に、年１回に研究の進捗等に関する

自己点検シートを提出してもらい、進捗状況に応じて PO から

助言を行うなどフォローアップを行った。 

 さらに昨年度から引き続き、若手研究者に活躍の機会を提

供及び若手枠の認知度向上を図ることを目的として、若手研

究者による国民向けの研究成果発表会を開催した（参加者 177

名）。 

 

ウ 研究成果に対する外部有識者委員会による肯定的な事後

評価（５段階中上位２段階の評価の割合）を獲得する課題数

の割合について前中期目標期間実績平均値と同程度を確保

（前中期目標期間実績：平均 93％） 

 

令和６年度に終了した 70 課題の事後評価は、全ての課題が

Ｓ～Ｂとなり、上位２段階（Ｓ、Ａ評価）の比率は 91%（64/70

課題）で、前中期目標期間実績平均値と同程度を確保した。 

また、若手研究者の育成を支援するため、平成 30 年度から

一定の採択枠を設けた若手枠課題（16 課題）の評価の上位２

段階（Ｓ、Ａ評価）の比率は 81％（13/16 課題）という評価を

得た。 

戦略的研究開発Ⅰ型の１プロジェクトはＳ評価、Ⅱ型の１

プロジェクトはＡ評価の高い評価を得た。 

（図）事後評価における上位２段階（Ｓ、Ａ評価）の比率の推

移
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ERCAで採択・研究管理
を行った研究の評価

環境省で採択・研究管理
を行った研究の評価

44



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア） 研究成果の最大

化を図るため、採択され

た課題について、キック

オフ（KO）会合やアドバ

イザリーボード（AD）会

合等の場を活用し、外部

のアドバイザー及びプ

ログラムオフィサー

（PO）・ERCA職員による

研究の進め方、政策検討

状況の情報提供等の助

言を充実させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 中間評価で低評

価を受けた研究課題に

ついては、評価を上げる

ための対応方策の作成

を求め、プログラムディ

レクター（PD）と連携し

つつ、POを中心に研究者

への指導・助言を強化す

ることなどにより、中間

評価結果を踏まえた研

究計画の見直しや研究

者への指導等、フォロー

アップを充実させる。な

お、改善が見られないな

どの場合は研究の打ち

切りを検討する。 

 

 

 

（ア）研究成果の最大化

を図るため、採択された

課題について、キックオ

フ（KO）会合を、全ての

課題について原則とし

て年１回以上、アドバイ

ザリーボード（AD）会合

を開催し、外部のアドバ

イザー及びPO・ERCA 職

員による研究の進め方

等の助言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）中間評価において

５段階評価で下位３段

階又は「目標達成度」が

80点以下の評価を受け

た研究課題に対しては、

評価結果をその後の進

捗管理や研究計画に反

映させるための対応方

策の作成を求める。その

際、プログラムディレク

ター（PD）と連携しつつ

PO を中心として研究者

への的確な指導・助言を

行うなど、充実したフォ

ローアップを実施する。

なお、改善が見られない

などの場合は研究費の

打ち切りを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア） 研究成果の最大化に向けた研究者への助言・支援の充

実 

新規に採択された研究課題について、７月までにキックオ

フ（KO）会合を開催するとともに、継続課題を含めた全ての研

究課題について、原則として年１回以上、アドバイザリーボ

ード（AD）会合を開催し、学識経験者（アドバイザー）からの

助言に加えて、PO による研究の進捗確認、研究の進め方に関

する助言等を行った。 

その際には、ERCA 職員も研究管理業務の能力向上のため、

KO 会合や AD 会合に出席することにより、専門性やスキルの

向上を図った。また、これら取組に加え、推進費が対象とする

研究領域の動向や知財等の勉強会を６回開催した。 

KO 会合・AD 会合において、行政推薦課題については環境省

の政策担当者と連携し、PO や ERCA 職員が政策検討状況の情

報提供、助言等を行った。 

また、革新型研究開発（若手枠）の研究者に、年１回に研究

の進捗等に関する自己点検シートを提出してもらい、進捗状

況に応じて PO から助言を行うなどフォローアップを行った。 

引き続き RPA（Robotic Process Automation）を研究管理業

務、中間・事後評価業務に適用し、ファイル分割、フォルダ作

成、名称変更、メール文書一括作成等の操作手順を自動化す

るなど、業務の効率化を図った。 

 

（イ） 中間評価結果を踏まえた研究計画の見直しなどのフォ

ローアップの実施 

中間評価は、公募区分の新設に伴う評価件数の増加及び複

数の研究領域に跨る研究評価に対応するため、戦略的研究開

発Ⅰ型以外の研究区分において、評価対象課題の専門分野に

近い評価委員による書面評価に方式で実施した。 

令和７年度実施課題のうち、中間年度にあたる 60 課題の中

間評価の結果、全ての課題がＳ～Ｂ評価となり、上位２段階

（Ｓ、Ａ評価）の比率は、93%（56/60 課題）であった（令和

６年度は 98%）。 

５段階評価（Ｓ～Ｄ）で、下位３番目（Ｂ）の評価を受けた

課題や研究計画等の変更を求められた課題については、プロ

グラムディレクター（PD）と連携しつつ、PO の指導・助言の

下、研究代表者に成果・評価を向上するための今後の具体的

な対応方針の作成を求め、評価結果が今後の研究に反映され

るようにした。 

また、令和８年度以降の制度運用の改善に資することを目

的として、中間評価段階におけるリスクの早期把握と改善対

応を強化するための方策について、令和７年度中に検討を実
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【モニタリング指標】 

・研究費の適正執行及

び研究不正の防止に向

けた取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価指標1-3-2】 

研究期間終了３年後の

追跡評価における推進

費研究成果（革新型研究

開発（若手枠）を除く。）

の社会実装率（法令、行

政計画、報告書等に反映

された研究課題の割合）

について前中期目標期

間の水準以上を確保

68％（前中期目標期間平

均：68％） 

 

 

 

 

（ウ） 研究費使用ルー

ルの周知徹底及び研究

公正の確保・不正使用の

防止を図るため、研究者

及び会計事務担当者向

けの説明会を毎年度実

施する。 

 

 

 

 

 

（エ） 研究機関におけ

る適正な研究費執行の

確認と適正執行に向け

た指導のため、継続中の

研究課題について実地

での検査（実地検査）を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 研究期間終了３年後

の追跡評価における推

進費研究成果（革新型研

究開発（若手枠）を除

く。）の社会実装率（法

令、行政計画、報告書等

に反映された研究課題

の割合）について前中期

目標期間の水準68％以

上を確保するため、以下

の取組を行う。 

 

 

 

 

（ウ）新たに採択された

研究課題の研究者及び

会計事務担当者に対し、

研究費の使用ルールの

周知徹底、研究公正の確

保・不正使用の防止及び

知的財産権の保護に関

する説明会を、外部講師

も招いて実施する。 

 

 

 

（エ）研究機関における

研究費の適正な執行確

認と適正執行に向けた

指導のため、継続中の研

究課題について実地検

査を行う。実地検査は、

全ての研究課題につい

て、計画的に研究期間中

に最低１回は行う。 

 

 

 

 

 

 

エ 研究期間終了３年後

の追跡評価における推

進費研究成果（革新型研

究開発（若手枠）を除

く。）の社会実装率（法

令、行政計画、報告書等

に反映された研究課題

の割合）を前中期目標期

間の水準以上を確保す

るため、以下の取組を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究費の適正執行及び

研究不正の防止に向け

た取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究期間終了３年後の

追跡評価における推進

費研究成果（革新型研究

開発（若手枠）を除く。）

の社会実装率（法令、行

政計画、報告書等に反映

された研究課題の割合）

について前中期目標期

間の水準以上を確保（前

中期目標期間平均：

68％） 

施した。具体的には、中間評価結果への対応方針の作成を求

める課題の範囲を拡充し、PO による助言等を通じて研究の軌

道修正を効果的に行うなど、研究者への伴走支援を強化する。 

 

（ウ）研究費の使用ルールの周知徹底及び研究公正の確保・

不正使用の防止 

研究費使用ルールの周知徹底及び研究公正の確保・不正使

用の防止を図るため、新規に採択された研究課題も含め、研

究者及び研究機関の会計事務担当者に対し事務処理説明会を

オンラインで実施した（令和８年３月）。事務処理説明会では、

例年実施している実地検査において散見された不適切な支出

の事例を示しながら適正な経理処理に関する内容を説明する

ほか、研究公正の第一人者である講師を招き、不正行為、不正

使用の事例を紹介しながら、不正行為等防止に向けた周知を

行った（事前登録者数：284 名）。 

 

（エ）研究費の適正な執行確認と適正執行に向けた指導のた

めの実地検査 

 研究機関における適正な研究費執行の確認と、適正執行に

向けた指導のための実地検査について、全ての研究課題につ

いて研究期間中に最低１回は行うという年度計画のもと、令

和７年度の実地検査計画を策定した。今年度は、検査課題数

が対前年度 20 課題増の 42 機関 93 課題（27.4％増）となった

ことから、過去３年間の実地検査において指摘がなかった研

究機関の研究課題については、収支簿を取り寄せて検査を行

う書面検査に替えるなど効率化を図りつつ、実地による検査

（39 機関 89 課題）を実施し、計画したすべての実地検査を計

画通り終了した。経費として認められない支出のあった一部

の機関については、返還手続を行い返還させた。 

 

 

エ 研究期間終了３年後の追跡評価における推進費研究成果

（革新型研究開発（若手枠）を除く。）の社会実装率（法令、

行政計画、報告書等に反映された研究課題の割合）について

前中期目標期間の水準以上を確保（前中期目標期間平均：

68％） 

 

令和４年度に終了した調査対象33課題のうち、研究成果が

環境政策へ反映された件数は24件（73％）であった。これは環

境政策に関する法令、行政計画、報告書等への反映（見込みを

含む）を対象として整理したものであり、前中期目標期間の

水準以上を確保した。 
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【モニタリング指標】 

・研究機関からの知的

財産出願通知書提出件

数（前中期目標期間実績

平均：11件／年） 

 

【モニタリング指標】 

・社会実装支援の実施

状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア） PO、社会実装支

援コーディネーターの

コーディネート機能を

活用しながら、環境省政

策担当者に研究成果の

橋渡しを行い、社会実装

を推進する。また、POや

ERCA職員がKO会合やAD

会合において、政策検討

状況の情報提供、助言等

を行うなど、研究成果の

社会実装を見据えた的

確かつ効果的な研究管

理に努める。 

 

 

 

 

 

（イ） 研究成果の実用

化に向けて、研究機関か

ら提出される知的財産

出願件数を把握すると

ともに、研究者と民間企

業等とのマッチング機

会の提供により、大学等

と民間企業等による共

同研究開発等を促す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）PO、社会実装支援

コーディネーターのコ

ーディネート機能を活

用しながら、環境省政策

担当者に研究成果の橋

渡しを行う。また、POや

ERCA職員がKO会合やAD

会合において、研究者に

政策検討状況の情報提

供、助言等を行うなど、

研究成果の社会実装を

見据えた的確かつ効果

的な研究管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

（イ）研究機関から提出

される知的財産出願件

数を把握するとともに、

得られた技術開発成果

（知財）や研究成果を、

大学等研究機関と民間

企業等による共同研究

開発等に繋げるため、特

許調査に基づくパート

ナー企業を提案すると

ともに、新技術説明会の

開催や環境イベントへ

の出展を通じて、マッチ

ング機会を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究機関からの知的財

産出願通知書提出件数

（前中期目標期間実績

平均：11件／年） 

 

 

社会実装支援の実施状

況 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な環境政策・制度への反映内容としては、種の保存

法に基づく国内希少野生動植物種の指定、地球温暖化対策計

画の見直し、水質環境基準（生活環境項目）の見直し、災害・

事故時の環境リスク管理に関する情報基盤（D.Chem-Core）へ

の活用などが挙げられ、研究成果が具体的な環境政策・制度

の立案及び実施において活用されていることが確認されてい

る。 

 

（ア）研究成果の社会実装を見据えた研究管理 

研究成果を環境政策へ活用するため、研究成果報告書とは

別に、研究者が環境省担当課室向けに環境政策への活用の提

言をまとめた政策決定者向けサマリーを作成し、ERCA から環

境省に対して提出した。PO、社会実装支援コーディネーター

のコーディネート機能を活用しながら、環境省との関与が少

ない研究課題に対しては、PO が研究成果の行政における活用

の方向性等を取りまとめ、環境省担当課室に橋渡しを行った。

また、行政推薦課題については環境省政策担当者と連携し、

KO 会合・AD 会合において、PO や ERCA 職員とともに政策検討

状況の情報提供、助言等を行った。 

革新型研究開発（若手枠）の研究者に対しては、研究マネジ

メントに加え、研究内容についても PO から指導・助言するな

どきめ細かく対応することで研究管理を充実させた。 

技術開発課題の社会実装を推進するため、該当課題につい

ては、研究管理を行う PO に加え、社会実装支援コーディネー

ターを配置し、２人体制で研究支援と社会実装支援（特許取

得支援や企業とのマッチング支援）を充実させた。 

 

（イ）知的財産出願及び社会実装支援等の状況 

令和７年度に研究機関から出願された知的財産出願件数は

28 件であった。 

得られた技術開発成果（知財）や研究成果を、大学等研究機

関と民間企業等による共同研究開発等に繋げるため、「新技術

説明会」（令和８年１月）」（JST 共催）で紹介したほか、「サー

キュラー・エコノミーEXPO」（令和８年３月）に引き続き出展

した。これらイベントにおいて、研究者と企業等とのマッチ

ングの機会（１対１の個別相談の場）を提供し、20 件の面談

を実施した（全８課題を紹介）。 

また、過去の新技術説明会、イベント等で発表した研究（延

べ 30 課題）に対して毎年実施している追跡評価結果による

と、企業等との共同研究開発件数は 44 件（令和６年度から 22

件増）となり、共同研究開発の進展が見られた。さらに、製品

化まで至った件数は 10 件（令和６年度の７件から３件増）と

47



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【モニタリング指標】 

・イベント、HP等におけ

る研究成果の周知回数

（前中期目標期間実績

平均：イベント開催数３

回／年、HP周知回数30回

／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） 国民、民間企業、

研究コミュニティ及び

環境行政の関係者等に

向けた効果的な成果の

普及を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）研究成果の国際展

開に繋げるため、国民、

民間企業、研究コミュニ

ティ及び環境行政の関

係者等を対象に国際シ

ンポジウムを開催する。

また、実施する研究課題

について、「国民との科

学・技術の対話」の開催

を促すとともに、研究成

果の発信力の強化に向

けて、ERCAウェブサイト

のプラットフォーム、

SNS、英語版コンテンツ

等により研究成果を積

極的に発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イベント、HP等における

研究成果の周知回数（前

中期目標期間実績平均：

イベント開催数３回／

年、HP周知回数30回／

年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なった。 

さらに、（独）工業所有権情報・研修館（INPIT）の「競争的

研究費による研究成果の社会実装に向けた知財支援事業

（iNat事業）」に継続申請を行い、令和６年度から引き続き、

知財戦略アドバイザーによる社会実装を見据えた知財戦略支

援が決定した。知財戦略アドバイザーに支援をいただきなが

ら、レアメタルのリサイクル技術を開発する研究課題に対し

て、特許調査に基づくパートナー企業を探索し、研究者に連

携候補先６社を提案したほか、当該技術の応用を図るため、

関連する他の競争的研究費への参入等を提案した。 

また、大学等の技術シーズの産学連携を加速させるため、

知財アドバイザーと職員で構成する「産学連携支援手法検討

会」を新たに設置した。職員が主体となり、対象技術に関する

産業動向や主要企業の分析、関連特許の調査、パートナー企

業候補の探索などを行い、その結果を担当 PO や研究者に分析

レポートとして提供する。これらの活動を通じて、機構とし

て産学連携の具体的な事例を蓄積しながら、支援の取組の定

着に向けた体制整備を進めた。 

「環境研究総合推進費に係る知的財産ポリシー」に基づき、

支援先研究機関の研究者等に対しては「知的財産セミナー」

を、職員向けには知財研修会や知財勉強会を開催するなど、

知的財産に関する理解促進と対応力の向上を図る取組を進め

た。 

 

（ウ） 研究成果に係る情報発信の強化及び普及推進 

①イベント等による研究成果の普及 

推進費の研究成果の国際発信を推進するため、10 月に

「ISAP2025（持続可能なアジア太平洋に関する国際フォーラ

ム）」（IGES 主催）のテーマセッションをオンラインで開催し、

気候変動問題の解決に向けた自然に基づく解決策（NbS）の各

国の実装と現状に関する研究成果を世界に向けて発信した

（参加者 148 人）。 

さらに「若手研究者による成果発表会」を開催（１月）し、

若手研究者による研究成果の普及を強化した（参加者 177 人）

【再掲】。 

得られた技術開発成果（知財）や研究成果を、大学等研究機

関と民間企業等による共同研究開発等に繋げるため、「新技術

説明会」（令和８年１月）」（JST 共催）で紹介したほか、「サー

キュラー・エコノミーEXPO」（令和８年３月）に引き続き出展

した【再掲】。 

 

②  ERCA による国民対話の推進及び情報発信 
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＜目標水準の考え方＞ 

高い研究レベルを確保

するためには、一定の応

募件数を確保する必要

があるという視点で、前

中期目標期間の水準319

件/年以上の応募件数を

確保することを目指す

設定とする。 

 

人文社会科学分野を含

む多様な分野の若手研

究者の育成を図ること

は極めて重要であるこ

とから、若手研究者が挑

戦的・革新的な研究に専

念できる研究環境を整

備することを目指す設

定とする。 

 

環境政策の推進にとっ

て不可欠な科学的知見

の集積及び技術開発の

促進を図るためには、研

究期間中において、研究

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

 

＜評価の視点＞ 

― 

 

各研究課題が実施する「国民との科学・技術対話（シンポ

ジウム等）」の開催案内について、年間を通じて、ERCAホー

ムページで紹介した（42回）。 

推進費の概要や研究成果の一部を取りまとめた推進費広報

ツール「2025年版 推進費パンフレット」を制作（3,080部）

し、各研究機関、大学等に配布した。 

また、推進費ホームページにおいて、令和７年度開始課題

の研究概要、令和６年度終了課題の研究成果等の情報を研究

課題データベースや英語版 Web サイトに更新するほか、研究

機関のイベント情報、プレスリリースを逐次、掲載するなど、

推進費の実施状況や最先端の科学的情報を提供できるプラッ

トフォームを適切に運用した。また、メールマガジン、SNS（Ｘ

（旧：Twitter））を運用し、研究成果等の情報発信を強化し

た。メールマガジンは、公募に関する PO コメントを定期配信

する取組を新たに開始したことなどにより、会員数が 162 人

増加した（令和７年度：694 人、令和６年度：532 人）。 
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の質が向上し、研究目標

を達成しているかが極

めて重要である。このた

め、研究の質等について

外部有識者が事後評価

を行い、その評価結果が

前中期目標期間実績平

均値93％と同程度を確

保することを目指す設

定とする。 

研究成果の社会実装を

向上させるためには、研

究終了後の環境省への

橋渡し、企業マッチング

支援、外部資金の獲得支

援等が極めて重要であ

るため、研究期間終了３

年後の追跡評価におけ

る推進費研究成果の社

会実装率（法令、行政計

画、報告書等に反映され

た研究課題の割合）を前

中期目標期間の水準

68％以上を確保するこ

とを目指す設定とする。 

なお、革新型研究開発

（若手枠）は新規性・独

創性・革新性に重点を置

いた研究区分であり、社

会実装までは相当な期

間が必要なことから、３

年後の社会実装率から

は除外する。 

 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

  

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４－１ 民間環境保全活動の助成 

業務に関連する政策・施

策 

－ 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第１項第３号 

当該項目の重要度、困難

度 

＜困難度：高＞環境保全活動を行う民間団体は、社会情勢や団体

の資金状況等の外的要因による影響を受けやす

く、また、活動成果の発現までに一定の期間を要

するものであるため。  

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

９．環境・経済・社会の統合的向上及び環境政策の基盤整備 

 ９－２．環境パートナーシップの形成 

 

（予算事業 ID：018758） 

 

注 1）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

〈評価指標〉 予算額（千円） 1,029,089 989,737    

地球環境基金の

助成終了後１年

以上経過した案

件の実質的な活

動継続率 平均

92％（前中期目

標期間実績：平

均92％） 

前中期目標

期間の平均

値以上 

第４期中期目標

期間実績：平均

92％ 

98.2％ 94.4％    

地球環境基金の

助成を受けた活

動に対する外部

有識者委員会に

よる事後評価の

得点 10点満点

中平均7.8点 

（前中期目標期

間実績：10 点満

点 中 平 均 7.8

点） 

前中期目標

期間の平均

値以上 

第４期中期目標

期間実績：平均

7.8 点 

7.9 点 8.3 点    決算額（千円） 1,023,375 980,212    

〈モニタリング指標〉 経常費用（千円） 1,035,969 992,667    

戦略プロジェク － － ５件 ３件    
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トの新規採択数

（新規指標のた

め実績なし） 

伴走支援プロジ

ェクトの新規採

択数（新規指標

のため実績な

し） 

－ － ５件 10 件    経常利益（千円） 127,479 125,674    

助成終了後１年

以上経過した案

件における、助

成終了時と同程

度以上の活動規

模を確保してい

る割合（前中期

目標期間実績：

平均78％） 

－ 第４期中期目標

期間実績：平均 78

％ 

76.0％ 79.3％    行政コスト（千円） 1,035,969 992,667    

        従事人員数 12.5 9.5    

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                   注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ① 民間環境保全活動の

助成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価指標1-4-1】 

・地球環境基金の助成

終了後１年以上経過し

た案件の実質的な活動

継続率 平均92％（前中

期目標期間実績：平均

92％） 

 

＜目標水準の考え方＞ 

・持続可能な社会の構

築に当たっては、民間団

体等が各地において環

境・社会・経済の課題を

解決するための活動を

自立的に継続していく

持続可能性を備えるこ

とが極めて重要である

ため、前中期目標期間実

績の平均値92％を踏ま

えて高水準を目指す設

定とする。 

なお活動継続率は、助成

終了後１年以上経過し

た案件に対するアンケ

ート調査において、他団

体に引継がれて活動を

① 民間環境保全活動の

助成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 地球環境基金の助成

終了後１年以上経過し

た案件の実質的な活動

継続率を前中期目標期

間の平均値92％以上と

するために、以下の取組

を行う。 

 

 

 

 

 

 

（ア）国の政策目標や社

会情勢などを踏まえ、民

間団体による国内の社

会課題解決に資する活

動への助成に重点化を

図り、活動成果の向上及

び発展につなげる 

 

 

 

 

 

① 民間環境保全活動の

助成 

令和５年度に地球環境

基金30周年を踏まえて

今後の地球環境基金の

あり方について取りま

とめた「地球環境基金の

新たな事業方針（令和６

年６月公表）」に基づき、

助成メニューや活動基

盤支援の新たな枠組を

円滑に運用する。 

 

ア 地球環境基金の助成

終了後１年以上経過し

た案件の実質的な活動

継続率が前中期目標期

間の平均値以上とする

ために、以下の取組を行

う。 

 

 

 

 

 

 

（ア）民間団体による国

内の環境を軸とした社

会課題（次の（イ）にお

いて「社会課題」とい

う。）の解決に資する活

動への助成に重点化を

図る。 

a 新たな事業方針に基

づく助成メニューの目

的や内容を周知・徹底す

るため、助成金説明会等

の広報の効果的な手法

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球環境基金の助成終

了後１年以上経過した

案件の実質的な活動継

続率（前中期目標期間実

績：平均92％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

（助成事業全般） 

令和６年度に公表した新たな事業方針に基づき、助成メニ

ューを見直し、採択した戦略プロジェクト等の活動を令和７

年度から円滑に運用を開始した。さらに、新たな事業方針の

もう一つの重要施策として、活動基盤強化支援の新たな枠組

を構築し、2026 年度助成金募集を実施することで、事業の再

構築を推進した。 

 

 

 

 

 

ア 助成による支援を行った活動の継続性の確保 

令和５年度に助成を終了し、終了後１年以上経過した時点

での活動継続率は 89.5％（34 団体/38 団体）であった。なお、

活動を継続していない４団体のうち、災害復旧に関する限定

した期間の活動及び災害の外的要因の影響により継続ができ

なくなった２団体（熊本県及び石川県）を除くと実質的な

94.4％（34 団体/36 団体）であった。 

また、自団体で活動を継続している団体を対象とした、助

成終了時と同程度以上の活動規模を確保している割合は

79.3％（23 団体/29 団体）であった。 

（資料編 Ｐ60_地球１ 助成事業に関するフォローアップ調 

査結果（2025 年度）） 

 

（ア）社会課題解決に資する活動への助成の重点化 

  

 

 

 

 

 

a 助成金要望団体が十分な準備期間を確保できるよう、令和

６年度に引き続き助成金募集要項等を約１か月早い９月上旬

に公表した。また、戦略プロジェクト募集団体へのヒアリン

グ審査の期間を十分に確保し丁寧に行うため、要望受付を令

和６年度より１か月程度早い、10 月中旬から開始した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

第５期中期目標期間における助成終了後１年

以上経過した実質的な活動継続率及び助成活動

に対する事後評価の目標指標は、第４期中期目

標期間の実績平均値より高い水準を設定したも

のであり、活動継続率は社会情勢や団体の資金

状況等の外的要因による影響を受けやすいこと

から困難度「高」に設定されているものである。 

助成終了後１年以上経過した案件の継続率に

ついて、災害関係の外的要因による継続がなさ

れていない案件を除いた継続率は 94.4％、対中

期目標値 102.6％（全団体が継続した場合の最

高値は 108.7％）であり、困難度「高」に設定さ

れている本業務において高い成果となった。ま

た、助成終了後１年以上経過した案件における、

助成終了時と同程度以上の活動規模を確保して

いる割合においても 79.3％と、前期中期目標期

間の平均（78％）を上回る結果となった。 

地球環境基金の助成を受けた活動に対する外

部有識者による事後評価については 8.3 点と、

活動初期にはまだ新型コロナウイルス感染症に

よる影響で活動実施が困難となる状況で、中間

コンサルテーション等丁寧に伴走支援をするこ

とで目標指標（7.8 点）を上回る成果を上げるこ

とができた。 

 

上記評価指標に関する取組の他、質的な成果

につながるものとして、特に以下のような取組

を行った。 

・令和７年度から導入された戦略プロジェクト

については、戦略的に進めていくために P2M ロ

ジックモデルやクロス SWOT 分析を行い、助成先

団体に提供するなど、目標・計画の妥当性の確

認が重要なフィージビリティ期間において適宜

伴走支援を行い、次年度以降の活動につなげる

ことができた。 

・助成活動の評価の一環として、適正な評価の

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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継続している案件を含

めるものとし、活動目的

達成のため活動を終了

した案件を除き算定す

るものとする。また、当

中期目標期間の２年度

目までは、前中期目標期

間中に助成を終えた活

動の把握となることに

配慮する。 

 

＜想定される外部要因

＞ 

・前中期目標期間にお

いては、新型コロナウイ

ルス感染症の影響で民

間団体の活動実施が困

難となる状況が生じた。

同様に、災害や感染症の

蔓延等、活動に著しい影

響を与える外部要因が

生じた場合には、評価に

おいて適切に考慮する

ことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を検討し、実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年、説明会等はオンライン開催が主流となっていること

から、助成金募集のための説明会は令和 7 年度から運営の効

率化を図り、従来の環境省の地方 EPO（環境パートナーシップ

オフィス）との連携による説明会を廃止し、基金主催のオン

ライン説明会を９月中旬から 10 月中旬にかけ３回開催した。

開催にあたっては平日の日中、休日の日中、平日の夜間を設

定し参加しやすいように配慮した。また、地球環境基金の新

たな事業方針の周知徹底を図るため、新たに導入する活動基

盤強化の必要性に関する有識者による話題提供や、既助成先

団体による人材雇用の先進事例の紹介など、プログラム内容

を大幅に見直して実施をした。さらに、助成金要望書の作成

支援の充実を図るため、活動戦略立案に資する「プロジェク

トプログラムマネジメント（以下、「P2M」という）ロジックモ

デルテンプレート」や「クロス SWOT 分析テンプレート」をオ

リジナルで作成し説明会参加者に提供するなど、環境 NPO の

戦略性、持続発展性につながる内容を盛り込んだプログラム

となるよう工夫して開催した。 

これらの全体説明会に加えて、助成金応募を検討している

団体を対象としたオンライン個別相談会を計８日開催するこ

とで丁寧なフォローを行った。（相談団体：57 団体） 

また、環境省から受託している「地域循環共生圏づくり支

援体制構築事業」の中間共有会や全国地球温暖化防止活動推

進センターにおける講演など ERCA が主催する説明会以外の

場でも広く周知をした（10 月） 

このように積極的に広報に取り組んだことにより、335 件

（助成事業メニュー見直し前の 3 年間平均値比 14％増）の応

募受付につなげることができた。 

事務局（部内）審査の後、３月に助成専門委員会の審査及び

運営委員会の承認を得て、３月中旬に 143 件の 2026 年度助成

金交付を内定し、採否の通知を行った。 

＜2026 年度助成活動の応募・内定状況＞ 

（単位：件） 

助成メニュー 応募 内定（うち新規） 

通常助成（基礎型） 66 15（15） 

通常助成（発展型） 181 63（25） 

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（政策課題協

働型・代表団体） 

２ ２（０） 

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（政策課題協働

型・実行団体） 

５ ３（３） 

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（地域協働型） 21 ３（０） 

ための統一的・客観性のある評価指標を策定し

た。 

助成活動の質を改善し、社会課題解決や社会

的インパクトの創出等の成果につながるもので

ある。 

 

上記により、自己評価を「Ａ」とした。 

 

〈課題と対応〉 

○2025 年度助成金から導入した戦略プロジェ

クトの効果的運用を継続して行う。政策課題協

働型のプロジェクトにおいては令和８年度から

代表団体と実行団体が連携する新たな体制が構

築されることから、複雑化する体制に対して進

捗状況の把握、関係者等への情報共有など事業

計画が適切に進められるように ERCA による支

援を行う。 

○地域の多様なステークホルダーと協働してい

く地域協働型戦略プロジェクトに対する評価に

あたっては、協働先との適切な関係を構築でき

ているか（協働ガバナンス）の評価指標を新た

に構築していく。 
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b 助成金の使い勝手の

向上、事務手続きの効率

化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つづける助成 10 10（０） 

ひろげる助成 35 35（０） 

フロントランナー助成 １ １（０） 

プラットフォーム助成 ３ ３（０） 

LOVE BLUE 11 ８（７） 

計 335 143（50） 

 

＜助成金応募数の推移（2018 年度～2026 年度）＞ 

 

 （資料編Ｐ75_地球２ 地球環境基金助成金件数・助成金額の

推移） 

 

b 助成金の使い勝手の向上、事務手続きの効率化 

これまで、地球環境基金が助成した活動は、助成終了後も

継続しているものの、活動規模や予算の拡大が十分に進んで

いない活動が見受けられる。そのため、助成期間中に活動基

盤の強化を図り、持続的な発展につなげることを目的として、

令和 8 年度より、全助成メニューにおいて、常勤職員の人件

費や活動基盤強化に必要な費用を助成対象に拡大した。 

また、助成金の要望において活動の目標・目的・計画を明確

にさせる「P2M ロジックモデル」および、強み・弱みと外部環

境の機会・脅威を組み合わせて実践的な戦略を導き出す「ク

ロス SWOT 分析」のテンプレートフォーマットを助成金説明会

で提供することで、助成金要望書の作成支援を行った。 

さらに、助成金の使い勝手向上に資するために、助成金の

大幅な計画変更以外の計画変更手続きの条件の緩和を検討

し、2027 年度助成金から適用するための準備を行った。 

上記の他、地球環境基金 30 周年に合わせた評価制度の見直

しに基づき、助成活動の成果向上を目的とした支援の充実を

図るため、評価専門委員をはじめとする外部有識者から年間
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（イ）持続可能な社会の

実現に向けて、行政、企

業、他のNPO等の様々な

セクターとの協働によ

るプロジェクトを形成

し、課題を戦略的、統合

的に解決する活動の助

成を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）令和７年度助成金

から導入する２つの戦

略プロジェクトを効果

的に運用し、活動を推進

する。 

a 政策連携を強化した

政策課題協働型戦略プ

ロジェクト及び地域課

題解決を多主体と協働

して取り組む地域課題

協働型戦略プロジェク

トへの助成を開始し、助

成先団体がフィージビ

リティ・スタディ期間と

して、課題の精査や事業

計画の策定等を適切に

進められるように支援

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b 社会課題解決に取り

組む活動を戦略的かつ

計画的に助成するため、

環境パートナーシップ

プラザ（EPO）と連携し、

各地域における課題等

を収集・整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を通じて助言を受けられる助成先団体向けの相談窓口を設置

した。 

相談件数は 11 件であり、類似の活動をしている団体の紹介、

自然共生サイト申請に向けた相談などに対応した。 

 

 

（イ）戦略プロジェクトの効果的運用・活動推進 

 

 

 

 

ａ  複層化する社会課題の解決や地域の持続可能性向上を目

的として創設した、多主体協働による２種類の戦略プロジェ

クトについて、採択１年目はフィージビリティ・スタディ期

間とし、５課題すべてのプロジェクトにおいて、ステークホ

ルダー、評価専門委員、ERCA 職員が一堂に会する戦略会議（ス

テークホルダー会合）を開催した。会議では、プロジェクトの

アウトプット・アウトカム目標の設定や実現可能性について

検討を行った。 

また、戦略プロジェクトのうち政策課題協働型においては、

翌年度以降に協働して活動を実行する団体（実行団体）の募

集に向け、すでに採択している団体（代表団体）から協働する

にあたり望まれる団体像を整理するとともに、活動内容を示

すロジックモデルシートを作成し、後述する助成専門委員会

での承認を経て募集案内に反映させた。 

 

・１年目終了時に行うステージゲート審査では、ブーストゲ

ート法の概念を取り入れ、評価専門委員の助言を踏まえた改

善プロセスを実施し、目標や計画のアップデートを行い令和

８年度の 2 年目以降の計画に反映させた。 

また、地域協働型の戦略プロジェクトのステージゲート評

価においては地域の実情を確認するために評価専門委員を活

動地に招き、現場や関係主体を交えた形で評価を行った。 

 

ｂ 地域課題の解決に向けた助成を戦略的かつ計画的に行う

ため、全国８地域の環境パートナーシップオフィス（EPO）と

連携し、地域課題の解決に向けて環境 NPO に期待される役割

や機能について検討するため、先進事例の収集や関係者への

ヒアリング等の調査を行った。 

この調査結果を踏まえ、令和８年度は地域の価値を共創し

ていくにあたり環境NPOに必要となる機能の整理を行う予定。 
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【評価指標1-4-2】 

・地球環境基金の助成

を受けた活動に対する

外部有識者委員会によ

る事後評価の得点 10 

点満点中平均7.8点（前

中期目標期間実績：10点

満点中平均7.8点） 

 

【モニタリング指標】 

・戦略プロジェクトの

新規採択数（新規指標の

ため実績なし） 

・伴走支援プロジェク

トの新規採択数（新規指

標のため実績なし） 

・助成終了後１年以上

経過した案件における、

助成終了時と同程度以

上の活動規模を確保し

ている割合（前中期目標

期間実績：平均78％） 

 

（ウ）民間団体の活動基

盤強化の助成を充実す

ることにより、活動の持

続的な発展及び団体の

成長の促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地球環境基金の助成

を受けた活動に対する

外部有識者委員会によ

る事後評価の得点を前

中期目標期間の平均値

7.8点以上とするため

に、以下の取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）活動内容や組織規

模に応じた中間支援組

織による伴走支援プロ

ジェクトの助成を推進

することにより、活動成

 

（ウ）民間団体の活動基

盤強化を図るための活

動基盤強化に要する費

用の新たな助成スキー

ムとして、令和７年度に

実施する令和８年度助

成金要望から、通常助成

メニューにおいて活動

基盤強化に要する助成

先団体の活動費（人件

費）及び活動基盤強化を

支援する費用を助成す

る枠組みを設ける。 

 

 

 

 

 

 

イ 地球環境基金の助成

を受けた活動に対する

外部有識者委員会によ

る事後評価の得点を前

中期目標期間の平均値

以上とするために、以下

の取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）令和７年度戦略プ

ロジェクトからプロジ

ェクトの立ち上げ段階

から評価委員やERCA担

当者が伴走しながら支

 

・伴走支援プロジェク

トの新規採択数（新規指

標のため実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球環境基金の助成を

受けた活動に対する外

部有識者委員会による

事後評価の得点（前中期

目標期間実績：10 点満

点中平均 7.8 点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・戦略プロジェクトの

新規採択数（新規指標の

ため実績なし） 

・伴走支援プロジェク

トの新規採択数（新規指

 

（ウ）活動基盤強化に向けた助成金の対象拡大 

団体の活動基盤の強化に向け、2026 年度助成金要望から常

勤職員の人件費や職員の専門性や技術力を高めるために要す

る費用を活動基盤強化費として助成対象に拡大した。 

さらに、活動基盤の一層の強化を図るため、振興事業にお

いて、研修と専門家による団体への伴走支援をパッケージし

たプログラム（活動基盤強化支援プログラム）を創設し、2026

年度助成金要望において募集を募った結果、22 団体の要望を

受け付けた。このうち採択となった７団体については令和８

年４月のオリエンテーションを経て本プログラムを進めてい

く。 

活動基盤強化に向けた助成対象拡大の周知にあたっては、

助成金募集特設サイト内において説明動画を掲載するととも

に前述の助成金説明会で助成対象に拡大した目的等を説明し

た。なお、助成対象経費を拡大するに当たり、助成先団体のガ

バナンスの強化を図る観点から、定款等に組織体制等に関す

る必要事項が定められていることを新たな要件として追加し

た。 

 

イ 助成による支援を行った活動の質の向上 

令和６年度に活動を終了した活動のうち、LOVE BLUE 助成

を除く計 52 件を対象に事後評価を実施した。事後評価は評価

専門委員が計画の妥当性、目標の達成度、実施の効率性、活動

の効果、自立発展性の観点から、活動実績報告書等をもとに

評価し、20 点満点中平均 16.5 点（10 点満点換算で 8.3 点）

となった。評価結果は、ホームページに公表するとともに対

象団体に対して個別にフィードバックした。 

（資料編Ｐ76_地球３ 2025 年度地球環境基金助成事業の事後

評価（書面評価）結果概要） 

 

上記助成活動終了後の評価の他、助成活動期間中における

中間コンサルテーションの実施による伴走支援を適宜行った

結果、助成先団体がグッドライフアワード環境大臣賞を受賞

するなどの成果創出につなげることができた。 

 

（ア）戦略プロジェクトへの伴走支援 

 戦略プロジェクト活動開始 1 年目はフィージビリティスタ

ディ期間とし、戦略策定等を行うステークホルダー会合には

評価専門委員とともに ERCA 職員も参加し、活動計画の見直し

や課題の把握を行った。評価専門委員の助言・評価について
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＜目標水準の考え方＞ 

・助成終了後１年以上

経過した案件の実質的

な活動継続率を向上さ

せるためには、民間環境

保全活動の自立的に発

展する取組が担保され

ていることが極めて重

要であるため、自立発展

性等について外部有識

者が事後評価を行い、そ

の評価結果が前中期目

標期間実績の平均値7.8

点以上となることを目

指す設定とする。 

果の向上につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）助成メニューの見

直し等に伴う評価方法

や評価基準の見直しを

行いつつ、評価の負担や

効果等を考慮した評価

制度の効果的、効率的な

運用を図る。 

 

援する枠組みを導入し、

効果的に運用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）令和６年度に行っ

た評価方法や評価基準

等の見直しに基づき、新

たな評価制度の運用を

開始する。 

a 見直しを行った新た

な評価制度に基づき、活

動の計画・実施段階にお

ける評価アプローチの

充実や、活動の成果向上

につながる取組等を実

施する。 

 

標のため実績なし） 

 

 

・助成終了後１年以上

経過した案件における、

助成終了時と同程度以

上の活動規模を確保し

ている割合（前中期目標

期間実績：平均 78％） 

は評価専門委員会に報告するとともに助成先団体へのフィー

ドバックを行い、取組状況について適宜確認を行った。 

また、ERCA 職員が現地訪問をして活動の進捗状況や課題等確

認した。 

この他、ERCA 主体の取組として、目標達成のためのアウト

カムやそこに向かうまでの活動計画の妥当性を明らかにする

ために、生成ＡＩを活用して作成した「P2M ロジックモデル」

と「クロス SWOT 分析」を助成先団体（５団体）に提示した。

これは今後においても状況に応じて計画の見直しを行う上で

アウトカムがぶれないように確認するためのツールとして期

待できるものである。 

政策課題協働型の戦略プロジェクトについては、次年度か

ら協働で取り組む実行団体の募集にあたって、求める団体要

件を整理し前述の助成金募集要綱に反映させ応募を募った。 

その結果、５団体より実行団体への応募があり、応募団体情

報を代表団体へ提供し、代表団体からの情報提供を経て実行

団体選定を行った（１月）。その審査の結果３団体の採択に至

った。 

政策課題協働型の戦略プロジェクトのうち１テーマにあた

っては、実行団体が３団体採択想定のところ１団体採択であ

ったため、代表団体と令和７年度の活動内容の見直しや令和

８年度に実行団体の追加募集を行うなど調整を行うことで成

果達成に向けた道筋を見出すことができた。 

また、地域協働型の戦略プロジェクトにおいては新規の要

望を 18 件受け付けたが、書面及びヒアリングでの審査の結

果、協働の広がりが弱い等の理由により新規採択には至らな

かった。 

 

（イ）新たな評価制度の運用開始 

a 新たな事業方針に合わせて評価の目的を活動成果の向上に

重点を置いた新たな評価制度を令和７年度新規採択した活動

から適用し、運用を開始した。また、活動改善を支援する体制

を強化するため、助成活動期間を通じて、活動の課題等を相

談できる「相談窓口」を創設した。（再掲） 

これらに加えて、見直し後の評価制度を効果的かつ円滑に

運用するため、透明性と客観性のある評価指標案を作成した。

特に戦略プロジェクトにおいては、政策課題協働型では政策

との整合性の妥当性について、地域協働型では地域への定着・

連携・発展についての項目を通常助成とは別に設けた。 

また、助成先団体が自らの活動を客観的に質の高い自己評

価ができるようにガイドライン案を作成し、同委員会におい

58



 
  

 て意見を聴取した。 

作成した評価指標案及びガイドライン案は第 1 回評価専門

委員会に諮り、専門家の意見を聴取した。 

委員会委員以外の専門家の意見も踏まえ、評価制度の改正

及び評価指標案等をブラッシュアップし、第２回評価専門委

員会に諮った。本委員会で承認された評価指標及びガイドラ

インは助成先団体へ周知を行い、客観性のある自己評価につ

なげることができた。 

 

（ウ）ERCA 職員及び環境 NPO への P2M（プロジェクト&プロ

グラムマネジメント）人材教育 

環境 NPO の助成活動の成果を社会実装につなげていくため

「P2M ロジックモデル人材育成体系」を構築し、ERCA 職員自

身が活動の伴走支援者となれるよう OJT と講義等による人材

育成を行い（7 月～8 月）、ERCA 職員による環境 NPO への助言

指導や、助成金説明会で役立てた。 

 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４－２ 民間環境保全活動の振興等 

業務に関連する政策・施

策 

－ 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第 1項第４号 

当該項目の重要度、困難

度 

－  関連する政策評価・行政事業

レビュー 

９．環境・経済・社会の統合的向上及び環境政策の基盤整備 

 ９－２．環境パートナーシップの形成 

（予算事業 ID：018758） 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最

終年度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

〈評価指標〉 予算額（千円）  1,029,089 989,737    

環境ユースネッ

トワーク事業へ

の 参 加 者 数 

471.5 人（前中期

目標期間実績：

471.5 人） 

前中期目標期

間の平均値以

上 

第４期中期目標期

間実績：平均

471.5 人 

666 人 577 人    

（モニタリング指標） 決算額（千円） 1,023,375 980,212    

ユース世代を対

象としたセミナ

ー実施回数（前

中期目標期間実

績：平均５回／

年） 

－ 第４期中期目標期

間実績：平均５回 

６回 ５回    経常費用（千円） 1,035,969 992,667    

研修等参加者に

よる肯定的評価

（５段階中上位

２段階の評価）

の割合（前中期

目標期間実績：

平均97.5％） 

－ 第４期中期目標期

間実績：平均 97.5

％ 

96.6％ 98.6％    経常利益（千円） 127,479 125,674    

メディア等との

SDGs の推進協

働企画への参画

－ 第４期中期目標期

間実績：３件 

３件 ３件    行政コスト（千円） 1,035,969 992,667    

従事人員数 12.5 9.5    
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回数（前中期目

標期間実績：３

件） 

注２） 複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                     注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ② 民間環境保全活動の

振興等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価指標1-4-3】 

・環境ユースネットワ

ーク事業への参加者数 

471.5人（前中期目標期

間実績：471.5人） 

 

 

【モニタリング指標】 

・ユース世代を対象と

したセミナー実施回数

（前中期目標期間実績：

平均５回／年） 

 

・研修等参加者による

肯定的評価（５段階中上

位２段階の評価）の割合

（前中期目標期間実績：

平均97.5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 民間環境保全活動の

振興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 環境ユースネットワ

ーク事業への参加者数

を前中期目標期間の平

均値471.5人以上とする

ために、以下の取組を行

う。 

 

（ア） 全国の高校生を

中心としたユース世代

が行う環境保全活動に

ついての発表及び交流

の機会の提供を推進し、

連携やネットワークの

充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 民間環境保全活動の

振興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 環境ユースネットワ

ーク事業への参加者数

を前中期目標期間の平

均値以上とするために、

以下の取組を行う。 

 

 

（ア）全国ユース環境活

動発表大会に応募した

全高校を対象に各地方

大会において高校生同

士の交流の機会を設け

て、ネットワークの拡充

を図る。 

 

 

 

 

 

（イ）ユース世代の日頃

の環境活動の取組を広

く発信するワークショ

ップを開催する。 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境ユースネットワー

ク事業への参加者数（前

中期目標期間実績：

471.5 人） 

 

 

 

・ユース世代を対象と

したセミナー実施回数

（前中期目標期間実績：

平均５回／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

（振興事業全般） 

地球環境基金創設 30 年を契機として取りまとめた「地球環

境基金の新たな事業実施方針」（令和６年６月公表）に基づ

き、令和７年度は環境 NPO・NGO の活動基盤強化および多主体

との協働促進に向けた支援を強化するため、研修と伴走支援

を組み合わせた新たな支援プログラムを構築した。 

また、環境ユースネットワークの推進に向けたインターン

シップ等の新たな取組を行ったほか、助成先団体の活動成果

等の発信により、地球環境基金の認知度向上及び理解促進を

図った。 

 

ア 環境ユースネットワーク事業への参加促進による環境保

全活動の次世代担い手の創出 

 

 

 

 

 

（ア）ユース世代の交流・連携・ネットワークの充実 

全国ユース環境活動発表大会への応募促進のため、約1,000

校への電話による案内に加え、応募数が少ない地域を重点対

象として学校訪問を実施し、さらにメディアへのプレスリリ

ース等を行った。これらの結果、131 校からの応募が得られ

た。 

また、各地方大会においては、ユース事業の目的である次

世代の担い手育成につながるよう、各校が交流し、環境保全

プロジェクトをテーマにしたワークショップを実施した。 

（資料編 Ｐ80_地球４ 第 11 回全国ユース環境活動発表大

会） 

 

（イ）ユースを対象としたセミナー等の開催 

令和６年度に実施した全国ユース環境活動発表大会で優れ

た活動として表彰された３校を大阪・関西万博における「ジ

ュニア SDGs キャンプ」に招待した（６月）。当日は活動発表

に加え、地域の大学生と持続可能な社会に関するディスカッ

ションを行うなど、SDGs や環境問題について自ら主体的に考

え、行動変容につながる ESD 実践の場となるよう企画した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

令和７年度に「地球環境基金の新た

な事業実施方針（令和６年６月公

表）」を踏まえ策定した振興事業の今

後の重点方針に基づき実施した振興

事業については、それぞれ下記の成

果を上げることができた。 

 

・振興事業の定量的指標である環境

ユースネットワーク事業への参加人

数は 577 人（基準値比 122.4％）で

あり、中期目標値（471.5 人）を大き

く上回る成果を得た。 

ユース世代を対象としたセミナーに

ついては５回行い、令和７年度は特

に縦横のネットワーク構築を図るた

めに、大阪・関西万博でのジュニア

SDGs キャンプでのセミナーや北海

道下川町でのインターンシップを行

うなど、地域・企業・大学生との交

流を推進し、例年にはない多様な相

手との交流と現地学習を行った。 

 

・民間団体のキャパシティビルディ

ング支援として、活動共有会での成

果の見える化と発信を学ぶ研修、自

然共生サイトの NPO と企業の共創に

より活用価値を高めていくウェビナ

ーを開催し、大きな反響と高い満足

度を得ることができた。 

また、研修と外部専門家の伴走支

援のパッケージ支援である活動基盤

強化支援プログラムの仕組みの構

築、運用を策定し、助成金の募集時

に合わせて要望を受け付けたところ

22 団体（新規要望団体の約１割）か

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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イ 民間団体と地域のス

テークホルダーとの連

携に係る交流の促進や

 

（ウ）全国ユース環境活

動発表大会に出場した

高校同士のネットワー

クの促進や地域の企業・

民間団体と交流するイ

ンターンシップを企画

し、実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 民間団体と地域のス

テークホルダーとの連

携に係る交流の促進や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）ユース世代と企業・民間団体をつなぐインターンシッ

プの実施 

令和６年度に実施した全国ユース環境活動発表大会地方大

会で特別賞を受賞した高校生を「環境ユース夏季インターン

シップ in 北海道」（１泊２日）に招待した。（８月） 

本インターンシップは、地域の持続可能性に資するために

様々な立場から取り組む環境保全活動の現場を視察すること

を目的として、「第一回ジャパン SDGs アワード」を受賞した

北海道下川町の取組や、北海道の在来種と外来種の関係をテ

ーマに旭山動物園を見学した。また、環境学習交流会ではグ

ループセッションを行い、環境問題に対する自分自身の想い

や考えを共有し、立場の違いを尊重しながら、多角的な視点

で対話を行う機会を設けた。 

この他、全国ユースネットワーク事業の協賛企業「SG ホー

ルディングス（株）」、「キリンホールディングス（株）」及

び「協栄産業（株）」の協力を得て高校生を対象とした民間

企業の SDGs に係る取組を学ぶ研修を実施した。 

 

上記（ア）～（ウ）の取組により、環境ユースネットワーク

事業への参加者数は 577 人（昨年度 666 人）であった。 

 事業名 参加者数（人） 

（ア） 全国ユース地方大会 （北海道：

48 人、東北：64 人、関東：62

人、中部：36 人、近畿：58 人、 

中国：39 人、四国：60 人、 

九州・沖縄：58 人） 

425 

全国ユース全国大会 78 

（イ） 大阪・関西万博「ジュニア SDGs

キャンプ」 

24 

（ウ） 「環境ユース夏季インターン

シップ in 北海道」 

32 

SGHD㈱企業研修 11 

キリン HD㈱企業研修 ２ 

協栄産業㈱企業研修 ５ 

合計 577 

 

イ 民間団体と地域のステークホルダーとの連携に係る交流

の促進及び活動基盤の強化等 

 

ら要望があり、助成活動採択団体と

して７団体の採択を行った。 

これらの実績は、振興事業方針で

ある助成事業の相乗的、補完的な機

能の強化につながるものであり、助

成事業と振興事業との両輪でより高

い成果の創出に寄与するものであ

る。 

 

・地域課題解決等に向けて活用して

もらったり、環境 NPO への市民の理

解や参加を促すため、平成 27 年度が

最終更新となっていた「環境 NGO・

NPOデータベース」について1,085団

体の最新情報をとりまとめ、公開の

許可を得た 877 団体の情報を公開し

た。 

 

・地域メディア等が行うSDGs推進協

働企画への参画を通じて、助成先団

体の活動成果や地球環境基金事業に

ついて、紙面広告や対面での説明機

会を活用した情報発信を行った。あ

わせて環境関連イベントへの出展に

より、子ども含む多様な層に対し、

体験型の広報を実施するなど、地球

環境基金事業への理解促進に寄与し

た。 

 

〈課題と対応〉 

 

○令和８年度から本格運用する活動

基盤強化支援プログラムを着実に運

用し、団体が抱える課題の出口戦略

の道筋の策定を支援してく。 

○社会的インパクト創出に資する研

修のテーマ設定や開催方法、情報提

供を企画し、効率的に実施する。 
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民間団体の活動基盤の

強化等のために、以下の

取組を行う。 

 

（ア） 環境保全に係る

課題解決に取り組む民

間団体に対して、地域の

ステークホルダーとの

交流の機会の提供や研

修等の実施を通じてキ

ャパシティビルティン

グの支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間団体の活動基盤の

強化等のために、以下の

取組を行う。 

 

（ア）令和６年度に検討

を行った、振興事業の新

たな事業方針に基づき、

民間団体のキャパシテ

ィビルティング支援策

を本格実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研修等参加者による

肯定的評価（５段階中上

位２段階の評価）の割合

（前中期目標期間実績：

平均97.5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）民間団体のキャパシティビルディング支援策の実施 

a 活動の持続的発展に向けて助成期間中に活動基盤強化への

取組を推進するため、活動基盤強化研修（非資金支援）およ

び研修内容を活動にインプットしていく伴走支援（資金的支

援）をパッケージとして支援する「活動基盤強化支援プログ

ラム」を設計した。令和８年度は、テーマを多主体協働と位

置づけ、助成金募集の際に本プログラムの参加への応募を募

り、22 件の要望を受け付け、７件を採択した。（再掲） 

ｂ上述の活動基盤強化支援プログラムについては第１回振興

事業検討会（10 月）において、有識者からの意見を踏まえつ

つ構築を行った。第２回振興事業検討会にて同プログラムを

含め情報提供方針など、令和８年度振興事業の計画の取りま

とめを行った。 

c 助成最終年度の団体を中心に、助成活動の成果を共有する

とともに助成終了後の活動について学び合う機会として活

動成果共有会を実施した（12 月）。本共有会では助成活動終

了後も継続して活動を発展させていくため、「成果の見える

化と発信」をテーマにした研修を開催し、成果の発信が他主

体との連携や資金調達等にどうつながっていくのか事例紹

介とディスカッションを含めた内容で開催した。参加者のア

ンケートでは、実際の NPO の視点に落とし込んだ内容であり

参考となったとの意見が見られ、92.5％が有意義であると高

い満足度を得られた。（約 90 名聴講） 

ｄ社会的インパクトの創出の観点から、自然共生部と連携し、

自然共生サイトの申請を検討している団体や民間企業等向

けに制度の概要や環境NPOと民間企業との協働連携について

学ぶセミナーを実際の事例も紹介しながら実施した。申込者

は民間団体にとどまらず企業も含め 250 名を超え、当日の参

加者も環境NPOだけではなく企業や地方自治体も含め170名

と大きな反響があった（２月）。事後アンケートによる有意

義度は 96.4％（80/83）と高く、今回のウェビナーをきっか

けとして今後自然共生サイト認定取得を検討やネイチャー

ポジティブに向けた他主体協働を検討していきたいといっ

た回答があった。 

また、後述する環境 NGO・NPO データベースの周知も行い、

企業側が連携を望む環境NPOへアプローチができるように配

慮した。 
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（イ）キャパシティビル

ティング支援策の見直

しに伴い、若手プロジェ

クトリーダー育成支援

プログラムに代わる、若

手世代も対象とする新

たなプログラムを実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）令和６年度に構築

した、民間団体の相互間

や企業、行政等の交流・

連携を促すための環境

NGO・NPO データベース

の運用を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）若手プロジェクトリーダー育成支援プログラムの実施・

見直し 

助成事業において中心的に活動する若手（第 10 期生８名、

第 11 期生４名の計 12 名）に対して、活動の戦略策定や評価・

改善に必要となる内容で若手プロジェクトリーダー育成支援

プログラムの研修を実施した。（７月、10 月、１月） 

令和７年度に最終年度の３年目を迎える第 10 期生には、10

月の研修で「ステークホルダーとの協働」をテーマに、富士

市の NPO・企業・行政が関わる「耕作放棄茶園復興プロジェク

ト」の事例を現地で学ぶフィールド実習を行った。 

なお、若手プロジェクトリーダー育成支援プログラムは、

令和７年度助成より新規の募集を停止し、現在受講中である

研修生の修了をもって終了するため、前述の活動基盤強化支

援プログラムをキャパシティビルディングの後継として新た

に立案した。将来の目指すべき環境 NPO の姿を見据え、年齢

制限は撤廃し、組織の意思決定に携わる職員を含む複数名で

の参加を条件と設計した。 

（資料編 Ｐ82_地球５ 若手プロジェクトリーダー育成人数 

の推移） 

 

以上（ア）及び（イ）の取組による、研修等参加者による肯

定的評価（５段階中上位２段階の評価）の割合は 98.6％（昨

年度 96.6％）であった。 

（資料編 Ｐ83_地球６ 令和７年度地球環境基金振興事業 

研修・講座実施状況一覧） 

 

（ウ）環境 NGO・NPO データベースを構築し、６月に一般公開

を行った（情報収集を行った 1,085 団体のうち、公表の了承

のあった877団体の情報を公開）。本データベースは環境NGO・

NPO の現状を把握するための白書として位置付けており、今

後も定期的に更新を行う予定。データベースの情報は、前述

１-４-１民間環境活動の助成に記述されている EPO と連携し

た地域課題解決に向けた事例収集・調査にも活用されている。

また、利用者アンケート（任意）により、NPO・NGO 等の関係

者、企業関係者、行政関係者、教育・研究機関関係者、学生な

ど、幅広い層に活用されていることを確認した。 

 

（エ）ERCA 職員の人材育成 

環境 NPO の助成活動の成果を社会実装していくため「P2M ロ

ジックモデル人材育成体系」を構築し、ERCA 職員自身が活動

の伴走支援者となれるよう OJT と講義等による人材育成を行
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メディア等との SDGs の

推進協働企画への参画

回数（前中期目標期間実

績：３件） 

 

 

＜目標水準の考え方＞ 

持続可能な社会の構築

に当たっては、地域にお

いて課題解決を実践す

る人材の輩出と、協働連

携の強化が不可欠であ

ることから、将来を担う

ユース世代から自主的

に環境保全活動に参画

する人材を創り出すと

いう取組の充実のため

ERCA が提供する環境ユ

ースネットワーク事業

への参加者数が前中期

目標期間実績の平均値

471.5人以上となること

を目指す設定とする。 

 

 

 

 

 

 

ウ 寄附に係る制度周知

の広報等の働きかけを

通じて、地球環境基金事

業への理解増進に努め

るために、以下の取組を

行う。 

（ア） メディア等との

連携により民間団体の

活動成果の発信を充実

させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 寄附に係る制度周知

の広報等の働きかけを

通じて、地球環境基金事

業への理解増進に努め

るために、以下の取組を

行う。 

（ア）地域のメディア等

が行うSDGsの推進協働

企画へ参画し、当該地域

の助成先団体の活動成

果等を発信することを

通じて、地球環境基金へ

の理解促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

・メディア等との SDGs

の推進協働企画への参

画回数（前中期目標期間

実績：３件） 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

・年度計画に定められ

た各項目が適切に行わ

れているか。 

った（７月～８月）、環境 NPO への助言指導（１-４-１再掲）

の他、３名の ERCA 職員が国際 P2M 学会での研究論文の学会誌

掲載（１件）学会発表（４件）を行い、学術研究への貢献に資

した。うち２名は学会発表での功績が評価され、同学会での

発表奨励賞を獲得した。 

 

ウ 寄附に係る制度周知の広報等の働きかけを通じた基金事

業の理解増進 

 

 

 

 

（ア）中日新聞社、河北新報社及び琉球新報社が行う SDGs 推

進協働企画に参画し、紙面広告を通じて情報発信するととも

に、助成先団体の活動成果やユース事業等について、講演や

現地セミナーへの参加を通じて周知した。 

 「こども霞が関見学デー2025」、「きょうと☆いきものフ

ェス！2025」では、タブレットによる子どもの環境学習情報

サイト「集まれ！グリーンフレンズ」体験や、助成先団体の

開発した環境教育資材の提供を通じて地球環境基金事業紹介

を行った。 

（環境イベント出展実績） 

●8/6-7 こども霞が関見学デー2025 

●9/27-28 きょうと☆いきものフェス！2025 

●11/15 &EARTH スマートライフプロジェクト やってみよ

う！SDGs in ラゾーナ川崎プラザ ルーファ広場（11 月） 

 

 

◎環境省「地域循環共生圏づくり支援体制構築事業」の受託

業務 

 令和６年度に引き続き、地球環境基金事業の目的である持

続可能な社会の実現、地域づくりのための環境パートナーシ

ップの形成のため、第５次及び第６次環境基本計画に打ち出

された「地域循環共生圏」の理念を体現した取組を実施して

いる「地域循環共生圏づくり支援体制構築事業」の一部業務

を受託した。本業務では、セミナー形式による情報発信、地

域循環共生圏づくりの中間支援を行う団体への活動経費配分

業務、参画団体の中間支援の技術的な知識向上や参画団体同

士の学び合いを目的とする座談会の企画運営業務を受託し、

地球環境基金事業で培ったノウハウを活かすことで遂行し

た。 
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①資金配分機関としての適切な執行管理 

・参画団体の活動経費処理に係るオンライン説明会を実施

し、26 地域（52 団体）との連携協定書を締結。 

・活動経費の支払日を年度後半に寄せて３回としていた令和

６年度から、通年で参画団体がより活動をスムーズに実施で

きるよう年度前半にも支払日を設けて６回とし、年間を通じ

滞りなく処理を完了させた。 

 

②情報発信（オンラインセミナー）企画及び実施 

・地域循環共生圏づくりの担い手候補の裾野拡大を目的とし

た地域循環共生圏オンラインセミナー全４回を民間企業と連

携して実施。 

・各地域の課題や解決等を地域循環共生圏の考え方を通して

自分事として捉えることを企図し、環境分野だけでなく、掛

け合わせる分野（観光・文化／福祉／交通／教育）を設定し

回ごとにテーマや登壇者を設定。 

・参加者の７割以上が「これまで地域循環共生圏に関わって

こなかった地域、企業、金融機関」であり、指標としていた

の「（これらの方々からの）申込率 30％以上」は大幅に達成

した。 

 

③参画団体間の学び合い企画及び実施ほか 

・中間支援機能について、GEOC や EPO 担当者の講義やファシ

リテーションを通したディスカッションにより知識を深め、

共生圏事業の卒業団体との交流により、本事業卒業後の進め

方のイメージを学ぶことができた。 

・全国９か所で開催された中間共有会において、参画団体に

対し、地球環境基金助成金を含めた地域循環共生圏の構築に

関する支援制度について情報提供を実施。 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－５－１ ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理の助成 

業務に関連する政策・施

策 

独立行政法人環境再生保全機構に設置したポリ塩化ビフェニル廃

棄物処理基金を都道府県と協調して造成し、費用負担が困難な中小

企業者等の処理費用負担軽減のための助成を行うことなどにより、

PCB 廃棄物の円滑な処理を促進する。  

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法第５条

第１項、第６条第１項 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第１項第５号 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

４．資源循環政策の推進 

 ４－４．産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等） 

（予算事業 ID ：018759） 

注 1）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

〈モニタリング指標〉 予算額（千円） 579,952 10,446,644    

審査基準、助成

対象事業の状況

等 の 公 表 回 数

（前中期目標期

間実績：４回／

年） 

― 

第４期中期目標期

間実績：４回／年 

４回 ４回    

決算額（千円） 459,393 2,304,063    

ポリ塩化ビフェ

ニル廃棄物処理

基金管理状況の

公表回数（前中

期目標期間実

績：１回／年） 

― 

第４期中期目標期

間実績：１回／年 

１回 １回    経常費用（千円） 461,046 2,305,925    

経常利益（千円） 1,564 1,229    

行政コスト（千円） 461,046 2,305,925    

従事人員数 2.25 2.25    

注２） 複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

① ポリ塩化ビフェニル

廃棄物処理の助成 

 

 

 

 

 

【モニタリング指標】 

・審査基準、助成対象事

業の状況等の公表回数

（前中期目標期間実績：

４回／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ポリ塩化ビフェニル

廃棄物処理基金管理状

況の公表回数（前中期目

標期間実績：１回／年） 

 

① ポリ塩化ビフェニル

廃棄物処理の助成 

ア 透明性・公平性を確

保した堅実な制度運営

を図るために、以下の取

組を行う。 

 

（ア） 審査基準、これ

に基づく助成金の審査

状況及び助成対象事業

の実施状況などの情報

を、四半期毎にホームペ

ージにおいて公表する。 

 

① ポリ塩化ビフェニル

廃棄物処理の助成 

ア 透明性・公平性を確

保した堅実な制度運営

を図るため、以下の取組

を行う。 

 

（ア）高濃度ポリ塩化ビ

フェニル廃棄物及び低

濃度ポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物の確実かつ適

正な処理を総合的かつ

計画的に推進するため、

これらの措置に係る助

成金の交付・支払申請等

の内容を適正に審査し、

実施状況を四半期ごと

にホームページ等にお

いて公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）基金の管理状況を

年１回ホームページに

おいて公表する。 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

審査基準、助成対象事業

の状況等の公表回数（前

中期目標期間実績：４回

／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポリ塩化ビフェニル廃

棄物処理基金管理状況

の公表回数（前中期目標

期間実績：１回／年） 

 

＜その他の指標＞ 

― 

＜評価の視点＞ 

― 

＜主要な業務実績＞ 

 （A）透明性・公平性を確保した堅実な制度運営  

高濃度及び低濃度 PCB 廃棄物処理助成状況       （単位：千円）            

区分 軽減事業 振興事業 代執行支援事業 合計 

令和３年度 6,650,248 - 105,363 6,755,611 

令和４年度 2,668,557 - 356,655 3,025,212 

令和５年度 1,122,464 - 58,922 1,181,386 

令和６年度 209,768 142,000 87,104 438,872 

令和７年度 1,020,470 1,167,993 97,770 2,286,233 

合計 11,671,507 1,309,993 705,814 13,687,314 

  

① 高濃度及び低濃度 PCB 廃棄物処理助成金の審査基準、審査状況 

各助成事業の実績は以下のとおり。環境大臣が指定する者（中間貯蔵・環境

安全事業株式会社（以下「JESCO」という。）、公益財団法人産業廃棄物処理

事業振興財団（以下「産廃振興財団」という。））からの助成金交付申請等を

適正に審査した上で助成した。 

ア 軽減事業：1,020 百万円（処理助成金 773 百万円（高濃度 153 百万円、低

濃度 620 百万円）、産廃振興財団への事業の執行に必要な事務費交付 247

百万円）、助成件数 4,805 件（高濃度 103 件、低濃度 4,702 件） 

イ 振興事業：1,168 百万円（助成件数 12 件） 

ウ 代執行支援事業：98 百万円（処理助成金 87 百万円（高濃度 25 百万円、

低濃度 63 百万円）、産廃振興財団への事業の執行に必要な事務費交付 11

百万円）、助成件数 11 件（高濃度 10 件、低濃度 1 件） 

 

 助成金の審査状況及び実施状況について以下のとおり公表した。 

１回目 令和６年度第４四半期実績（６月） 

２回目 令和７年度第１四半期実績（８月） 

３回目 令和７年度第２四半期実績（12 月） 

４回目 令和７年度第３四半期実績（２月） 

 

(B) 基金の適切な管理 

①基金の適正な管理及び管理状況の公表 

 基金の管理状況をホームページにおいて公表した。（６月） 

 

（資料編Ｐ84_PCB１ ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物処理基金業務の概要） 

（資料編Ｐ85_PCB２ 高濃度 PCB 廃棄物の地域別処理期間等） 

（資料編Ｐ86_PCB３ 低濃度 PCB 廃棄物等の調査から処分までの手順） 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

高濃度及び低濃度 PCB 廃棄物の円

滑な処理を推進するため、透明性・

公平性を確保し、堅実かつ円滑に業

務を遂行した。 

令和７年度は、高濃度 PCB 廃棄物

の処理完了期限である令和８年３月

までの助成業務を滞りなく行うこと

ができた。令和６年度後半より開始

した低濃度 PCB 廃棄物処理の助成業

務についても、年間を通じて滞りな

く実施できた。 

また、JESCO 処理施設の解体・撤去

の知見収集や、JESCO 処理事業終了

後の高濃度 PCB 処理体制構築のため

の実証試験に関する振興事業の助成

も、滞りなく実施できた。 

 以上のとおり、令和７年度は、PCB

廃棄物の円滑な処理を推進するた

め、透明性・公平性を確保しつつ、上

記の取り組みを堅実かつ円滑に行っ

たことから、自己評価をＢとした。 

 

＜課題と対応＞ 

高濃度 PCB 廃棄物に係る助成は、

必要となる業務を継続して実施す

る。 

 低濃度 PCB 廃棄物の確実かつ適正

な処理を計画的に推進するため、引

き続き関係各所とよく相談する。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

69



 
 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－５－２ 維持管理積立金の管理 

業務に関連する政策・施

策 

特定一般廃棄物最終処分場及び特定産業廃棄物最終処分場に係る

埋立処分の終了後における適正な維持管理の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第１項第６号 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条の５ 

当該項目の重要度、困難

度 

－  関連する政策評価・行政事業

レビュー 

４．資源循環政策の推進 

４－４．産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等） 

４－５．廃棄物の不法投棄の防止等 

（予算事業 ID ：018760） 

注 1）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

〈モニタリング指標〉 予算額（千円） 353,636 555,407    

設置者等及び許

可権者への積立

額や取戻額、運

用利息額等の情

報提供件数（前

中期目標期間実

績：平均1,165 

件） 

－ 

第４期中期目標

期間実績：平均

1,165 件 

1,145 件 1,163 件    

決算額（千円） 223,172 331,525    

維持管理積立金

管理状況の公表

回数（前中期目

標期間実績：平

均１回／年） 

－ 

第４期中期目標

期間実績：平均１

回／年 

１回 １回    経常費用（千円） 410,143 911,484    

経常利益（千円）  2,216 526    

行政コスト（千円） 410,143 911,484    

従事人員数 1.25 1.25    

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                     注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ② 維持管理積立金の管

理 

 

 

 

 

【モニタリング指標】 

設置者等及び許可権者

への積立額や取戻額、

運用利息額等の情報提

供件数（前中期目標期

間実績：平均1,165 

件） 

 

 

 

 

 

 

維持管理積立金管理状

況の公表回数（前中期目

標期間実績：平均１回／

年） 

② 維持管理積立金の管

理 

ア 透明性・公平性を確

保しつつ、堅実に制度

を運営するために、以

下の取組を行う。 

 

（ア） 積立者に対し運

用状況等の情報提供を

着実に行うため、運用

利息等を毎年度１回通

知するとともに、積立

て、取戻しに対する事

務を適切かつ確実に行

う。 

 

 

 

 

イ 維持管理積立金の適

正な管理を行うため

に、以下の取組を行

う。 

（ア）維持管理積立金の

管理状況を年１回ホー

ムページにおいて公表

する。 

② 維持管理積立金の管

理 

ア 透明性・公平性を確

保しつつ、堅実に制度を

運営するため、以下の取

組を行う。 

 

（ア）運用利息等を毎年

度１回通知し、積立て、

取戻し事務を適切かつ

確実に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 維持管理積立金の適

正な管理を行うため、以

下の取組を行う。 

 

（ア）維持管理積立金の

管理状況を年１回ホー

ムページにおいて公表

する。 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

設置者等及び許可権者

への積立額や取戻額、

運用利息額等の情報提

供件数（前中期目標期

間実績：平均1,165 

件） 

 

 

 

 

 

 

維持管理積立金管理状

況の公表回数（前中期目

標期間実績：平均１回／

年） 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

＜評価の視点＞ 

― 

＜主要な業務実績＞ 

 

(A) 透明性・公平性の確保  

① 情報提供及び適切かつ確実な事務 

i）積立額及び取戻額 

積立及び取戻しに係る事務を適切かつ確実に行った。 

                        （単位：百万円） 

区分 積立 取戻（△） 残高 

件数 金額 件数 金額 

令和３年度 608 5,469 47 1,715 121,585 

令和４年度 606 5,933 41 1,219 126,299 

令和５年度 583 5,977 40 1,312 130,964 

令和６年度 590 7,646 50 1,884 136,726 

令和７年度 572 5,830 51 1,223 141,332 

                           令和８年３月末現在 

ii）運用利息の通知及び払渡し 

・令和６年度分維持管理積立金利息（令和７年３月通知）について、希望する設置

者（４月定期払 685 件、その他 17 件）に支払った。 

 

(B) 維持管理積立金の適正な管理 

① 維持管理積立金の適正な管理のため、法律上期限が定められた以下の業務を確

実に遂行した。 

・最終処分場設置の許可権者（99 都道府県等）に、各管内の設置者の積立額及び取

戻額を通知した（６月） 

・許可権者からの算定通知（12 月末期限）の内容確認 

・設置者の積立て（２月末期限）確認及び預り証書の発行 

・令和７年度分利息額の計算（計算期間：令和７年３月１日～令和８年２月 28 日） 

・設置者へ令和７年度分利息額を通知（３月末） 

・許可権者へ積立遅延者リストを送付（３月末） 

 

② 管理状況の公表 

 令和６年度末時点の維持管理積立金の管理状況をホームページで公表した（４

月）。 

（資料編Ｐ87_維持１ 維持管理積立金管理業務の概要） 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

埋立処分終了後の適正な維持管理

を推進するため、以下のとおり、透明

性・公平性を確保しつつ、着実かつ適

正に実施したことから、自己評価を B

とした。 

 

○ 設置者への維持管理積立金の運

用利息の通知及び払渡し、積立金の積

立て及び取戻し、並びに許可権者への

通知を適切に行い、業務の透明性・公

平性の確保に努めた。 

 

○ 維持管理積立金を適正に管理し、

管理状況をホームページで公表した。 

 

＜課題と対応＞ 

 最終処分場の受入量の減少等によ

り、積立金の預かり期間が長期化する

傾向にあることから、許可権者に適宜

状況を確認しつつ、環境省と情報共有

等を図り適正な管理に努めていく。 

 

評価  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜その他事項＞ 

 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－１ 公害健康被害の補償 

業務に関連する政策・施

策 
― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公害健康被害の補償等に関する法律（昭和 48 年法律第 111 号）第 52 条～第

58 条及び第 62 条 
独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第１項第１号 

当該項目の重要度、困難

度 
＜重要度：高＞被認定者の命と健康を守る公健制度を安定的に実

施・運用するためには、補償給付等の財源を適切

に確保することが重要であるとともに、補償給付

費等を地方公共団体に対し確実に納付することが

必要不可欠であるため。 

＜困難度：高＞制度創設から長期間経過する中、産業構造の変化

が加速化する環境において、引き続き納付義務者

の自主的な協力の下、補償給付等の財源を安定的

に確保するためには、納付義務者の理解及び協力

を得る取組を強力に進めることが必要なため。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
８．環境保健対策の推進 
 ８－１．公害健康被害対策（補償・予防） 
 
（予算事業 ID：018756） 

注 1）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間

最終年度値等） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

 令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

〈評価指標〉 予算額（千円） 34,746,722 33,853,682    
賦課金に係る

申告率 99％

（前中期目標

期間実績：99％

以上） 

毎年度 99％

以上 

第４期中期目標期

間実績：99％以上 

99.8％ 

（8,109 件 / 

8,128 件） 

99.8％ 

（8,089 件 / 

8,107 件） 

   
決算額（千円） 30,471,517 30,242,047    

地方公共団体

が行う補償給

付等に必要な

費用の納付及

び適切な活用

の促進状況 

  地方公共団

体の課題・

ニーズと情

報・シーズ

を ERCA が情

報集約し、

マッチング

させる PDCA

を新たに開

始 

 

 

オンライン

納付業務シ

ステムを活

用して、地

方公共団体

が課題解決

に活用する

ための情報

提供を進め

た。 

 

 

   経常費用（千円） 30,470,675 30,263,505    
経常利益（千円） △772,647 △532,402    
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〈モニタリング指標〉 行政コスト（千円） 30,470,770 30,263,505    
産業構造の変

化が加速化す

る中で、補償

給付等の支給

に必要な財源

である賦課金

を的確に確保

するための対

応状況 

  汚染負荷量賦課金に係る申告額に対する収納率 従事人員数 15 16    
99.986％ 

(23,120,281

千円

/23,123,553

千円) 

99.926％ 

(23,370,950

千円 

/23,388,349

千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ERCA・賦課金事務局における相談・問合せ対応件数 
（フリーダイヤル・メール） 

5,785 件 5,963 件    
未納納付義務者に対する納付督励件数 
（電話督励・現地督励実施件数） 

60 件 99 件    

汚染負荷量賦課金に係る納付義務者に対する実地調査等の件数 

24 件 21 件    

デジタル技術

等を活用した

納付義務者の

利便性向上に

向けた取組状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申告納付説明･相談会の開催 

・動画配信 

（1,739 再

生） 

・ウェビナ

ー（1,705 人

参加） 

・動画配信 

（1,422 再

生） 

・ウェビナ

ー（2,019 人

参加） 

   

オンライン申告の促進動画の配信 

1,538 再生 986 再生    

汚染負荷量賦課金に係るオンライン申告率 

83.6％ 

（6,776 件 / 

8,109 件） 

85.5％ 

（6,916 件 / 

8,089 件） 

   

ペイジー（※）を利用した収納件数 

2,142 件 3,245 件    

納付業務に係

る指導調査の

実施件数 

 前中期目標期間実

績の平均値：12 件 

14 件 15 件    

補償給付等の

執行に係る地

方公共団体の

満足度向上に

向けた取組状

況 

  地方公共団体向け納付業務システム研修に対する満足度 

96.8％ 

（研修後アン

ケート結果） 

94.5％ 

（研修後アン

ケート結果） 

   

地方公共団体

が行う被認定

者への補償給

  納付業務システム等を利用した情報共有（新規） 

64 件 

 

68 件 
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付及び公害保

健福祉事業に

係る情報収集

及び情報提供

の状況 

 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                 注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

（※）ペイジー（Pay-easy）：税金や公共料金、各種料金等の支払いを、パソコンやスマートフォン・携帯電話から支払うことができるサービス。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年

度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 （１）公害健康被

害の補償 

 

 

 

 

 

 

【評価指標2-1-1】 

・賦課金に係る申

告率99％（前中

期 目 標 期 間 実

績：99％以上） 

 

【モニタリング指

標】 

・産業構造の変化

が加速化する中

で、補償給付等の

支給に必要な財源

である賦課金を的

確に確保するため

の対応状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）公害健康被

害の補償 

 

 

 

 

 

 

 

ア 賦課金の申告

率を毎年度99％以

上とするために、

以下の取組を行

う。 

 

 

（ア） 産業構造の

変化が加速化する

中で、補償給付等

の支給に必要な財

源である賦課金を

的確に確保するた

め、徴収関連業務

受託者の能力向上

を図るとともに、

納付義務者からの

質問及び相談等に

的確に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）公害健康被

害の補償 

 

 

 

 

 

 

 

ア 賦課金の申告

率を毎年度99％以

上とするために、

以下の取組を行

う。 

 

 

（ア）産業構造の

変化が加速化する

中で、補償給付等

の支給に必要な財

源である賦課金を

確保するため、徴

収関連業務受託者

の能力向上及び徴

収関連業務プロセ

スの標準化等を目

的とする効果的な

指導や支援を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標

＞  

賦課金に係る申告

率（前中期目標期

間実績：99％以上） 

 

 

 

・産業構造の変化

が加速化する中

で、補償給付等の

支給に必要な財源

である賦課金を的

確に確保するため

の対応状況 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

重要度・困難度が高い公害健康被害の補償業務を着実・

効率的に遂行するため、「主要重点業務」を設定し、PDCA を

回しながら業務の効率化と達成度の向上を図っている。 

 「主要重点業務」を用いた業務管理により、部全体の情報

共有と意識向上、優先順位の明確化及び継続的な業務改善

を図りながら、より質の高い目標達成に向けて取り組んで

いる。 

 

ア 賦課金の申告率：99.8％（8,089 件/8,107 件） 

 

 

 

 

 

 

（ア）補償給付等の支給に必要な財源である賦課金を的確

に確保するための対応 

ａ 徴収関連業務受託事業者への指導 

 受託者が（株）東京商工リサーチに変わり契約の２年目

となる令和７年度は、令和６年度の実施状況を踏まえ、課

題や改善点について受託者と協議を重ねながら見直しを行

い、PDCA サイクルを回すことにより、受託者が行う徴収関

連業務プロセスの標準化に向けて、きめ細やかな指導と伴

走支援を行った。 

 具体的には、納付義務者からの相談及び問合せに関する

受託者との情報共有を目的に令和６年度から活用している

クラウドサービス（ICT）の安定稼働を実現させるため、運

用状況の見直しや課題の改善を講じた。また、相談及び問

合せ内容に応じて記録簿を分けるなど、視認性及び認識性

を向上させる工夫により迅速かつ正確な情報共有が可能と

なり、受託者からの照会に速やかに対応することができた。

さらに、申告書等の受理及び点検内容を見直し、より実務

に則したものとなるよう受託者向けマニュアルを更新し

た。 

 その結果、賦課金の申告率は 99.5％（徴収実施機関の終

了日時点）となり、令和６年度を上回る高い申告率を確保

することができた。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｓ 

 

 

①公害健康被害補償制度（公健制度）の実施に当たり、

26,231 人（令和７年３月末）の被認定者への補償給付費等

の給付を確実に行うのに必要な財源を確保するために

8,089 事業者から汚染負荷量賦課金（233 億円）を徴収する

業務は、第５期中期目標において重要度が高く、困難度も

高い業務とされている。令和７年度においては、ERCA の業

績向上努力により、“汚染負荷量賦課金の申告率”が 99.8％

を達成し、高い水準を安定的に維持したことに加え、単な

る業務改善にとどまらず、業務運営の質を一段と高度化す

る取組を実施することにより事業者の「行動変容」を促す

など構造的な進化を実現し、制度運営の質及び持続性を大

きく向上させることにより、中期目標における困難度が

「高」とされている当該業務において、以下のとおり質的

にも顕著な成果が得られていると認められる。  

 

②また、第５期中期目標において重要度が高い業務とされ

ている評価指標“地方公共団体が行う補償給付及び公害保

健福祉事業の必要な費用の納付及び適切な活用の促進状

況”については、ERCA の業績向上努力により、指導調査の

実施に加え、被認定者の高齢化や認知症の疾患、運動機能

の低下等に伴う福祉事業への参加者の減少を踏まえ、事業

の活性化等に向けた取組として、各地方公共団体の公害保

健福祉事業の実施の課題を募り、これに他の地方公共団体

が対応策を回答するアンケート調査を新たな取組として開

始し、地方公共団体から回答のあった優良事例をオンライ

ン納付業務システムで情報共有するなど、以下のとおり質

的に顕著な成果が得られていると認められる。  

 

このように、中期計画における所期の目標を量的及び質

的に上回る顕著な成果が認められることから、自己評価を

「Ｓ」とした。  

 

■所期の目標を量的に上回る顕著な成果 

①…委託先とのリアルタイムの相談体制の構築など ICT を

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 

 

 

 

＜その他事項＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 賦課金申告

の適正性・公平性

を確保するため申

告書の審査を実施

し、申告内容に誤

りがある場合の指

導、修正又は更正

など適正な処理を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）受託者と連

携して納付義務者

からの問合せに適

切に対応し、公害

健康被害補償制度

についての理解を

深めるとともに、

前年度までに多か

った質問や誤りの

多い事項について

の対応策を講じ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、令和７年度業務の課題や改善点を踏まえ、令和８

年度申告納付に向けて、業務マニュアル等の見直しを行い

受託者に提供したほか、申告関係書類の内容改訂及び申告

納付説明会用の動画を作成した（３月）。 

 

（イ）納付義務者からの相談、質問事項等への対応 

ａ 申告納付説明会の実施 

 納付義務者を対象とした申告納付説明会を、令和４年度

から実施している動画配信形式（４月１日～５月 15 日 

1,422 再生）及びクラウドサービスを活用したウェビナー

形式により実施した（４月８日、４月 16 日 計 2,019 人参

加）。同説明会では、公害健康被害補償予防制度（以下「公

健制度」という。）の概要のほか、令和７年度からの変更点

について丁寧に説明を行った。 

                                  

ｂ 納付義務者からの問合せへの対応 

 令和６年度は３月に設置したコールセンター（汚染負荷

量賦課金事務局フリーダイヤル）を、令和７年度は１か月

前倒しして２月から設置し、納付義務者からの相談・問合

せを受け付けた。また、受託者と機構との情報共有にはク

ラウドサービスを活用し、速やかに問合せ対応を行った。

この結果、令和７年度の繁忙期である４～５月の機構フリ

ーダイヤルへの電話問合せ件数を 126 件と令和６年度（259

件）より 49％減少させる業務の平準化に成功し、申告書の

点検を前倒しで進めることができた。 

また、機構・賦課金事務局における相談・問合せ対応件

数（電話・メール）は 5,963 件で、令和６年度（5,785 件）

より微増しているが、返信に RPA（Robotic Process 

Automation）を用いるなど作業効率化を図った。 

 さらに、令和８年度申告納付に向けて、汚染負荷量賦課

金 Q&A 集について令和７年度の問合せ内容を分析した上

で、より検索性を向上させるために整理し改訂したほか、

改訂後の Q&A 集を活用して AI チャットボットを更新した

（３月）。 

 

ｃ 機構職員の人材育成・能力開発 

公健制度に対する理解増進とステークホルダーへの説明

責任を果たすためのスキルアップ及び職員の意欲向上のた

め、令和６年度に続き２回目となる水俣病に係る研修（17

名参加）を熊本県の団体、国立水俣病総合研究センターと

の連携・協力のもと２泊３日にプログラムを拡充して実施

した（10 月）。 

活用した戦略的な対策を講じるとともに連携体制の強化を

図った結果、これまでの業務水準を維持、さらに向上させ、

申告率 99.5％（徴収実施機関の終了日時点）と高い水準で

達成した。 

②また、“地方公共団体が行う補償給付及び公害保健福祉事

業の必要な費用の納付及び適切な活用の促進状況”につい

ては、指導調査 15 件に加え、地方公共団体からの様々なニ

ーズに応えて他の地方公共団体の創意工夫による優良事例

等をオンライン納付業務システムで共有する取組により、

68 件の情報提供を行った。補償給付及び福祉事業の情報提

供のページには、地方公共団体から 284 回のアクセスがあ

り、量的に顕著な成果を上げた。 

 

■所期の目標を質的に上回る顕著な成果 

【ERCA の自主的な取組による創意工夫】 

①－１ 納付義務者からの相談・質問対応については、令和

６年度に引き続き設置したコールセンターにおいて第一次

対応を集中的に行う体制を準備することで、効率的な回答

サービスを提供することができた。また、第一次対応が困

難な案件については受託者と機構との間でクラウドサービ

スを活用し、情報共有及びエスカレーションを行う体制を

構築した。 

当該クラウドサービスについては、安定稼働を実現させ

る観点から運用状況の見直しを行い、把握された課題に対

する改善策を講じた。併せて、相談及び問合せ内容に応じ

て記録簿を区分するなど、情報の視認性及び認識性を高め

る工夫を行った。これにより、受託事業者と機構との間で

の相談・問合せ情報の共有が迅速かつ正確に行えるように

なり、受託者からの照会に対して速やかに対応することが

可能となった。 

さらに、機構職員による第二次対応の結果を受託事業者

へフィードバックすることで、第一次対応の対応力向上に

もつながる好循環が生まれ、問合せ対応体制全体の質的な

向上を顕著に図ることができた。 

 

①－２ 申告・納付が集中する４月から５月にかけては、８

千を超える納付義務者からの問合せにより対応が逼迫する

状況が続いていた。このため、令和７年度はコールセンタ

ーの設置時期を１か月前倒しし２月から運用を開始すると

ともに、受託者との情報共有にクラウドサービスを活用す

るなど体制整備を進めた。その結果、令和７年度４月から

５月の機構フリーダイヤルへの電話問合せ件数は 126 件と
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（ウ） 納付義務者

の申告・納付に係

る事務負担軽減、

誤りのない申告書

類の作成に有効な

オンライン申告を

推奨し、デジタル

技術等を活用して

納付義務者の利便

性及び業務効率の

向上のための取組

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）賦課金申告

の適正性・公平性

を確保するため申

告書の審査及び実

地調査等を実施

し、申告内容に疑

義等がある納付義

務者に対し適正な

申告となるよう指

導して、申告額の

誤りを修正又は更

正するなど適正に

処理する。その際、

限られた人的リソ

ースでも効果的か

つ効率的に申告書

審査を行うため、

デジタル技術等を

活用した作業内容

や業務フローの見

直しなどを行う。

また、実地調査等

についてはWeb会

議を活用し納付義

務者の利便性の向

上と効率化を図

る。さらに、申告額

の適正性向上のた

め、申告額の誤り

を防止するための

説明方法の改善等

の対策を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）賦課金申告の適正性・公平性の確保のための取組 

a 公平な賦課金申告の確保 

 申告・納付期限までに申告を行わない納付義務者（以下

「未申告者」という。）に対し、（株）東京商工リサーチ及

び機構において、電話及び文書等による申告督励を行った。 

 督励の結果、納付義務者数 8,107 事業者中、申告・納付

期限時点で未申告者数は 278 事業者であったが、260 事業

者（うち、13 事業者に対しては現地督励を実施）が申告に

応じ、令和８年３月末時点において 18 事業者まで未申告者

を縮小させ、99.8％（8,089 件/8,107 件）の高い申告率を

確保した。 

・未納の納付義務者に対する納付督励の実施 

納付督励については、電話による督励を 99 事業者（納付

期限までに納付しない者及び申告後当月中に納付していな

い者）に対して実施した。その効果により、収納率は 99.9％

と高い水準を保っている。なお、３事業者は破産手続が開

始されたため、交付要求を実施した。 

・過年度の未納の納付義務者に対する措置 

令和６年度以前の未納の納付義務者は、令和７年度期首

時点で９事業者であった。そのうち、３事業者は過年度未

納分完納となり、２事業者は破産終結、２事業者は破産手

続中のため交付要求中である。また、２事業者について現

地督励を実施した。引き続きこれらの納付状況を確認して

いく。 

 

ｂ申告書審査 

申告書審査業務については、限られた人的リソースの中

で専門的な審査技術の共有と承継が課題であったため、審

査のポイントや納付義務の承継に関する勉強会を課内職員

向けに実施した（６、９、12、２月）。さらに（一社）産業

環境管理協会が開催する受験講習会 WEB 講座の基礎講座

（大気）及び大気特論を受講し（３月）、ばい煙発生施設と

SOx 排出に係る知識の習得を図った。 

また、部内職員向けの算定様式基礎研修については研修

動画を作成し職員教育を実施した（３月）。 

また、これまで個別に OJT で実施していた審査内容の課

内での相談については、デジタル技術（Teams）を活用し審

査に関する相談、回答、類似事例などの知見を検索可能な

状態で共有・蓄積することにより、審査技術の共有と承継

の改善を図ることとした（８月）。 

 

なり、令和６年度（259 件）から 49％削減し、問合せ対応

の迅速化を通じて納付義務者の利便性向上に大きく寄与し

た。 

また、令和７年度の機構・賦課金事務局における相談・問

合せ件数（電話・メール）は 5,963 件と前年度から微増し

たものの、RPA を活用した返信業務の効率化により、限られ

た体制の中でも迅速かつ安定した対応を維持することがで

きた。また、令和８年度の申告納付に向け、令和７年度の問

合せ内容を分析し、汚染負荷量賦課金 Q&A 集の構成を整理・

改訂するとともに、改訂内容を反映して AI チャットボット

を更新し、問合せ対応の質と利便性の一層の向上を図った。 

 

①－３ オンライン申告の申告率向上に向け、作業環境を理

由にオンライン申告ができない納付義務者を減らし、環境

に左右されず申告できる仕組みを実現するため、新システ

ムの調達を進めている。また、オンライン申告における理

解促進と行動喚起をより効果的に図るため、申告方法に応

じて案内文の構成を見直し、三種類の個別案内として新た

に作成し、納付義務者の行動変容を促した。その結果、オン

ライン申告を始める際に提出が必要となる電子申告等届出

書の提出件数が、令和６年度と比べて 50％増加した。 

 

①－４ 納付義務者の利便性向上を図るため、ペイジーの取

扱金融機関拡大に向けた協議を継続的に実施した結果、令

和７年４月から鹿児島銀行及び山梨中央銀行が新たに取扱

いを開始し、利用可能な金融機関は 52 行となった。さらに、

伊予銀行からも取扱い承認を得ており、令和８年４月から

利用開始予定であるなど、納付環境の改善に寄与した。ま

た、令和７年度からは汚染負荷量賦課金納付書とペイジー

案内文書を一体化し、納付担当者への情報提供を効率化し

た結果、全納付件数約 11,000 件のうちペイジー収納件数は

3,245 件となり、令和６年度末比 51％増と大きく伸長した。 

これらの取組は、金融機関における領収済通知書送付や

収納状況確認の廃止による事務負担軽減に加え、納付義務

者に対してもパソコンやスマートフォンを用いた 24 時間

納付を可能とするなど利便性向上に資するものであり、申

告率 99％以上の政策目標の達成に向けて質的に顕著な成果

を上げた。 

 

①－５ ４月から５月にかけての申告・納付の繁忙期におい

ては、電話による問合せ件数は前年度から大幅に減少した

一方で、フォーム（メール）経由の件数が増加傾向にあり、
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（エ）納付義務者

の申告・納付に係

る事務負担軽減、

誤りのない申告書

類の作成に有効な

オンライン申告を

推奨し、オンライ

ン申告率を伸長さ

せる。（前中期目標

期間実績：令和４

年度74.3％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ納付義務者に対する実地調査及び指導の実施 

各事業者のばい煙発生施設や SOx の排出工程の実態及び

申告書作成の根拠となった原始帳票類を精査することによ

り、適正な申告が行われているかを詳細に確認するため、

実地調査を７月に１事業者、10 月に２事業者に対して実施

した。また、納付義務者の利便性と効率性を目的として行

う資料及び調査票の提出による調査（重点調査）を 10 事業

者に対して実施した。（６～１月）実地調査では、Web 会議

システムを活用して、臨場前に施設状況や疑義事項を確認

することにより、事業場への臨場日数を平均 1.5 日から１

日に短縮し、効率化と事業者の負担軽減を図った。 

さらに通常の審査においても、確認事項が多く複雑な申

告の８事業者に対しては、Web 会議システムを活用するこ

とにより審査の効率化と指導内容の理解の促進を図った

（10～３月）。 

これらの調査の結果、不適切な申告があった場合には指

導を行い、賦課金額に変更がある場合については修更正処

理を行った。 

加えて、申告書の算定内容の誤りや前年度調査の指導事

項の再確認などの申告書審査による修正又は更正処理を60

件実施した。（６～２月） 

（参考：修正処理 22 件    567 万円、 

    更正処理 38 件 △2,507 万円） 

このほか、申告額の誤りの原因等の分析から用紙申告の

誤りが多いため、申告書に金額の端数処理方法を追記する

対策を講じた（１月）。 

 

（エ）オンライン申告の促進 

納付義務者の事務負担軽減や誤りのない申告書類の作成

に有効なオンライン申告を推奨するため、以下の取組を実

施した結果、汚染負荷量賦課金に係る電子申告率は 85.5％

（令和８年３月末時点）となった。 

  

a 申告の対象となるばい煙発生施設等を現在は有しておら

ず、算定様式の作成・提出が不要となる事業者を対象とし

て、オンライン申告システム上で直接入力することにより

申告が完了となるWeb入力フォームによるオンライン申告

（算定様式なし用。令和５年度に導入）を引き続き運用し

た。当該入力フォームから申告を行った事業者は 1,147 件

（令和８年３月末時点）であり、令和６年度（1,156 件）

と同水準であった。 

b 申告書審査にて用紙申告で単純な計算誤り等のあった

令和６年度の 2,324 件から令和７年度は 4～5 月分のみで

3,520 件となっている。このため、繁忙期に集中する定型的

な照会への対応を安定的かつ効率的に行う必要性が高まっ

たことを踏まえ、RPA を活用した業務効率化を重点的に推

進した。 

具体的には、機構のシステム基盤更改に伴い各職員端末

へ導入した新たな RPA ツールを活用し、電子申告等届出書

等に関する問合せについて自動返信メールを作成する仕組

みを構築した。その結果、定型的な対応業務の効率化が進

み、令和６年度の693件から前年度比93.8％増となる1,343

件の問合せに対応するなど、繁忙期における定型業務の処

理負担を大きく軽減することができた。 

また、納付義務者アンケート（1,361 件）の自動集計、官

報情報検索サービスにおける自動検索、インターネットバ

ンキング入出金明細 CSV の加工作業についても、引き続き

RPA を活用し、作業の効率化を図った。これらの取組によ

り、部全体で前年度比約 34 人日の工数削減を実現し、超過

勤務の削減にも寄与するなど質的に顕著な成果を上げた。 

 

②また、新型コロナウイルス感染症が拡大した時期に落ち

込んだ地方公共団体による公害保健福祉事業の執行率と事

業量の改善を図るため、従来から取り組んできた指導調査

15 件に加え、ERCA の自主的な取組として、同事業の対象と

なる 43 地方公共団体に対して、福祉事業の実施に係る課題

等を募り、実際に困っていることや対応状況を相互に共有

して、課題解決に活用するためのアンケート調査を実施し

た。その結果、43 地方公共団体すべてから回答があり、幅

広く情報提供を図ることができ、日中連絡の取りにくい就

労者や数年指導できていない患者を含む市内在住者、及び

市外在住者に対して、健康相談票を認定更新の書類送付時

に同封して返送してもらうことで、療養状況の把握・指導

に役立てている等の優良事例を共有することができた。ま

た ERCA からの質問として、令和７年度から新たに追加され

た新型コロナワクチン接種費用助成事業に関する内容も含

めることにより、他の地方公共団体の実施要綱を共有でき

るようにするなどの具体的な支援を行うことができた。こ

れらの取組により落ち込んだ公害保健福祉事業の活性化が

図られるなど地方公共団体による公害保健福祉事業費の適

切な活用に寄与する質的に顕著な成果を上げた。 

 

 

【重要度及び困難度の高い目標の達成】 
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（オ）受託者との

連携を図りつつ、

申告・納付が的確

かつ効率的に行わ

れるよう、納付義

務者の利便性及び
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ャットボットなど

の最新デジタル技

術を活用した対策

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・デジタル技術等

を活用した納付義

務者の利便性向上

に向けた取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

125 事業者に対して、オンライン申告（簡易版含む）の慫慂

を行った（６～３月）。 

c 令和６年度オンライン申告を行った事業者のうち、令和

７年度は用紙申告へ変更となった事業者を対象に個別調

査を実施した（11 月）。 

オンライン申告ができなくなった理由の一つとしてオ

ンライン申告システムへのログイン方法が不明であると

の回答を得たため、算定様式の先行ダウンロードに係る案

内でログイン方法を周知するなど、丁寧にフォローを行っ

た（12 月）。 

また、作業環境が理由であるとの回答も確認されたこと

から、作業環境に制限されずに申告が可能となる仕組みを

実現するため、新システムの準備を進めている。 

d 令和６年度まではオンライン申告に必要な算定様式の先

行ダウンロードに係る案内を全納付義務者一律の内容で

送付していたが、必要とされる情報の深度が納付義務者に

よって異なることを踏まえ、より効果的な理解促進と行動

喚起を図るべく、案内文の構成自体を見直した。 

 具体的には、納付義務者の申告方法に応じて三種類の個

別案内（①オンライン申告事業者（算定様式あり）版、②

オンライン申告事業者（算定様式なし）版、③用紙申告事

業者版）を新たに作成し、各納付義務者に寄り添った表現

や説明構成へと刷新した。これにより、納付義務者が自ら

の状況に照らしてスムーズに必要事項を把握できるよう

配慮するとともに、次に求められるステップを明確に示す

ことにより、行動につながりやすい案内体系を構築した。 

 これらの取組を通じ、案内文の分かりやすさと納付義務

者の納得性を高めるとともに、結果として納付義務者の対

応の円滑化及び行動変容につながる実効性の向上を図っ

た（12 月）。 

 

（オ）デジタル技術等を活用した納付義務者の利便性の向

上・効率性の確保 

ａ 電子納付収納サービス（ペイジー）の利用促進 

ペイジー収納件数 3,245 件 （令和８年３月末時点） 

納付義務者の利便性向上のためペイジーの取扱金融機関

の拡大に向け、金融機関との協議を進めた結果、令和７年

４月より鹿児島銀行及び山梨中央銀行が取扱いを開始し、

利用可能な金融機関が 52 行となったほか、新たに伊予銀行

から取扱いの承認を受け、令和８年４月より利用可能とな

る予定である。また、令和７年度より汚染負荷量賦課金納

付書とペイジーによる納付促進のための案内文書を一枚に

①第５期中期目標において重要度が高く、困難度も高い業

務とされている汚染負荷量賦課金に係る申告率の評価指標

は、100％以上である 99.8％を達成した。 

 

②また、第５期中期目標において重要度が高い業務とされ

ており、目標策定の時点では困難度を設定していなかった

評価指標“地方公共団体が行う補償給付及び公害保健福祉

事業の必要な費用の納付及び適切な活用の促進状況”につ

いては、地方公共団体の納付業務担当者に対する効果的な

支援のため、動画視聴形式の研修を実施した結果、アンケ

ートから十分な満足度、理解度を得られており、顕著な成

果を上げた。 

 

＜課題と対応＞ 

汚染負荷量賦課金の徴収業務については、被認定者への

補償給付費等の財源となる賦課金を将来にわたり適正かつ

安定的に確保することが制度の安定運用において重要な課

題である。加えて、経済環境の変化や脱炭素の進展を踏ま

えつつ、申告・納付の確実性及び公平性を維持していく必

要がある。このため、引き続き納付義務者の制度理解を促

進するとともに、DX を推進し、申告・納付手続に係る利便

性の向上及び業務効率化を図ることで、申告・納付の促進

を通じた安定的な財源確保に取り組んでいく。  

一方、地方公共団体支援（補償給付及び公害保健福祉事

業）については、被認定者の減少に伴い、地方公共団体にお

ける担当人員の確保や知見の継承が困難となっていること

が課題となっており、補償給付及び公害保健福祉事業に係

る事務処理の適正化・効率化を一層進める必要がある。こ

のため、地方公共団体の要望やニーズを的確に把握し、効

果的な情報共有やきめ細かな支援を行うとともに、業務の

適正化・効率化を促進することにより、補償給付及び公害

保健福祉事業の円滑な実施を支援していく。 
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主的に申告及び納

付を行ってもらう

必要があることか

ら、丁寧な対応及

び適正性並びに効

率性及び経済性を

強化しながら、賦

課金の申告率につ

いては、前中期目

標期間実績の平均

値99％以上を目指

す設定とする。 

 

＜想定される外部

要因＞ 

産業構造の変化が

加速化する環境に

おいて、脱炭素の

進展により賦課金

額の計算に関係す

る硫黄酸化物排出

量の減少に伴い、

納付義務者に著し

い影響が生じた場

合には、評価にお

いて適切に考慮す

ることが必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を進めるととも

に、賦課金徴収・審

査システムの構築

についての検討を

進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめたことにより、汚染負荷量賦課金経理担当者への周

知が進み、全納付件数約 11,000 件のうち、ペイジー収納件

数が 3,245 件（令和６年度３月末比 51％増（1.5 倍増））と

なった。 

また、これまでペイジー納付を体験できるデモ操作ペー

ジを機構ホームページに掲載していたが、理解の一層の向

上を図るため、当該デモ操作画面を動画形式に再構成し機

構ホームページに掲載することにより、納付義務者が操作

手順を容易に把握できるようにした（３月）。 

 

 

 

 

ｂ RPA・AI チャットボットの活用 

納付義務者からの問合せは、電話ではなくフォーム（メ

ール）からのものが増加傾向にあることから（R6：2,324 件

→R7：3,520 件（４～５月分））、RPA の活用による業務の効

率化を一層進めた。 

具体的には、機構のシステム基盤更改に伴い各職員の端

末に導入した新たな RPA ツールを活用し、1,343 件の電子

申告等届出書等に関する問い合わせについて RPA を用いて

返信メールを自動作成し、定型業務の作業効率化を図った

（令和６年度は 693 件、前年度比 93.8％増）。また、納付義

務者からのアンケート（1,361 件）の自動集計、官報情報検

索サービスにおける自動検索、インターネットバンキング

の入出金明細 CSV の加工作業についても引き続き RPA の活

用により作業効率化を図った。こうした RPA の積極的な活

用により、部全体で前年度比約 34 人日の工数削減となり、

超過勤務削減につなげた。 

さらに、デジタル技術等を活用した納付義務者の利便性

向上及び業務効率化に向けたビジネスプロセス管理（BPM）

のため、RPA 専門の職員を採用し、業務プロセスを見直して

最適化を図るとともに、RPA ツール活用に向けた職員教育

を実施した（１月～３月）。 

 加えて、納付義務者からの問合せに 24 時間対応できるよ

う、令和５年度から導入している AI チャットボットを令和

７年度も申告期間中に機構ホームページへウィジェット搭

載し、納付義務者の利便性向上及び問合せ者の負担軽減を

図った。 

 

ｃ 徴収・審査システムの構築等 

・新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の費用の助成
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【評価指標2-1-2】 

・地方公共団体が

行う補償給付等に

必要な費用の納付

及び適切な活用の

促進状況 

 

 

【モニタリング指

標】 

・納付業務に係る

指導調査の実施件

数（前中期目標期

間実績の平均値：

12 件） 

 

 

 

 

 

・補償給付等の執

行に係る地方公共

団体の満足度向上

に向けた取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地方公共団体

が行う補償給付等

に必要な費用の納

付及び適切な活用

を促進するため

に、以下の取組を

行う。 

 

 

（ア） 地方公共団

体が行う被認定者

への補償給付及び

公害保健福祉事業

に係る事務処理の

適正化を図るた

め、納付業務指導

調査を実施する。 

 

 

（イ） 地方公共団

体が行う被認定者

への補償給付及び

公害保健福祉事業

に係る事務処理の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地方公共団体

が行う補償給付等

に必要な費用の納

付及び適切な活用

を促進するため

に、以下の取組を

行う。 

 

 

（ア）地方公共団

体が行う補償給付

及び公害保健福祉

事業に係る事務手

続や事務処理が適

正に実施されるよ

う、指導調査を実

施し、確認及び指

導を行う。 

 

（イ）地方公共団

体が使用する納付

業務システムにつ

いて、地方公共団

体の担当者の事務

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地方公共団体が

行う補償給付等に

必要な費用の納付

及び適切な活用の

促進状況 

 

 

 

 

・納付業務に係る

指導調査の実施件

数（前中期目標期

間実績の平均値：

12 件） 

 

 

 

 

 

・補償給付等の執

行に係る地方公共

団体の満足度向上

に向けた取組状況 

 

に関する事業の追加に係るシステム改修  

令和７年度から公害保健福祉事業に「新型コロナウイル

ス感染症に係る予防接種の費用の助成に関する事業」が追

加されたため、徴収・審査システムに福祉事業システムに

係る機能の追加を行った（７月）。 

・Microsoft 社のサポート終了に伴うシステム改修 

現行システムでは、使用している開発言語（VBScript 及

び Microsoft Edge の Internet Explorer モード）のサポー

トが終了することに伴い令和 11 年以降継続して使用がで

きなくなるため、令和８～10 年度にシステム改修を行う予

定であり、意見招請を行った。 

この改修においては、サポート終了に伴う現行システム

の作り直しではなく、オンライン申告を含めた手続きの電

子化を促しながら、業務フローの見直しとシステムの開発

を一体的に進めることにより、納付義務者、地方公共団体

及び機構の利便性向上や業務効率化を図る予定である。 

 

 

イ．地方公共団体が行う補償給付等に必要な費用の納付及

び適切な活用の促進状況（指導調査の実施件数等） 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）納付業務に係る指導調査 

補償給付費及び公害保健福祉事業費納付金については、

事務処理の適正性を確認するため、原則として３年に１回

のサイクルで対象となる 45 地方公共団体に対する指導調

査を実施している。令和７年度については、15 地方公共団

体に対して調査を実施した。また、指導調査で得た課題や

地方公共団体のニーズ・要望については、今後の事業の見

直しのため、環境省に報告し、共有を図った（２月）。 

 

 

（イ）納付業務支援研修等による地方公共団体の満足度向

上のための取組 

① 納付業務支援研修の効率化 

地方公共団体の納付業務に携わる補償給付担当者と福祉

事業担当者向けの研修を実施した。 
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・地方公共団体が

行う被認定者への

補償給付及び公害

保健福祉事業に係

る情報収集及び情

報提供の状況 

 

効率化を図るた

め、納付業務支援

研修等を実施し、

地方公共団体の満

足度向上に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） 地方公共団

体が行う被認定者

への補償給付及び

公害保健福祉事業

に係る地方公共団

体の要望及び課

題、優良取組事例

手続の適正化・効

率化を図るため、

新たな動画を作成

し、オンライン形

式での研修を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）指導調査で

把握した地方公共

団体の要望及び課

題を環境省に報告

する。 

公害保健福祉事業

については、新た

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地方公共団体が

行う被認定者への

補償給付及び公害

保健福祉事業に係

る情報収集及び情

報提供の状況 

 

補償給付担当者へのシステム研修については、参加を希

望した 21 地方公共団体の担当者を対象に、５月に２回に分

けてオンライン開催により実施した。 

福祉事業担当者へのシステム研修については、研修への

参加を希望した 17 地方公共団体の担当者を対象に、８月に

オンライン開催するとともに、地方公共団体の担当者が何

度でも視聴できるように、13 地方公共団体の担当者には動

画視聴形式の研修を受講いただいた。動画視聴形式の研修

は、新たな試みとして Microsoft Clipchamp を用いて職員

自らが作成した研修用動画（５本）を用いて開催した。研

修後のアンケートでは、研修の満足度について担当者の

94.5％から、「有意義」「やや有意義」の評価を得た。 

 

② 制度認知度、業務理解度向上の取組 

地方公共団体において、年度途中や４月に異動する担当

者に対しての研修材料とすることにより、制度の認知度及

び業務の理解度向上を図るため、新規に作成した研修動画

をオンライン納付業務システムに掲載し通年閲覧できるよ

うにした（３月）。 

 

③ 納付業務システム改修による事務手続の効率化 

地方公共団体からの申請及び実績報告等に係る公文書の

提出は、これまでメール又は郵送で行っており、また、機

構から地方公共団体への決定通知等の送付は郵送で行って

いたが、納付業務システムの改修を行うことにより、令和

７年５月よりオンライン納付業務システム上での資料の受

け渡しを可能とした。これにより、地方公共団体の利便性

向上と、郵送に係る費用削減、手続の簡略化を図ることが

できた。 

また、令和７年度から新たに追加された新型コロナワク

チン接種費用助成事業について、福祉事業システムに必要

となる帳票、集計表及びチェック機能等の事業メニューを

追加する改修を行い、地方公共団体の事業実施の支援を行

った。 

 

（ウ）補償給付及び公害保健福祉事業に係る情報収集及び

情報提供の取組 

公害保健福祉事業については、被認定者の高齢化や認知

症の疾患、運動機能の低下等に伴い福祉事業への参加者が

減少している状況を踏まえ、事業の活性化等について検討

していく必要があることから、令和６年度に引き続き以下

の福祉事業についての PDCA に取り組んだ。 
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＜目標水準の考え

方＞ 

・地方公共団体が

行う補償給付及び

公害保健福祉事業

の適正性及び効率

性を確保するため

には、ERCAによる

地方公共団体に対

する支援が不可欠

であることから、

対象地方公共団体

の人事異動等に適

切に対応できるよ

う３年に１度は指

導調査することを

目指し、指導調査

の実施件数等によ

る評価については

前中期目標期間実

績の平均値以上を

目指す設定とす

る。 

 

等を把握し、国及

び地方公共団体の

企画業務の参考情

報となるよう提供

する。 

 

に追加される「新

型コロナウイルス

感染症に係る予防

接種の費用の助成

に関する事業」の

実施状況や取組事

例を把握するとと

もに、その他の事

業についても優良

取組事例等を把握

し、国及び地方公

共団体に情報提供

を行う。 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

① 福祉事業の活性化に向けたアンケート調査の実施 

福祉事業の実施に係る課題等を募り、実際に困っている

ことや対応について相互に共有することにより、課題解決

に向けた参考情報として活用してもらうことを目的とした

アンケート調査を実施した。 

アンケート調査の方法は以下のとおり。 

１）福祉事業を実施している地方公共団体（43 地方公共団

体）に対して、事業の実施に関して他の地方公共団体に聞

きたい内容について、質問項目を集約（６、７月）。 

２）集約した質問項目について、各地方公共団体に回答い

ただいた（８月）。 

３）機構にて結果をとりまとめて、地方公共団体、環境省

に共有を行った（９月）。 

４）情報提供の結果については、指導調査の中で、具体的

な対策や取組など確認した（８月～12 月）。 

アンケートについては、43 地方公共団体すべてから回答

を集めることができ、幅広く情報提供を図ることができた。 

また、質問項目については、令和７年度から新たに追加

された新型コロナワクチン接種費用助成事業に関する内容

も含めることにより、事業実施に係る情報共有を図るとと

もに、事業実施前に他の地方公共団体の実施要綱の共有も

行うことができた。 

 

② 各地方公共団体の補償制度資料等の共有 

①のアンケート調査に合わせて、他の地方公共団体に共有

可能な資料を提供してもらい、家庭療養指導事業で使用し

ている問診記録や要綱などを機構のオンライン納付業務シ

ステムの情報提供ページにて共有を図った。 

また、指導調査で収集した、各地方公共団体が補償給付

及び福祉事業で使用している説明資料や、福祉事業の優良

事例となる資料等を同じく機構のオンライン納付業務シス

テムのサイト内において情報共有を図った（３月）。 

 

③ 被認定者全員に向けた効果的な情報提供 

福祉事業の活性化のためには被認定者全員に対して広く

情報提供することが重要であり、特にこれまで情報が行き

届いていなかった指定地域外に引っ越した居住者や就労者

などにも情報を提供するために、予防事業と連携し「ぜん

息・COPD 電話相談室」を全被認定者へ周知する協力依頼を

地方公共団体に対して行った（７月）。 

また、指導調査で地方公共団体に訪問した際にも電話相
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談室の内容も説明することで、認識が深まるように対応を

行った。 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 
 
４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－２ 公害健康被害の予防 

業務に関連する政策・施

策 
― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公害健康被害の補償等に関する法律（昭和 48 年法律第 111 号）      

第 68 条の規定に基づく公害健康被害予防事業 
独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第 1項第 2号 

当該項目の重要度、困難

度 
＜重要度：高＞ステークホルダーからの強い要望があるととも

に、呼吸リハが必要な患者に対して十分に普及し

ていない実態があることから、その普及が極めて

重要であるため。 

＜困難度：高＞薬物療法とは異なり、呼吸リハにおいては、医師

にとどまらず看護師、理学療法士、臨床検査技師

など多職種の参加が効果的な事業の実施に必要で

あるため。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
８．環境保健対策の推進 
 ８－１．公害健康被害対策（補償・予防） 

 

注 1）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

 令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

（評価指標） 予算額（千円） 792,857 791,695    
治療若しくはリハ

ビリ支援アプリ、

又は、呼吸リハに

係る調査研究の採

択課題の割合 平

均28.5％（前中期

目標期間実績：平

均19％） 

採 択 割 合

28.5％以上 
 
 

28.5％ 

前中期目標期

間実績（平均

19％）の

50％増 

 

43％ 43％    決算額（千円） 688,992 698,237    

調査研究における

研究管理及び研究

実施のサポート状

況 

― ― ― ―    

事業従事者・コメ

ディカルスタッフ

向け研修の受講者

数 平均823人／

年（前中期目標期

間実績：平均823

受講者数 823 
人以上 

前中期目標期

間実績：平均

823 人 

2,082 人 2,125 人    経常費用（千円） 694,561 701,459    
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人／年） 

 

医療従事者・NPO 等

のステークホルダ

ーとの協働事業の

促進状況 

― ― ― ―    

（モニタリング指標） 経常利益（千円） 18,603 67,787    
調査研究に係る外

部有識者委員会の

評価点（５段階中

平均 3.5／年） 

― ５段階中平均

3.5 以上 
3.8 3.8    行政コスト（千円） 714,392 723,085    

呼吸リハに係る事

業の参加人数（前中

期目標期間実績：

611 人／年） 

― 前中期目標期

間実績：611 

人／年 

2,372 人 2,639 人    従事人員数 13 11    

医療従事者・NPO 等

のステークホルダ

ーとの協働の取組

状況 

― ― ― ―    

        
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
                                                              注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）公害健康被害の

予防 

 

 

 

【評価指標2-2-1】 

・治療若しくはリハ

ビリ支援アプリ、又

は、呼吸リハに係る調

査研究の採択課題の

割合 平均28.5％（前

中期目標期間実績：平

均19％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公害健康被害の

予防 

 

 

 

 

ア 呼吸リハビリテー

ション（以下「呼吸リ

ハ」という。）を普及

し、医療サービスにデ

ジタル技術を積極的

に活用するために、以

下の取組を行う。 

（ア） 治療若しくは

リハビリ支援アプリ、

又は、呼吸リハに係る

調査研究の採択課題

の割合を前中期目標

期間実績の平均値よ

り50％以上増加させ

た平均28.5％以上を

目指すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公害健康被害の

予防 

 

 

 

 

ア 呼吸リハビリテー

ション（以下「呼吸リ

ハ」という。）を普及

し、医療サービスにデ

ジタル技術を積極的

に活用するために、以

下の取組を行う。 

（ア）治療若しくはリ

ハビリ支援アプリ、又

は、呼吸リハに係る調

査研究の採択課題の

割合を前中期目標期

間実績の平均値より

50％以上増加させる

ものとする。（採択課

題割合 28.5％以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

治療若しくはリハビ

リ支援アプリ、又は、

呼吸リハに係る調査

研究の採択課題の割

合（前中期目標期間実

績：平均19％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

令和６年度に策定した「患者に寄り添った長期的な基本方針（公害健

康被害予防事業の今後の方向性）」及び「呼吸リハ普及・啓発に関す

る将来ビジョンと今後の課題」に基づき、下記のとおり各種の事業を

展開した。 

 

ア 呼吸リハビリテーション（以下「呼吸リハ」という。）の普及及び

デジタル技術の活用  

 

 

 

 

 

（ア）調査研究の実施  

 令和６年度から実施している第 14 期環境保健調査研究７課題につ

いて、令和６年度に実施した評価委員による年度評価結果等について

研究者に確実にフィードバック及び調整を行い、令和７年度の研究計

画書に反映させた。 

分野 研究課題名 

小児・成人ぜん

息に関する調

査研究 

①高齢ぜん息患者の状況に応じた自己管理手法 

②ライフスタイル適合型デジタルデバイスによ

る気管支喘息の新規管理法の研究と高齢者ぜん

息患者への 

③成人重症ぜん息における生物学的製剤の治療

実態と効果予測因子に関する長期的検討 

COPD に関する

調査研究 

④COPD 身体活動性の長期維持に向けた具体的方

策の探求 

⑤COPD 患者に対する ICT を用いた低頻度外来呼

吸リハビリテーションの効果検証 

気管支ぜん息

等の動向等に

関する調査研

究 

⑥生物学的製剤を使用した若年成人・小児ぜん息

患者の長期予後改善と生産性向上に関する調査

研究 

⑦指定地域を含む地域を対象としたぜん息患者

数の実数把握と予後や併存症に関する調査研究 

 

 上記７課題のうち、治療若しくはリハビリ支援アプリ、又は、呼吸

リハに係る調査研究の採択課題は下記３課題であり、その割合は 43％

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｓ 

 

＜課題と対応＞ 

公害健康被害の予防事業に関する業務は、

第５期中期目標において重要度が高く、困難

度も高い業務とされている。  

その理由は次の３点である。(ⅰ)ぜん息患

者等の治療と自己管理を促進するためには、

呼吸リハをはじめとする医療ツールのデジタ

ル化の研究及び呼吸リハの幅広い普及、並び

に患者ニーズに寄り添うための協働の取組

を、それぞれ進めることが必要であること。

（ⅱ）これらの課題については、ステークホ

ルダーからの強い要望があるとともに、呼吸

リハが必要な患者に対して十分に普及してい

ない実態があり、その普及が極めて重要であ

ること。（ⅲ）薬物療法とは異なり、呼吸リハ

の普及には、医師にとどまらず看護師、理学

療法士、臨床検査技師など多職種の参加が必

要であること。 

このような状況を踏まえ、令和７年度にお

いては、ERCA の業績向上努力により、予防事

業が新たな時代の要請に応える的確で効果的

なものになるよう、患者等との意見交換によ

るニーズの把握、呼吸リハの普及及び専門家

の育成のための事業の重点化並びに関係団体

との連携促進のための取組の拡充を行った。 

その結果、①評価指標“治療若しくはリハ

ビリ支援アプリ、又は、呼吸リハに係る調査

研究の採択課題の割合”は、中期計画値

（28.5％以上の採択割合）の 120％以上であ

る 151％となる採択割合 43％を達成した。ま

た、②評価指標“事業従事者及びコメディカ

ルスタッフ向けの研修受講者数”については、

中期計画値（823人）の120％以上である258％

となる 2,125 人を達成し、過去最大の数値を

更新した。このように、２つの評価指標とも

所期の目標を量的に上回る顕著な成果を上げ

評定 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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・調査研究における

研究管理及び研究実

施のサポート状況 

 

【モニタリング指標】 

・調査研究に係る外

部有識者委員会の評

価点（５段階中平均

3.5／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 調査研究の質

の向上を図るため、調

査研究に係る外部有

識者により、公募のあ

った研究計画に対す

る事前評価と、採択後

の調査研究に対する

年度評価等を実施す

る。 

また、評価結果に加え

て質の向上につなが

る助言を研究実施者

等にフィードバッ 

クし、研究計画に反映

させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）外部有識者によ

る令和６年度評価を

反映した研究計画に

基づき、研究実施をサ

ポートし、年度末には

次年度に向けた年度

評価を実施する。 

また、評価結果に加え

て質の向上につなが

る助言を研究実施者

等にフィードバック

し、令和７年度の研究

及び令和８年度の研

究計画に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査研究における研

究管理及び研究実施

のサポート状況 

 

調査研究に係る外部

有識者委員会の評価

点（５段階中平均 3.5

／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

となった。 

研究課題名 研究概要 

① ライフスタイル適合

型デジタルデバイス

による気管支喘息の

新規管理法の研究と

高齢者ぜん息患者へ

の応用 

デジタルピークフローと連動したスマ

ートフォンアプリを用いて、日々のピ

ークフローの変動や低下と関連してい

るアウトカムの調査などを行い、有用

なツールを社会実装する。 

② COPD 身体活動性の長

期維持に向けた具体

的方策の探求 

患者個々の歩数目標を設定できる自己

管理アプリについて、その有用性の検

証等を行う。歩数以外の因子の変化や

６か月後の歩数変化量に関連する因

子、３年後の身体活動性維持効果など

を検討する。 

③ COPD 患者に対する

ICTを用いた遠隔呼吸

リハビリテーション

の効果検証 

ICT を活用した低頻度介入（通常外来

診療と同程度）の外来呼吸リハビリテ

ーション（非監視下）プログラムを構

築する。 

（資料編Ｐ98_予防１ 調査研究の評価方法について） 

（資料編Ｐ99_予防２ 第 14 期（令和７年度）環境保健分野に係る調査

研究概要） 

 

（イ）調査研究における研究管理及び研究実施のサポート状況 

それぞれの調査研究の内容に精通した ERCA 職員が、研究代表者が主

催する各研究班の会議にオンラインまたは現地訪問により参加し、外

部有識者評価委員による研究採択時の事前評価及び令和６年度の年度

評価の内容を踏まえて確実に進行しているかを確認し、研究の進捗管

理を行った。 

また、２月には令和７年度環境保健調査研究成果発表会を開催し、

外部有識者評価委員による年度評価を実施し、評価結果については、

研究実施者等にフィードバックし、研究報告書及び令和８年度の研究

計画へ反映することで研究成果を最大化できるよう支援を行った。 

令和７年度は研究実施中の段階ではあるが、COPD 患者に対して１日

総歩数目標設定を行うことにより一定期間経過後も歩数が維持されや

すい傾向が示されるなど、今後の COPD 患者への効果的な支援方法とし

ての期待が持てる結果が示されている。 

なお、調査研究に係る会計処理を適正に行うため、調査研究費執行

に係る問合せに対し適切に指導を行った。また、経費の適正な執行を

図るために、調査研究費の支出証拠書類・帳簿、物品等の購入手続、

納入物品の検収方法等に係る実地調査（４か所）を実施した。（11～12

月） 

さらに、第 14 期において自己管理アプリ等の開発に係る研究課題を

た。  

さらに、呼吸リハをより一層推進するため

に、これまでの実績を踏まえて、様々な取組

を実施することとした。まずは、普及の強化

として、高齢者支援施設や薬剤師会への普及

チラシの配布を行った。次に、地方公共団体

の高齢者福祉部門との連携による事業実施や

ICT を活用したサテライト方式による講師確

保を含めた運営方法の多様化の実現、という、

これからの予防事業のモデルとなる取組を行

った。そして呼吸リハの有用性に係るエビデ

ンスをより確かなものとするために国内外調

査を実施し、先進事例や課題等を把握した。

このように、令和７年度はこれまでに無い視

点やアプローチから新たな各種事業を展開

し、質的にも顕著な成果を得られた。  

以上のとおり、中期計画における所期の目

標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得ら

れたことから、自己評価を「Ｓ」とした。  

 

具体の理由としては、以下のとおり。 

 

■所期の目標を量的に上回る顕著な成果  

① 評価指標である“治療若しくはリハビリ

支援アプリ、又は、呼吸リハに係る調査研究

の採択課題の割合”については、高齢ぜん息

患者のデジタルデバイスを用いた自己管理手

法、COPD 患者に対する自己管理アプリの使用

アンケート分析、ICT を用いた呼吸リハの効

果検証という、公害健康被害者のニーズの高

い３つの調査研究を ERCA 職員の伴走支援に

より進め、令和６年度から引き続き中期計画

値（28.5％以上）の 151％となる 43％を達成

するという、量的に顕著な成果を上げた。ま

た、研究実施中の段階ではあるが、COPD 患者

への効果的な支援方法を示唆する調査結果が

示されるなど、質的にも顕著な成果が期待さ

れる。 

 

②－１ 評価指標である“事業従事者及びコ

メディカルスタッフ向けの研修”については、

令和６年度に新たに構築したクラウド型の学
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【モニタリング指標】 

・呼吸リハに係る事

業の参加人数（前中期

目標期間実績：611 人

／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） 呼吸リハに係

る事業の参加人数を

増やすための取組を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）呼吸リハの普及

を図るとともに、当該

事業に係る参加人数

を増やすために、呼吸

リハの現状や課題に

ついて専門家との意

見交換や国内外の知

見の調査に着手する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

呼吸リハに係る事業

の参加人数（前中期目

標期間実績：611人／

年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採択したこと等を踏まえ、委託調査研究契約書を日本版バイ・ドール

制度に適合した内容へと改正した（９月）。 

 

 

（ウ）呼吸リハに係る事業の実施 

① 直轄事業 

・呼吸リハの現状や課題についての専門家との意見交換を踏まえ、

呼吸リハに関する海外の先進的な取組や制度設計、地域連携の

実践事例の体系的な把握を目的とした国内外調査について調査

項目等の検討を進め、文献調査を行うとともに、１月に、多職種

連携によるプログラム提供が進んでいるベルギーとイギリス、

世界的に見て先進的なプログラムが提供されているオランダの

計３か国にて現地調査を実施し、現地の医療機関や大学、研究機

関に対するヒアリングや視察等の結果、日本における呼吸リハ

に関する認知度や診療制度、環境整備などの課題を把握した。 

 

・令和６年度に制作した呼吸リハの普及・啓発チラシ及びポスタ

ーの広報のため、様々なステークホルダーと連携した。 

・厚生労働省老健局の協力を得て、都道府県を通じ全国約 5,500 か

所の地域包括支援センターへチラシデータをメールにて提供し

た。その結果、メールを受けた地域包括支援センター及び市町村

担当部署 64 か所からの要望があり、同チラシ約１万５千部を配

布した。 

・各地域の薬剤師会からの要望に応じ、同チラシを東京都薬剤師

会へ約４万５千部、大阪府薬剤師会へ約３万６千部、神奈川県薬

剤師会へ 100 部、それぞれ配布を行った。 

 

・呼吸リハの普及に向け、地域における高齢者を取り巻く状況を

把握するため、２地方公共団体へのヒアリングを実施し、地域包

括支援センターや老人いこいの家等の高齢者を対象とした施設

と関係構築を進め、地方公共団体による事業の視察及び参加者

へのヒアリングを実施し、地方公共団体の高齢者福祉部門の地

域における役割や事業の実施状況の把握を行った。これらを踏

まえて、施設との連携事業として高齢者を対象とした肺機能測

定や呼吸筋ストレッチ体操による事業を実施した（３月）。地域

住民からの参加申し込みは事業定員（20 名）の２倍以上あるほ

ど関心が高く、また参加者アンケートでは回答者全員から「役立

つ情報が得られた」又は「やや得られた」の回答を得ており有意

義なものであった。 

 

・地域で地方公共団体や医療機関、医療従事者等と連携して呼吸

リハに取り組んでいる関係団体（みずしま財団、あおぞら財団）

習管理システムの活用やより実践的な内容へ

の改善、学会及び医療関係団体への働きかけ

による周知拡大、医療関連資格の取得・更新

に必要な単位取得講座として研修としての認

定の追加などの取組を重ねた結果、評価指標

である研修受講者数は、中期計画値（823 人）

の 258％となる 2,125 人を達成するという過

去最大の数値を更新する、量的に顕著な成果

を上げた。 

 

②－２ また、直轄事業において、医療従事

者、公害患者の会及び COPD 障害者団体等のス

テークホルダーと協働で肺機能測定や呼吸リ

ハ体験会を実施した結果、モニタリング指標

である“呼吸リハに係る事業の参加人数”に

ついても、助成事業とあわせて、中期計画値

（611 人）の 432％となる 2,639 人という、量

的に顕著な成果を上げた。  

  

■所期の目標を質的に上回る顕著な成果  

【自主的な取組による創意工夫】  

① 呼吸リハをより一層推進していくため

に、ERCA の自主的な取組として、海外の先進

的な取組や制度設計、地域連携の実践事例の

体系的な把握を目的として国内外調査を実施

した。本調査にて収集した知見により現状の

国内における呼吸リハに関する認知度や診療

制度、環境整備などの課題が明確化され、関

係機関との連携や普及に向けた取組等、今後

の事業展開の方向性の検討に大きく寄与する

ものとなるなど、質的に顕著な成果を上げた。 

 

② オンライン化等による呼吸リハの普及や

患者ニーズに寄り添える協働の取組の拡大を

計画的に進めた。ERCA の自主的な取組とし

て、これまでに無い多様なステークホルダー

との連携として、呼吸リハの普及・啓発チラ

シを厚生労働省老健局の協力を得て、地域包

括支援センターへの周知を図るとともに、各

地域の薬剤師会からの要望に応じてチラシの

配布を行った。また、地域における高齢者を

取り巻く状況を把握するため、２地方公共団
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に委託し、西日本地域の 11 地方公共団体の高齢者福祉部門等に

対する呼吸リハの事業化に向けた働きかけ（ヒアリング及び情

報交換等）を初めての試みとして実施した（１～３月）。 

 

・公害患者の会と協働で肺機能測定や呼吸リハに係る事業を実施

した。プログラムのうち講演及び呼吸筋ストレッチ体操の実施

に当たっては、メイン会場である大阪市と全国３会場（川崎市、

名古屋市、岡山市）をオンラインでつなぐサテライト方式を初め

て取り入れ、肺機能測定や個別指導は各会場において対面方式

で行った（９月）。メイン会場とつないだ３会場においても、講

演の聴講や質疑応答等を快適に行うことができた。1 名の講師で

複数会場にて開催が可能となることで、講師及び補助講師であ

る理学療法士等の確保のしやすさのほか、遠方の参加者に対す

る利便性の向上や運営面における事務手続きの効率化など、サ

テライト方式におけるメリットを明らかにすることができた。

今後は運営方法やメリット等を取りまとめ、呼吸リハ事業実施

の新たな手法として、地方公共団体に展開・共有していく予定で

ある。また、COPD 障害者団体と協働で都内（10 月）にて肺機能

測定に係る事業を実施した。２事業あわせて 139 名の参加があ

った。 

 

・呼吸リハに係る効果及び読者が自宅で実践できる情報等を主に

提供する「第 60 号すこやかライフ」を令和８年２月に発刊した。 

・また、ウェブ版すこやかライフにおいて、時季に応じた情報及び

セルフマネジメントについての最新の知見等を掲載することに

より、患者、家族、それらを支える医師・コメディカルスタッフ

のニーズに応える正しい知識のタイムリーな普及啓発を積極的

に進めた。 

 

② 助成事業 

・地方公共団体へのヒアリングや指導調査等を通じて呼吸リハに

係る周知を行ってきた結果、呼吸リハに係る事業が大幅に増加

した。 

・令和６年度までのパッケージ支援の成果として、新たに板橋区

が呼吸リハに係る事業を開始した。 

呼吸リハに係る事業 

実施地方公共団体数 24 団体（23 団体） 

事業数 41 事業（40 事業） 

参加者数 2,477 人（2,240 人） 

※（ ）内は令和６年度実績 

 

 ・パッケージ支援事業（ERCA から事業の企画や運営方法に係る助

体において、これまで直接やり取りをしてい

た予防事業担当部局に加えて、高齢者福祉部

門と意見交換等を行う機会を確保し、地域包

括支援センターや老人いこいの家等の高齢者

を対象とした施設における利用者層や事業実

施状況等を把握するとともに、高齢者福祉部

門や施設との関係の構築を進め、地域の高齢

者を対象とした事業実施に繋げた。特に、高

齢者を対象とする施設との連携による事業は

地域住民から非常に高い関心を受けた有意義

なものであり、地方公共団体にとって有用な

モデルとなりうるものである。これらの新た

な取組により、高齢者に対する COPD や呼吸リ

ハの認知度・関心の向上を図るなど、質的に

顕著な成果を上げた。 

 

③ 人手不足に悩む地方公共団体と NPO との

連携による呼吸リハ等の優良事例の創出と、

その横展開を促すため、ERCA の自主的な取組

として、地方公共団体の実務者連絡会議にお

いて、大阪市内の患者団体・NPO と連携し、サ

テライト方式を初めて取り入れた肺機能測定

や呼吸リハに係る事業や、板橋区等の先進的

な取組について発表の場を設けた。地方公共

団体が事業を実施するに当たり、講師等の確

保や事務手続の効率化は大きな課題となって

いるが、サテライト方式はこれらの課題を解

決する有用なモデルであり、今後広く活用さ

れることが期待できる。また、地域で多様な

ステークホルダーと連携して呼吸リハに取り

組んでいる関係団体による、地方公共団体の

高齢者福祉部門に対して呼吸リハの事業化に

向けた働きかけを初めて行った。これらの取

組により、これまで構築した人的ネットワー

クや組織的な協力体制を基盤として、助成事

業の実施方法や実施体制の強化・充実のため

の支援を図るなど、質的に顕著な成果を上げ

た。 

 

【目標策定時に想定した以上の政策実現に対

する寄与】 

① 調査研究については、公害健康被害者の
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【評価指標2-2-1】 

・事業従事者・コメデ

ィカルスタッフ向け

研修の受講者数 平

均823人／年（前中期

目標期間実績：平均

823人／年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事業従事者・コメ

ディカルスタッフ向

け研修の受講者数を

前中期目標期間の平

均値823人／年以上と

するために、以下の取

組を行う。 

 

 

（ア） 最新のガイド

ライン等の研修内容

への反映状況を専門

医に確認しつつ、受講

者のアンケート結果

も参考にした上で、適

宜研修内容の更新を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事業従事者・コメ

ディカルスタッフ向

け研修の受講者数を

前中期目標期間の平

均値以上とするため

に、デジタル技術の積

極的な活用を図りつ

つ、以下の取組を行

う。 

（ア）最新のガイドラ

イン等の研修内容へ

の反映状況を専門医

に確認しつつ受講者

のアンケート結果も

参考にした上で、適宜

研修内容の更新を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業従事者・コメディ

カルスタッフ向け研

修の受講者数（前中期

目標期間実績：平均

823 人／年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

言、講師の選定、オンライン事業の配信補助や肺機能測定の機材

準備等の支援）として東海市（６月）及び四日市市（10 月）に

実施し、計 212 名の参加があった。 

 

 

イ 事業従事者・コメディカルスタッフ向け研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）研修の実施 

地方公共団体が主催するソフト３事業（健康相談事業、健康診査事

業、機能訓練事業）の事業従事者（地方公共団体職員）等を対象に、

予防事業への理解を深め、事業実施に必要な知識及び技術を理論的・

実践的に習得することを目的に研修を実施した。 

研修実施に当たっては、全６研修・32講座のうち、オンライン用に

最新のガイドライン及び知見を反映させるため再収録を４講座行っ

た。また、令和６年度に新たに構築したクラウド型の学習管理システ

ム（Learning Management System）を引き続き活用することで、研修

の受講管理及び進捗管理並びに事業実施に係る費用の効率化を図ると

ともに、令和６年度受講者からの要望を踏まえ再生速度変更機能やロ

グインＩＤ設定機能の改修を行うことによりユーザビリティの向上を

図った。  

また、研修の参加募集の広報について、（一社）日本呼吸ケア・リ

ハビリテーション学会等の各種関連学会を通じて積極的に行った。 

その結果、事業従事者への研修（ソフト３事業研修及び保健指導研

修等）の受講者数は155人。コメディカルスタッフ（看護師、保健

師、薬剤師など）への研修も含めると全受講者数は、2,125人となっ

た。 

また、過去の参加者のアンケート結果を踏まえて令和５年度から実

施している、呼吸ケア・リハビリテーション手技実習会は、これまで

の関西地方（神戸市、８月）及び関東地方（川崎市、９月）での開催

に加えて、新たに九州地方（福岡市、10月）を含めた計３回を開催し

た。 

さらに、令和６年度に引き続き、患者団体と協働で倉敷市水島地域

において、行政とNPO等との連携促進をテーマにした講座を行うとと

もに、呼吸リハの指導に要する医学スキル向上のための研修を実施し

た（11月６日～７日）。 

ニーズの高い３つの調査研究課題に着手する

量的な拡大を図るとともに、それぞれの調査

研究の内容に精通した ERCA 職員が呼吸器系

疾病の医師等の研究代表者主催の班会議にオ

ンライン等で参加し、外部有識者評価委員の

意見や評価結果等を確実に研究に浸透させ、

個別の相談を重ねるなど、研究管理及び研究

実施の支援を確実に行った。その結果、モニ

タリング指標である外部有識者による年度評

価結果について、中期目標の基準値である全

７課題平均 3.5 点を上回る 3.8 点を獲得する

という、目標策定時に想定した以上の政策実

現に対して寄与する質的に顕著な成果を上げ

た。 

 

② 呼吸リハなどへの事業従事者及びコメデ

ィカルスタッフ向けの研修については、実践

的な研修内容の改善等を進めた結果、研修受

講者へのアンケートにおいて、高い満足度（５

段階評価のうち、上位２段階の評価比率：

98％）を獲得するとともに、研修受講者の所

属上長へのアンケート（今後の業務に研修内

容を活用できるかとの質問）においても高い

評価（87％が今後の業務に活用できる。）を得

た。地方公共団体等は独自で保健施策推進等

のために研修を行う例は少ないことから、受

講者から高い評価を得たことは、予防事業推

進の質の向上はもとより、地域保健活動等の

質的な発展にも大きく寄与するものと考えら

れる。 

また、高齢者の COPD は、肺の病変のみにと

どまらず心理面・社会面を含めた様々な障害

を生じさせるため、これらに効果的な呼吸リ

ハに係る事業の実施は、高齢者の健康回復を

包括的に支援する地域の医療ネットワークの

機能強化にも寄与するという、目標策定時に

想定した以上の政策実現に対して、質的に顕

著な成果を上げた。  

 

＜課題と対応＞  

令和７年度は国内外調査や各種事業等の新た

な取組を進め、呼吸リハ普及に係る知見を積
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（イ） 学会及び医療

関係団体との連携を

強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）学会及び医療関

係団体との連携を強

化する。 

a 研修実施に係る周

知への協力を学会及

び医療関係団体に働

きかける。 

b 研修の受講が学会

及び医療関係団体の

認定する資格の取得

に必要な単位の対象

講座として認定され

るよう働きかける。 

c 学会と協力し、専門

家を対象としたセミ

ナー等において、科学

的知見に基づく呼吸

リハの効果を周知す

るとともに、研修受講

者の拡大を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修別の受講者数は、次表のとおりである。 

研修名 受講者数 

ソフト３事業研修 22人 

保健指導研修 42人 

ぜん息患者教育スタッフ養成研修 一回目：426人 

二回目：149人 

アレルギー指導研修 一回目：332人 

二回目：164人 

呼吸ケア・リハビリテーションスタ

ッフ養成研修 

821人 

呼吸ケア・リハビリテーション手技

実習会（参集形式） 

神戸開催：７人 

川崎開催：32人 

福岡開催：21人 

呼吸ケア・リハビリテーション指導

者養成研修（１泊２日参集形式） 

18人 

環境改善研修 91人 

計 2,125人 

（資料編Ｐ101_予防３ 令和７年度 研修事業実施状況） 

 

（イ）学会及び医療関係団体との連携強化 

呼吸ケア・リハビリテーションスタッフ養成研修等については、以

下の専門医認定取得・更新に必要な単位の対象講座として認定を受け

た。 

＜専門医認定の概要（参考情報）＞ 

名称 認定団体 対象講座認定時期 

①呼吸ケア指導士 （一社）日本呼吸ケア・

リハビリテーション学

会 

平成 25 年度～ 

②小児アレルギー

エデュケーター 

（一社）日本小児臨床ア

レルギー学会 

令和５年度～ 

③３学会合同呼吸

療法認定士 

（一社）日本胸部外科学

会、（一社）日本呼吸器

学会及び（公社）日本麻

酔科学会の合同認定委

員会 

令和６年度～ 

特に呼吸ケア指導士については、認定取得に 50 単位以上の取得が必

要とされる中で、単位取得基準を踏まえて研修カリキュラムを見直し、

これまでの 15 単位の 1.5 倍となる 22.5 単位を取得できるように改め

た。 

これらの取組により、予防事業の研修認知度の向上が期待でき、研

修修了者の活躍の幅が大きく広がることなど、予防事業対象地域をは

じめとした地域医療の質の向上につながる成果を得られた。 

み重ねることができた。今後は集積した知見

やエビデンスに基づき、呼吸リハ普及に向け

た課題について重点的に対応を図る。 

具体的には、関連学会等での広報やステーク

ホルダーとの連携事業等により、呼吸リハに

関する情報発信、認知度向上を図るとともに、

海外調査で把握した課題等を踏まえ、令和８

年度に公募予定の第 15 期調査研究テーマを

検討する。 
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【評価指標2-2-1】 

・医療従事者・NPO等

のステークホルダー

との協働事業の促進

状況 

 

【モニタリング指標】 

・医療従事者・NPO等

のステークホルダー

との協働の取組状況 

 

＜目標水準の考え方

＞ 

ぜん息患者等の治療

と自己管理を促進す

るためには、呼吸リハ

をはじめとする医療

ツールのデジタル化

に関する研究が必要

であるため、調査研究

の公募について、治療

又はリハビリ支援ア

プリ、呼吸リハに係る

採択課題の割合を前

中期目標期間実績の

平均値より50％以上

増 加 さ せ た 平 均

28.5％以上を目指す

設定とする。 

また、呼吸リハの幅広

い普及を目指し、オン

ライン化により前中

期目標期間中に急増

させた事業従事者・コ

メディカルスタッフ

向け研修の受講者数

平均823人／年を維持

する設定とする。 

さらに、患者のニーズ

に寄り添えるよう協

働の取組を促す。 

 

 

ウ 医療従事者・NPO等

のステークホルダー

との協働事業を促進

するために、以下の取

組を行う。 

（ア） 地方公共団体

に協働事業モデル及

び優良事例について

の情報共有や働きか

けを行うことにより、

地方公共団体とステ

ークホルダーとの協

働事業の実施を促進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 高齢者支援を

行う団体と情報交換

を行い、予防事業に有

用な方法等に関する

情報について精査し

た上で地方公共団体

やステークホルダー

に対して情報共有や

働きかけを行う。 

 

 

ウ 医療従事者・NPO

等のステークホルダ

ーとの協働事業を促

進するために、以下の

取組を行う。 

（ア）地方公共団体に

協働事業モデル及び

優良事例についての

情報共有や働きかけ

を行うことにより、地

方公共団体とステー

クホルダーとの協働

事業の実施を促進す

る。 

さらに、より一層の促

進のために機構自ら

が患者団体等に働き

かけを行い、地方公共

団体のモデルとなる

協働事業を実施する。 

 

（イ）高齢者支援を行

う団体と情報交換を

行い、予防事業に有用

な方法等に関する情

報について精査した

上で地方公共団体や

ステークホルダーに

対して情報共有や働

きかけを行う。 

 

 

医療従事者・NPO等の

ステークホルダーと

の協働事業の促進状

況 

 

医療従事者・NPO等の

ステークホルダーと

の協働の取組状況 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

ウ 医療従事者・NPO 等のステークホルダーとの協働事業の促進 

 

 

 

 

（ア）地方公共団体とステークホルダーとの協働事業の促進： 

地方公共団体の実務者連絡会議（12 月）において、サテライト方式

を活用した呼吸リハ事業や、パッケージ支援を活用することにより、

呼吸リハ事業を助成事業化した地方公共団体の取組等について発表の

場を設け、地方公共団体に共有することで今後の助成事業への横展開

を促した。また、会場での出席者に対して呼吸測定の体験会を行うこ

とにより、呼吸の仕組みについての理解を深めるとともに、深くゆっ

くりとした呼吸を行うための呼吸リハビリテーションの一環である呼

吸筋ストレッチ体操に対する認識の醸成につなげた。 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）高齢者支援を行う団体との情報交換 

公害健康被害補償制度と関係の深い患者団体及びぜん息・COPD の予

防・健康回復のために活動する９つの NPO 法人等との予防事業に関す

る意見交換会を行った（12 月）。意見交換会では、ERCA が主導する肺

機能測定や呼吸筋ストレッチ体操の普及策やアプリ研究開発の有用性

に期待する意見が、複数の団体から寄せられた。 

また、うち５つの団体とは対面又はオンラインで、患者のニーズや

今後の協働事業に向けた意見交換を行った。その内容を踏まえ、初め

ての試みとして、呼吸リハの普及に取り組んでいる財団法人への委託

により、西日本地域の 11 地方公共団体の高齢者福祉部門等に対する呼

吸リハの事業化に向けた働きかけを実施した（１～３月、再掲）。 

（資料編 102_予防４ 意見交換を実施した団体） 

 

エ その他予防事業の実施状況 

（ア）助成事業の実施 

① ソフト３事業参加者数 

 ・地方公共団体からの予防事業実施の要望を受け、遅滞なく交付決

定を行った。ソフト３事業の参加者数は 93,480 人（呼吸リハに係る

2,477 人を含む。）となった。 
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＜想定される外部要

因＞ 

前中期目標期間にお

いては、新型コロナウ

イルス感染症の影響

で地方公共団体にお

ける事業の実施が困

難となり、ぜん息患者

等が事業に参加でき

ない状況が生じた。同

様に、災害や感染症の

蔓延等、地方公共団体

の事業に著しい影響

を与える外部要因が

生じた場合には、評価

において適切に考慮

することが必要であ

る。 

 

② 実務者連絡会議の実施 

 ・地方公共団体の予防事業担当者（実務者）を対象とした実務者連

絡会議を 12 月に実施した。実務者連絡会議では、助成金手続に係る

案内に加え、令和６年度に引き続き、呼吸リハの専門家を招聘し、

ぜん息・COPD をはじめとする呼吸器疾患患者に対する呼吸リハビリ

テーションの有用性について講演を行った。また、板橋区から、ERCA

のパッケージ支援を経て、令和７年度から新たに呼吸リハを助成事

業として開始した実例について発表いただいた。これにより地方公

共団体による呼吸リハに係る事業の促進及び質の向上が期待され

る。 

 

③ パッケージ支援事業 

 ・パッケージ支援事業（ERCA から事業の企画や運営方法に係る助言、

講師の選定、オンライン事業の配信補助や肺機能測定の機材準備等

の支援）として２地方公共団体２事業を実施（６月：東海市、10 月：

四日市市）。なお、２事業について、延べ６人の人材バンク登録者

を派遣した。 

 

④ ERCA 予防事業人材バンク 

 ・人材バンク登録者にアンケート調査を行い、登録継続の意思を確

認した（～８月）。今後、直近１年間の活動状況も含め名簿に取り

まとめ地方公共団体に提供する予定である。また、地方公共団体及

び人材バンク登録者に、人材バンク制度を利用した優良事例を共有

することで、人材バンクの更なる活用、人材バンクへの登録継続及

び今後の予防事業への協力を促した。（人材バンク登録者数 147 名

（成人向け：124 名、小児向け：23 名）） 

 

⑤ 事務指導（指導調査）の実施 

 ・助成金の適正な執行を図るために、支出証拠書類・帳簿、物品等

の購入手続等に係る指導調査を実施した。併せて調査実施先の地方

公共団体における助成事業の実施にあたり抱えている課題等をヒア

リングし、事業の実施に係る助言を行った（計９か所）。また、地

方公共団体に関する対応については、これまでの業務を通じて蓄積

した知見やデータに加えて、生成 AI アシスタント（Microsoft 

Copilot）を情報収集の足がかりとして活用し回答案を作成するなど

して、迅速かつ適切に回答を行った。 

 

（資料編Ｐ103_予防５ 令和７年度 ソフト３事業等実施状況） 

（資料編Ｐ104_予防６ ソフト３事業の事業実施効果の測定・把握のた

めの調査及び事業改善に向けた検討状況） 

（資料編Ｐ105_予防７ ソフト３事業の事業実施効果の測定・把握のた
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めの調査報告 －抜粋－（令和７年度本格調査

結果 －中間報告－）） 

 

（イ）知識の普及・情報提供事業 

① Web・SNS を用いた情報提供 

 ・ぜん息・COPD プラットフォーム及び SNS 等の運用に当たっては、

時宜を得たテーマ設定とターゲット層を意識したツイートの発信、

ホームページへの情報掲載、メールマガジンの配信を、効果的に組

み合わせて行うことにより、必要な情報が確実に読み手に届くよう

努めた。特に、SNS（X 旧 Twitter）については、ぜん息等の発症予

防に必要な情報などの積極的かつ継続的な情報提供を 191 回（令和

６年度 148 回）行った。 

 ・ホームページに掲載している「日本の大気汚染の歴史」を更に充

実した内容にリニューアルするために文献調査及び現地調査を実施

するとともに、調査結果を活用して新たなコンテンツを設けるため

の調整、検討を行った。 

 

② パンフレット等の配布状況 

 ・パンフレット、ノベルティ、DVD の配布に当たっては、オンライン

による申込みと PDF の閲覧及びダウンロードを促して効率化を図る

とともに、「モニター越しだと見づらい、文字が読みづらい」とい

うアンケート結果や意見を踏まえて一定の読者層には引き続き現物

配布を組み合わせることにより、効果的に情報提供を行った。 

  

 パンフレット等の配布先と配布数は、次表のとおり。 

配布先 配布数 

地方公共団体（保健所、学校含む。） 約８万部 

医療機関 約 21 万部 

個人等 約７万部 

計 約 36 万部 

 

・パンフレット等には、患者、医師、コメディカルスタッフに役立

つ、最新の正しい医学的知見・情報を分かりやすく掲載しているこ

とから、パンフレット等の記事の転載依頼について、100 件（令和

６年度 123 件）の申込みがあったことは、ERCA のパンフレット等が

社会において幅広く活用されていることを示している。 

 

③ ぜん息・COPD 電話相談室 

 ・ぜん息・COPD 電話相談室の運営においては、ぜん息・COPD の患者

に寄り添う方針のもと、看護師及び専門医によるフリーダイヤルを

通年開設し、776 件（令和６年度 966 件）の相談に対応した。 
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④ 一般向け e ラーニング 

 ・保健師、看護師等の医療従事者を対象に、アトピー、食物アレル

ギー等の患者教育に必要な実践的な知識・技能について学ぶ e ラー

ニングに関して、令和６年度に構築した学習管理システム（Learning 

Management System）を活用し、引き続き配信を行った（厚生労働省

のアレルギーポータルサイトとも連携）。 

 

（資料編Ｐ107_予防８ 令和７年度 知識の普及事業実施状況） 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 
４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－３ 石綿による健康被害の救済 

業務に関連する政策・施

策 

－ 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

石綿による健康被害の救済に関する法律（平成 18 年法律第４号）第４条、第５ 

条、第７条、第９条、第 10 条、第 16 条、第 18 条、第 19 条、第 20 条、第 22

条、第 23 条、第 24 条及び第 79 条の２ 

石綿による健康被害の救済に関する法律の一部を改正する法律（平成 23 年法律

第 104 号）附則第３条 

独立行政法人環境再生保全機構法第 10 条第１項第７号 

当該項目の重要度、困難

度 

＜重要度：高＞救済制度は、石綿による健康被害の特殊性に鑑

み、因果関係を問わず、社会全体で石綿健康被害

者の経済的負担の軽減を図ることを目的として制

度化されたものであることから、被認定者が安心

して医療を受けられることが極めて重要であるた

め。 

＜重要度：高＞中皮腫等石綿による疾病の予後が悪いことを特に

考慮し、石綿健康被害者の迅速な救済を図るため

には、認定申請から認定等決定までの処理が速や

かに行われることが極めて重要であるため。 

＜困難度：高＞救済制度への申請は、大幅に増加した前中期目標

期間と同水準で推移又は更なる増加が想定される

とともに、認定等決定までの処理日数には環境省

における医学的判定に係る処理日数が含まれるこ

とも考慮しつつ、石綿健康被害者の認定及び救済

給付の支給を速やかかつ正確に実施する必要があ

るため。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

８．環境保健対策の推進 

 ８－３．石綿健康被害救済対策 

 

（予算事業 ID：017942） 

注 1）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 ② 主要なアウトプット（アウトカム）情報  

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期

間最終年度値

等） 

令和 

６年度 

 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

＜評価指標＞  予算額（千円） 6,243,178 6,720,587    

被認定者の医療の

受けやすさに関す

る満足度  平均

82％（前中期目標

期間実績 ：平均

前中期目標期

間実績の平均

値である 82％

以上とする。 

前中期目標期間

実績：平均 82

％ 82％ 90％    

 決算額（千円） 5,989,351 5,544,448    
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82％） 

療養中の方及び未

申請死亡者の遺族

からの認定申請・

請求から認定等決

定までの処理日数 

当中期目標期間の

最終年度までに平

均131日以内（前

中期目標期間実

績：平均164日） 

前中期目標期

間実績の平均

値より短縮

し、当中期目

標期間の最終

年度までに平

均 131 日以内

とする。 

前中期目標期間

実績：平均 164

日 

111 日 87 日    

 経常費用（千円） 

 

6,021,429 5,481,961    

＜モニタリング指標＞  経常利益（千円） 

 

－ －    

認定等決定から初

回療養手当の支給

までの処理日数 

平均17日（前中期

目標期間実績：平

均17日） 

－ 

前中期目標期間

実績：平均 17 日 

16 日 17 日    

 行政コスト（千円） 6,021,585 5,481,961    

医療従事者向けセ

ミナー等実施回数 

（前中期目標期間

実績：平均７回／

年） 

－ 

前中期目標期間

実績：平均７回

／年 ８回 ７回    

 従事人員数 

 

29 30    

 

最新の医学的判定

の考え方を周知す

る救済制度の診断

実績のある医療機

関数（前中期目標

期間実績：2,036 

病院） 

－ 

前中期目標期間

実績：2,036病院 

2,196 病院 2,293 病院    

電話・窓口相談の

件数 

（前中期目標期間

実績：平均 6,537 

件／年） 

－ 

前中期目標期間

実績：平均6,537 

件／年 6,011 件 6,009 件    

救済制度の広報回

数（前中期目標期

間実績：平均 594 

回／年） 

－ 

前中期目標期間

実績：平均 594 

回／年 

690 回 1,758 回    

労災保険制度等の

対象となり得る申
－ 

前中期目標期間

実績：平均 12 
12 回 12 回    
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請についての厚生

労働省への情報提

供回数 

（前中期目標期間

実績：平均12回／

年） 

回／年 

保健所等担当者説

明会、地方公共団

体研修会等での制

度説明会実施回数 

（前中期目標期間

実績：平均５回／

年） 

－ 

前中期目標期間

実績：平均５回

／年 

６回 ３回    

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）石綿による健康被

害の救済 

【評価指標2-3-1】 

被認定者の医療の受け

やすさに関する満足度

平均82％（前中期目標期

間実績：平均82％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）石綿による健康被

害の救済 

 

ア 被認定者の医療の受

けやすさに関する満足

度を前中期目標期間実

績の平均値である82％

以上とするために、以下

の取組を行う。 

 

 

 

（ア） 医療手帳の交付

を受けた被認定者が医

療を受けやすいように、

医療機関等に対して、救

済制度の医療費負担の

仕組みについて周知を

行うとともに、各種問合

せにも丁寧に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 被認定者の医療の受

けやすさに関する満足

度を前中期目標期間実

績の平均値である 82％

以上とするために、以下

の取組を行う。 

 

 

 

（ア）医療手帳の交付を

受けた被認定者が医療

を受けやすいように、被

認定者に対して、医療手

帳の利用に関する案内

を丁寧に行う。また、被

認定者が受診する医療

機関等に対して、医療手

帳の交付の前後で異な

る医療費の請求や支給

の流れ等、救済制度の医

療費負担の仕組みに関

するパンフレット等を

配布し、各種問合せにも

丁寧に対応する。さら

に、医療機関等に対し

て、給付の仕組みを説明

するとともに、石綿健康

被害者が医療費請求等

の手続を行う際の配慮

についても依頼する。 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

被認定者の医療の受け

やすさに関する満足度

（前中期目標期間実績：

平均82％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

ア 被認定者の医療の受けやすさに関する満足度 

令和７年度４月に実施した石綿健康被害救済制度におけ

る制度利用アンケートにおいて、医療手帳の交付を受けて、

手帳使用前よりも医療が受けやすくなったとの回答を得ら

れた割合は、90％となった（回答対象者数 1,285 人）。アン

ケートでは、「手帳を持っていると安心感がある。」「病院窓

口での支払いがより迅速になった。」などの声を頂いた。 

被認定者への取組については以下のとおり。 

 

（ア）医療の受けやすさに資する取組 

① 医療手帳の使い方等のご案内 

医療手帳の交付を受けた被認定者に対して、手帳の使い方

や手帳交付前の医療費請求に関する案内資料を送付し、丁寧

に説明を行った。 

また、救済制度の取扱い実績のなかった医療機関のほか、

薬局・訪問看護ステーションに対して協力依頼を行うことで

被認定者がより医療を受けやすい環境整備を図った。 

（医療機関：206 か所（平成 25 年度からの累計 1,758 か所）、

薬局等：313 か所（令和６年度からの累計 717 か所）） 

 

②「がん相談支援センター」等との連携 

石綿健康被害者への情報提供として、認定申請の手引きの

中で全国の「がん診療連携拠点病院」等に設置されている「が

ん相談支援センター」の案内を開始したことを受け、患者や

医療手帳の交付を受けた被認定者が医療を受けやすいよう

に、「がん相談支援センター」の相談員に対して救済制度の

説明を行うとともに、石綿関連疾患が重篤であることを踏ま

えた心理的・経済的な負担への相談、申請時や,認定後に交

付される医療手帳の使い方等について丁寧な対応を依頼し

た。引き続き、患者やご家族が悩みごとを解決するための糸

口を見つけられるよう、医師、薬剤師、看護師、医療ソーシ

ャルワーカー等、院内のスタッフへの協力を促し、医療の受

けやすさの向上を図った（５か所）。 

また、医療の受けやすさの観点から他制度の運用を参考に

するため、医薬品副作用被害救済制度を運用する独立行政法

人医薬品医療機器総合機構との意見交換会を 12 月 19 日に

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ  

 

療養中の方及び未申請死亡者の遺族からの認定申請・

請求から認定等決定までの処理日数について、当中期目

標期間の最終年度までに前中期目標期間実績の平均値

より 20％以上短縮した平均 131 日以内とする業務は、

重要度が高く、困難度も高い業務とされている。令和７

年度においては、中期目標期間の最終年度の設定値 131

日を達成し、さらに約 34％縮減する 87 日で処理できた。 

また、重要度が高い業務とされている評価指標“被認

定者の医療の受けやすさに関する満足度”については、

前中期目標期間実績の平均値を達成し、さらに８％上回

る 90％となった。 

 以下のとおり、中期計画における所期の目標を量的に

上回る成果が得られたと考えることから、自己評価を

「Ａ」とした。 

 

① 認定等決定までの処理日数 

環境大臣への医学的事項の判定申出前に申請者に代

わって判定に必要な資料の収集に努めるとともに、認定

等決定までの事務手続の電子化を進めることにより効

率化を図った。また、認定等処理の迅速化のためには最

新の医学的判定の考え方等への理解が重要であること

から、令和６年度までに救済制度において診断実績のあ

った医療機関等に対して、医師、医療機関向け手引を送

付した。 

これらの取組により、認定等決定までの処理日数は、

令和６年度の処理日数 111 日から大幅に短縮して、中期

目標期間の最終年度の設定値 131 日を達成し、さらに約

34％縮減する 87 日で処理できた。 

② 医療の受けやすさに関する満足度 

医療手帳の交付を受けた被認定者や医療機関、薬局等

に対する継続的な取組として、医療手帳の使い方などに

ついて丁寧に説明するとともに、「がん相談支援センタ

ー」へ協力依頼を行うことなどにより、制度利用アンケ

ートにおいては、被認定者の医療の受けやすさに関する

満足度について、前中期目標期間実績の平均値を達成

し、さらに 8％上回る 90％となった。 

評定  

 ＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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【モニタリング指標】 

・認定等決定から初回

療養手当の支給までの

処理日数 平均17日（前

中期目標期間実績：平均

17日） 

 

＜目標水準の考え方＞ 

被認定者の医療の受け

やすさに関する満足度

は、被認定者の制度利用

アンケート調査におい

て、医療手帳の交付を受

けて以前よりも医療が

受けやすくなったとの

回答を得られた割合と

し、前中期目標期間実績

の平均値82％以上を目

指す設定とする。 

 

【評価指標2-3-2】 

療養中の方及び未申請

死亡者の遺族からの認

定申請・請求から認定等

決定までの処理日数   

当中期目標期間の最

終年度までに平均131日

以内（前中期目標期間実

績：平均164日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 認定通知作業と

並行して請求書類の確

認を行うなど、認定後に

救済給付の支給を速や

かに行うための支給審

査に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 療養中の方及び未申

請死亡者の遺族からの

認定申請・請求から認定

等決定までの処理日数

を前中期目標期間実績

の平均値より短縮し、当

中期目標期間の最終年

度までに平均131日以内

とするために、以下の取

組を行う。 

 

 

 

 

 

（ア） 申請・請求段階

から医療機関と緊密に

 

 

 

 

 

（イ）被認定者の経済的

負担の軽減につながる

ように、認定通知作業と

並行して請求書類の確

認を行うなど、認定後に

救済給付の支給を速や

かに行うための支給審

査に努める。また、医療

費の支払に関する業務

の円滑化を図るため、社

会保険診療報酬支払基

金等と意見交換を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 療養中の方及び未申

請死亡者の遺族からの

認定申請・請求から認定

等決定までの処理日数

を前中期目標期間実績

の平均値より短縮し、当

中期目標期間の最終年

度までに平均 131 日以

内とするために、以下の

取組を行う。 

 

 

 

 

 

（ア）申請・請求段階か

ら医療機関と緊密に連

 

 

 

 

 

・認定等決定から初回

療養手当の支給までの

処理日数（前中期目標期

間実績：平均 17 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療養中の方及び未申請

死亡者の遺族からの認

定申請・請求から認定等

決定までの処理日数（当

中期目標期間の最終年

度までに平均 131 日以

内）（前中期目標期間実

績：平均 164 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催した。 

 

（資料編 P110_石綿１ 被認定者等アンケート概要（令和７

年度）） 

 

（イ）速やかな支給のための取組 

被認定者等に対し約 47 億 4,737 万円、43,323 件（令和６

年度比：支給額 約 8.7％減、件数 約 2.7％増）の支給を

行った。（令和６年度：約 51 億 9,790 万円、42,195 件） 

初回療養手当に係る認定から支給までの処理日数につい

ては、認定後速やかに支給手続を進めたほか、被認定者から

の各種請求が円滑に行われるよう、電話や文書を通じて手続

を丁寧に説明する取組を継続した（平均 17 日）。 

 

（資料編 P112_石綿２ 救済給付の支給件数・金額（経年変

化）（平成 18 年度～令和７年度）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 療養中の方及び未申請死亡者の遺族からの認定申請・請

求から認定等決定までの処理日数 

 令和７年度の療養者及び未申請死亡者に係る申請等から

認定等決定までの平均処理日数は 87 日となり、令和６年度

の 111 日から大幅に短縮することができた。 

令和７年度は、申請・請求 1,287 件（令和６年度：1,337

件）を受け付け、認定等処理 1,223 件（同 1,549 件）を行っ

た。新型コロナウイルスの影響で発生した滞留案件が令和６

年度で完全解消されたが、引き続き環境省との連携を密に取

りながら迅速な判定処理に努めた。 

 また、決裁全般、医学的判定申出のスケジュール管理、環

境省との医学的判定に必要な資料のやり取り、要保護情報の

外部への持ち出しに係る申請手続等において電子化を図り、

認定等決定事務の効率化を進めた。 

 

（ア）医学的判定に必要な資料の整備の早期化のための取組 

 環境大臣への判定申出前に申請者に代わって医療機関か

③ 制度周知 

石綿健康被害者やご家族に対して、隙間のない救済を

目的として救済制度を広く周知するため、TVCM を全国で

放映するとともに、新聞広告、ラジオなどの広報媒体を

効果的に組み合わせて広報を行った。 

保健所等において申請書の受付業務等が適切に実施

されるよう、救済制度及び申請・給付の手続に関する説

明会を開催した。 

④ 医学的判定の周知、技量向上・維持に向けた取組 

医療関係団体等との協力による医療現場への制度周

知や医師・医療機関への申請手続の周知及び医療機関へ

の知見の還元等の取組について、引き続き着実に実施し

た。 

また、医学的判定に必要となる石綿小体計測、細胞診

断について、臨床検査技師を対象に研修を実施した。 

⑤ オンライン申請の受付開始に向けた取組 

申請者の多数を占める高齢者に利用しやすいよう、シ

ンプルでわかりやすい画面とし、入力時のサポート情報

の表示等の配慮を行いオンライン申請システムを構築

し、受付を開始するとともに、受付後に円滑な手続を行

えるよう、事務作業フローの整理及び担当者への内部研

修を実施した。 

 

＜課題と対応＞ 

医療手帳の交付を受けた被認定者がより医療を受け

やすい環境整備を図っていくため、被認定者に対し

て、医療手帳の利用に関する案内を丁寧に行う取組を

継続する。また、医療機関等に対しても、救済制度の

医療費負担の仕組みを説明するとともに、石綿健康被

害者が医療費請求等の手続を行う際の配慮についても

依頼する。 

迅速な認定を行うため、引き続き環境省と連携して

医学的判定に必要な資料の速やかな整備に取り組み、

現状の処理日数を維持できるよう努める。 

令和７年度末に開始したオンライン申請受付につい

ては、利用促進のために広報を実施するとともに、オ

ンラインと郵送による提出資料が混在することから、

整理した事務作業フローを確実に運用する。 

 令和９年度開始予定のマイナンバーカードによる公

費負担医療のオンライン資格確認に対応するため、関連

するシステムの構築・改修等の必要な環境整備を進める

とともに、仕組みについて被認定者及び医療機関等に丁

102



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【モニタリング指標】 

・医療従事者向けセミ

ナー等実施回数（前中期

目標期間実績：平均７回

／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・最新の医学的判定の

連絡を行い、医学的判定

に必要な資料の整備に

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 医師の他、看護

師、医療ソーシャルワー

カー等を対象に、学会セ

ミナー等を通じて、指定

疾病の診断・治療等につ

いての最新の知見を提

供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） 救済制度におい

絡を行い、判定申出前か

ら医学的判定に関する

留意事項で特に強く推

奨されている免疫染色

の結果や病理標本の提

出を求めて、医学的判定

に必要な資料の整備の

早期化に努める。なお、

オンライン申請の受付

開始後も、病理標本のデ

ジタル化が困難である

こと等から、医学的資料

は引き続き郵送により

提出されるため、一部の

申請等については、オン

ラインと郵送による提

出資料が混在すること

となるが、業務フローを

適切に整備し、現状の処

理日数を維持できるよ

う努める。 

 

 

 

 

 

（イ）医師のほか、看護

師、医療ソーシャルワー

カー等を対象に、学会セ

ミナー等を通じて、救済

制度の認定基準や指定

疾病の診断・治療につい

ての最新の知見を提供

する。 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）救済制度において

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・医療従事者向けセミ

ナー等実施回数（前中期

目標期間実績：平均７回

／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・最新の医学的判定の

ら病理標本等の医学的資料をより早く、かつ、確実に収集し

て、判定申出までの期間を短縮するなどし、認定等決定まで

の処理を可能な限り迅速に進めた。また、収集した医学的資

料の内容を精査し、医学的判定に関する留意事項で特に強く

推奨されている免疫染色については、不足分の染色を外部検

査機関に依頼し、検査結果を添付した上で判定申出を行っ

た。それにより、環境省での審議回数を減らし、判定結果が

早期に出るように努め、処理期間の短縮を図った。 

 

（資料編 P113_石綿３ 申請書等の受付状況及び認定等状況

（令和７年度）） 

（資料編 P116_石綿４ 審査中の案件に係る状況（令和７年

度）） 

（資料編 P117_石綿５ 認定申請書及び特別遺族弔慰金等請

求書の受付状況（令和７年度）） 

（資料編 P118_石綿６ 認定申請書及び特別遺族弔慰金等請

求書の受付状況（法施行日から令和８年３月 31 日までの累

計）） 

（資料編 P119_石綿７ 医療費及び特別遺族弔慰金等の支給

に係る認定状況（令和７年度）） 

（資料編 P120_石綿８ 医療費及び特別遺族弔慰金等の支給

に係る認定状況（法施行日から令和８年３月 31 日までの累

計）） 

（資料編 P121_石綿９ 認定等に係る処理日数（令和７年

度）） 

 

（イ）医療関係団体等との連携による制度周知 

指定疾病の診断・治療等に関する最新の知見を提供するた

め、医療従事者が多く参加する学会でのセミナーを、日本 CT

検診学会学術集会等において７回開催した（延べ 429 名参

加）。参加された医療従事者のおよそ８割の方から「石綿関

連疾患や救済制度について理解が深まった」との回答を頂い

た。 

また、石綿健康被害者の診断等に関わる医療関係者等への

救済制度の周知を行うため、医療関係団体等３団体（日本肺

癌学会、日本癌学会、日本医療ソーシャルワーカー協会）の

協力を得て、引き続きバナー広告の掲載等を行った。 

 

（資料編 P123_石綿 10 学会等におけるセミナー実績（令和

７年度）） 

 

（ウ）医療機関等への制度周知等 

寧に周知していく。 

103



考え方を周知する救済

制度の診断実績のある

医療機関数（前中期目標

期間実績：2,036病院） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・電話・窓口相談の件数

（前中期目標期間実績：

平均6,537件／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て診断実績のある医療

機関等へ最新の医学的

判定の考え方、判定に必

要な医学的資料につい

て関連する資料等を配

布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ） 救済制度に関す

る窓口相談、無料電話相

談に丁寧に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診断実績のある医療機

関等へ最新の医学的判

定の考え方、判定に必要

な医学的資料について

関連する資料等を配布

する。また、指定疾病の

診断に関わる検査・計測

技術の標準化、精度の確

保・向上等を図るため、

石綿小体計測精度管理

事業及び中皮腫細胞診

実習研修会を引き続き

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）救済制度に関する

窓口相談、無料電話相談

に丁寧に対応する。ま

た、取扱う個人情報等の

管理を適切に行うため、

情報セキュリティを確

保しつつ、認定・給付シ

ステムを確実に運用す

る。さらに、行政手続の

オンライン化に係る関

係法令等に基づき、シス

テム構築を行い、オンラ

イン申請の受付を開始

する。併せて、オンライ

考え方を周知する救済

制度の診断実績のある

医療機関数（前中期目標

期間実績：2,036 病院） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・電話・窓口相談の件数

（前中期目標期間実績：

平均6,537件／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 医療機関等への制度周知 

救済制度とともに最新の医学的判定の考え方等について

医療機関等に周知することにより認定等処理の迅速化を図

るため、令和６年度までに救済制度において診断実績のあっ

た医療機関 2,293 病院に対して、医師、医療機関向け手引を

送付した（８月）。 

② 検査・計測技術の標準化、精度の確保・向上等のための

事業 

認定に必要な医学的な検査、計測等の標準化を図るため、

また、医学的判定で得られた知見を医療従事者に還元するた

め、以下の事業を実施した。 

ア．石綿小体計測精度管理事業検討会の開催 

毎年度およそ２割の方が石綿小体計測で認定に至ってお

り、石綿による肺がんの医学的判定に貢献していることか

ら、石綿小体計測技術・能力を持つ医療機関の計測精度の確

保等を図るため、石綿小体計測精度管理事業検討会を２回実

施した（５月、１月。延べ 46 名参加）。 

イ．中皮腫細胞診実習研修会の開催 

中皮腫の医学的判定においては、病理組織学的検査の結

果、確定診断されていることが重要であるが、侵襲性の高い

病理組織学的検査が行われていない事案でも、患者への負担

が相対的に小さい細胞診断によって毎年度およそ１割の方

が認定に至っている。 

細胞診断の周知及び診断精度を向上させ、中皮腫患者を迅

速かつ的確に救済することを目的として、医療従事者を対象

に中皮腫細胞診実習研修会を３回開催した（東京７月、大阪

９月、兵庫２月。延べ 105 名参加）。 

 

（エ）救済制度に関する相談への対応等 

① 救済制度に関する相談への対応 

救済制度に関する相談に適切に対応するため、無料電話相

談ダイヤル及び窓口相談に丁寧に応対した。また、応対マニ

ュアルを適宜見直し、新規着任者の育成や担当者間での共有

を図ること等により、的確に相談に対応している。 

電話応対サービス向上のための取組として、よくある問い

合わせをまとめた内部向けの電話問答集を最新情報に更新

し、受電者が類似の相談事例をより簡便に検索できるよう機

能向上を図った。これにより、電話相談者をお待たせする時

間が短縮され、正確な情報をタイムリーに回答できるように

なった。 

さらに、TVCM 期間中においては、一般の方からの相談・質

問に対し、体制を強化して電話相談等に対応した。 
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・救済制度の広報回数

（前中期目標期間実績：

平均594回／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ） 都道府県がん診

療拠点病院、関連学会や

地方公共団体等とも連

携しながら、効果が高い

広報媒体を選択し全国

規模の広報を行う。 

 

 

 

 

ン以外の申請手続につ

いても円滑に行えるよ

う、オンライン申請で導

入予定の申請手続案内

の仕組みを転用して、ウ

ェブサイトを充実させ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）救済制度の周知を

図るため、都道府県がん

診療拠点病院、関連学会

や地方公共団体等とも

連携してポスターやチ

ラシを配布するととも

に、広報効果を分析した

上で、効果が高い広報媒

体を選択し全国規模の

広報を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・救済制度の広報回数

（前中期目標期間実績：

平均 594 回／年） 

 

 

 

 

 

 

 

ア．窓口相談件数 25 件 

イ．無料電話相談件数（石綿救済相談ダイヤル）5,984 件 

計 6,009 件 

（資料編 P124_石綿 11 窓口相談・無料電話相談件数（令和

７年度）） 

 

② 認定・給付システムの確実な運用 

情報セキュリティの確保及び障害予防に取り組みながら、

認定・給付システムを確実に運用した。また、業務効率化を

図るため、システム改修を実施した（11 月）。 

③ 申請のオンライン化等 

ア．申請者・請求者の利便性の向上及び負担軽減のため、オ

ンライン申請システムを構築した。申請者の多数を占める高

齢者に利用しやすいよう、シンプルでわかりやすい画面と

し、入力時のサポート情報の表示等の配慮を行い、３月にオ

ンライン申請の受付を開始した。 

イ．令和９年４月に予定しているマイナンバーカードによる

公費負担医療のオンライン資格確認の運用開始に向けて、デ

ジタル庁の自治体・医療機関等をつなぐ情報連携システム

（Public Medical Hub：PMH）へのデータ連携システム及び

認定・給付システムの改修等の準備を進め、デジタル庁と接

続に向けて調整を行った。  

ウ．ホームページで救済制度の対象となる可能性の確認等を

容易に行えるように、オンライン申請で導入したＱ＆Ａ方式

の制度利用案内を転用した仕組みについて、有効性を確認し

ながら構築に向け設計等を実施した。 

④ 基準額変更への対応 

環境省から 12 月に公表された石綿健康被害救済制度の療

養手当、葬祭料及び特別葬祭料の基準額の見直しに対応する

ため、令和８年４月の適用に合わせ、認定・給付システムの

改修等を品質を保って短期間で実施した（３月）。 

 

（オ）救済制度の効果的な周知 

石綿健康被害者やご家族に対して救済制度を広く周知す

るため、TVCM を全国で放映する（第４四半期）とともに、各

種広報媒体を効果的に選択して広報を行った。TVCM 後に行

った効果測定調査において、救済制度の認知度が、60～70 代

の男性で 77％(令和６年度比８％増)、女性で 74％(令和６

年度比 14％増)に向上した。 

また、引き続き保健所等や診断実績のある医療機関等に対

し、ポスター・チラシの掲示等を依頼した。 
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・労災保険制度等の対

象となり得る申請につ

いての厚生労働省への

情報提供回数（前中期目

標期間実績：平均12回／

年） 

 

 

 

 

 

 

 

・保健所等担当者説明

会、地方公共団体研修会

等での制度説明会実施

回数（前中期目標期間実

績：平均５回／年） 

 

＜目標水準の考え方＞ 

療養中の方及び未申請

死亡者の遺族からの認

定申請・請求から認定等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（カ） 労災保険制度等

の対象になり得る申請

等について、厚生労働省

（労災保険窓口等）との

定期的な情報共有を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

（キ） 申請・請求窓口

である保健所等におい

ても適切に申請等の受

付及び相談対応がなさ

れるよう、環境省及び厚

生労働省とも連携を図

り、保健所等受付業務担

当者説明会を実施する。

また、保健所等の窓口担

当者への情報提供とし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（カ）労災保険制度等の

対象になり得る申請等

について、厚生労働省

（労災保険窓口等）との

情報共有を毎月実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

（キ）申請・請求窓口で

ある保健所等において

も適切に申請等の受付

及び相談対応がなされ

るよう、環境省及び厚生

労働省とも連携を図り、

保健所等受付業務担当

者説明会を実施する。説

明会については、オンラ

イン開催を併用すると

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・労災保険制度等の対

象となり得る申請につ

いての厚生労働省への

情報提供回数（前中期目

標期間実績：平均12回／

年） 

 

 

 

 

 

 

 

・保健所等担当者説明

会、地方公共団体研修会

等での制度説明会実施

回数（前中期目標期間実

績：平均５回／年） 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

 

＜主な周知実績＞ 

広報の手法 件数 

TVCM 1,697 回  

新聞広告 ２紙  

ラジオ CM ５回  

医療専門誌 ２誌  

学会セミナー  ７回  

公共交通機関 １回 

その他 44 回  

計 1,758 回  

 

（資料編 P125_石綿 12 主な広報実績（令和７年度）） 

（資料編 P130_石綿 13 ホームページアクセス数（令和７年

度）） 

（資料編 P131_石綿 14 特別遺族弔慰金等の周知実績（令和

７年度）） 

 

（カ）厚生労働省（労災保険窓口等）への情報提供 

労災保険制度の対象となる可能性が高い案件について、厚

生労働省に 12 回の情報提供を行った。 

また、建設アスベスト給付金制度と制度間で確実に連携し

ていくため、救済制度の被認定者等の情報について、厚生労

働省に 28 回の情報提供を行った。 

さらに、建設アスベスト給付金制度で認定を受けている場

合、医学的判定を申し出ることなく権利の認定を行える場合

があることから、厚生労働省からも定期的に情報提供を受け

た。この情報により、建設アスベスト給付金制度の認定者３

名の方からの申請について、環境大臣へ医学的判定を申し出

ることなく、効率的に審査を進め、速やかに認定を行った。 

 

（キ）保健所等窓口担当者説明会の開催、地方公共団体の研 

修会等における制度説明等 

①  保健所説明会等 

受付業務等が適切に実施されるよう、救済制度及び申請・

給付の手続に関する保健所説明会を関東（５月）、近畿（６

月）及び中部（７月）の３ブロックで現地開催した。なお、

関東ブロックではオンラインでもライブ配信した（延べ 339

名参加）。参加された保健所等担当者の方からは、「受付時の

ポイントも理解できました」などの声を頂いた。 

さらに、保健所等担当者が任意のタイミングで視聴が可能
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決定までの処理日数（特

殊な事情を有する案件

を除く。）について、救

済制度への申請が増加

傾向にある中において

も、医学的判定に用いら

れる資料を確実に収集

する必要があること等

を踏まえ、当中期目標期

間の最終年度までに前

中期目標期間実績の平

均値より20％以上短縮

した平均131日以内とす

ることを目指す設定と

する。 

 

＜想定される外部要因

＞ 

前中期目標期間におい

ては、新型コロナウイル

ス感染症の影響により

認定等の決定までの処

理日数が増加する状況

が生じたことと同様、災

害や感染症の蔓延等、社

会情勢や医療機関に著

しい影響を与える外部

要因が生じた場合には、

評価において適切に考

慮することが必要であ

る。 

て、地方公共団体研修会

等において制度説明を

行う。 

 

ともに、説明会動画を随

時閲覧できるよう、資料

とともにウェブサイト

で公開する。また、保健

所等の窓口担当者への

情報提供として、地方公

共団体研修会等におい

て制度説明を行う。 

 

（ク）「デジタル社会の

実現に向けた重点計画

（令和６年６月 21 日閣

議決定）」等に基づき、

医療手帳の交付を受け

た被認定者が希望する

場合に、マイナンバーカ

ードによる公費負担医

療のオンライン資格確

認ができるよう必要な

環境整備を進める。 

＜評価の視点＞ 

― 

 

となるように、説明会の動画をホームページの保健所担当向

けサイトに掲載した（６月）。 

 

（資料編 P132_石綿 15 保健所説明会等実績（令和７年度）） 

 

 

 

 

 

（（エ）－③－イのとおり） 

 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３－１ 経費の効率化 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

一般管理費 ▲8.125％以上 令和 5 年度予算 ▲23.5％ ▲17.6％    除く人件費、効率化除外経費等 

業務経費（除く熱中症） ▲5％以上 令和 5 年度予算 ▲21.8％ ▲24.0％    除く人件費、効率化除外経費等 

業務経費（熱中症） 令和７年度以降毎

年度、対前年度比▲

1.021％以上 

令和 6 年度予算 － ▲13.1％    除く人件費、効率化除外経費等 

         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）経費の効率化 

 

① 一般管理費 

一般管理費（人件

費、新規に追加さ

れる業務、拡充業

務、事務所等借

料、システム関連

経費及び租税公課

等の効率化が困難

であると認められ

る経費を除く。）

について、業務運

営の効率化等の取

組により、当中期

目標期間の最終年

度において前中期

目標期間の最終年

度比で8.125％以上

の削減を行う。 

（１）経費の効率化 

 

① 一般管理費 

一般管理費（人件

費、新規に追加され

る業務、拡充業務、

事務所等借料、シス

テム関連経費及び租

税公課等の効率化が

困難であると認めら

れる経費を除く。）

について、業務運営

の効率化等の取組に

より、当中期目標期

間の最終年度におい

て前中期目標期間の

最終年度比で8.125％

以上の削減を行う。 

 

 

（１）経費の効率化 

 

① 一般管理費 

一般管理費（人件費、

新規に追加される業

務、拡充業務、事務所

等借料、システム関連

経費及び租税公課等の

効率化が困難であると

認められる経費を除

く。）について、業務

運営の効率化等の取組

により、当中期目標期

間の最終年度において

前中期目標期間の最終

年度比で8.125％以上

の削減を達成すべく所

要の取組を行う。 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

一般管理費（人件費、新規に

追加される業務、拡充業務、

事務所等借料、システム関 

連経費及び租税公課等の効率

化が困難であると認められる

経費を除く。）について、業

務運営の効率化等の取組によ

り、当中期目標期間の最終年

度において前中期目標期間の 

最終年度比で 8.125％以上の

削減を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

① 一般管理費 

一般管理費（令和７年度予算額→令和７年度実績額） 

▲12 百万円（81 百万円→69 百万円） 

※令和５年度と比較するため、物価上昇による増額影響額

を除いた計数としている。 

                                          

ア．一般管理費については、中期計画の削減目標（▲

8.125％以上:令和７年度の削減水準は令和５年度比▲

3.334％）を達成すべく所要の額を見込んだ令和７年度予

算（81 百万円）を作成した。予算の執行にあたっては、各

種経費の縮減を図るなど、予算の範囲内で効率的な執行に

努めた結果、令和７年度実績額（69 百万円）は第４期中期

目標の最終年度（令和５年度）比で▲17.6％となり、目標

を上回る水準を達成した。 

その際、管理部門が主導し、効率的・効果的な事務処理

手順の検討を進めるとともに、理事長のリーダーシップの

下、令和６年８月に立ち上げた業務改革推進のための組織

横断的なプロジェクトチームと連携し、機構全体で契約事

＜評定と根拠＞ 

 

評定：Ａ 

機構が担う業務が拡充していく

中、求められる役割を的確にこなし

ていくため、理事長のリーダーシッ

プの下、業務改革推進のための組織

横断的なプロジェクトチームや各部

門において効率的な予算執行に努め

たことなどにより、一般管理費、業

務経費ともに中期目標に定めた達成

目標を上回る削減値となった。 

これは、達成目標に向けた令和７

年度における削減値の目安である一

般管理費▲3.334％、業務経費▲

2.032 ％（熱中症対策業務は▲

1.021％）を大きく上回る成果であっ

た。 

また、令和７年度予算の執行状況

について四半期毎に理事会へ報告を

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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② 業務経費 

公害健康被害補償

業務、地球環境基

金事業、ポリ塩化

ビフェニル廃棄物

処理基金による助

成業務、維持管理

積立金の管理業

務、推進費による

研究推進業務のう

ち補償給付費等の

法令に基づく義務

的な経費以外の運

営費交付金を充当

する業務経費（人

件費、新規に追加

される業務、シス

テム関連経費、競

争的研究費及び効

率化が困難である

と認められる経費

を除く。）及び石

綿健康被害救済関

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 業務経費 

公害健康被害補償業

務、地球環境基金事

業、ポリ塩化ビフェ

ニル廃棄物処理基金

による助成業務、維

持管理積立金の管理

業務、環境研究総合

推進費による研究推

進業務のうち補償給

付費等の法令に基づ

く義務的な経費以外

の運営費交付金を充

当する業務経費（人

件費、新規に追加さ

れる業務、システム

関連経費、競争的研

究費及び効率化が困

難であると認められ

る経費を除く。）及

び石綿健康被害救済

関係経費に係る業務

経費（人件費、シス

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 業務経費 

公害健康被害補償業

務、地球環境基金事

業、ポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物処理基金によ

る助成業務、維持管理

積立金の管理業務、環

境研究総合推進費によ

る研究推進業務のうち

補償給付費等の法令に

基づく義務的な経費以

外の運営費交付金を充

当する業務経費（人件

費、新規に追加される

業務、システム関連経

費、競争的研究費及び

効率化が困難であると

認められる経費を除

く。）及び石綿健康被

害救済関係経費に係る

業務経費（人件費、シ

ステム関連経費、石綿

健康被害救済給付金及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公害健康被害補償業務、地球

環境基金事業、ポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物処理基金による

助成業務、維持管理積立金の

管理業務、推進費による研究

推進業務のうち補償給付費等

の法令に基づく義務的な経費

以外の運営費交付金を充当す

る業務経費（人件費、新規に

追加される業務、システム関

連経費、競争的研究費及び効

率化が困難であると認められ

る経費を除く。）及び石綿健

康被害救済関係経費に係る業

務経費（人件費、システム関

連経費、石綿健康被害救済給

付金及び効率化が困難である

と認められる経費を除く。）

について、業務運営の効率化

等の取組により、当中期目標

期間の最終年度において前中

期目標期間の最終年度比で

５％以上の削減を各勘定で行

務に関する事務処理手順の見直し及び電子化に取り組み、

事業実施伺の電子決裁化等を普及・推進した。このような

業務効率化の取組により、機構が担う業務の範囲が拡充す

る中でも、事務処理時間の創出、業務の質の向上及びペー

パーレス化等による経費の削減を図ったことに加え、テレ

ワークの活用による働き方改革にも大きく貢献した。 

 

イ．年度途中の予算の執行状況の把握など適切な執行管理

を行っていく観点から、四半期毎の執行状況について理事

会へ報告を行った。また、令和７年度の執行状況も踏まえ、

組織横断的に次年度以降の予算の検討を進めた。 

この他、業務改善等に係る職員の意識を高め、より質の

高い業務を行うために、機構内における経費の効率化、調

達の合理化、業務改善等に関する優良事例を収集し、半期

に１度、理事会へ報告の上、機構内で共有する取組を継続

した。具体的には、令和７年９月及び令和８年３月に理事

会において優良事例を報告するとともに、機構内共有を実

施した。 

 

② 業務経費 

業務経費（令和７年度予算額→令和７年度実績額） 

熱中症以外：▲168 百万円（1,305 百万円→1,138 百万円） 

熱中症  ：▲4 百万円（114 百万円→110 百万円） 

※令和５年度（熱中症対策業務は令和６年度）と比較する

ため、物価上昇による増額影響額を除いた計数としてい

る。 

 

ア．業務経費については、公害健康被害補償業務、地球環

境基金事業、ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金による助

成業務、維持管理積立金の管理業務、環境研究総合推進費

業務のうち補償給付費等の法令に基づく義務的な経費以

外の運営費交付金を充当する業務経費（人件費、新規に追

加される業務、システム関連経費、競争的研究費及び効率

化が困難であると認められる経費を除く。）及び石綿健康

被害救済関係経費に係る業務経費（人件費、新規に追加さ

れる業務、システム関連経費、石綿健康被害救済給付金及

び効率化が困難であると認められる経費を除く。）につい

ては、中期計画の削減目標（令和５年度比▲５％以上：令

和７年度の削減水準は令和５年度比▲2.032％）を達成す

べく、所要の額を見込んだ令和７年度予算を作成した。ま

た、熱中症対策業務（人件費、新規に追加される業務、シ

ステム関連経費及び効率化が困難であると認められる経

行ったほか、直近の執行状況も踏ま

えて組織横断的に次年度以降の予算

の検討を行うなど、適切な予算の管

理を行った。 

さらに、積極的かつ継続的に業務

改善等を行い、より質の高い業務を

行うこと等を目的として、経費の効

率化、調達の合理化、業務改善等に

関する機構内の優良事例の収集及び

共有を行う取組を継続し、令和７年

９月及び令和８年３月に優良事例の

理事会報告、機構内共有を実施した。 

以上により、経費の効率化につい

て十二分に取り組んだものと評価

し、自己評価をＡとした。 

 

＜課題と対応＞ 

○ 一般管理費及び業務経費とも

に、今後も適切な予算執行に努め、

予算の執行状況等について四半期毎

に理事会に報告する。 
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係経費に係る業務

経費（人件費、シ

ステム関連経費、

石綿健康被害救済

給付金及び効率化

が困難であると認

められる経費を除 

く。）について、

業務運営の効率化

等の取組により、

当中期目標期間の

最終年度におい 

て前中期目標期間

の最終年度比で

５％以上の削減を

各勘定で行う。 

ただし、熱中症対

策業務（人件費、

新規に追加される

業務、システム関

連経費及び効率化

が困難であると認

められる経費を除

く。）について

は、令和７年度以

降毎年度、生物多

様性増進業務（人

件費、新規に追加

される業務、シス

テム関連経費及び

効率化が困難であ

ると認められる経

費を除く。）につ

いては、令和８年

度以降毎年度、前

年度比1.021％以上

の効率化を図るも

のとする。 

 

＜目標水準の考え

方＞ 

新たに取り組む業

テム関連経費、石綿

健康被害救済給付金

及び効率化が困難で

あると認められる経

費を除く。）につい

て、業務運営の効率

化等の取組により、

当中期目標期間の最

終年度において前中

期目標期間の最終年

度比で５％以上の削

減を各勘定で行う。 

ただし、熱中症対策

業務（人件費、新規

に追加される業務、

システム関連経費及

び効率化が困難であ

ると認められる経費

を除く。）について

は、令和７年度以降

毎年度、生物多様性

増進業務（人件費、

新規に追加される業

務、システム関連経

費及び効率化が困難

であると認められる

経費を除く。）につ

いては、令和８年度

以降毎年度、前年度 

比1.021％以上の効率

化を図るものとす

る。 

び効率化が困難である

と認められる経費を除

く。）について、業務

運営の効率化等の取組

により、当中期目標期

間の最終年度において

前中期目標期間の最終

年度比で５％以上の削

減を達成すべく各勘定

において所要の取組を

行う。 

熱中症対策業務（人

件費、新規に追加され

る業務、システム関連

経費及び効率化が困難

であると認められる経

費を除く。）について

は、令和６年度比 

1.021％以上の削減を

達成すべく所要の取組

を行う。 

う。 

ただし、熱中症対策業務（人

件費、新規に追加される業

務、システム関連経費及び効

率化が困難であると認められ

る経費を除く。）について

は、令和７年度以降毎年度、

前年度比1.021％以上の効率

化を図るものとする。 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

① 一般管理費について目標

に掲げた経費の効率化が行わ

れているか。 

 

② 業務経費について目標に

掲げた経費の効率化が行われ

ているか。 

費を除く。）については、令和６年度比 1.021％以上の削減

を達成すべく、所要の額を見込んだ令和７年度予算を作成

した。 

  予算の範囲内で効率的な執行に努めた結果、令和７年度

実績額は、第４期中期目標の最終年度（令和５年度）比で

▲24.0％（公健▲51.2％、石綿▲22.0％、研究▲19.2％、基

金▲15.6％）となり、目標を上回る水準を達成した。また、

熱中症対策業務についても、対前年度比で▲13.1％となり、

目標を上回る水準を達成した。 

具体的には、公害健康被害補償業務のうち徴収関連業務

について、全国約 100 箇所での申告・納付説明・相談会を 

Web 会議及び動画配信による方式に変更するなど、ICT を

活用した徴収関連業務委託の効率化が図れるよう民間競

争入札を実施した結果、３事業者による競争性が働き、第

４期中期目標期間の契約（7.8 億円）比で約 44％（3.4 億

円）の大幅な経費削減を実現できた。本契約の削減効果等

により、令和７年度においても、大幅な目標達成を果たし

ている。 

また、理事長のリーダーシップの下、令和６年８月に立

ち上げた業務改革推進のための組織横断的なプロジェク

トチームと連携し、機構全体で契約事務に関する事務処理

手順の見直し及び電子化に取り組み、事業実施伺の電子決

裁化等を普及・推進した。このような業務効率化の取組に

より、機構が担う業務の範囲が拡充する中でも、事務処理

時間の創出、業務の質の向上及びペーパーレス化等による

経費の削減を図ったことに加え、テレワークの活用による

働き方改革にも大きく貢献した。（再掲） 

 

イ．業務経費については、効率的な予算執行に加えて、年

度途中の予算の執行状況の把握など適切な執行管理を行

っていく観点から、四半期毎の執行状況について理事会へ

報告を行った。また、令和７年度の執行状況も踏まえ、組

織横断的に次年度以降の予算の検討を進めた。（再掲） 

 この他、業務改善等に係る職員の意識を高め、より質の

高い業務を行うために、機構内における経費の効率化、調

達の合理化、業務改善等に関する優良事例を収集し、半期

に１度、理事会へ報告の上、機構内で共有する取組を継続

した。具体的には、令和７年９月及び令和８年３月に理事

会において優良事例を報告するとともに、機構内共有を実

施した。（再掲） 
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務の着実な実施が

期待されること及

びこれまでも経理

の効率化に着実に

取り組み目標を達

成してきたこと等

を踏まえ、引き続

き前中期目標水準

を堅持する設定と

する。 

（資料編 P133_共通１ 経費削減及び効率化目標との関係） 

（資料編 P134_共通２ 計画額及び実績額（令和７年度）） 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３－２ 調達の合理化 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

（単位：件、百万円） 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度

値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

 

令和 

10 年度 

 

（参考情報） 

当該年度までの累積値

等、必要な情報 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

①調達等合理化計画の実

施状況 

              

競争性のある契約 
－ (66.7%) 

26 

(96.3%) 

1,794 

(67.7%) 

44 

(78.3%) 

631 

(62.2%) 

28 

(81.2%) 

475 

       

うち競争入札等 
－ (56.4%) 

22 

(89.6%) 

1,669 

(53.8%) 

35 

(54.8%) 

442 

(46.7%) 

21 

(43.2%) 

253 

       

うち企画競争・公募 － (10.3%) 

4 

(6.7%) 

125 

(13.9%) 

9 

(23.5%) 

189 

(15.6%) 

7 

(37.9%) 

222 

       

競争性のない随意契約 
－ 

(33.3%) 

13 

(3.7%) 

69 

(32.3%) 

21 

(21.7%) 

175 

(37.8%) 

17 

(18.8%) 

110 

       

合計 
－ (100.0%) 

39 

(100.0%) 

1,863 

(100.0%) 

65 

(100.0%) 

806 

(100.0%) 

45 

(100.0%) 

585 

       

②一者応札・応募の状況               

２者以上 
－ (76.9%) 

20 

(92.5%) 

1,659 

(93.2%) 

41 

(95.9%) 

605 

(92.9%) 

26 

(98.7%) 

469 

       

１者 
－ (23.1%) 

6 

(7.5%) 

135 

(6.8%) 

3 

(4.1%) 

26 

(7.1%) 

2 

(1.3%) 

6 

       

   合計 
－ (100.0%) 

26 

(100.0%) 

1,794 

(100.0%) 

44 

(100.0%) 

631 

(100.0%) 

28 

(100.0%) 

475 

       

（注１）各計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注２）各年度の上段（ ）書きは、各項目の合計に対する構成比である。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）調達の合理化 

 

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の

取組の推進につい

て」（平成27年５月

25日総務大臣決定）

に基づき、ERCAが策

定する「調達等合理

化計画」を着実に実

施し、監事による監

査や外部有識者等か

ら構成された契約監

視委員会の点検等に

より、公正性・透明

性を確保しつつ調達

等の合理化を推進す

る。 

＜モニタリング指標

＞ 

・競争性のある契約

実績（件数・金額）

が全体に占める割合 

 

・一者応札・応募実

績の対前年度比 

 

・契約手続審査委員

会や外部有識者を含

む契約監視委員会に

おける審議回数及び

評価結果等 

（２） 調達の合理化 

 

① 調達の競争性・透

明性の確保 

ERCAが実施する調達

案件は、原則として

一般競争入札の方法

により競争性を確保

して実施する。 

また、随意契約の方

法により契約を行う

ものについては、

ERCA内部に設置する

契約手続審査委員会

による事前審査及び

監事・外部有識者に

よって構成する契約

監視委員会による事

後点検等により透明

性を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 調達等合理化の取

組の推進 

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の

取組の推進につい

て」（平成27年５月

（２）調達の合理化 

 

① 調達の競争性・透

明性の確保 

ERCAが実施する調達

案件は、原則として

一般競争入札の方法

により競争性を確保

して実施する。 

また、随意契約の方

法により契約を行う

ものについては、

ERCA内部に設置する

契約手続審査委員会

による事前審査及び

監事・外部有識者に

よって構成する契約

監視委員会による事

後点検等により透明

性を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 調達等合理化の取

組の推進 

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の

取組の推進につい

て」（平成27年５月

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・競争性のある契約実績

（件数・金額）が全体に占

める割合 

 

 

 

 

 

 

 

・一者応札・応募実績の対前

年度比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

① 調達の競争性・透明性の確保 

 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進

について」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づ

き、事務・事業の特性を踏まえ、PDCA サイクルにより、

公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調

達等の合理化に取り組むため、令和７年度調達等合理

化計画を策定した。 

同計画においては、当機構における調達の現状と要

因を分析した上で、重点的に取り組む分野を定め、調

達等の合理化を推進した。 

 

＜調達の現状と要因の分析＞ 

ア．調達の全体像について 

契約件数（少額随意契約の基準額以下の調達を除

く。）45 件、契約金額 585 百万円の契約を行ってお

り、契約の性質又は目的が競争を許さない場合と認

められた 17 件、110 百万円の契約を除いては、競争

性のある契約（企画競争・公募を含む。）として調達

を実施した。 

 

 

 

 イ．一者応札・応募の状況について 

  競争性のある契約に占める一者応札・応募件数の

割合は 7.1％（２件、基準値：23.1％）となった。そ

の結果、競争性のある契約に占める２者以上の応札

割合について、基準値比 120.8%（割合：76.9％⇒

92.9％）となった。 

 

② 調達等合理化の取組の推進 

＜重点的に取り組む分野＞ 

ア．一者応札・応募に関する改善 

調達における競争性及び透明性を維持するため、

一般競争入札の実施にあたり一者応札・応募の発生

を抑制するため、下記取組を実施した。【実施割

＜主要な業務実績＞ 

 

評定：Ａ  

 

当機構が担う業務が拡充していく中、

中期計画に基づく取組を着実かつ適正

に実施した結果、一者応札・応募件数の

低減（対前年度比１件減（３件→２件）、

基準値比▲16.0％（件数：６件⇒２件、

割合：23.1％⇒7.1％））により、競争性

のある契約に占める２者以上の応札割

合について、基準値比 120.8%（件数：20

件⇒26 件、割合：76.9％⇒92.9％）とい

う困難度の高い成果を達成した。  

 

新規業務の追加等に伴い増加した契

約件数（基準値比６件増：39 件⇒45 件）

に対応するとともに、新たに随意契約を

締結することとなる 17 件については、

契約手続審査委員会に全件附議を行い、

新規の案件については、契約監視委員会

委員への事前説明を経た上で調達を実

施した。 

また、公正かつ透明な調達手続による

着実かつ効果的な調達の実施を前提に

置き、限られた人員体制でありながら

も、持続的かつ効率的な契約手続を進め

るため、令和６年度に開始した契約手続

の運用変更について全工程を完了した。 

さらに、契約事務の課題解決を目的と

して、相手方の契約約款・利用規約等を

活用した契約締結、応札予定者への入札

説明書等の交付事務のシステム導入に

よる自動化等を実施した。 

最新の手順等については、全面改訂し

た契約事務マニュアルに反映するとと

もに、機構職員への契約手続に係る研修

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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25日総務大臣決定）

に基づき、ERCAが策

定した「調達等合理

化計画」を着実に実

施することとし、契

約手続審査委員会に

よる審査及び契約監

視委員会による点検

等、PDCAサイクルに

よる調達等の合理化

を推進する。 

ア 調達等合理化計画

の策定 

調達に関する内部統

制システムを確立

し、その下で公正か

つ透明な調達手続に

よる適切で、迅速か

つ効果的な調達を実

施するため毎年度、

調達等合理化計画を

策定して公表する。

また、年度終了後、

速やかに、調達等合

理化計画の実施状況

について、自己評価

を実施し、その結果

を公表する。 

イ 調達等合理化計画

の推進体制 

調達案件は、契約手

続審査委員会におい

て適切に競争性が確

保されること等を審

査した上で調達を実

施し、その結果は、

契約締結後、速やか

に理事会に報告して

公表する。また、契

約監視委員会におい

て、調達等合理化計

画の実施状況を通じ

25日総務大臣決定）

に基づき、ERCAが策

定した「調達等合理

化計画」を着実に実

施することとし、契

約手続審査委員会に

よる審査及び契約監

視委員会による点検

等、PDCAサイクルに

よる調達等の合理化

を推進する。 

ア 調達等合理化計画

の策定 

調達に関する内部統

制システムを確立

し、その下で公正か

つ透明な調達手続に

よる適切で、迅速か

つ効果的な調達を実

施するため毎年度、

調達等合理化計画を

策定して公表する。

また、年度終了後、

速やかに、調達等合

理化計画の実施状況

について、自己評価

を実施し、その結果

を公表する。 

イ 調達等合理化計画

の推進体制 

調達案件は、契約手続

審査委員会において

適切に競争性が確保

されること等を審査

した上で調達を実施

し、その結果は、契約

締結後、速やかに理事

会に報告して公表す

る。また、契約監視委

員会において、調達等

合理化計画の実施状

況を通じて、一者応

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合:100％】 

  （ア）公告から入札までの期間について 10 営業日

以上を確保した。 

（イ）契約手続審査委員会による事前の審査につ

いては、競争性を確保するため、調達数量、業

務範囲、スケジュール、必要な資格設定、業務

の実績要件及び地域要件の妥当性について重

点を置いた審査を実施した。 

（ウ）調達情報に係るメールマガジン等の活用等

により、発注情報の更なる周知を図った。 

 

さらに、一部の案件については、以下の過年度に

おける一者応札・応募の解消策を実施した。 

（エ）前向きな応札参加が見込める複数の業者へ

の積極的なヒアリングの実施 

（オ）積極的な新規業者への声掛けの実施 

（カ）参加業者への配慮として、従前よりも公告

開始から提案書提出までの期間を増やすこと

による準備日数の確保 

（キ）総合評価の評価項目及び得点配分につい

て、事業実施体制や関連する事業の実績に加

え、調達内容に係る有効な提案により加点され

るよう見直しを実施 

 

＜調達に関するガバナンスの徹底＞ 

 イ．随意契約に関する内部統制の確立 

  新たに随意契約を締結することとなる 17 件につ

いて、機構内に設置された契約手続審査委員会（平

成 25 年度設置、総括責任者は財務部担当理事）に全

件附議を行い、会計規程における「随意契約による

ことができる事由」との整合性や、より競争性のあ

る調達手続の実施の可否の観点から事前審査を受け

た。その後、新規の案件については、監事及び外部

有識者から構成される契約監視委員会委員への事前

説明を経た上で調達を実施した。 

 

 ウ．不祥事の発生の未然防止等のための取組 

  （ア）調達及び契約に関する規程等の整備 

    少額随意契約の基準額等の見直しについて、

職員の業務負担を早期に軽減するため、「予算決

算及び会計令」の改正と同様に令和７年度当初

から政府に準じた取扱いが可能となるよう、規

機会の提供等の充実を図り、更なる適正

かつ効率的な事務手続を推進するとい

う困難度の高い取組についても積極的

に実施した。  

 

これらの結果、調達手続に関する事務

事故を１件も発生させることなく、以下

を達成したことから、量的・質的の両面

から調達の合理化に十二分に取り組ん

だものと評価し、Ａ評価とした。  

 

１ 調達の競争性・透明性の確保  

新規業務の追加等に伴い増加した契約

件数（基準値比６件増：39 件⇒45 件）

に対応する必要があったが、人員体制の

拡充がない中で各種の業務改革を通じ、

調達等合理化計画に掲げた取組を確実

に実施した。 

 

・契約件数６件増への対応（件数：39 件

⇒45 件、基準値比：115.4％） 

 

・令和７年度に締結した契約 45 件にお

いて、契約の性質又は目的が競争を許さ

ない場合と認められた 17 件を除いて

は、競争性のある契約（企画競争・公募

を含む。）に付した。 

新たに随意契約を締結することとな

る 17 件については、契約手続審査委員

会に全件附議を行い、会計規程における

「随意契約によることができる事由」と

の整合性や、より競争性のある調達手続

の実施の可否の観点から事前審査を受

けた後、新規の案件については、契約監

視委員会委員への事前説明を経た上で

調達を実施した。 

 

その上でさらに、次のとおり競争性の

ある契約に占める２者以上の応札・応募

件数割合について、基準値比120.8%及び

１者応札・応募件数割合の16.0％減を達

成した。 
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て、一者応札・一者

応募案件及び随意契

約に至った理由等に

ついて点検を受け、

その審議内容を公表

する。 

 

 

札・一者応募案件及び

随意契約に至った理

由等について点検を

受け、その審議内容を

公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・契約手続審査委員会や外

部有識者を含む契約監視委

員会における審議回数及び

評価結果等 

 

＜その他の指標＞ 

― 

程改正を行った（４月）。 

    また、令和６年度に開始した契約手続に係る

運用変更や人的資源の流動性等を踏まえ、理事

長のリーダーシップの下、令和６年８月に立ち

上げた業務改革推進のための組織横断的なプロ

ジェクトチーム（以下「プロジェクトチーム」

という。）と連携し、従前の契約事務マニュアル

を全面改訂して、件数の多い少額随意契約につ

いて、具体的な手順や注意点を含めて詳細に説

明する「契約事務マニュアル（総論・少額随意

契約編）」を作成した（９月）。続けて、一般競争

契約・入札編を作成して、「契約事務マニュアル」

を全体版とした（３月）。 

さらに、契約事務の課題解決を目的として、

相手方の契約約款・利用規約等を活用した契約

手続、応札予定者への入札説明書等の交付事務

のシステム導入による自動化等を実施し、最新

の手順等を契約事務マニュアルに反映すること

で、適正かつ安定的な契約手続の確保を図った。 

（イ）研修機会の提供 

少額随意契約の基準額等の見直しについての

規程改正に当たり、円滑な運用のために職員へ

の説明会を行った（４月）。 

また、公正取引委員会から講師を招聘し、入札

談合等関与行為防止法等に関する研修を行う

（７月）とともに、調達事務の参考とするため、

環境省が開催する会計事務担当者向けの研修を

聴講する機会を設けた（７月）。 

（ウ）調達事務に関する事務事故ゼロの達成 

業務の効率化・合理化に資する取組を積極的

に推進し、充実させながらも、調達事務に関する

事務事故を１件も発生させることなく適正な調

達事務を実施した。 

 

＜従前からの取組の適切かつ着実な実施＞ 

エ．契約監視委員会による審査 

随意契約等に係る次の自主的取組を前提に調達

を実施し、令和８年５月に契約監視委員会におい

て、令和７年度の契約の状況に係る報告及び「令和

７年度調達等合理化計画実績及び自己評価」、「令和

８年度調達等合理化計画」の審査及び点検を受けＡ

評価を達成した。 

 

・競争性のある契約に占める２者以上

の応札・応募件数割合について、基準値

比 120.8%（件数：20 件⇒26 件、割合：

76.9％⇒92.9％） 

 

・競争性のある契約に占める１者応札・ 

応募件数の 16.0％低減（件数：６件⇒２

件、割合：23.1％⇒7.1％） 

（注）いずれも基準値比 

 

２ 調達等合理化の取組の推進  

限られた人員体制の中で中期計画に

基づく取組を着実かつ適正に実施する

とともに、効率的かつ効果的な調達事務

を進められるよう、以下のとおり、様々

な業務改革に積極的に取り組んだ。 

 

・一者応札発生時における再発防止策

について、発生の都度、契約監視委員会

へ報告し確認を受ける取組を継続した

ことによって、一部の案件においては、

契約手続の見直しを行うなど、調達等合

理化への取組をさらに深化させ一者応

札を解消した。 

 

・少額随意契約の基準額等の見直しに

ついて、「予算決算及び会計令」の改正

と同様に令和７年度当初から政府に準

じた取扱いが可能となるよう、規程改正

を行った。規程の改正に当たっては、円

滑な運用のために機構職員への説明会

を合わせて実施した。 

 

・調達事務の適正性・透明性を確保しつ

つ、業務効率化による機構全体の事務時

間の創出や業務の質の向上を目的とし

て、令和６年度に開始した契約手続に係

る運用変更について全工程を完了した。 

 また、契約事務の課題解決を目的とし

て、相手方の契約約款・利用規約等を活

用した契約手続、応札予定者への入札説
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＜評価の視点＞ 

・調達の合理化 

入札及び契約手続における

透明性の確保、公正な競争の

確保等を図るための審査体

制等は確保され、着実に実施

されているか。 

 

（ア）競争性のない随意契約 17 件のうち新規の

案件について、監事及び外部有識者から構成さ

れる契約監視委員会委員への事前説明を経た

上で調達を実施した。（再掲） 

（イ）一者応札発生時における再発防止策につい

て、発生の都度、契約監視委員会へ報告し確認

を受けた（２件）。また、この取組の継続によっ

て、一部の案件においては、契約手続の見直し

を行うなど、調達改善への取組の深化に繋げる

ことができている。 

 

オ．入札参加機会拡大のための取組 

（ア）環境省ホームページの入札等情報に機構の

調達情報のリンクを掲載していただくととも

に、機構ホームページに入札公告や発注見通し

を掲載した都度機構のトップページに新着情

報として表示し、入札参加機会の拡大を図っ

た。 

（イ）発注入札関係アンケートを機構ホームペー

ジに掲載し、調達情報の入手経路や入札参加状

況等を把握し、入札参加機会の拡大に努めた。 

  

カ．ワーク・ライフ・バランス等の推進 

  総合評価落札方式及び企画競争の調達におい

ては、ワーク・ライフ・バランス等の推進のため、

当機構の調達内容の品質の低下、事業の執行への

支障等が生じない範囲で、当該推進企業（注）で

あることを評価加点項目として設定した。 

（注）ワーク・ライフ・バランス等推進企業  

ⅰ）ワーク・ライフ・バランスを推進する企業と

して、女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律、次世代育成支援対策推進法、青少年

の雇用の促進等に関する法律その他関係法令

に基づく認定を受けた企業 

ⅱ）女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律第８条に基づく一般事業主行動計画を策

定した企業（常時雇用する労働者の数が 100 人

以下のものに限る。） 

 

キ．適正かつ効率的な事務手続の推進 

（ア）効率的かつ効果的な審査体制の維持・向上 

契約手続審査委員会では、令和６年度に開始し

明書等の交付事務のシステム導入によ

る自動化等を実施した。 

最新の手順等については、全面改訂し

た契約事務マニュアルに反映するとと

もに、機構職員への契約事務に係る研修

機会の提供等の充実を図り、更なる適正

かつ効率的な事務手続を推進した。 

 

・その上で、調達手続に関する事務事故

ゼロを達成し、適正な調達事務を実施し

た。 

 

・プロジェクトチームと管理部門が連

携し、適切に役職員の意思疎通を図りつ

つ、令和６年度中に実現した事業実施伺

等の電子決裁化について、より一層の事

務の効率化や紙の使用量の更なる削減

に向けて、運用上の課題解決のための改

善を実施した。 

 

・従来以上に積極的かつ継続的に業務

改善等を行い、より質の高い業務を行う

こと等を目的として、経費の効率化、調

達の合理化、業務改善等に関する機構内

の優良事例の収集及び共有を行う仕組

みを令和６年度に引き続き運用し、半期

に一度、優良事例の理事会報告、機構内

共有を実施した。 
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た契約手続に係る運用変更後の審査体制におい

て、全ての契約について審査又は点検を行ってお

り、調達等に係る公正性を確保するとともに、契

約手続の厳格な運営を図っている。 

契約手続審査委員会による審査は、引き続き、

定例開催を基本としつつも、効率的かつ迅速的な

調達事務に向けて、積極的に随時開催を行った。

契約手続審査委員会を 37 回（令和６年度：36 回）

開催し、計 45 件（基準値 39 件）の審査を実施し

た。 

また、一般競争（最低価格落札方式）や少額随

意契約案件（少額随意契約の基準額以下の調達）

については、契約手続審査委員会において四半期

の実績に基づき点検を行い、指摘すべき事項があ

った場合には、その点検結果を反映する PDCA の

仕組みを継続運用するとともに、引き続き、職員

への積極的な指導・助言を行ったほか、事前相談

や随意契約理由等の確認を行い、調達事務におけ

る適正性確保に向けた取組を充実させた。 

（イ）事務マニュアルや研修機会の充実 

従前の契約事務マニュアルを全面改訂して、件

数の多い少額随意契約について具体的な手順や

注意点を含め、詳細に説明する「契約事務マニュ

アル（総論・少額随意契約編）」を作成した（９月）。

さらに、一般競争契約・入札編を作成して、「契約

事務マニュアル」を全体版とした（３月）。（再掲） 

また、少額随意契約の基準額等の見直しについ

ての規程改正に当たり、職員への説明会を行った

（４月）。さらに、公正取引委員会から講師を招聘

し、入札談合等関与行為防止法等に関する研修を

行う（７月）とともに、調達事務の参考とするた

め、環境省が開催する会計事務担当者向けの研修

を聴講する機会を設けた（７月）。（再掲） 

（ウ）効率的かつ効果的な調達 

機構内で共通使用するコピー用紙について、ス

ケールメリットの観点から一括調達を継続実施

するとともに、複合機の稼働率を精査して、調達

台数を削減（11 台→７台）した。今後も、更なる

効率化や一括調達の対象の拡大に向けて検討を

行う。 

 

ク．「予算決算及び会計令」の改正に準じた規程の改
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正 

少額随意契約の基準額等の見直しについて、職

員の業務負担を早期に軽減するため、「予算決算

及び会計令」の改正と同様に令和７年度当初から

政府に準じた取扱いが可能となるよう、規程改正

を行った。改正に当たっては、円滑な運用のため

に職員への説明会も合わせて行った（４月）。（再

掲） 

 

＜調達の合理化等に資する、その他の取組＞ 

ケ．調達事務に係る電子化の推進 

プロジェクトチームと連携し、適切に役職員の

意思疎通を図りつつ、令和６年度中に実現した事

業実施伺等の電子決裁化について、より一層の事

務の効率化や紙の使用量の更なる削減に向けて、

運用上の課題解決のための改善を行った。 

 

コ．経費の効率化、調達の合理化等に関する優良事

例の収集及び横展開の取組 

従来以上に積極的かつ継続的に、調達改善等

の職員意識を高めることによって、より質の高

い業務を行うことを目的として、機構内におけ

る経費の効率化、調達の合理化、業務改善等に関

する優良事例を収集し、半期に一度、理事会へ報

告の上、機構内で共有する取組について、令和６

年度に引き続き、半年の事例創設及び収集期間

を設け、適切に取りまとめた上で、優良事例の理

事会報告、機構内共有を実施した（９月、３月）。 

 

（資料編Ｐ153_共通３ 令和７年度独立行政法人環境

再生保全機構調達等合理化計画の実績及び自己評価） 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３－３ 給与水準等の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

（予算事業 ID：004998） 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

〈関連した指標〉 

対国家公務員指数 

（年齢・地域・学歴勘案） 

― ― 令和６年６月末公表

値：109.1 

令和７年６月末公

表値：111.9 

    

         

         

         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）給与水準等の適正

化 

 

「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」

（平成25年12月24日閣

議決定）等の政府方針に

基づく取組を着実に実

施することにより、報

酬・給与等の適正化、説

明責任・透明性の向上、

情報公開の充実を図る。 

 

 

【モニタリング指標】 

役員の報酬や退職手当

の水準、職員給与の支給

水準や総人件費等につ

いて、対国家公務員指数

や他の独立行政法人と

（３）給与水準等の適正

化 

 

「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」

（平成25年12月24日閣

議決定）等の政府方針に

基づく取組として、役職

員の給与水準等につい

ては、国家公務員の給与

水準も十分考慮し、手当

を含め役職員給与の在

り方について毎年度厳

格に検証した上で適正

化に取り組むとともに、

その検証結果や取組状

況を公表する。 

（３）給与水準等の適正

化 

 

「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」

（平成25年12月24日閣

議決定）等の政府方針に

基づく取組として、役職

員の給与水準等につい

ては、国家公務員の給与

水準も十分考慮し、手当

を含め役職員給与の在

り方について毎年度厳

格に検証した上で適正

化に取り組むとともに、

その検証結果や取組状

況を公表する。 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

役員の報酬や退職手当

の水準、職員給与の支給

水準や総人件費等につ

いて、対国家公務員指数

や他の独立行政法人と

の比較、対前年度比、経

年比較による趨勢の分

析結果等 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

・給与水準が適正かど

うか。 

・給与水準の検証結果

＜主要な業務実績＞ 

 

 

令和６年度の給与水準及び検証結果について、令和７年６

月 30 日に機構ホームページ上に公表した。 

令和６年度の対国家公務員指数（年齢・地域・学歴勘案）

は 111.9（令和５年度指数 109.1）であり、対前年度と比較し

上昇したものの、環境分野における専門性と知識・能力を有

する人材の積極的な確保等によるものであり、主務大臣の検

証結果としては、役員報酬、職員給与ともに「妥当な水準」

であるとの評価を受けた。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

年度計画に基づく取組を着実かつ

適正に実施したため、自己評定をＢ

とした。 

 

○給与水準については、主務大臣か

ら「妥当な水準」であるとの評価を

受けた。 

 

○給与水準の検証結果等について

は、国のガイドライン等に基づき適

切に公表した。 

 

＜課題と対応＞ 

○引き続き、給与水準の適正化に取

り組むとともに、給与水準の検証結

果については、適切に公表する。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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の比較、対前年度比、経

年比較による趨勢の分

析結果等 

等について、総務省の定

める「独立行政法人の役

員の報酬等及び職員の

給与の水準の公表方法

等について（ガイドライ

ン）」等に基づき公表し

ているか。 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３－４ 情報システムの整備及び管理 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

（予算事業 ID：004998） 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

＜モニタリング指標＞ 

PMO の設置及び支援実績 ― ― 支援実績：計 13 件 

※令和６年度構築、令

和７年度稼働開始案

件を含む。 

支援実績：計 16 件 

※同一システムの

改修・更改は１件で

数える。令和８年度

以降稼働開始案件

を含む。 

    

PMO 人材の育成状況 ― ―       

情報リテラシー研修の実施 

回数、参加者数等 

― ― ３回：91 人(第１回)、

42 人(第２回)、37 人

（第３回） 

４回：66 人(第１

回)、78 人(第２回) 

73 人(第３回) 

32 人(第４回) 

    

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （４）情報システムの整

備及び管理 

 

環境政策上の多様な業

務や課題に戦略的かつ

柔軟に対応するため、デ

ジタル技術の活用によ

り事務手続の一層の簡

素化、迅速化を図るとと

もに、役職員の情報リテ

ラシー向上を目的とし

た情報リテラシー研修

を実施し、データの利活

用及び業務改善、事務の

（４）情報システムの整

備及び管理 

 

環境政策上の多様な業

務や課題に戦略的かつ

柔軟に対応するため、デ

ジタル技術の活用によ

り事務手続の一層の簡

素化、迅速化を図るとと

もに、役職員の情報リテ

ラシー向上を目的とし

た情報リテラシー研修

を実施し、データの利活

用及び業務改善、事務の

（４）情報システムの整

備及び管理 

 

① デジタル庁が策定し

た「情報システムの整備

及び管理の基本的な方

針」（令和３年 12 月 24

日デジタル大臣決定）に

基づき設置した PMO を

中心に情報システムの

適切な整備及び管理を

行う。 

 

② 令和６年度に更改し

＜主な定量的指標＞ 

 

 

・PMOの支援実績等 

・PMO人材の育成状況 

・情報リテラシー研修

の実施回数、参加者数等 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

情報システムの整備及

び管理が適切に行われ

＜主要な業務実績＞ 

 

 

令和７年度は、以下の情報システムの整備、更改（改

修を含む。）に対応するため、PMO の役割を担う情報シ

ステム課が原課から情報システム企画書が提出された

各整備、更改等の案件に参画し、仕様書策定から稼働

開始までを支援した。 

公害健康被害予防事業研修等の実施に係る LMS（予

防事業部、熱中症対策部）については、２部署合同で

調達したところだが、さらに自然共生部においてもLMS

を利用することとなり、共通する要件であったため、

共同利用することとした。これにより、費用や事務手

続がさらに削減できた。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

各部が所管する情報システムの調達

にあたっては、「政府機関等のサイバー

セキュリティ対策のための統一基準」に

則ったセキュリティ対策を講じつつ、機

能を整理することによるシステム全体

のスリム化や一つの情報システムを複

数部署が採用することによるコスト逓

減等の合理化を図った。また、情報リテ

ラシー研修を継続して開催した結果、一

部の部署で業務効率化した業務事例が

報告されたことから自己評価をＢとし

た。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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効率化に継続的に取り

組む。 

また、デジタル庁が策定

した「情報システムの整

備及び管理の基本的な

方針」（令和３年12月24

日デジタル大臣決定）に

のっとり、ITに精通した

職員を充実させ、ポート

フォリオマネジメント

オフィス（PMO）による

支援を行うことにより、

情報システムの適切な

整備及び管理を行う。 

 

【モニタリング指標】 

・PMOの支援実績等 

・PMO人材の育成状況 

・情報リテラシー研修

の実施回数、参加者数等 

効率化に継続的に取り

組む。 

また、デジタル庁が策定

した「情報システムの整

備及び管理の基本的な

方針」（令和３年12月24

日デジタル大臣決定）に

のっとり、ITに精通した

職員を充実させ、ポート

フォリオマネジメント

オフィス（PMO）による

支援を行う等により、情

報システムの適切な整

備及び管理を行う。 

た基幹 LAN システムで

新たに導入したデジタ

ル技術の活用により事

務手続の一層の簡素化、

迅速化を図るとともに、

役職員の情報リテラシ

ー向上を目的とした情

報リテラシー研修を実

施し、データの利活用及

び業務改善、事務の効率

化に取り組む。 

また、公共情報システム

の整備に際しては、「情

報通信技術を活用した

行政の推進等に関する

法律」（平成 14 年法律第

151 号）の改正に伴い、

ガバメントクラウドの

利用を検討する。 

ているか。 改修案件においては、不必要な改修を抑制すること

で仕様、要件の精度を上げた。また、各部担当者と業

者の間に入り、仕様の詳細を伝え、両者間の認識の齟

齬をなくすことで後戻り工程等、不要な工数を削減で

きた。 

整備、更改（改修以外）案件においては、各部担当者

と実現したい機能/非機能要件を整理し、提案事業者と

折衝するとともに、「政府機関等のサイバーセキュリテ

ィ対策のための統一基準」に則ったセキュリティ対策

となるよう、調達仕様を確認し、要件の漏れがないよ

う努めた。 

【整備案件】 

（新規構築） 

・公害健康被害予防事業研修等の実施に係る LMS

（Learning Management System）（予防事業部、熱中

症対策部に加え、自然共生部を追加）※令和７年 10

月稼働開始。 

・石綿健康被害救済制度に係るオンライン申請システ

ム（石綿健康被害救済部）※令和８年３月稼働開始。 

・採用管理システム（総務部）※令和７年 12 月稼働開

始。 

・出張予約・経費精算システム（総務部）※令和８年

４月稼働開始。 

・メール配信サービス（財務部）※令和８年１月稼働

開始。 

 

（改修） 

・公害健康被害予防事業研修等の実施に係る LMS（予防

事業部）※令和７年９月稼働開始。 

・基幹 LAN システム（総務部）※令和７年９月稼働開

始。 

・勤怠管理システム（総務部）※令和７年５月稼働開

始。 

・情報収集分析及びクーリングシェルター管理システ

ム（熱中症対策部） ※令和８年４月稼働開始。 

・経理システム（財務部）※令和９年３月稼働開始予

定。 

・認定給付システム（石綿健康被害救済部）※令和９

年４月稼働開始予定。 

 

（更改） 

・複合機（総務部）※令和８年４月稼働開始。 

 

＜課題と対応＞ 

PMOがより精緻な情報システム投資計

画を立てられるようにするため、次年度

予算要求前の情報システム企画書の提

出を徹底することが必要であるが、予算

要求後に提出のあったケースも見られ

た。この課題への対応として、各部室が

所管する情報システムのライフサイク

ルと業務運営計画を基に情報システム

企画書提出が必要な案件を PMO が精査

し、情報システム企画書作成の助言をす

ることとした。 

情報システムの整備、更改に係るプロ

ジェクト管理を行える PMO 要員が不足

しているため、経験を持つ人材の採用、

既存職員の教育を行い、必要人材の確保

に努める。 
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・住民基本台帳システム（石綿健康被害救済部）※令

和８年 10 月稼働開始予定。 

・研究情報管理基盤システム（環境研究総合推進部）

※令和８年６月稼働開始予定。 

・汚染負荷量賦課金徴収・審査システム（補償業務部）

※令和 10 年度稼働開始予定。 

・文書管理システム（総務部）※令和９年 11 月稼働開

始予定。 

・PBX(電話交換機)＋通話録音装置（総務部）※令和９

年４月稼働開始予定。 

・給与システム（総務部）※令和９年 10 月稼働開始予

定。 

・勤怠管理システム（総務部）※令和 10 年４月稼働開

始予定。 

・人事管理システム（総務部）※令和 10 年４月稼働開

始予定。 

 

稼働中の情報システムについては、脆弱性情報の提

供や運用保守業者との定例会出席等、安定稼働に向け

た支援を行っている。 

 

情報システムの更改に向けて仕様策定前から関与

し、各担当から業務フロー等、業務要件の聞取りを開

始しており、汚染負荷量賦課金徴収・審査システム（補

償業務部）では次期更改の仕様策定に向け、業務フロ

ー、データ構成の見直し等を行い、情報システムのス

リム化への検討を行った。研究情報管理基盤システム

（環境研究総合推進部）では改めて業務フローを洗い

出し、必要な機能を精査した結果、スクラッチ開発を

廃止し、SaaS を活用する移行方針とし、費用の大幅な

削減が出来る見込みである。給与システム、勤怠管理

システム、人事管理システム（総務部）では３システ

ムの業務フローや機能要件の見直しを行い、統合に向

けた検討を開始した。検討の結果、３システムを一体

的に提供する SaaS(ISMAP 登録有)を活用する方針と

し、提案事業者と要件の確認を開始した。 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 

（注）「業務の電子化に関する目標」については、上記「第３」の各業務に係る目標において必要に応じて記載。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４－１ 財務運営の適正化 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１） 財務運営の

適正化 

 

自己収入・寄附金

の確保に努めるほ

か、毎年度の運営

費交付金額の算定

については、運営

費交付金債務の発

生状況にも留意し

た上で、厳格に行

うものとする。 

また、「第４ 業務

運営の効率化に関

する事項」で定め

る事項に配慮した

中期計画の予算及

び資金計画を作成

し、適切な執行管

理を行うととも

に、独立行政法人

（１） 財務運営の適

正化 

 

自己収入・寄附金の

確保に努め、「第４ 

業務運営の効率化に

関する事項」で定め

る事項に配慮した中

期計画の予算計画及

び資金計画を作成

し、適切な予算執行

管理を行う。なお、

毎年度の運営費交付

金の収益化について

適正な管理を行い、

運営費交付金額の算

定については、運営

費交付金債務の発生

状況にも留意した上

で、厳格に行うもの

とする。 

（１）財務運営の

適正化 

 

予算、資金計画等

については、別紙

のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

・勘定別の総利益や利益剰余金 

 

＜評価の視点＞ 

・計画予算と実績について「第４ 

業務運営の効率化に関する事項」

で定める事項に配慮したものと

なっているか。 

 

・運営費交付金について運営費交

付金債務の発生要因等について

分析が行われているか。 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

（１）財務運営の適正化 

 

（A） 適切な予算、資金計画等の作成 

① 令和７年度計画予算と実績（概略） 

法人総計としての収入は、計画額 454 億円に比し実績

額 467 億円と＋14 億円となった。また、法人総計として

の支出は、計画額 618 億円に比し実績額 486 億円と▲132

億円となった。 

各勘定の主な増減要因については、以下のとおり。 

 

・公害健康被害補償予防業務勘定 

［収入］ 

計画予算 30,492 百万円 

実績 30,619 百万円 

差額 ＋127 百万円 

収入は、利息収入が見込みを上回ったこと等により、＋

127 百万円となった。 

［支出］ 

計画予算 34,787 百万円 

実績 31,070 百万円 

差額 ▲3,717 百万円 

支出は、公害健康被害者の認定患者数の減少等に伴う

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

令和７年度については、第５期中期

計画に基づき、年度計画予算等を作成

した。 

また、計画予算に基づく予算執行状

況の定期的な把握など執行管理を適

切に実施し、独立行政法人会計基準等

を遵守しつつ、適正な会計処理を行っ

た。 

 承継業務については、年度計画に基

づく取組を実施した結果、附帯債権を

含め着実な回収が図られた。 

また、債務者の事業再生支援を積極

的に推進した結果、１件の事業再生計

画を成立させることができた。 

 

＜課題と対応＞ 

今後も引き続き、中期計画に基づ

き、経費の効率化等を踏まえた年度計

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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会計基準等を遵守

し、引き続き適正

な会計処理に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算、収支計画、資

金計画については、

別紙のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公害健康被害補償予防業務経費が見込みを下回ったこと

等により、▲3,717 百万円となった。 

 

・石綿健康被害救済業務勘定                   

［収入］ 

計画予算 5,106 百万円 

実績 5,427 百万円 

差額 321 百万円 

収入は、他の法令による救済調整に伴う救済給付の返

還金が発生したこと等により、＋321 百万円となった。 

［支出］ 

計画予算 6,870 百万円 

実績 5,679 百万円 

差額 ▲1,191 百万円 

   支出は、石綿健康被害救済給付費が見込みを下回ったこ

と等により、▲1,191 百万円となった。 

 

・環境保全研究・技術開発勘定 

［収入］ 

計画予算 7,335 百万円 

実績 7,755 百万円 

差額 ＋420 百万円 

収入は、BRIDGE 業務に係る運営費交付金の追加交付等

により、＋420 百万円となった。 

［支出］ 

計画予算 7,336 百万円 

実績 7,483 百万円 

差額 ＋148 百万円 

支出は、BRIDGE 業務に係る運営費交付金の追加交付に

よる研究費の増等により、＋148 百万円となった。 

 

・基金勘定 

［収入］ 

計画予算 2,302 百万円 

実績 2,634 百万円 

差額 ＋332 百万円 

収入は、運用収入の増等により、＋332 百万円となった。 

［支出］ 

計画予算 12,660 百万円 

実績 4,234 百万円 

差額 ▲8,426 百万円 

支出は、ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金経理にお

いて助成金が見込みを下回ったこと等により、▲8,426 百

万円となった。 

 

・承継勘定           

［収入］ 

計画予算 119 百万円 

画予算等を策定し、計画予算に基づく

予算執行状況の定期的な把握など執

行管理を適切に実施していく。 

承継業務については、回収困難債権

の比重が高まる中、債権管理を適切に

行い、債務者の事業再生支援等を積極

的に推進するなど、元金及び附帯債権

について回収の早期化、最大化に取り

組む。 
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実績 305 百万円 

差額 ＋186 百万円 

収入は、正常債権以外の債権の回収等により、＋186 百

万円となった。 

［支出］ 

計画予算 173 百万円 

実績 121 百万円 

差額 ▲52 百万円 

支出は、仮差押保証金等が見込みを下回ったこと等に

より、▲52 百万円となった。 

 

② 運営費交付金債務の発生状況 

当期の運営費交付金債務について、85 百万円が発生し

たため、令和７年度末残高は 150 百万円となった。 

なお、各勘定の内訳は以下のとおり。 

 

・公害健康被害補償予防業務勘定 

   運営費交付金債務なし。 

 

・環境保全研究・技術開発勘定 

   令和６年度末残高 66 百万円 

当期発生額 85 百万円 

当期取崩額 1 百万円 

令和７年度末残高 150 百万円 

（主な要因） 

研究費等の翌期への繰越。 

 

・基金勘定 

   運営費交付金債務なし。 

 

③ 財務の状況 

ア．当期総利益 

    令和７年度の総利益は 613 百万円であり、その要因

は、割賦譲渡利息収益や遅延損害金等の雑益等によるも

のである。 

各勘定別の当期総利益については、以下のとおり。 

 

・公害健康被害補償予防業務勘定 118 百万円 

（主な要因） 

    業務の効率化による経費の縮減等 

・石綿健康被害救済業務勘定 －百万円 

（主な要因）－ 

（注）石綿勘定は、政府交付金及び被害者救済のため

の基金を発生費用に充当することから、損益は

発生しない構造となっている。 

・環境保全研究・技術開発勘定 188 百万円 

（主な要因） 

業務の効率化による経費の縮減等 
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・基金勘定 192 百万円 

（主な要因） 

業務の効率化による経費の縮減等 

・承継勘定 116 百万円 

（主な要因） 

割賦譲渡利息収益や遅延損害金等の雑益等 

 

イ．利益剰余金 

利益剰余金は、令和６年度末の 1,975 百万円に対し

て、令和７年度は、繰越積立金取崩額 14 百万円、当期

積立額 613 百万円を計上し、令和７年度期末時点では

2,573 百万円となった。 

各勘定別の利益剰余金については、下記のとおり。 

・公害健康被害補償予防業務勘定 744 百万円 

・石綿健康被害救済業務勘定 －百万円 

・環境保全研究・技術開発勘定 340 百万円 

・基金勘定 357 百万円 

・承継勘定 1,132 百万円 

 

（資料編 P133_共通１ 経費削減及び効率化目標との関係） 

（資料編 P134_共通２ 計画額及び実績額（令和７年度）） 
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承継業務について

は、回収困難債権

の比重が高まる

中、債権管理を適

切に行い、回収の

早期化、最大化に

努める。また、債

権残高の減少を踏

まえ、当該業務の

今後を見据えた検

討を行いつつ、安

定的かつ効率的な

業務実施に取り組

む。 

 

【モニタリング指

標】 

・勘定別の総利益

や利益剰余金 

・債権残高、回収額

等 

 

承継業務について

は、回収困難債権の

比重が高まる中、債

権管理を適切に行

い、債務者の事業再

生支援等を積極的に

推進するなど、元金

及び附帯債権につい

て回収の早期化、最

大化に取り組む。な

お、一般債権につい

ては第５期中期目標

期間中に回収を終了 

させる。また、債権

残高の減少を踏ま

え、当該業務の今後

を見据えた検討を行

いつつ、安定的かつ

効率的な業務実施に

取り組む。 

 

承継業務について

は、債権管理を適

切に行い、一般債

権は着実な回収を

図る。 

一方、一般債権以

外の債権は、債務

者の事業再生支援

等を積極的に推進

するなど、元金及

び附帯債権につい

て回収の早期化、

最大化に取り組

む。また、当年度

の期首と期末の債

権残高を比較し、

債権区分ごとに回

収額、償却額等の

状況を明らかにす

る。 

 

＜主な定量的指標＞ 

・債権残高、回収額等 

 

 

（B）承継業務に係る適切な債権管理等 

 

債権残高の変動状況は以下のとおりである。 

   （単位：百万円） 

債権区分 

令和６ 

年度末

残高① 

回 

収 

② 

償 

却 

③ 

移 

入 

④ 

移 

出 

⑤ 

令和 8 

年 3 月末

残高 

①-②-③

+④-⑤ 

一般債権 90 

 

59 - - - 31 

一般債権

以外 
232 81 

 

- - - 151 

合 計 322 140 - - - 182 

 

（注１）附帯債権の回収額は 159 百万円である。 

（注２）各計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計に

おいて一致しない場合がある。 

・一般債権については、適切に債権管理を行った結果予定ど

おりの回収が図られた。 

・一般債権以外については、協議中だった２件の事業再生計

画のうち１件が成立し、89 百万円を回収した。 

・昨年度から係属していた訴訟１件が終結し 34 百万円を回

収した。 

 

（注）各計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計におい

て一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

 

４．その他参考情報 

 

 

128



様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４－２ 基金の運用等 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（予算事業 ID：004998） 
 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

（単位：％、百万円） 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

金融資産の普通預金以

外での運用割合 
 93.7％（前中期目標期間

平均値） 
95.67％ 95.51％     

公害健康被害予防基金

の運用益 
 501 百万円（前中期目標

期間平均値） 
553 百万円 605 百万円     

地球環境基金の運用益  90 百万円（前中期目標期

間平均値） 
118 百万円 129 百万円     

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 
主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 （２）基金の運用等 

 

「資金の管理及び運用

に関する規程」を遵守

し、保有する債券のリス

ク管理を適切に実施す

るなど、資金の安全かつ

有利な運用を行う。 

 

 

【モニタリング指標】 

・金融資産の普通預金

以外での運用割合 

・公害健康被害予防基

金及び地球環境基金の

運用益 

（２）基金の運用等 

 

「資金の管理及び運用

に関する規程」を遵守

し、同規程に基づき設置

されている資金管理委

員会による定期的な点

検等により、保有する債

券のリスク管理を適切

に実施するなど、資金の

安全かつ有利な運用を

行うこととする。 

また、公害健康被害予防

基金及び地球環境基金

については、安定的な事

業実施の財源の一部と

するため、資金の運用益

の確保に努める。 

（２）基金の運用等 

 

「資金の管理及び運用

に関する規程」を遵守

し、同規程に基づき設置

されている資金管理委

員会による定期的な点

検等により、保有する債

券のリスク管理を適切

に実施するなど、資金の

安全かつ有利な運用を

最優先するとともに、そ

の使途が環境負荷の低

減その他社会的課題の

解決等に資するグリー

ンボンド等での運用も

推進する。 

なお、保有債券のうち

＜主な定量的指標＞ 

 

・金融資産の普通預金

以外での運用割合 

 

・公害健康被害予防基

金及び地球環境基金の

運用益 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

＜主要な業務実績＞ 

 
（２） 適切な資金運用 

① 「資金の管理及び運用に関する規程」に基づき設置さ

れた資金管理委員会において運用方針を定め、定期的な

点検等を行うことによって、資金の安全な運用に努め

た。 

 

② 日本銀行の利上げにより、金融機関の預金の引き受け

が活況である中、効率的な資金運用を図る観点から、 

ア．預金引き合いにおいては、金融機関のニーズを確認

し、より有利な利率の提示が見込まれる預入期間・金

額を設定する等の調整をした。 

イ．公害健康被害予防基金において、６銘柄、40 億円の

債券を購入した。（令和６年度実績は９銘柄、32 億円） 

なお、このうち１銘柄、28 億円は下記④の売買によ

る購入分である。 

ウ．地球環境基金において、８銘柄、13 億円の債券を購

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

目標策定の時点では困難度を設定

していなかったものの、効率的に基金

の運用等を行い、以下のとおり高い成

果をあげたため、自己評価をＡとし

た。 

 

○ 弾力的な預金運用及びフレキシ

ブルな債券取得により、普通預金残額

の圧縮（金融資産に占める普通預金以

外での運用割合を基準値比 1.81 ポイ

ント増）を図った。 

 

○ ERCA の経営理念に合致するもの

として、グリーンボンド等の購入を積

極的に進め、令和７年度においては、

債券購入額に占めるグリーンボンド

評定  
＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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ERCA において定めた信

用上の運用基準に該当

しなくなったものにつ

いては、適宜、適切な対

応を講ずるものとする。 

また、公害健康被害予防

基金及び地球環境基金

については、金利変動リ

スクに対応できるよう

償還時期に留意して中

長期での運用を行い、資

金の運用益の確保に努

める。 

入した。（令和６年度実績は４銘柄、６億円） 

エ．維持管理積立金において、15 銘柄、62 億円の債券

を購入した。（令和６年度実績は 21 銘柄、65 億円） 

オ．石綿健康被害救済基金において、15 銘柄、68 億円

の債券を購入した。（令和６年度実績は 14 銘柄、65 億

円） 

これらの結果、引き続き普通預金残額の圧縮を図るこ

とができている。 

 

③ 環境保全等の社会貢献事業への支援を目的としたグ

リーンボンド等（SDGs 債）については、機構の経営理念

に合致するものとして積極的に購入を進めており、令和

７年度においても、環境負荷の低減その他社会的課題の

解決等を目的とした債券を 180 億円購入した（債券購入

総額は 183 億円、グリーンボンド等が占める比率は

98.4％）。 

 

④ 公害健康被害予防基金では、市場金利の動向を踏ま

え、今後の償還財源の平準化と運用収入の最大化を図る

ため、一部の保有債券を売却し、売却債券より利回りの

高い債券を同額購入した。（額面 28 億円分：平均利回り

1.203％→2.657％） 

これにより、年度ごとの償還額の偏りを一定程度是正

し、かつ、運用収入を増加させた。 

 

（資料編Ｐ157_共通４ 令和７年度運用方針） 

（資料編Ｐ159_共通５ 令和７年度公害健康被害予防基金債 

券運用状況） 

（資料編Ｐ160_共通６ 令和７年度地球環境基金債券運用状 

況） 

等の比率を 98.4％まで大幅に引き上

げ、環境保全等に資金面から貢献する

ように努めた。 

 

債券購入額に占めるグリーンボンド

等の比率： 

令和５年度 80.1％ 

令和６年度 83.3％ 

令和７年度 98.4％ 

 

○ 日々の変動が大きく金利状況の

見極めが困難な中ではあるが、昨年度

（額面 10 億円分）を大きく上回る規

模（額面 28 億円分）で、公害健康被害

予防基金の保有債券の一部の入れ替

えを行った。 

これにより、年度ごとの償還額の偏

りを一定程度是正し、かつ、運用収入

を増加させ、公害健康被害予防基金の

円滑な事業運営に資した。 

 

＜課題と対応＞ 

○ 引き続き金融市場の見通しが難

しい状況であるが、金融資産の運用へ

の影響等を注視し、適切なリスク管理

を行いつつより効率的かつ機動的な

運用、また環境負荷の低減その他社会

的課題の解決等を目的とした債券の

購入を進めていく。 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

５－１ 業務運営に係る体制の強化・改善、組織の活性化 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

（予算事業 ID：004998） 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

（モニタリング指標） 

職員の士気向上を図る新た

な取組の実施状況 

        

体制強化及び組織の活性化

等の取組状況 

        

職員研修の実施状況         

「独立行政法人環境再生保

全機構がその事務及び事業

に関し温室効果ガスの排出

削減等のため実行すべき措

置について定める実施計

画」に基づく環境負荷低減

実績の対目標比 

令和 12 年度までに平

成 25 年度比 50％の排

出削減 

 45.5％削減 52.0％削減     

広報イベント・社会連携等

の実施状況 

－ － イベント出展回数：８

回 

イベント出展回数：７

回 

    

 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）業務運営に係る体

制の強化・改善、組織の

活性化 

 

① 適切な人材の確保と

戦略的な育成 

環境政策の変化やERCA

に求められる社会的要

（１）施設及び設備に関

する計画 なし 

 

 

（２） 職員の人事に関

する計画 

ERCAが多様な業務を実

施していることを踏ま

（１）施設及び設備に関

する計画 なし 

 

 

（２）職員の人事に関す

る計画 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

・職員の士気向上を図

る新たな取組の実施状

況 

 

・体制強化及び組織の

活性化等の取組状況 

＜主要な業務実績＞ 

 

（１） 施設及び設備に関する計画 なし 

 

（２）職員の人事に関する計画  

 「地域における生物の多様性の増進のための活動の促進に 

関する法律」の改正（令和７年４月１日施行）に基づく新た

な生物多様性増進業務に対応するため、４月から新部署であ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

  

環境配慮の推進について、温室効果ガスの排出量を平成

25 年度比で 52.0%の削減を図ることができ、令和 12 年度

までに 50％以上削減の目標を、早期に達成することがで

きた。 

また、令和７年度は、自然共生部の新規設置に伴うスム

評定  
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請に柔軟に対応し、業務

運営を的確に行う必要

があること及び民間環

境保全活動・研究等の伴

走支援や人材育成、資金

の分配、公害等の健康被

害者への対応など、ステ

ークホルダーとの信頼

関係構築が特に重要で

ある業務等、ERCAが多様

な業務を実施している

ことを踏まえ、「人材の

確保・育成に関する方

針」を策定し、戦略的か

つ計画的な人材の確保

と育成を図る。 

具体的には、業務内容の

高度化や多様化に対応

する組織力を向上すべ

く、人材の確保に取り組

み、専門的知見を有する

機関との人事交流を行

うほか、職員研修の内容

を不断に見直すととも

に、キャリアパスの整理

や職員が自身の関心や

適性に応じて自律的に

能力強化を図ることが

できる環境を整備し、キ

ャリア開発の機会を拡

大する等専門性の強化

に努める。 

また、働き方改革等の取

組を通じて、ワークライ

フバランスに配慮した

柔軟で働きやすい環境

の整備、ダイバーシテ

ィ・インクルージョンの

観点から多様な人材が

活躍できる環境の整備

等を推進し、各部門の現

え、「人材の確保・育成

に関する方針」を定め

る。 

職員の士気向上に資す

るよう人事諸制度を検

証し、人事評価制度を着

実に運用するとともに、

他の機関との人材交流

を行うことにより効果

的な人材登用及び人材

育成を図る。また、働き

方改革を推進するため、

職員の様々なライフ・ス

テージに配慮した人事

諸制度の設計や勤務環

境の整備を行う。さら

に、組織の将来像を踏ま

えたキャリアプランを

構築し、職員自らのキャ

リアビジョンにも配慮

した研修機会の提供を

行うとともに、多角的な

研修計画を策定し、研修

内容を毎年度見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 人材確保・育成 

ア 「人材の確保・育成

に関する方針」に基づく

施策の実施 

 

 

イ 人事評価制度の見

直し 

 

 

 

 

 

ウ 人事評価制度の着実

な運用 

 

 

 

エ 環境省など他の機関

への出向や人材交流の

実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・職員研修の実施状況 

 

・「独立行政法人環境再

生保全機構がその事務

及び事業に関し温室効

果ガスの排出削減等の

ため実行すべき措置に

ついて定める実施計画」

に基づく環境負荷低減

実績の対目標比 

 

・広報イベント・社会連

携等の実施状況 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

― 

る「自然共生部（２課体制）」を設置した。本業務は令和６年

度まで環境省が自然共生サイト認定業務を行っており、それ

を引き継ぐ形で当機構が行うため、すぐに適切に業務を行え

るよう令和６年度準備チームのメンバーを新部署構成員とし

て据えつつ、民間企業から自然共生サイトの認定業務に精通

している３名の出向者を受け入れて体制を整備した。 

 一方、ERCA 内部では、令和６年度に準備した「人材の確保・

育成に関する方針」を職員に共有しつつ、それをもとに採用

や研修等を一部見直して実施した。 

 

① 人材確保・育成  

ア 「人材の確保・育成に関する方針」に基づく施策の実施 

  本方針は、令和６年度中に検討を進め、令和７年４月１

日に年度始めの理事長訓示において、全役職員向けに公表

した。  

（資料編Ｐ161_共通７ ERCA 人材の確保・育成に関する方針） 

イ 人事評価制度の見直し  

 令和６年度に行った人事評価制度の見直しに基づき、令

和７年度から、職員の能力や業績をこれまでより処遇に反

映できるようにすることで職員の士気向上を図る制度と

なるように、業績評価機会を年２回に増やして実施した。

これに基づき、前期の業績期末評価（９～10 月）と後期の

業績期末評価及び総合評価（３月）を行った。 

ウ 人事評価制度の着実な運用  

年度内に新たに着任した職員全員に対し、その都度制度 

に係る説明会を実施（年８回）するとともに、人事異動が

あった際の人事評価の実施について、対象者及びその上長

に対し依頼するなど、制度の着実な運用に取り組んだ。 

エ 環境省など他の機関への出向や人材交流の実施  

 上記アの「人材確保・育成に関する方針」では、人材育

成の一環として外部出向等の活用を明示し、環境省など 

当機構外部への出向や人事交流を積極的に行うことを明

示している。 

 その一環として、環境省と調整の上で双方で若手人材を

出向させる人事交流を初の試みとして実施した。当機構か

らは、令和７年度から開始した自然共生サイト認定業務を

行う自然環境局に１名出向として送り、環境省からは、令

和６年度から開始した熱中症対策部に１名出向を受け入

れた。（７月） 

 また、昨年度に引き続き施策の連携強化のため令和７年

度末時点で上記１名を含む全出向者数６名の出向を行い、

ーズな業務実施を確保するための体制の整備、令和８年度

からの環境研究総合推進部の新規業務に対応する体制の

構築、それらを下支えする人事課の新設に向けた体制の構

築等、組織全体に対する影響が大きかったにもかかわらず

滞りなく中期計画の達成に向けて前進し、フレックスタイ

ム制の導入等による職員の勤務環境の整備や組織横断的

な業務改革プロジェクトチームの運営による各種システ

ム化及び効率化等を通じて、勤務時間の削減にも取り組

み、その成果を上げてきた。こうしたことから、次に掲げ

る根拠のとおり、中期計画における所期の目標を上回る成

果が得られていると認められることからＡ評価とした。 

 

○職員の人材育成については、継続して人事評価制度の適

正な運用を図っている。新規着任者に対してその都度制度

説明会を行い、業績評価の機会を年２回に増やすことで職

員の能力や業績をより処遇に反映できるようにすること

で士気向上を図っている。また、職員の育成と施策の連携

強化等を企図した環境省への ERCA 職員６名の出向に加

え、環境省からも若手職員を受け入れることで、相互の連

携を強化している。このほか、キャリアデザイン研修の受

講対象を中途採用者に拡大し、また、キャリアコンサルタ

ント資格（国家資格）を持つ講師の内製化を実現している。

管理職に対するアプローチとしては、引き続き多面観察を

実施し、その結果を踏まえたマネジメント方針を各管理職

に作成させている。さらに、研修受講の利便性・効率性向

上のため、研修のオンライン開催及びアーカイブ化を図っ

ている。 

 

○DEI（ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン）

の推進に当たっては、引き続き、組織として女性管理職、

女性役員の割合向上に向けて取り組んでおり、その一助と

して、令和７年度は、内部統制担当理事が女性管理職と面

談することを通じて業務遂行上の課題やエンゲージメン

ト、ワークライフバランス推進等への意見を聴取してい

る。（「５－２ 内部統制の強化」を参照。） 

 

○若手職員に対する取組としては、平成 30 年度から実施

しているメンター・メンティ制度の運用方針及びマニュア

ルを見直し、支援体制の質を強化し、制度の活性化につな

げたところ、年度末のアンケートにおいて、全体の満足度

は、５段階評価中の平均評価が 4.2 との結果が得られてお

＜評定に至った理由＞ 

 

＜今後の課題＞ 

 

＜その他事項＞ 
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場レベルでの効果的な

人材登用を図るととも

に、人事評価制度を活用

し、適切な処遇と職員の

エンゲージメントの向

上を図ること等を通じ

て、組織の活性化を図

る。 

 

＜モニタリング指標＞ 

・職員の士気向上を図

る新たな取組の実施状

況 

・体制強化及び組織の

活性化等の取組状況 

・職員研修の実施状況 

 

 

 

② 業務運営に係る環境

保全等に関する取組 

環境政策の実施機関と

して、業務運営全般にお

いて環境負荷の低減、環

境保全について配慮す

るとともに、組織全体と

して環境配慮の意識向

上と実践に努める。 

また、ERCAは我が国の環

境政策の推進に積極的

な役割を果たすため、国

の方針や保有する知見

やノウハウ等を踏まえ

て、ERCA法第10条第１項

第13号及び同条第２項

の規定等により、良好な

環境の創出その他の環

境の保全に関する業務

を必要に応じて実施す

る。 

さらに、国民のERCAの業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② DEI（ダイバーシテ

ィ・エクイティ・インク

ルージョン）の推進 

ア 女性活躍の推進（管

理職への登用、活躍につ

ながる勉強会等の実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 障害者雇用の確保 

 

 

 

ウ 次期一般事業主行動

計画の策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 職員のキャリア形成 

ア （職員の様々なライ

フ・ステージに配慮し

た）人事諸制度の設計や

勤務環境の整備 

組織活性化と人材育成を行った。（参考：令和６年度末時点

全出向者数６名）  

 

② DEI（ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン）

の推進   

ア 女性活躍推進（管理職への登用、活躍につながる勉強会

の実施）  

女性活躍推進法及び次世代育成支援対策推進法に基づ

く一般事業主行動計画に基づき、女性活躍やワークライフ

バランスを推進している。女性活躍に関しては「えるぼし」

の認定（３段階目）、次世代育成支援に関しては「くるみん」

の認定（２回目）をそれぞれ取得済で、令和７年度も取組

を進めている。女性活躍推進法に基づく行動計画及び女性

活躍に関する情報については、厚生労働省の「女性の活躍

推進企業データベース」において公表しており、年度内に

更新作業を行った。 

なお、第５次男女共同参画基本計画（令和５年 12 月 26

日一部変更閣議決定）において、管理職（課長級以上）に

占める女性割合を令和７年度末までに 18％以上、役員に占

める女性割合を令和７年度末までに 20％以上と定められ

ており、令和７年度末時点では、女性管理職 21.1％、女性

役員 16.7％となっている。 

イ 障害者雇用の確保 

 障害者雇用数については、令和７年度も法令に定める

ERCA の基準５名を上回る７名の雇用を達成している。（３

月） 

ウ 次期一般事業主行動計画の策定 

 令和４年から計画期間が開始している現計画について

は、令和８年３月末に期間が終了することから、管理職（課

長級以上）に占める女性割合を定めること、職員の年次有

給休暇の年間平均取得目標日数を定めること、ワークライ

フバランスの推進に向けた取組を明示すること、職業生活

と家庭生活との両立に関する目標を定めること等を含め

た令和８年度から４か年の計画を定めるため、当機構内部

で検討し策定した。（３月） 

 

③ 職員のキャリア形成  

ア （職員の様々なライフ・ステージに配慮した）人事諸制

度の設計や勤務環境の整備  

（ア）フレックスタイム制の運用開始等  

 働き方改革の一環として、多様かつ柔軟な働き方を可能

り、組織横断的な若手職員同士の横のつながりが強化され

ている。 

 

○職員の勤務環境の整備の一環としてフレックスタイム

制の運用を開始したところ、初年度から全職員の約 20％

が利用している。加えて、人事管理システムの運用の充実

や、業務改革プロジェクトチームの運営を通じた組織横断

的な電子化・システム化・マニュアル整備等を推進するこ

とで、業務プロセスの見直し及び生産性・業務効率の向上

を図った。これらの施策とあわせて、時間外労働の削減に

労使一体となって取り組んだ結果、令和５年度に 17 時間

／人／月であった時間外労働時間は、令和６年度に 15 時

間／人／月、令和７年度には 14 時間／人／月と着実に削

減されている。 

 

 

○環境配慮の推進について、実施計画に基づいた取組を着

実に行ったことで、温室効果ガスの排出量を平成 25 年度

比で 52.0%の削減を図ることができ、令和 12 年度までに

50％以上削減の目標を達成することができた。 

 

○業務実施体制の強化等については、自然共生部の業務実

施体制の整備、環境研究総合推進部の新規業務に対応する

課及び総務部人事課の新設に向けた体制構築を着実に実

施するとともに、ERCA の将来像についての議論を主務省

と継続している。また、職員が自らの業務範囲を超えて、

業務改革プロジェクトチームの運営をはじめ、災害廃棄物

対応に関する研修への参加や採用活動・広報活動・広報イ

ベントへの協力など、組織横断的な取組を積極的に行って

いる。こうしたところから、組織の活性化及び職員の士気

の向上の一端が確認できる。 

 

 

＜課題と対応＞ 

・2035 年度までに 65％以上、2040 年度までに 79％以上削

減の目標を達成するために、今後も電気使用量の削減、用

紙使用量の削減及び廃棄物の排出抑制に取り組む。 

・一般事業主行動計画を適切に実行する。 

・機構に適した人材を採用しやすくするために、採用プロ

セスの見直しを検討する。 

・適正な人事評価を行うため、より上司とのコミュニケー
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務に対する理解を増進

し、環境保全やライフス

タイルの変革を推進す

る社会的気運を醸成す

るため、業務全体におい

て、プレスリリース、

Web、SNS及びイベント等

最適なメディア等を効

果的に活用した広報や

社会貢献活動及びステ

ークホルダーとの連携

に取り組む。 

 

＜モニタリング指標＞ 

・「独立行政法人環境再

生保全機構がその事務

及び事業に関し温室効

果ガスの排出削減等の

ため実行すべき措置に

ついて定める実施計画」

に基づく環境負荷低減

実績の対目標比 

・広報イベント・社会連

携等の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とし労働生産性の効率化を図ることを目的として、昨年度

の準備をもとに、フレックスタイム制の運用を開始した。

（４月） 

 開始にあたっては、導入趣旨や細かい運用ルールなどを

職員全体に対して周知する説明会を実施したところ、開始

時で 19 名が制度を利用し、その後も制度に関する問合せ

に対応し、令和８年３月末時点で 43 名が利用するに至っ

ている。これは全職員の約 20％にあたる。 

 また、ひと月当たりのテレワーク回数の上限を８回から

10 回に見直し、ワークライフバランスに配慮した働き方を

さらに推進した（４月）。 

（イ）時間外労働削減の取組 

 令和６年度は、今年度から新たに開始する生物多様性増

進業務の準備チームを現員から捻出してきた状況の中、令

和５年度平均時間外労働時間 17時間/人/月を下回る15時

間/人/月に抑制できたところだが、今年度はさらなる削減

を推進することとした。 

 まず、年度初めの理事長訓示により、柔軟な働き方と業

務のデジタル化により労働価値が高まり、単位時間当たり

の生産性を高めることで、時間外労働の削減にも繋げてい

くという方向性を示した。 

 その上で労使一体となって、令和６年度平均時間外労働

時間 15 時間/人/月を下回るように、定時退庁日（毎週水曜

日）の遵守の意識づけを共に見回り呼びかける活動を行っ

たり、毎月１回、部課長会議にて前月までの時間外勤務状

況を確認する場を設けるなど、日常で時間外勤務の意識を

定着させる取り組みを行っている。 

 その結果、令和７年度は、14 時間/人/月まで抑制するこ

とができた。 

（ウ）メンター・メンティ制度の充実 

 令和 7 年度は、制度の改善を目的として、運用方針および

マニュアルの見直しを実施した。年度初めに昨年度の実施

状況を振り返り、参加者へのヒアリングを通じて課題を抽

出し、以下の改善を行った。 

中途採用者（30 歳以下）に対する希望制の導入により、

制度参加の柔軟性を向上させた。 

メンター同士の関係性を重視したマッチング方針の明

確化により、支援体制の質を強化した。 

若手職員の交流促進を目的としたキックオフミーティ

ングの実施により、各チームから活動報告が寄せられるな

ど、制度の活性化が確認された。 

ションを深める施策を検討する。 

・人材育成方針、研修計画及び人事評価制度を体系的に捉

え、各等級で受けるべき研修の整理を行う。あわせて、各

研修の狙いをより明確に評価面談時に伝えることで、さら

なる人材育成の強化につなげていく。 
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イ 研修の実施（年度研

修計画の策定と実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 職員自らのキャリア

ビジョンにも配慮した

研修機会の提供 

 

 

 

PPT 資料による制度説明に加え、レクリエーションを導

入することで、制度の初動を円滑に立ち上げることができ

た。 

なお、令和７年 10 月には、制度運営状況の把握と改善点

の抽出を目的とした中間フォローアップアンケートを実

施した結果、全体の満足度は５段階評価中の平均評価が

4.1、面談の有意義度は５段階評価中の平均評価が 4.2 と

評価されるなど、制度の定着と効果が一定の成果を示して

いる。 

 さらに年度末に、改めてフォローアップアンケートを実

施した結果、最終的な成果として、全体の満足度は５段階

評価中の平均評価が 4.2、面談の有意義度は５段階評価中

の平均評価が 4.2 の評価となった。 

（エ）人事管理システムの運用  

 令和７年３月に運用開始した人事管理システムについ

て、引き続き職員データの登録を行うとともに、人事関係

の各種届出を人事管理システム上で実施できるよう整備

し、電子上での申請・承認やデータの蓄積を自動的に行う

よう整備した。 

イ 研修内容の見直し（第５期研修計画の策定と実施）  

「人材確保・育成に関する方針」では、受動的な研修とな

らないよう職員が主体性と意欲をもって研修に臨むよう

な工夫と、職員自身が自らのキャリアプランに合わせて選

択できる工夫を取り入れることを明示している。 

研修の実施にあたり、年度当初に「令和７年度 ERCA 研修

計画」を策定した（５月）。その際、職制別研修については、

昨年度策定した５か年計画において各職制とも３～４年

で扱うテーマをローテーションすることとしており、それ

に基づいた内容で令和７年度も実施した。（10 月、11 月） 

  なお、ERCA で研修を実施する際には、職員の利便性の向

上のため、テレワークでも参加できるオンライン開催にて

実施するとともに、研修当日ではなくても視聴できるよう

アーカイブ機能を活用した。 

（資料編Ｐ174_共通８ 令和７年度実施研修） 

 

ウ 職員自らのキャリアビジョンにも配慮した研修機会の提

供 

（ア）キャリアデザイン研修の内容及び実施方法の見直し 

 「人材確保・育成に関する方針」に基づき、令和７年度

の新たな取組として、キャリアデザイン研修の受講対象者

を当計画の新卒採用３～４年目に限らず、令和３年度以降
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（４） その他当該中期

目標を達成するために

必要な事項 

① 業務実施体制の強

化・改善等環境政策にお

けるERCAの役割が増し

ている現状を踏まえ、求

められる役割を果たす

ため必要な組織体制を

整備する。さらに、業務

の実施状況等を継続的

に確認し、専門人材の確

保と育成を強化すると

ともに、必要に応じて、

人員配置の見直し等を 

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）その他当該中期目

標を達成するために必

要な事項 

① 業務実施体制の強

化・改善等 

ア ERCAが将来どのよう

な組織であるべきかに

ついて、職員間及び主務

省との間の議論の継続 

イ 求められる役割を果

たすために必要な組織

体制の整備 

 

 

 

 

 

に採用した中途採用者にも拡大し充実を図った。（新卒採

用者８名、中途採用者 25 名） 

 講師は、当機構のキャリア形成に精通し、キャリアコン

サルタント資格を保有する部長級職員を起用した。 

 本研修は、集合型研修（新卒採用者と中途採用者で共に

１回ずつ）と、研修受講者全員に対して講師とキャリア形

成に関する質問や不安に対応する形で行う個別面談とい

う２部構成で実施した。（面談実施：８月、個別面談実施：

９～10 月） 

 研修受講後アンケートでは、「内容に満足している」の回

答が 100%となり、満足度の高い研修として、今後も継続し

て行うモデルとなる形で実施できた。 

（イ）資格取得奨励の実施 

 第５期研修計画に基づき「資格取得支援策」を実施し、

ERCA が認めた資格について取得に係る費用の一部を支援

することで、業務に必要な知識・技能を自主的に習得でき

る自己研鑽の機会を提供した。 

 （ウ）多面観察の実施 

 管理職のマネジメント能力の向上を図るため、各管理職

について部下や同僚からマネジメントに関する観察意見

を聴取し、その結果をもとに管理職本人による振り返り、

マネジメント方針（アクションプラン）の作成などを行っ

た。（11 月～３月） 

 

（４）その他当該中期目標を達成するために必要な事項 

  

 

① 業務実施体制の強化・改善等  

ア ERCA が将来どのような組織であるべきかについて、職員

間及び主務省との間の議論の継続  

  令和４年度に示した「2050 年の ERCA」を念頭に置いた

ERCA の将来像について、令和７年度も引き続き議論・検討

を行い（６回）、第５期中期目標期間及び次期中期目標期間

における新規事業及び人事戦略について議論を行ってい

る。 

イ 求められる役割を果たすために必要な組織体制の整備  

（ア）新規業務に対応する組織の整備  

 地域生物多様性増進法が制定され、令和７年４月から新

たに自然共生サイトの認定等に関する業務を行う部署「自

然共生部」を新規に設置した。（４月） 

（イ）業務改革プロジェクトチームの運営  
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ウ 専門人材の確保と育

成の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 業務プロセスの見直し等を図り、組織のパフォーマンス

を向上させることを目的に、令和６年度から、組織横断的

な組織として「業務改革プロジェクトチーム」を発足し、

令和７年度も継続して活動を進めた。 

 今年度は、検討テーマが増加したことから、参加メンバ

ーを増員し、各テーマの取組を遂行した。 

各テーマでは、以下の取組を完了した。 

a 事業実施伺いの電子化：試行運用を行い、令和 7 年度中

に本運用を開始した。 

b オフィス環境改革：令和７年度中に一部フロアでの環境

改善を完了した。 

c 業務ノウハウの蓄積促進：経理マニュアルの改正を完了

した。 

d 複合機更改の検討：組織としての方向性を決定し、仕様

の確定を完了した。 

e 旅費精算システムの導入検討：システム選定を完了し、

運用マニュアルの整備を実施した。 

また、プロジェクト開始前と比べ、紙出力 20％減、組織

内メール流量 40％減を実現した。 

（ウ）令和８年度新規業務等に対応する組織の整備 

 内閣府から技術流出の防止が必要な重要技術に関し、研究

セキュリティの確保のための取組の強化が求められているこ

と、特に知財を活用した研究成果の社会実装が強く求められ

るようになっていること等から環境研究総合推進部に技術管

理活用課を新設するための組織規程の改正、同時に、近年の

人材確保や事務所・執務室環境の整備等に係る事務量の拡大

を踏まえ、総務部に人事課を新設するための組織規程の改正

を行い、両課新設に係る執務室の整備等を行った。 

ウ 専門人材の確保と育成の強化  

（ア）採用活動における体制強化（新卒及び中途採用）  

 新卒採用及び中途採用の実施に当たっては、総務部門の

他、各事業部門の第一線で活躍する課長級及び課長代理級

職員で構成した「採用協力チーム」を、令和７年度もメン

バーの一部入れ替えを経て４月に立ち上げた。 

 ４月～６月に実施した令和８年度新卒採用において、書

類選考及び面接をチーム全体で行った。このようにチーム

が主体的に関与して実施したことを通じて、令和８年４月

に入職する新卒採用職員３名を採用した。  

 また、令和９年度以降の新卒採用において、大学キャリ

アセンターとの連携を強化するため、採用リーフレットの

作成を行い、ERCA と親和性があると考えられる全国 130 の
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② 業務運営に係る環境

保全等に関する取組 

ア 業務における環境配

慮 

温室効果ガス排出量の

削減に向け、政府方針を

踏まえた「独立行政法人

環境再生保全機構がそ

の事務及び事業に関し

温室効果ガスの排出削

減等のため実行すべき

措置について定める実

施計画」に基づいた取組

を毎年度着実に行う。ま

た、業務における環境配

慮等の状況を毎年度取

りまとめ、公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ （必要に応じて）人

員配置の見直し 

 

② 業務運営に係る環境

保全等に関する取組 

ア 業務における環境配

慮 

（ア）「独立行政法人環

境再生保全機構がその

事務及び事業に関し温

室効果ガスの排出削減

等のため実行すべき措

置について定める実施

計画」に基づいた取組の

実施 

 

 

 

 

 

 

大学へ送付した（７月）。  

 加えて、ERCA の業務や就労環境等をよく知ってもらうこ

とで人材確保につなげるため、採用広告媒体への ERCA 紹

介ページを、採用活動を学生が開始する時期に合わせてオ

ープンするなど、採用広報活動の充実を図った。（９月） 

さらに、事務所のある川崎市に就労することが物理的に

困難ではない首都圏にある計４大学のキャリアセンター

等へ訪問の上、直接 ERCA の採用に係る説明を行った。（９

月～10 月） 

エコプロ 2025 では ERCA ブース内における業務紹介を実

施するとともに、採用を見据えて各大学のブースを訪問

し、学生及び大学関係者に ERCA の紹介を行った。（12 月） 

なお、令和８年２月には東洋大学及び青山学院大学にお

ける合同説明会にも参加した。 

 （イ）専門人材の早期確保に向けた取組（有期雇用職員採用）  

有期雇用職員（任期付職員）の採用選考については、現

場の業務内容にマッチした優秀な人材を早期に確保する

ため、各部署にて実施する業務フローとしているところだ

が、より効率的な採用業務の実施を行う目的で、採用管理

システムを導入し、運用を開始した。（12 月） 

エ （必要に応じて）人員配置の見直し なし 

 

 

② 業務運営に係る環境保全等に関する取組 

ア 業務における環境配慮 

（ア）「独立行政法人環境再生保全機構がその事務及び事業に

関し温室効果ガスの排出削減等のため実行すべき措置につい

て定める実施計画」に基づいた取組の実施  

 ERCA では、政府の実施計画を踏まえ、「独立行政法人環

境再生保全機構がその事務及び事業に関し温室効果ガス

の排出削減等のため実行すべき措置について定める実施

計画」（以下「実施計画」という。）を策定している。「環境

省がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減

等のため実行すべき措置について定める計画」が令和７年

９月に改正されたことを踏まえて、機構の実施計画を令和

８年２月に改正し、2030 年度（令和 12 年度）までの目標

値（平成 25 年度比 50%削減）に加えて 2035 年度（令和 17

年度）の目標（65％削減）及び 2040 年度（令和 22 年度）

までの目標（79％削減）を設定し、取組を進めた。 

 業務における環境負荷の低減を図るため、令和７年４月

に策定した「令和７（2025）年度環境配慮のための実行計
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イ 環境保全及び社会貢

献に関する取組 

（ア） 我が国の環境政

策の推進に積極的な役

割を果たすため、国の方

針やERCAが保有する知

見やノウハウ等を踏ま

えて、ERCA法第10条第１

項第13号及び同条第２

項の規定等により、良好

な環境の創出その他の

環境の保全に関する業

務を必要に応じて実施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）業務における環境

配慮等の状況の取りま

とめと公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 環境保全及び社会貢

献に関する取組 

（ア）環境政策推進への

貢献等 

ａ 災害時における災害

廃棄物対策業務への協

力 

ｂ ERCA 法第 10 条第１

項第 14 号及び同条第２

項の規定等により、良好

な環境の創出その他の

環境の保全に関する業

務を必要に応じて実施 

画」に基づき、全役職員による電気使用量の削減、用紙使

用量の削減及び廃棄物の排出抑制に取り組んだ。また、実

施計画で定めた、2030 年度までに LED 照明を導入割合 100%

にするといった目標に対し、昨年度に一部残った箇所につ

いて入替え工事を実施し、100%の導入を完了した。（１月） 

 さらに、引き続き事務所内の区画別の使用状況をまとめ

て把握し公表することで、電気使用量の削減を促進した。

令和７年度の電気使用に伴う温室効果ガスの排出量は、令

和６年９月及び令和７年度の LED 照明導入の効果から平成

25 年度比 52.0%まで削減できており、目標を達成できた。 

（イ） 業務における環境配慮等の状況の取りまとめと公表  

 事業活動による影響や調達については、「国等による環

境物品等の調達の推進等に関する法律」（いわゆるグリー

ン購入法）に基づき、令和７年度の環境配慮物品等の調達

の推進を図るための方針を定め、目標を達成すべく調達を

行った。また、令和８年度の環境配慮物品等の調達の推進

を図るための方針を定めた（３月）。 

 令和６年度の事業活動に係る環境配慮の取組について

は、国民に対する情報発信として「令和６年度事業報告書」

にとりまとめ、ERCA のホームページに掲載し公表した（６

月）。報告書では用紙使用量、廃棄物排出量及び温室効果ガ

ス排出量の削減目標への達成状況等について報告した。ま

た、職員の意識啓発として ERCA 内全体の環境配慮に対す

る意識の底上げを目的として、11 月と３月の計２回の自己

点検を行い、環境配慮の取組を役職員に促した。  

（資料編Ｐ176_共通９ 令和７（2025）年度環境配慮のための

実行計画） 

 

イ 環境保全及び社会貢献に関する取組 

（ア）環境政策推進への貢献等 

ａ 災害時における災害廃棄物対策業務への協力 

発災時における環境省災害廃棄物対策室への応援要

請に備え、環境省、中間貯蔵・環境安全事業株式会社

（JESCO）との合同研修を行った（９月）。研修は、災害

等廃棄物処理事業等の実務処理等に係る内容で行った。 
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する。 

（イ） 国民のERCAの業

務に対する理解を増進

するため、業務全体にお

いて、ターゲット毎に最

適なメディア等を効果

的に活用した広報を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） 環境保全やライ

フスタイルの変革を推

進する社会的気運を醸

成するため、社会貢献活

動及びステークホルダ

ーとの連携に積極的に

取り組む。 

 

 

 

（イ）組織的な広報の展

開 

 

ａ ソーシャルメディア

を活用した情報発信 

 

 

 

 

 

ｂ イベントへの出展 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）ステークホルダー

との連携 

ａ 環境保全やライフス

タイルの変革を推進す

る社会的気運を醸成す

るための社会貢献活動

の実施及びステークホ

ルダーとの連携 

 

 

ｂ 韓国環境公団との定

期交流の実施 

 

（イ）組織的な広報の展開 

ERCA 有志職員による広報・イベント協力隊の人材を有効

活用しながら、下記の広報に取り組んだ。  

ａ ソーシャルメディアを活用した情報発信 

内外のイベントや内部研修の様子などSNSにより積極

的に呼びかけた。  

Facebook 投稿数：39 回（フォロワー数 611 人）（令和８

年３月末時点） 

YouTube 投稿数：70 本（登録者数 12,157 人）（令和８年

３月末時点） 

ｂ イベントへの出展  

（主な出展イベント）  

・8/6-7「こども霞ヶ関デー」小学生及びその保護者 308

名参加 

・8/21 東京新聞主催「こども記者が行く！」小学生及び

その保護者 14 組参加 

・9/27-28「きょうと☆いきものフェス！2025」ブース来

場者 716 名 

・11/12-13「第 18 回川崎国際環境技術展」ブース来場

者 203 名 

・11/15「&EARTH スマートライフプロジェクト」ブース

来場者 210 名 

・12/10-12「エコプロ 2025」ブース来場者 655 名 

（ウ）ステークホルダーとの連携  

ａ 環境保全やライフスタイルの変革を推進する社会的

気運を醸成するための社会貢献活動の実施及びステー

クホルダーとの連携  

・上記（イ）ｂの「東京新聞主催「こども記者が行く！」」

においては、小学生向けに気候変動及び生物多様性につ

いての講義・ワークショップによる環境教育を行った。 

・10/23 川崎市立川崎高等学校にて、高校生向けにネイチ

ャーポジティブに関する講義・ワークショップによる環

境教育を行った。  

ｂ 韓国環境公団との定期交流の実施  

「科学技術の分野における協力に関する日本国政府と

大韓民国政府との間の協定」に基づき、韓国環境公団と

第 30 回定期会議及び第 25 回実務者会議を実施した

（9/25-26 韓国・済州島開催）。交流 30 周年を記念して

これまでの実績を振り返るとともに、双方の主要事業の

実績及び計画、デジタル環境プロジェクト及び OECM に
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ついて情報交換等を行い、関連施設の見学等を行った。 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

５－２ 内部統制の強化 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

（予算事業 ID：004998） 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

内部統制・リスク管理

委員会の開催による取

組状況 

― 年２回 ２回 ２回     

外部有識者を含む内部

統制等監視委員会によ

る検証・評価結果等 

 年１回 １回 １回     

内部統制研修等の実施

回数 

 年１回 １回 １回     

         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２） 内部統制の強化 

「独立行政法人の業務

の適正を確保するため

の体制等の整備」につ

いて」（平成26年11月28

日総務省行政管理局長

通知）等の政府方針に

基づく取組を着実に実

施するとともに、理事

長をトップとする「内

部統制・リスク管理委

員会」等を活用し、取組

状況の共有・確認等を

行う。また、内部統制の

仕組みの有効性につい

て随時、点検・検証を行

い、必要に応じて機能

③ 内部統制の強化 

 

ア 内部統制・リスク管

理に関する取組 

毎年度、内部統制・リス

ク管理委員会が内部統

制の取組を推進し、半

期毎に取組状況の確認

等を行う。また、毎年

度、経営と現場の対話

として内部統制担当理

事による職員面談等を

行う。 

 

 

 

 

③ 内部統制の強化 

 

ア 内部統制・リスク管

理に関する取組 

（ア）内部統制・リスク

管理委員会の開催（半

期毎） 

 

 

 

 

（イ）内部統制担当理

事による職員面談 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

・内部統制・リスク管理

委員会の開催による取

組状況 

 

・外部有識者を含む内

部統制等監視委員会に

よる検証・評価結果等 

 

・内部統制研修等の実

施回数 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

ア 内部統制・リスク管理に関する取組 

 

（ア）内部統制・リスク管理委員会  

内部統制・リスク管理委員会を２回開催し、事務事故等の状

況確認を行うとともに、事務事故報告制度において疑い事案も

含めて報告することになったことや職場における情報共有ツ

ールの多様化を踏まえた外部意見報告制度の発展的解消、新規

事業部門設立に伴うリスク管理方針の改訂等を行った（12 月、

３月）。 

（イ）内部統制担当理事による職員面談 

ERCA の抱える業務運営上の課題を含めた内部統制の実情を

把握するため、内部統制担当理事と女性管理職等の職員計 26

名との面談を実施し、業務遂行上の課題や職員のエンゲージメ

ント、ワークライフバランス推進等への意見を聴取した（12 月

～１月）。  

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

年度計画に基づく取り組みを着実かつ適正に実施し、事

務 事故の発生を抑制する仕組みの構築ができたため、自己

評定をＢとした。根拠は次のとおり。 

 

○内部統制及びリスク管理については、期初に計画を策定

し、委員会の場で ERCA 内部での進捗確認を行い、着実に取

り組んでいる。また当該取組状況については、外部有識者に

よる検証を受けることで、更なる課題への対応につなげて

いる。 

○職員への面談を通じて、内部統制担当理事が自ら現場の

課題の把握に努めるとともに、研修やコンプライアンス自

己点検を通じた意識醸成に取り組んでいる。 

○インシデント発生時には、速やかな報告を徹底し、適時適

切に関係者に当該事案を共有するとともに、再発防止策を

全体に共有することで注意喚起を図っている。 

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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向上のための仕組みの

見直しを行う。 

 

【モニタリング指標】 

・内部統制・リスク管理

委員会の開催による取

組状況 

・外部有識者を含む内

部統制等監視委員会に

よる検証・評価結果等 

・内部統制研修等の実

施回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 内部統制等監視委

員会による検証等 

内部統制の仕組みの有

効性について、毎年度、

外部有識者を含む内部

統制等監視委員会にお

いて検証を行うととも

に、監事監査において

内部統制の評価を受け

る。これらの検証等を

踏まえ、必要に応じて

機能向上のための仕組

みの見直しを行う。 

ウ 内部統制研修の実

施 

毎年度、全職員を対象

に、内部統制やリスク

管理に関する研修を実

施する。 

 

（ウ）インシデント事

例の共有 

 

 

 

 

 

 

イ 内部統制等監視委

員会による検証等 

（ア）内部統制等監視

委員会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 内部統制研修の実

施 

（ア）内部統制研修の

実施 

 

 

 

（イ）コンプライアン

ス研修の実施 

 

 

 

（ウ）コンプライアン

スチェックシートによ

る自己点検の実施 

＜評価の視点＞ 

― 

（ウ）インシデント事例の共有 

ERCA 内での事務事故は、新規事業の追加に伴う事務量の増

加やその集計対象範囲を広げたこと等から 34 件（前年度 14

件）発生した。各部署には、速やかな報告を促すとともに、発

生状況については適時適切に内部統制担当理事を含む関係者

に共有した。また、ヒューマンエラーを防止するための仕組み

づくりやシステム化など、ダブルチェックに頼らない再発防止

策を全体に共有することで他部署への注意喚起を図った。 

イ 内部統制等監視委員会による検証等 

内部統制等監視委員会を開催し、ERCA の業務実績及び内部

統制・リスク管理の状況について外部有識者を含めた委員によ

る検証を行った（８月）。 

外部有識者からは、新規業務の追加等による新たなリスクへ

の対応や情報セキュリティ等に対する監査の有効性確保に向

けた取組の維持向上について推奨があったため、内部統制・リ

スク管理委員会や内部統制研修等を通じて ERCA 職員への周知

及び取組を進めた。 

 

（資料編Ｐ181_共通 10 内部統制の推進に関する組織体制） 

 

 

ウ 内部統制研修の実施 

（ア）内部統制研修の実施 

内部統制の基本的考え方、業務の適正かつ効果的な遂行のた

めの体制、リスクの認識やリスクを認知した際の速やかな報告

等を内容とした内部統制研修を全職員向けに行い、意識向上を

図った（２月）。 

（イ）コンプライアンス研修の実施 

 コンプライアンス遵守に対する意識向上を図るため、全職員

を対象としたコンプライアンス・ハラスメント防止研修を実施

した（12 月）。 実施にあたっては、留意点を明確にするため

に管理職向けと非管理職向けに分けて研修を実施した。 

（ウ）コンプライアンスチェックシートによる自己点検の実施 

 全職員を対象としたコンプライアンスチェックシートに よ

る自己点検を実施し（12～１月）、日常の業務運営が法令等 に

沿って行われていることや ERCA 職員としての言動についての

振り返りを行うことで、コンプライアンス遵守に対する再確認

を行い、意識喚起を図った。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、研修や面談を通じて職員の意識向上を図ると

ともに、内部統制・リスク管理委員会等で定期的に事務事故

等の発生状況、リスク及び参考となる再発防止策の共有を

行うことでインシデントの未然防止に努める。 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

５－３ 情報セキュリティ対策の強化、適正な文書管理等 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

（予算事業 ID：004998） 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

〈関連した指標〉 

全役職員を対象とした

情報セキュリティ研修

（回数・参加率） 

－ ２回・100％ 

 

２回・100％ ２回・100％     

標的型攻撃等の不審メ

ールに備えた訓練の実

施状況 

－ ２回 １回 １回     

担当職員等を対象とし

た文書管理・情報公開研

修状況（回数・参加率） 

－ 文書管理担当者を対象

とした研修：１回・100％ 

新人職員を対象とした

研修：１回・100％ 

文書管理担当者を対

象とした研修：１回・

100％ 

新人職員を対象とし

た研修：１回・100％ 

文書管理担当者を対

象とした研修：１回・

100％ 

新人職員を対象とし

た研修：１回・100％ 

    

         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 

（令和７年度） 

主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３） 情報セキュリテ

ィ対策の強化、適正な

文書管理等 

 

「サイバーセキュリテ

ィ基本法」（平成26年11

月12日法律第104号）、

「政府機関等のサイバ

ーセキュリティ対策の

ための統一基準群」等

を踏まえ、関連規程類

を適時適切に見直し、

対応する。また、これら

④ 情報セキュリティ

対策の強化、適切な文

書管理等 

 

ア 情報セキュリティ

対策の強化 

「政府機関等のサイバ

ーセキュリティ対策の

ための統一基準群」の

改訂状況等を踏まえ、

ERCAとして定める「情

報セキュリティ対策基

準」、「情報セキュリテ

④ 情報セキュリティ

対策の強化、適切な文

書管理等 

 

ア 情報セキュリティ

対策の強化 

「政府機関等のサイバ

ーセキュリティ対策の

ための統一基準群」の

改正状況等を踏まえ、

ERCA として定める「情

報セキュリティ対策基

準」、「情報セキュリテ

＜主な定量的指標＞ 

 

・全役職員を対象とし

た情報セキュリティ研

修、標的型攻撃等に備

えた訓練の実施状況 

 

・担当職員等を対象と

した文書管理・情報公

開研修の実施状況 

 

 

＜その他の指標＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

ア 情報セキュリティ対策の強化 

「令和７年度環境再生保全機構情報セキュリティ対策推進

計画」に基づき、次の通り各種取組を推進し、機構の情報セ

キュリティレベルの向上に努めた。 

（ア）情報システム管理委員会の開催 

情報システム管理委員会を開催し、各種情報セキュリ

ティ対策の実施・対応状況、情報セキュリティインシデン

トの情報等を共有した。情報セキュリティインシデント

の事例を共有することにより、機構内で同様のインシデ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

令和７年度情報セキュリティ対策推進計画に定めた「情報

セキュリティ対策基準」、「情報セキュリティ実施手順書」の

改定、全役職員を対象とした標的型メール攻撃訓練や情報セ

キュリティ研修を確実に実施したことから、自己評価をＢと

した。 

 

＜課題と対応＞ 

標的型攻撃の手法も多様化している中、組織全体の情報セ

キュリティに対する意識をより向上させる必要がある。 

そのため、研修機会を増やして標的型攻撃に関する手口や被

害、復旧に係るコスト等を繰り返し伝え、リスクの大きさを

評定  

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

 

＜その他事項＞ 
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に基づくセキュリティ

対策に加え、全役職員

を対象とした情報セキ

ュリティ研修や、標的

型攻撃等に備えた訓練

等を適時に実施するこ

とにより、情報システ

ムに対するサイバー攻

撃への防御力、攻撃に

対する組織的対応能力

の強化に取り組む。さ

らに、これらの対策の

実施状況を毎年度把握

し、その結果を踏まえ

た取組の見直しと推進

を行う。また、文書管

理、情報公開について

は、法令等に従い適切

に対応する。 

 

 

【モニタリング指標】 

・全役職員を対象とし

た情報セキュリティ研

修、標的型攻撃等に備

えた訓練の実施状況 

 

・担当職員等を対象と

した文書管理・情報公

開研修の実施状況 

ィ実施手順書」等につ

いて適時見直しを行

う。また、毎年度「情報

セキュリティ対策推進

計画」を策定し、保有す

る個人情報の流出等を

未然に防止するための

システム対策等を行う

とともに、全役職員を

対象とする情報セキュ

リティ研修、標的型攻

撃等に備えた訓練等を

適時実施することによ

り、情報システムに対

するサイバー攻撃への

防御力、攻撃に対する

組織的対応能力の強化

に取り組む。さらに、こ

れらの対策の実施状況

を毎年度把握し、その

結果を踏まえた取組の

見直しと推進を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ィ実施手順書」等につ

いて適時見直しを行

う。 

また、令和７年度情報

セキュリティ対策推進

計画を策定し、サイバ

ー攻撃への対策や情報

セキュリティインシデ

ント発生防止を目的と

し、各種脆弱性診断、情

報セキュリティ研修、

情報セキュリティ自己

点検、標的型攻撃訓練

等を実施し、情報セキ

ュリティに関する意識

の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

＜評価の視点＞ 

― 

ントが再発しないよう啓発を図った。また、情報セキュリ

ティ対策推進計画に基づく取組、情報システム運用継続

計画策定及び国家サイバー統括室監査の報告、事例共有

並びに情報セキュリティ対策基準の改定を協議、決定し

た（７月、12 月、３月実施）。 

（イ）情報セキュリティ対策基準の改定、情報セキュリティ

実施手順書の改正 

業務実態に合わせて情報セキュリティ実施手順書の改

正を行った（７月実施）。 

令和７年度版に改定された「政府機関等のサイバーセ

キュリティ対策のための統一基準」及び「政府機関等の対

策基準策定のためのガイドライン」に合わせ、情報セキ

ュリティ対策基準及び、情報セキュリティ実施手順書の

改正を行った（１月実施）。 

国家サイバー統括室監査の助言（推奨事項）に基づき、

情報セキュリティ実施手順書の改正を行った（３月実

施）。 

（ウ）情報セキュリティに関する教育 

効率的な教育の実施及び 100％の理解度を達成するこ

とを目的として、全役職員を対象とする情報セキュリテ

ィ研修を内製で構築した LMS（Learning Management 

System）で開催、標的型攻撃への対応や情報セキュリティ

実施手順書の浸透等を図った（５月、１月実施）。 

また、研修後に LMS で理解度テストを行い、理解度を

高めるため合格水準に達するまで繰り返し受験を促した

（５月、１月実施）。 

情報リテラシーに関する理解度が低い傾向にある入職

１年目職員に対し、情報システム課がフォローアップ研

修を行い、PC 操作及びセキュリティ意識の向上を図った

（５月、10 月、12 月実施）。 

外部講師を招き、入職１年目の役職員に対し、サイバー

攻撃の情勢や手法を理解するとともにサイバー攻撃のデ

モンストレーションを行った。実際の攻撃手法を体験す

ることで役職員の情報セキュリティ意識について、より

一層の向上を図った（２月実施）。 

（エ）情報セキュリティ対策の自己点検 

情報セキュリティ実施手順書の遵守状況等確認のた

め、全役職員を対象とした情報セキュリティ自己点検を

行った（８月～10 月実施）。 

（オ）情報システムに関する技術的な対策を推進するための

取組 

民間企業が主催するセミナーや NCO 主催の研修等へ参

浸透させていく。 

ランサムウェア感染によるデータ暗号化被害等重大イン

シデントが発生した際の体制、対応フローを策定した一方

で、実際の重大インシデント発生時に策定したフローどおり

適切に対応できるかが課題である。また、機構役職員のみで

訓練を実施すると客観的な評価が困難であるため、第三者に

よる訓練及び評価を実施することで、重大インシデント発生

時の対応品質を担保していく。 
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イ 適切な文書管理及

び情報公開 

文書管理、情報公開に

ついては、「公文書等の

管理に関する法律」（平

成21年７月１日法律第

66号）、「独立行政法人

等の保有する情報の公

開に関する法律」（平成

13年12月５日法律第

140号）等に基づき、適

切に対応する。その際、

法令の改正や行政機関

における運用の動向等

を踏まえ、「文書管理規

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 適切な文書管理及

び情報公開 

（ア）文書管理、情報公

開については、「公文書

等の管理に関する法

律」（平成 21年７月１日

法律第 66 号）、「独立行

政法人等の保有する情

報の公開に関する法

律」（平成 13 年 12 月５

日法律第 140号）等に基

づき、適切に対応 

（イ）法令の改正や行

政機関における運用の

動向等を踏まえ、「文書

加し、最新技術や動向等を追うことで、情報システム課の

技術的な知見を広めた。 

情報システム基盤を更改したことにより Microsoft365

を利用できることになったことに伴い、セミナー等に参

加し、技術等を習得した。 

（カ）サイバー攻撃への対応 

情報システム課を中心に日々の脆弱性情報の収集や迷

惑メール対策を行った。また、全役職員に対し、情報セキ

ュリティに係るニュースを配信し、情報セキュリティ意識

の啓発を図った。機構が導入している電子メールのなりす

まし防止対策において、外部から受信したメールより設定

不備が確認できた送信元組織（５団体）に対して、正しい

対策を案内し、送信元組織の情報セキュリティレベルの向

上に努めた。 

（キ）情報セキュリティインシデント対応訓練 

情報セキュリティ対策基準に基づき、ランサムウェア被

害により通常業務が停止する事態を想定した情報セキュ

リティインシデント対応訓練（机上訓練）の実施に向け、

情報セキュリティ実施手順書の内容に沿って、初動対応、

体制、役割等を確認するためのシナリオ案を作成するな

ど、計画立案及び準備を進めた。 

また、「政府機関等における情報システム運用継続計画

ガイドライン」（令和７年７月内閣官房国家サイバー統括

室）に基づき、機構の情報システム運用継続計画を策定し、

体制、重大な情報セキュリティインシデント発生時の対応

フロー等を整備した。（３月実施） 

 

イ 適切な文書管理及び情報公開 

文書管理については、令和５年度より文書管理システムの

運用を開始し、電子決裁を含む文書の電子的管理を順次進

め、適正かつ効率的な文書管理に努めている。また、「行政

文書の管理に関するガイドライン（令和７年２月 14 日内閣

総理大臣決定）」の内容確認、令和７年度からのネイチャー

ポジティブ推進業務開始に伴う必要な規程類の改正を行う

など、見直しを適時行った（４月）。   

文書の作成、保存、廃棄等が適正に行われるよう、新入職

員向けの研修（４月）を実施した。令和８年度においても適

切な文書管理に努めるため、全職員向けの研修（２月）及び

文書管理者向けの研修（３月）を実施した。 

情報公開については、開示請求２件の開示を適切に行っ

た。 

個人情報の保護については、行政手続における特定の個人
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程」、「情報公開規程」

等について適時見直し

を行うとともに、毎年

度、担当職員等を対象

とする研修を実施する

ことで、周知徹底を図

る。 

管理規程」、「情報公開

規程」等について適時

見直し 

（ウ）関係法令等の周

知徹底を図るため、担

当職員等を対象とする

文書管理・情報公開研

修の実施 

（エ）文書管理システ

ムの運用 

を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）の改

正等に伴い、ERCA の個人情報保護管理規程においても改正

を行った（４月）。 

また、個人情報の取扱いに従事する職員全員を対象とし

て、個人情報保護管理者・担当者向けの内容を含めたカリキ

ュラムで実施した（11 月～12 月）。LMS（Learning Management 

System）を活用して全対象者の受講を確認し、理解度テスト

にて各対象者の理解度を測った。 

今後、特定個人情報（マイナンバー）の取扱いが想定され

ることから、個人情報保護委員会による特定個人情報保護評

価の手続のための準備を進めた。 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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主務大臣による評価結果に対する主要な反映状況 

 

 

＜国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置＞ 

評価項目 令和６年度評価指摘事項等 反映状況 

Ⅰ－３－１ 

民間環境保全活動の

助成 

●令和７年度に検討をするとされている評

価指標、評価ガイドラインについて、わかり

やすく、被評価者の環境保全活動の内容や質

について定量的な評価が可能なものとする

こと。 

有識者に意見聴取しながら、具体的な指標を

示すことにより助成先団体が自ら客観的か

つ透明性を持って自己評価ができる評価指

標の策定を完了した。 

評価指標は、定量的な指標を基本としつつ、

活動内容により定性的な指標の例示も含め

た内容とした。 

●その上で、とりわけ戦略プロジェクトにお

いては新規に導入した補助メニューである

ことから、事業のアウトカムを明確にし、そ

の効果を客観的に測定できる評価指標の確

立を行うこと。 

戦略プロジェクトにおける評価については、

通常助成の評価項目に加え、政策課題協働型

及び地域協働型それぞれの評価指標を策定

した。 

具体的には、政策課題協働型では政策との整

合性の妥当性について、地域協働型では地域

への定着・連携・発展の指標を策定した。 

なお、地域協働型においては地域の多様なス

テークホルダーと協働で進めていくことが

重要であり、協働にフォーカスした評価の必

要性が新たに判明したことから、協働に関す

る評価指標の検討を継続して行う。 

Ⅰ－４－１ 

ポリ塩化ビフェニル

廃棄物処理基金によ

る助成事業 

●PCB廃棄物の期限内処理に向け、今後も、中

小企業者等が保有する PCB廃棄物等の処理

が促進されるよう着実な執行に努めていた

だくとともに、引き続き、基金の管理状況や

助成金の審査基準、審査状況などを公表し、

事業の透明性、公平性を確保いただきたい。 

・PCB 廃棄物の円滑な処理を推進するため、

透明性・公平性を確保し、堅実かつ円滑に業

務を遂行した。 

・高濃度 PCB 廃棄物処理助成の適正な業務遂

行により、高濃度 PCB 廃棄物の期限（令和８

年３月末）内処理に貢献することができた。 

・低濃度 PCB 廃棄物処理の助成業務について

も、年間を通じて滞りなく実施できた。 

・高濃度 PCB 廃棄物処理施設の解体・撤去後

の知見収集や、高濃度 PCB 廃棄物処理事業終

了後の処理体制構築のための実証試験に関

する振興事業の助成も、滞りなく実施でき

た。 
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評価項目 令和６年度評価指摘事項等 反映状況 

Ⅰ－２－１ 

公害健康被害の補償 

●賦課金を適正に確保するため、引き続き納

付義務者の理解を促すとともに、DX を推進

することで納付義務者の利便性の向上や徴

収業務の効率化を進めていく必要がある。 

本指摘事項について、令和７年度において

は、賦課金を適正かつ安定的に確保するた

め、納付義務者の理解促進とデジタル技術

（DX）の活用による利便性向上及び業務効率

化の双方に重点を置いた取組を進めた。 

まず、納付義務者の理解促進に関する取組と

しては、申告納付説明会を動画配信及びウェ

ビナー形式で実施し、制度の概要や変更点に

ついて丁寧に説明を行った。令和７年度は、

動画配信が 1,422 回再生、ウェビナーには延

べ 2,019 人が参加するなど、多くの納付義務

者に対し理解促進を図ることができた。ま

た、コールセンターの設置時期を前倒しし、

受託事業者とのクラウドサービスを活用し

た情報共有体制を強化することで、納付義務

者からの相談・問合せに迅速かつ的確に対応

した結果、繁忙期における問合せ件数の平準

化にもつながった。 

さらに、過年度の問合せ内容を分析し、Q&A 集

の整理・改訂や AI チャットボットの更新を

行うことで、自己解決を促す環境を整備し

た。これらの取組により、納付義務者の制度

理解と申告・納付の円滑化を図り、賦課金の

申告率は 99.8％と高水準を維持することが

できた。 

次に、DX を推進した利便性向上・業務効率化

の取組として、オンライン申告の利用促進に

注力した。算定様式が不要な事業者向けの

Web 入力フォームの継続運用や、用紙申告で

誤りが多かった事業者への個別フォローを

実施した結果、電子申告率は前年度の 83.6％

から 85.5％へと向上した。また、納付方法の

多様化としてペイジーの利用促進を進め、取

扱金融機関の拡大や納付書様式の工夫によ

り、ペイジーによる収納件数は大幅に増加し

た。 
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評価項目 令和６年度評価指摘事項等 反映状況 

加えて、RPA の本格活用により、問合せ対応

メールの自動作成やアンケート集計、入出金

明細処理等の定型業務を自動化し、年間約 34

人日分の工数削減を実現するなど、徴収業務

の効率化と職員の負担軽減を図った。 

これらの結果、納付義務者の利便性向上と徴

収業務の効率化を両立しつつ、賦課金を適正

に確保する体制の強化につなげることがで

きた。 

今後も引き続き、納付義務者の理解を基盤と

した自主的な申告・納付を促す取組を継続す

るとともに、賦課金徴収・審査システムの改

修検討を含め、DX をより一層推進すること

で、納付義務者、地方公共団体及び当機構双

方の利便性向上と業務の高度化・効率化を図

っていく。 

Ⅰ－２－２ 

公害健康被害の予防 

●様々なステークホルダーのニーズの確認

や開拓を行い、実効性のある事業の検討を引

き続き行う必要がある。また、研究調査事業

については、成果の効果的な社会還元を図る

ため、ステークホルダーとの連携を図ること

が必要である。 

・公害健康被害補償制度と関係の深い患者団

体及びぜん息・COPD の予防・健康回復のため

に活動する９つのNPO法人等との予防事業に

関する意見交換会を行った。また、それらの

団体のうち４団体とは別途対面で、患者のニ

ーズや今後の協働事業に向けた意見交換を

行った。その内容を踏まえて予防事業に有用

な方法等について検討を行った結果、それら

の団体のうち２団体に委託し、西日本の11地

方公共団体の高齢者福祉部門等に対して呼

吸リハの事業化に向けた情報共有や働きか

けを行った。  

・研究成果として得られた特許等が研究機関

等において一層活用されるよう、委託調査研

究契約書に日本版バイ・ドール条項を導入

し、令和６年度開始の第 14 期委託調査研究

から速やかに適用した。今後も、これまでの

研究成果のホームページでの発信や患者教

育資料への活用等を含め、研究成果がより社

会において活用されるように、研究者等のス
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評価項目 令和６年度評価指摘事項等 反映状況 

テークホルダーとの連携を引き続き図って

いく。 

Ⅰ－２－３ 

石綿による健康被害

の救済 

●医学的判定の申請に当たっては、医療機関

から可能な限り事前に資料を収集し、迅速か

つ適切な認定・支給に向けた取組を着実に実

施していく必要がある。 

環境省の審議会において必要となる免疫染

色結果や病理標本の提出を医療機関に求め

るなど、判定申出前から資料の収集に努めた

こと等により、平均処理日数は 87 日となり、

当中期目標期間の最終年度までに平均131日

以内とする評価指標を大幅に上回る形で達

成した。 

今後も迅速かつ適正な認定・支給に向けた取

組を引き続き着実に実施していく。 

 ●医療手帳の交付を受けた被認定者が必要

な医療を受けられるよう、救済制度の医療費

負担の仕組みを医療従事者等に周知するた

め、また、認定申請を行う方に必要な情報が

届くよう、患者が最初に接触するだろう医療

従事者等への制度周知が重要であると考え

られるため、指定疾病の診断等に関する知見

の提供をより効果的な方法で行えるよう検

討する必要がある。 

医療手帳の交付を受けた被認定者に対して、

手帳の使い方や手帳交付前の医療費請求に

関する案内資料を送付し、丁寧に説明を行っ

た。 

また、救済制度の取扱い実績のなかった医療

機関のほか、薬局・訪問看護ステーションに

対して協力依頼を行うことで被認定者がよ

り医療を受けやすい環境整備を図った。 

さらに、認定申請の手引きに全国の「がん診

療連携拠点病院」等に設置されている「がん

相談支援センター」の案内を記載して情報提

供するとともに、「がん相談支援センター」の

相談員に対しては、救済制度の説明を行うと

ともに、石綿関連疾患が重篤であることを踏

まえた心理的・経済的な負担への相談、申請

時や認定後に交付される医療手帳の使い方

等の丁寧な対応を依頼した。 

 ●オンライン申請の受付開始に当たっては、

書面での申請同様に利用者への説明等を丁

寧に行うなど、不安や利用のハードルを下

げ、利用促進に努める必要がある。 

受付後に丁寧なご案内等を行えるよう、事務

作業フローの整理及び担当者への内部研修

を実施した。また、オンライン申請の受付開

始前に、新聞広告等にて周知を図った。 

 ●救済制度を国民に幅広く周知する方法に

ついて、その方法や頻度について費用対効果

を含めて検討する必要がある。 

石綿健康被害者やご家族に対して救済制度

を広く周知するため、企画募集によりTVCMな

どの媒体を効果的に組み合わせた提案をさ

せることで、予算内でより有効な広報を行っ
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評価項目 令和６年度評価指摘事項等 反映状況 

た。また、引き続き保健所等や診断実績のあ

る医療機関等に対し、ポスター・チラシの掲

示等を依頼した。 

 ●「特定石綿被害建設業務労働者等に対する

給付金制度」と制度間で確実に連携していく

ため、救済制度の認定者等の情報について、

引き続き厚生労働省と着実に情報提供を行

っていく必要がある。 

救済制度の被認定者等の情報について、厚生

労働省に 28 回の情報提供を行い、厚生労働

省からも定期的に情報提供を受けることで、

効率的に審査を進め、対象者の迅速な認定に

つなげた。 

 ●保健所説明会や中皮腫細胞診実習研修会

については、引き続き社会状況を注視しつ

つ、webの活用を含めた対応などの検討を進

め、効果的に実施していく必要がある。 

保健所説明会を関東、近畿及び東海の３ブロ

ックで現地開催した。関東ブロックでは、オ

ンラインでもライブ配信し、さらに保健所等

担当者が任意のタイミングで視聴できるよ

う、説明会の動画及び資料を機構ホームペー

ジの保健所等受付業務担当者向け情報ペー

ジに掲載した。また、中皮腫細胞診実習研修

会は令和６年度より回数を増やし、東京、大

阪及び兵庫にて３回開催した。 

 ●中央環境審議会環境保健部会石綿健康被

害判定小委員会等の委員、環境省、環境再生

保全機構にて使用していたシステムが令和

６年度で使用終了となったことに伴い、内製

的に行う作業が発生しているところ、医学的

判定を着実に進めるため、引き続き、環境省

と密に連携を図り適切に取り組んでいく必

要がある。 

システムの運用終了後は、代替のツールとし

て情報連携のためのオンラインサービスを

活用することによって対応しており、引き続

き環境省と密に連携した制度運用に取り組

んでいる。 

Ⅱ－１ 

経費の効率化 

●一般管理費及び業務経費ともに、今後も適

切な予算執行に努めること。 

令和７年度においても、適切な予算執行に努

めた。 

Ⅱ－２ 

調達の合理化 

●引き続き公正性・透明性を確保しつつ調達

等の合理化を推進すること。 

令和７年度においても、調達の公正性・透明

性を確保しつつ、内部委員会及び外部委員会

による契約に係る審査体制を活用し、けん制

を図りながら、調達等合理化計画の確実な遂

行や一者応札の発生抑止に向け、着実に業務

に取り組んだ。 

Ⅱ－３ 

給与水準等の適正化 

●引き続き、国家公務員に対する人事院勧告

や業務見直し等の状況を踏まえて、業務の実

績等を考慮しつつ、社会一般の情勢に適合し

令和７年度においても、人事院勧告や業務見

直しの状況を踏まえ、あわせて新規事業の人

員配置等を考慮しつつ、社会一般の情勢に適
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評価項目 令和６年度評価指摘事項等 反映状況 

た水準を維持する措置を講ずること。 合した水準を維持するための措置を講じた。 

Ⅲ－１ 

財務運営の適正化 

●承継業務については、回収困難債権の比重

が高まる中、債権管理を適切に行い、債務者

の事業再生支援等を積極的に推進するなど、

元金及び附帯債権について回収の早期化、最

大化に取り組む必要がある。 

令和７年度においても、債権の適切な管理及

び債務者の事業再生支援等を推進し、元金及

び附帯債権の回収の早期化及び最大化に取

り組んだ。 

Ⅲ－２ 

基金の運用等 

●金融市場の見通しが難しい状況であるが、

金融資産の運用への影響等を注視し、適切な

リスク管理を行いつつより効率的かつ機動

的な運用、また環境負荷の低減その他社会的

課題の解決等を目的とした債券の購入を進

めていくこと。 

市場金利の動向を踏まえ、今後の償還財源の

平準化と運用収入の最大化を図るため、一部

の保有債券を売却し、利回りの高い債券を同

額購入することで、運用収入を増加させた。 

また、グリーンボンド等の購入を積極的に進

め、令和７年度の債券購入額に占める比率を

98.4％まで引き上げた。 

Ⅳ－１ 

業務運営に係る体制

の強化・改善、組織

の活性化 

●新規業務の拡充等を踏まえ、引き続き業務

運営の体制強化・改善等の取組を着実に進め

るとともに、「人材の確保・育成に関する方

針」に沿って、新卒・中途採用の実施、研修

計画の策定と実施などの人事体制の強化を

着実に進めること。  

令和７年度は、自然共生部の新設や令和８年

度からの新規業務への対応、人事課新設に向

けた体制整備など、組織全体に大きな影響を

及ぼす取組を進めつつ、中期計画の達成に向

けて着実に前進した。また、フレックスタイ

ム制の導入や業務改革プロジェクトチーム

によるシステム化・効率化を通じて勤務環境

の改善と勤務時間の削減を図った。 

さらに、「人材の確保・育成に関する方針」に

沿い、人事評価制度の適正運用、新規着任者

への制度説明、業績評価機会の拡充、環境省

との双方向の人事交流、研修対象の拡大や講

師の内製化、多面観察の継続実施、研修のオ

ンライン化など、人材育成と人事体制の強化

にも継続して取り組んでいる。 

Ⅳ－３ 

情報セキュリティ対

策の強化、適正な文

書管理等 

●標的型攻撃の手法も多様化している中、組

織全体の情報セキュリティに対する意識を

より向上させる必要がある。 

サイバー攻撃のトレンドを取り入れた研修

及び外部講師を招いた研修を行い、組織全体

の情報セキュリティに対する意識の向上を

図った。 

 

 

【項目別評価における主要な課題、改善事項など】 

● 民間環境保全活動の助成について、令和７年度に検討をするとされている評価指標、評価ガイドラインについ
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て、わかりやすく、被評価者の環境保全活動の内容や質について定量的な評価が可能なものとすること。その上

で、とりわけ戦略プロジェクトにおいては新規に導入した補助メニューであることから、事業のアウトカムを明確

にし、その効果を客観的に測定できる評価指標の確立を行うこと。 

● PCB 廃棄物の期限内処理に向け、今後も、中小企業者等が保有する PCB 廃棄物等の処理が促進されるよう着実

な執行に努めていただくとともに、引き続き、基金の管理状況や助成金の審査基準、審査状況などを公表し、事業

の透明性、公平性を確保いただきたい。 

● 公害健康被害の補償について、賦課金を適正に確保するため、引き続き納付義務者の理解を促すとともに、DX 

を推進することで納付義務者の利便性の向上や徴収業務の効率化を進めていく必要がある。 

● 石綿による健康被害の救済について、医療手帳の交付を受けた被認定者が必要な医療を受けられるよう、救済

制度の医療費負担の仕組みを医療従事者等に周知するため、また、認定申請を行う方に必要な情報が届くよう、患

者が最初に接触するだろう医療従事者等への制度周知が重要であると考えられるため、指定疾病の診断等に関する

知見の提供をより効果的な方法で行えるよう検討する必要がある。等 

● 財務運営の適正化について、承継業務においては、回収困難債権の比重が高まる中、債権管理を適切に行い、

債務者の事業再生支援等を積極的に推進するなど、元金及び附帯債権について回収の早期化、最大化に取り組む必

要がある。等 
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